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第1章　序論

1．はじめに

　本論文は企業における組織コミュニケーション1において、電子メール2が企

業活動にどのような影響を与えるのか、その構造を明らかにすること、および

電子メール・システムのマネジメントの方針について研究するものである。

　研究方法としては、まずいくつかの企業にインタビューすることにより、企

業における電子メールの現状を調査する。その結果に基づきより多くの企業に

対しアンケートを実施しその分析結果より、企業組織における電子メール・シ

ステムの有効性のモデルを作成し、かつマネジメントの方針を導き出す。最後

にメール・システムの有効性のモデルとマネジメント方針の検証のために、協

働受注を当初の目的とした企業グループ組織における事例研究を行うものであ

る。

　本論文においてコミュニケーションを捉える視点は、コミュニケーションの

社会的相互作用を基本とする解釈シンボリック的視点（2章、2．1．4、（3）参照）

としている。同視点は、人々が創造したシンボル（象徴）をもとに相互作用に

より個人や組織に共有される意味、および社会の振る舞いに関して着目する点

でシンボリック相互作用論（Blumer，1969，　Mead，1934）に基づいたものであ

る（Krone　et　aL　1987，　p．27）。解釈シンボリック的視点は、言葉や行為の意味

は人々が交わすシンボルの相互作用により解釈されるのであり、行動は社会的

相互作用をとおして発展し、それによりコンテクスト3が変化することにつれて

1組織コミュニケーションとは、組織の成員および成員の集団が行うコミュニケ

ーションのことである（原岡・若林1993、p．2より）。組織コミュニケーショ

2電子メールについては「2章、2．2．3、（1）電子メs・一一一・Lル」で述べる。

3ここでの「コンテクスト」はコード化規約（池田・村田，1991，p．191）とは

異なり一意に決まることがないもので、意味解釈のときに使われる共通の規範

や文化のようなものである。

また「コンテクスト」は論者によっては「コンテキスト」と表記している。ど
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行動も変化すると捉える。この視点では、人々の世界の意味は人々の相互作用

によって生じるとされ、個人の意味は全体（社会）の意味（文化）に依存し、

全体の意味は個人の意味に依存するという相互依存関係が存在する（Krone　et

a1．1987，　p．28、狩俣，1992，p．13）。

　っぎに、本論文の重要なテーマであるコンテクスト依存度は、組織コミュニ

ケーションにおけるコンテクスト依存の影響を問題としている。

　ところで組織コミュニケーションの研究に関連して、Galbraith（1973）は、

組織を情報処理モデルとして捉え、職務における不確実性と組織の情報がどの

ように組織構造と関係しているかに着目している。彼によれば、組織は不確実

性の量が増すにつれて情報処理能力を増加させるようにその構造を設計しなけ

ればならないとしている。彼の視点は組織の個々のコミュニケーションにある

のではなく、情報処理に合うような組織の構造を設計することにあり、それに

よりコミュニケーションも有用になるという点にある。

　それに対し、Daft＆Lenge1（1986）は、組織の情報処理は不確実性への対

処だけでなく、多義性への対処という2つの視点から捉えることが重要である

と唱えた。彼らは組織が必要とする情報が欠乏している状況を不確実性

（uncertainty）が高い状態とし、それを解消するには不足している情報の量を

増やすことが必要であるとしている。また多義性（equivocali七y）とは、’曖味

でかつ、組織の状況に関して複数の対立する解釈が存在する状態を表す程度の

こととしている。多義性に対処するには、単に処理する情報を増やせばよいの

ではなく、彼らが提唱するリッチネスが高い情報処理をしなければならないと

している。またリッチネスとは多義性の高い状況に対する理解度をある時間内

に変えられる情報処理の能力であるとしている。

　Daf七＆Lengel（1986）は、組織の情報処理を2つの視点で捉えることによ

り、Galbrai七h（1973）が情報処理を不確実性のみで捉える問題と、組織構造

を設計するだけで対応する問題を指摘し、個々のコミュニケーションにおいて

それにふさわしいコミュニケーションのしくみを考慮することの重要性を訴え

ちらも同じものである。
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た。そしてコミュニケーションのしくみを実現する手段としてのコミュニケー

ション・メディアの特性に着目し、メディア・リッチネス理論（Daft＆Lengel，

1984，1986）を提唱したのである。

　本論文の研究テS－・…マは、このメディア・リッチネス理論に基づくが、これま

で同理論に基づく研究では明確に採り上げられなかったコンテクスト依存度と

の関係や電子メール・システムのマネジメント面まで含んでいることに研究と

しての意義があると考える。

　実証研究には3つの研究アブn・一チを採用した。まず始めに、電子メールを

提供する側を中心として、メディア・リッチネスとコンテクスト依存度の関係

をインタビューによる実証研究により明らかにした。それに基づき、電子メー

ルを利用する側を対象に、メディア・リッチネス、コンテクスト依存度および

電子メールのマネジメントの関連をアンケートによる実証研究で明らかにしメ

ール・システムの有効性のモデルとマネジメント・システムのモデルを明確に

した。最後に、複数企業が協働活動4のために作ったものづくりネット組織を対

象に、電子メールの有効性のモデルとマネジメント・モデルの事例検証をアク

ション・リサーチ（研究者が組織の中に自分を組み込むことによる社会的行為

をi導き出す研究方法。詳しくは4．3．3参照）により明らかにした。これらの研

究から結論として最後に、メール・システム活用のための提案をメールの導入

段階・運用段階およびメールのマネジメントにわけて行うものである。

次節では、本論文の構成について述べる。

4協力して共に働くという意味で、ものづくりネットのメンバーは特に「協働

活動」と名付けている。
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2．本論文の構成

　本論文は6つの章と補足資料等から構成されている。

　第1章序論では本論文の全体をとおしての問題意識、および研究の目的

や研究方法について述べる。

　第2章では本論文の研究の前提となる先行研究にっいて触れ、その中で本

論文研究の位置づけについて考察する。

　第3章から第5章までは、本論分の研究を3っのフェーズにわけ、それら

を章として独立して記述する。各章の研究は学会査読論文（2本）および学

会研究報告論文（1本）を基にしてまとめている。3章から5章の概要と学

会論文との関係は以下のとおりである。

　第3章は、インタビューにより組織における電子メ・・一一・・ルの現状を調査する

ものである。本研究は、学会査読論文「企業における電子メールの有効領域

に関する研究一メディア・リッチネスとコンテクストの視点から一」『日本

経営システム学会誌』（Vol．18，　No．2，　March　2002：平成14年3月）に基づ

いている。

　第4章は、第3章のインタビュk－・一…により明らかになった内容などから質問

項目を作成し、アンケートを実施することにより、その分析から電子メール

の有効性とメール・システムのマネジメントに関する方針を明らかにするも

のである。本研究は、学会査読論文「企業における電子メールの特性とマネ

ジメントに関する研究一アンケート調査に基づく電子メールの有効性の検

証一」『日本経営システム学会誌』（VoL20，　No．1，　Sep．2003：平成15年9

月）に基づいている。

　第5章は、第4章で明らかにした電子メールの有効性のモデルおよびメー

ル・システムのマネジメントの方針を中小企業のネットワークによる組織

（ネット・グループと呼ぶ）における事例研究により検証するものである。

本研究は「中小企業のネットグループにおける電子コミュニケーションの影

響について」『情報処理学会、研究報告』の論文（2002・IS－82，　Vo1．2002，　No．

82：平成14年11月）』に基づいている。’

　第6章は、上記3つの論文をとおして本研究の総括として電子メ・一・・一・ルを企
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業組織で有効活用するための提案をメールの導入段階・運用段階およびメー

ルのマネジメントにわけて行うものである。

　補足資料には、インタビュー調査における詳細資料、アンケート調査票、

アンケートの集計結果、アンケート結果の生データ（一部）、および「もの

づくりネット板橋」の詳細資料を掲載する。

　っぎの3節では、本論文の問題意識・研究の目的と研究の貢献について述

べる。
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3．問題意識と研究の目的

3．1研究テーマに関する問題意識

　電子メール（これ以降では「メール」という略記をする場合もある）が企

業組織に与える影響について、Sprou1＆Kiesler（1991，　pp．252－255）によ

れば、電子メールの利用は、組織に柔軟な構造を作るのに役立ち、メールを

利用するグループは、直接対面するグループ（委員会）より大規模・複雑・

流動的な構造をもつことができ、グループ構成員の意識を変えることに役立

ったとしている。また彼らは、電子メールを活用することにより、それまで

の対面での会議の時間を削減でき、全体としてコミュニケーションが有効に

行われるようになるとしている。

　しかし前述の「メディア・リッチネス理論（Daft＆Lenge1，1984，1986，

etc．）」を電子メールに適用すると、メ・・・・…ルはコミュニケーション・メディ

アの中で、対面会議などに比べてはるかにその有効性が低いと議論されてき

た（例：Kiesler　et　a1．1986，　Markus，1994，若林，1994）。その反対に、メ

ールはその使い方に精通すれば、対面会議より有効な面があるとする論者も

いる　（例：Rice＆Lee，1987，　Walther，1995，古川，1995，　Ngenyama＆Lee，

1997，Kock，1998，　Panteli，2001）。はたしてメールの利用は対面会議iなど

に比べて対極に位置するほど有効性が低いのかどうかということが1番目

の問題意識である。

　さて、組織コミュニケーションにおいては、組織のコンテクスト（組織に

関連するいろいろな条項）のはたらきが無視できない以上に必要不可欠なも

のである。コミュニケーションが行われる際には、直接交わされるメッセー

ジだけでなく、コンテクストも加わって初めて意味が解釈される（狩俣，

1992）からである。本研究では、コンテクストの影響としてHall（1976）

が論じているコンテクストへの依存の度合い（コンテクスト依存度）とメッ

セージ表現との関係の概念を取り入れる。

　Hall（1976）によれば、日本は欧米に比べてコンテクスト依存度が高い

のでメッセージを明確に文字情報に表現しないため、文字情報の伝達メディ

アは欧米に比べて有効ではないとしている。そうであるとすれば、文字情報
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の伝達メディアである電子メールは、日本では欧米より有効に使われること

はないことになる。しかし、日本ではビジネスに電子メールが欠かせないほ

ど、多くの企業で使われている。事実、インターネットの普及とともにわが

国の電子メール利用は急速に伸び、1999年には導入企業が9割に達したと

されている5。このような実態をみると、且a11のコンテクスト依存度とメッ

セージ表現との関係に疑問も出てくる。電子メールの有効性は本当に低いの

かというのが2番目の問題意識である。

　そして昨今、米国と同じように日本でも、電子メールの自由な利用を制限

する企業が増えてきているという事実がある。Webのニュースの中にも日

本企業においてそのような規制を明文化しており、まだ明文化していない企

業でも明文化する必要性を感じている企業が多いという調査結果がみられ

る6。しかし、やみくもに米国に追従するのではなく、あるいは会社の資産

であるから個人的な目的で自由に使うことは問題として単一的に規制をか

けるのではなく、わが社としての電子メールのマネジメント方針と電子メー

ルの有効性との関係を明確にした上で必要最低限の利用制限を考慮してい

くことが大切である。そのため実際に電子メール・システムのマネジメント

の問題を明らかにしたいというのが第3の問題意識である。

3．2研究の目的

　本論文の研究目的は、3ユで示した3種類の問題意識を基に、企業組織に

おける電子メールの有効性に関して、モデルを策定すること。かっ電子メー

ル・システムのマネジメントの方針を明らかにすることの2っである。これ

を箇条書きにして以下に掲げる。

5このデータは電子メッセージング協議会『企業における電子メールの動向調査

報告書』による従業員500人以上の企業（5，117社中、回答822社、官公庁・

自治体など1，305団体中、回答137団体）の調査である。

6コンピュータ・周辺機器製造業では40．7％が明示的に私用メールを禁止して

いる。「勤務先での私的メール利用と監視についての調査概要」目経ITproニ

ュース，itpro．nikkeibp．co．jp／free／ITPro／NEWS／2002．10．29
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①メール・システムの有効性のモデルを作成し、その事例検証を行う

　こと

②メール・システムのマネジメントのモデルを作成しその事例検証を

　行うこと

3．3研究の貢献

　本論文の研究から以下に掲げるような貢献が予測される。

　　①わが国の企業組織でメールを有効活用する根拠が明確になること

　　②メール・システムの規制強化へのリスクが明確になること

　　③メール・システムのマネジメントの具体的な方針が提供できること

　　④メール・システムのマネジメントの重要性が認識できること
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4．研究の方法

　研究の方法として、1．はじめにで述べたように、企業組織における電子

メールの研究を3っのフェーズに分けて行い、最終的に総括するという実証

研究の方法を採用している。それぞれの研究項目、対象者および分析方法を

3つの研究ごとにわけ、以下に述べる。

4．1インタビューによるメールの現状調査（研究1）

　研究1の詳細は第3章で述べる。

4．1．1研究項目

　本研究は、企業組織における電子メS・・・…一ルのメディア・リッチネスとコン

テクスト依存の関係を明らかにし、企業組織におけるメールの有効性につ

いて分析することである。同時に研究2のアンケート項目を作成するため

の調査の位置付けも兼ねている。

4．1．2調査対象者

　対象者は日本の企業組織4社で電子メールの企画・構築および電子メー

ル・システムの日常の運用・保守を実施している部署の担当者が中心であ

る。4社のうち半分の2社は、日本資本の企業（本論文では「邦資企業」

と呼ぶ）で電子機器の製造業と製薬業であり、残りの2社は、外国資本の

企業（本論文では外資企業と呼ぶ）で電子機器の製造業である。

4．1．3調査と分析の方法

　調査手段として各企業に対し、2度のインタビューを実施した。時期は

平成12年11月および平成13年8月であった。A社、　B社、　C社、　D社

の4社を訪問し個別にインタビューを行う方法をとった。インタビュー結

果を以下の手順で分析した。

　　　・分析フレームワークの設定

　　　・仮説の定立
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インタビュ・・一実施

仮説の検証

検証結果の考察と結論

4．2アンケートによるメールの有効性の研究（研究2）

　研究2の詳細は第4章で述べる。

4．2．1研究項目

　本研究は、企業組織における電子メールの利用環境、メールの有効性、

およびメール・システムのマネジメントに関してアンケートの分析により

モデル化してその有効性を明らかにすることである。

4．2．2調査対象者

　対象者は日本の企業における電子メールを利用している利用者を中心

とした方々である。学会、知人、およびその方から紹介された企業の方に

対する電子メールによるアンケートの方法を採用した。

4．2．3調査と分析の方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　調査手段としては、インターネットのサーバ上にアンケートを用意し、

それに回答していただく方法を採用した。アンケート調査の実施時期は平

成14年5月～6月である。アンケートの調査結果を以下の手順で分析し

た。

　　・分析フレームワークの設定

　　・アンケート実施

　　・メール・システムの構造の抽出

　　・因子分析により抽出された因子と有効性の分析

　　・分析結果の考察と結論
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4．3アクション・リサーチによるメールの事例研究（研究3）

　研究3の詳細は第5章で述べる。

4．3ユ研究項目

　本研究は、複数企業の代表者から構成されるネット・グループの活動に、

メールおよびメール・システムの管理がどのような影響を与えたのかを明

らかにする。それにより研究2の結論であるメールの有効性のモデルとメ

ール・システムのマネジメント・モデルの事例検証をするものである。

4．3．2調査対象者

　対象は、小規模企業20社（年度により企業数は増減）が協働受注など

を行うために作った組織（ネット・グループ）の構成員である。彼らは、

東京都板橋区を中心とする同メンバ・・・…一企業の主に社長たちである。

4．3．3調査と分析の方法

　調査の手段としては、アクション・リサ…一・・チ7による方法を採用した。

同ネット・グルー一プに対して、グループが創設された2000年度から2003

年12月まで4年間（第1期～第4期）に渡るコーディネート活動支援事

業のプロジェクト活動をとおして調査を実施した。調査結果を以下の手順

で分析した。

7アクション・リサーチは、クルト・レヴィンらによって「論文以外になにも

生み出さない研究では十分でない。」という趣旨に基づき提唱された研究方法で、

Moonmanによれば、研究者が対象となる組織になにが起きているかを組織に

直接かかわらずに観察するようなエスノメソドロジー的な手法でなく、研究者

が組織の中に自分を組み込むことによる社会的行為を導き出す研究方法として

いる（Moonman，1970，邦訳，pp．4－6。関連文献：Forester，1972、　Checkland，

1991、神沼eta1．1995）。本研究では、研究者がものづくりネット組織に外部

支援者として参画し仮説に基づく積極的な働きかけにより調査を実施した、と

いう意味で「アクション・リサーチ」と称している。
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■

iI

」

企業における電子メールの有効性の研究

分析フレームワークの設定

アクション・リサーチの観察結果

観察結果の分析

分析結果の考察と結果

第1章序論

図表1・1に、先行研究と総括を含めた本論文全体の研究方法を示す。

　　先行研究

i事前研究：第2章）

インタビュー調査・分析

iヒヤリング：第3章）

アンケート調査・分析

i統計解析：第4章）

　アクション・リサーチ

iケーススタディ：第5章）

研究の総括

i結論：第6章）

図表1－1本論文の研究方法

つぎの第2章では、本論分の研究に関連する先行研究について述べる。
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第2章テーマに関する先行研究

1．先行研究の概要

　本節では、本論文のテーマに関する先行研究全体の構成について述べる。

　本先行研究は、論文のテーマである「企業における電子メールの有効性の

研究」の研究フレームワークを明確にするために示すものである。

　先行研究としては、本論文テーマの構成要素である「電子コミュニケ…一・一・シ

ョン」、「メディア・リッチネス」、および「コンテクスト」に関する3つの

分野を採り上げた。以下にそれらの先行研究をどのようにみていくかにっい

て述べる。

　まず本論文における研究の分野である「電子コミュニケーション（第2

節）」については、2つにわけて先行研究としてみていくこととする。

　第2節の前半（2．1）では、「コミュニケーション」の概念に関する先行研

究をみていく。コミュニケー・ションに関する概念、定義、種類、および組織

コミュニケーションなどの研究をみることにより、本論文のコミュニケーシ

ョンの議論に必要な内容をおさえることを目的にしている。　　　　’

　第2節の後半（2．2）では、「電子コミュニケーション」の定義、その種類

と特徴、および電子コミュニケーションがはらむ問題などについて電子メー

ル｛ii中心におき、それ以外の電子コミュニケーション・メディアも含めてみ

ていくことにより本論文の電子メ・一…一ルの影響をみる際の必要な内容をおさ

えることを目的にしている。

　第3節では、「コンテクスト」に関して、そのもととなる「コンテクスト

の概念」の先行研究からみていき、本論文の要素である「コンテクスト依存

度」のもととなったHa11（1976）のコンテクスト文化や。それを組織に適

用した研究についてみていく。

　第4節では、「メディア・リッチネス’（第4節）」について、同理論の提唱

者であるDaft／Lnge1（1984，1986）のメディア・リッチネス理論と、その理論
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に基づいて行われたその後の研究をみていく。それにより本論文におけるメ

ディア・リッチネスの捉え方を明確にする。

　最後に第5節では、第4節までみてきた先行研究と本論文研究のテーマと

の関わりについてまとめるとともに本論文の研究の基本について述べる。

　先に述べた先行研究の3分野と本論文のテーマとの関係を図表2－1に示

す。

多難緯難の削減

　・デ催㌫杯

・㌔
　ミ迂ミケ

のS㌦

状況の3・・fクスト

瓢とnンテクスト

　の関係

　本論文のテーマ

企業における電子メール

　の有効性の研究

ス’

ﾖ無・ミ・ニケーシ・ンのEfi

図表2－1本論文のテーマと先行研究の関係

竃

妥ウ
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2．コミュニケーションと電子コミュニケーションに関して

　本節ではコミュニケーションと電子コミュニケーションに関する先行研

究について本論文と関係するもののみを採り上げる。

　まず、コミュニケーションの概念（2．1）に関する先行研究をみていく。

ここではコミュニケーションの概念、定義、視点、構成要素、言語・非言語

コミュニケーション、組織コミュニケーションのモデルと機能などについて

みていく。

　っぎに電子コミュニケーション（2．2）に関する先行研究をみていく。こ

こでは電子コミュニケーションの定義、特徴、電子メールを中心とする電子

コミュニケーション・メディアについてみていく。

2．1コミュニケーションの概念

　2．1．1コミュニケーションの重要性

　　組織8が成立し、存続するためにコミュニケーションが重要であること

　は、これまで多くの論者により述べられている。たとえばBarnardによ

　れば、組織の存続に必要な要素は、「コミュニケーション」、「貢献意欲」

　および「共通目的」であり、これら3要素は独立して存在するのでなく相

　互依存関係にあり、共通の目的を伝達する（伝達により知り合う）ために、

　また貢献意欲を引き出すためにもコミュニケーションが必要であるとし

　ている（Barnard，1938，pp．72，82，89）。

　　Simonは、組織の意思決定過程においてコミュニケーションが重要な

　役割を果たすと述べている（Simon，1976，　p．108）。彼はコミュニケーシ

8Barnardの公式組織の定義によれば、組織とは、2人以上の人々の意識的に調

整された活動や諸力の体系とされている（Barnard，1938）。しかし、本論文の

対象範囲である企業組織に限ると、この定義は広いといえよう。すなわち企業

組織は社会的公器であり、そのことから組織の継続が求められている。三戸に

よれば、Barnardの公式組織の定義は一回限りの場合の組織も含んでおり、限

界があるとしている。そして近代官僚制組織は、法や規制により成文化され、

規則中心に動く公式組織として定義されるとしている（三戸，2000）。
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ヨンの情報伝達の側面が意思決定に影響をおよぼすとしている。

　Galbraithは、組織を情報処理システムとして捉え、情報処理の面から

コミュニケーションを捉えている（Galbraith，1973，　P．5）。1章1．はじめ

にで述べたように、彼は、組織が不確実性の高い情報をどのように処理

するかに着目し、そのためのタスクと組織構造のあり方を論じている。彼

は、このように情報の不確実性を議論しているが、情報の多義性の面に触

れていない。それに対しWeick（1979）は、多義的な情報（1章1．はじ

めにで述べた多義性の高い情報）をどのように処理するかに関心をはら

っている。

　Weickは、多義的な情報を処理して非多義的な情報に変換することによ

り組織化が進められるとしている　（Weick，1979，　P．77）。言い換えれば、

多義的な情報を処理するときに行われる人と人との相互作用により組織

化が進められる（Weick，1979，　P．93）9。彼によれば、組織化を進展させ

る相互作用の過程こそコミュニケーションにほかならないのである。

　このように組織においてコミュニケーションはたいへん重要なもので

あり、その中で不確実性の高い情報と多義的な情報をどのように処理する

かに、コミュニケーションの面から関心をはらうことが必要である。これ

は本論文における基本的な認識である。　　　　　　　　　　　　’

　つぎにここで議論されている「コミュニケーション」の概念についてみ

ていく。

2．1．2コミュニケーションの概念

　Danceは、コミュニケーションの概念は多義的なものであり、95のコ

ミュニケーション概念を挙げているが、それをコミュニケーションの要素

として以下の15種類に整理・分類している（Dance，1970，　PP．204’208）。

　　①シンボル、会話、言語（symbols，　verbal，　speech）

9多義性の削減による組織化について、Weickの解説は稲垣（2002，　PP．186・

188）にも詳しく述べている。
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②理解（understanding）

③相互行為、関係、社会的プロセス（interaction，　relationship，　social

　　proceSS

④不確実性の減少（reduction　of　uncertainty）

⑤プロセス（ProceSS）

⑥移動、伝達、交換（transfer，　transmission，　interchange）

⑦連結、結合（1inking，　binding）

⑧共同性（commonali七y）

⑨チャネル、伝送体、手段、通路（channel，　carrier，　means，　route）

⑩記憶の刻印（replicating　memories）

⑪識別反応、行為の修正、反応、変化（discriminative　response，

　behavior　modifying，　response，change）

⑫刺激（stimuli）

⑬意図（intentional）

⑭時間、状況（七ime，　situation）、

⑮パワー（power）・

　　このようにコミュニケーションは多様な要素を含むものである。言い換

　えると、Dance（1970）の主張どおり、コミュニケーションという用語は

　少なからず多義的に用いられ了解されているものである（石井，1993，

　p，5）。そして個々のコミュニケーションは、上記の概念要素のどれかひと

　つに該当したり、2っ以上の概念の組合わせに該当したりすることになる

　のである。

　　ここで本論文の範囲である組織のコミュニケーションから捉えると上

　記の中で、②「理解」、③「相互行為、関係、社会的プロセス」、④「不確

　実性の減少」、⑦「連結、結合」、⑧「共同性」、⑪「識別反応、行為の修

　正、反応、変化」⑮「パワー」の要素が特に挙げられる10。

10②の重要性は、理解ができてはじめてメッセージが伝わったものとなるから
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　Dance（ibid．）の分類には、本論文で着目している「多義性の削減」お

よび「意味の形成と共有11」の概念に直接関係する要素としては②と③

にわずかにその片鱗がうかがえるが、明確には含まれていない。

　っぎに、いままで述べてきた「コミュニケーション」の定義についてみ

ていく。

2．1．3コミュニケーションの定義

　ここでは各論者が述べているコミュニケーションの定義と、それを電子

メールに適用する場合にどのような影響があるのかについて個々に述べ

る。

　石井（1993，p．9）は、「コミュニケーションとは、人間が一定の環境条

件で言語および非言語メッセージの交換により、相互に影響しあL，　N．、思想

や感情を共有する過程である。」と述べている。

　ここでは、Danceの概念要素に明確にはみられなかった「非言語メッセ

ージの交換」および「思想や感情を共有する過程」という語が使われてい

る。石井の定義において、非言語メッセージの交換は文字通り言語に表さ

れないメッセージであるので、電子メールではそのようなメッセー一ジを伝

えるのはたいへん困難である。同じように、思想や感情も定性的な要素が

多いので、電子メールで伝えるのは困難なことであろう。また石井の定義

は「相互に影響しあい」ということばで相互作用の面を含めている。

　Rogers（邦訳，1990，　p．8）は、「コミュニケーションとは、相互理解に

である。理解にはメッセージの意味解釈がともなうのである。③の重要性は、

Weick（1979）の相互作用から想定される。④の重要性は、多義性の減少とと

もに不確実性の減少も重要であることから想定される。⑦，⑧の重要性は、組織

におけるチームワークで必要な要素と想定される。⑪の重要性は、コミュニケ
“・・一一・ Vョンにおける識別とフィードバックの重要さから想定される。⑮の重要性

は、組織の活動がパワーにより影響を受けることから想定される。

11’「意味の形成と共有」については、次項の2．1．3コミュニケーションの定義

の林（1994）の定義でも述べる。
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到達するためにコミュニケーションの参加者が互いに情報を創りだし、共

有していく過程である。」と述べている。

　Rogersの定義は、互いに情報を創りだしていくという「情報の創造」

の面を含めている点が特徴である。創り出した情報を共有していく点は、

石井の定義にある「思想や感情の共有」と同じ意味である。Rogersの定

義にも相互理解という表現を用いた「相互作用」がみられる。

　電子メ・一一・一‘ルにおいても、お互いに相手の状況を思い浮かべながら注意深

く情報を送り、フィードバックを重ねればこうした情報の創り出しと共有

ができるのではないかと思われる。

　Rogersはまた、「コミュニケーションとは、送り手が受け手の行動を変

えようと意図して、ある考えを受け手に伝達する過程である。」と述べて

いる（Rogers＆Rogers，邦訳，1985，p．30）。この定義では、コミュニケー

ションの相手の行動を変えるという意図が存在するという点に特徴があ

る。

　Katsz＆Kahn（1978，　p．428）によると、「コミュニケーションとは情

報の伝達と意味の交換である。」としている。また林（1988，p．5）による

とfコミュニケーションはたんに情報や意味が伝達される過程ではなく、

人間相互間の意味交換の活動である。」としている。　　　　　　’

　1（atsz＆Kahnおよび林の定義には、石井（1993）やRogers（1990）に

は明確にみられなかった「意味の交換」という表現が含まれている。ここ

では、コミュニケーションは単なる情報（および意味）の伝達で終わるの

ではなく、意味の交換であることが明確に示されている。

　狩俣（1992，p．85）は、「コミュニケーションとは、送り手から受け手へ

の単なる情報の伝達ではなく、送り手が同時に受け手であり、受け手も同

時に送り手であるような相互主体的な多面的連続的な相互作用の過程で

あり、メッセージを媒介としての動態的連続的に進行する意味形成の過程

である。」としている。

　狩俣の定義は、Katsz＆Kahnの定義にもある「意味」に着目している。

そしてKatsz＆Kahnが単に「意味の交換」と述べていたものを、相互作
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用の過程で「意味形成」が行われるとして意味を形成していく過程まで含

めている。

　電子メールにこの定義を適用すると、電子メールは非同期伝達12のメデ

ィアという制約はあるが、相互作用をおし進めることにより意味の理解を

深めることは可能であろう。もちろん狩俣の「メッセー・一一ジ」は非言語メッ

セージを含んでいるので、その点は石井の定義で述べた「非言語メッセー

ジを伝えることの困難さ」の問題が依然として存在することを忘れてはな

らない。

　林（1994，p．16）は、日本にはコミュニケーションをうまく言い表す訳

語がないとしたうえで、「コミュニケーションとは、”意味の形成と共有の

プnセス”である。」と述べている。

　林の定義は、形成された「意味を共有していくプロセス」という．、狩俣

の定義では「意味形成の過程」としていたのを共有のプロセスとしている。

もちろんこのプロセスは相互作用の過程のことである。

　本論文では、林（1994）の定義からコミュニケーションに関してつぎ

のように定義する。すなわち、コミュニケーションとは、「送り手と受け

手の相互作用による意味の形成と共有のプロセスである」とする。

　つぎの項では組織のコミュニケーションをみる4つの視点についてみ

ていく。

2．1．4コミュニケーションをみる4つの視点

　コミュニケーションをみる4つの視点について、Fisher（1978）はヒ

ューマン・コミュニケーションの研究としてそれを示したが、Krone　et　a1．

は、Fisherの研究を基にし、組織のコミュニケーションの視点

12本論文では電子メー一・・ルを中心（ただし電子掲示板、電子会議室を含む）に採

り上げるので、その場で交互に情報交換するような対面型のコミュニケーショ

ンではなく、メッセージを送信しておいて、相手が読み出した後それに答える

まで時間を要するようなコミュニケーション方法をとる。このような方法を「非
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（perspective）としてまとめている（Krone　et　a1．1987，pp．22・31）。以下

に順にみていく。

（1）機械的視点（Mechanistic　Perspective）

　メッセージがある地点から別の地点へ伝達される線形の一方向のプ

ロセスとしてコミュニケーションを捉えるのが機械的視点からのコミ

ュニケーションの概念である。コミュニケーションは鎖でつながったか

のように次々と連結されていき、そこには因果関係が存在している

（Krone　et　al．1987，　p．22）のである。Shannon＆Weaverのモデル（図

表2－2）は、機械的視点の代表的なモデルである。

　Berloは、同モデルは人間のコミュニケーションについてではなく、

電気通信についてのものであるが、行動学派の科学者たちが、同モデル

は人間のコミュニケーションを記述するのに役立つとして利用したと

述べている（Berlo，邦訳，1972，　p．44）。同モデルは、ベル電話研究所で

研究された電話などのコミュニケーションを中心に考えられたモデル

である。そのためここでは、どのような種類の通信チャネル（通信路：

同図表）が最大量の信号を伝達できるか、送った信号がどのくらいノイ

ズによって破壊されるか、というような通信分野の理論が中心となって

いる。

メツセージ

情報源 発信機
信号

（通信路）

受信

信号

　　　メツセージ

ノイズ源

図表2－2Shanonn＆Weaverのモデル（Shannon＆Weaver，　1　949，p．5に加筆）

同期伝達」の方法と呼ぶ。
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　同モデルでは、送ったメッセージと受け取ったメッセ…一・・ジが必ずしも

同一でないときに、それを送り手が認識しないという問題が存在する

（McQuai1＆Windah1，邦訳，1986，　P．23）との指摘がある。

　同モデルでは前記のようにノイズなどの技術的な問題に関心があり、

メッセージがどのように認識されるかには関心がない。電話も含めて人

が介在するコミュニケーションでは、お互いのメッセージの交換により、

相互作用を介して意味形成を深めていくプロセスが存在する。しかし、

同モデルには「相互作用」や「意味形成」の内容は含まれていない。そ

の意味で、同モデルはトランスミッション・モデル（伝達モデル）と呼

ばれる（Lewis，1980，p．44）のである。

　電子メールを考えた場合、純粋に技術的な面での考慮は現代でも

Shanonn＆Weaverのモデルが摘要できる。しかしこれまで述べた理由

により、電子メールで交わされるメッセージから相互作用の過程により

意味形成していくようなプUセスは、同モデルではうまく表現できない

のである。

（2）心理学的視点（Psychologica1　Perspective）　　　　　　　’

　心理学的視点からのコミュニケーションの概念では、個々の人が持つ

概念的フィルター（conceptual　filters）13がコミュニケーションに与える

影響に注目する。メッセージは受け手に対する「刺激」として捉えられ、

それをどのように知覚し、解釈するかに着目している（Krone　e七al．

1987，p．25）。心理学的視点のモデルをつぎに2つ掲げる。

13概念的フィルターは、送り手が送信内容を記号化する際に、また受け手が刺

激として受け取ったメッセ・・一・・一ジを解読化するときに使われる。それは、送り手

や受け手の態度（attitudes）、認知（cognitions）、知覚（perception）から構i

成される個々の人の内部にあるものである。（Krone　et　a1．1987）

34



企業における電子メールの有効性の研究 第2章テーマに関する先行研究

1）概念的フィルターを含むモデル

　概念的フィルターに着目した心理学的視点のモデルを図表2－3に

示す。同モデルでは、概念的フィルターを介して解読化が行われて初

めて受信内容が得られるわけである。Krone　et　al．は、概念的フィル

ターはブラックボックスであって、その中のしくみについては明確に

されていないと指i摘しているKrone　et　al．（1987，　P．25）。

送り手

送

信
内

容

フ概
イ念
ル的
タ

1

記号化

メツセージ

受け手

　　フ概
　　イ念
　　ル的
刺　　タ

激

解読化

図表2－3概念的フィルターを含むモデル（Krone　et　al．1987，　p．25の記述を基に作成）

2）メディア・コミュニケーションのモデル

　前記の概念的フィルターを含むモデル（図表2－3）と同じ心理学的

視点のモデルではあるが、概念的フィルターを明確に表現していない

モデルを図表2－4に示す（池田，1991，p187）。

ル噸

パターン

@抽出

情報化
idecod　i　ng）

メッセージ

@　十
＜fィア

事　象 情報＝表象

記号化
iencod　i　ng）

　幽メディァ：メッセージの移動を確保する乗り物
　●メーセージ：インタフェースの間を移動するもの
　⑧ルール系：送り手と受け手の双方の約束ごと

図表2－4メディア・コミュニケー一ションのモデル（池田，1　991，p．187）

35



企業における電子メールの有効性の研究 第2章テーマに関する先行研究

　同モデルは、コミュニケーションにおけるメディア（メッセージの

移動を確保する乗り物）14の部分に注目したモデルである。同モデル

における主要な要素をみていく。

　メッセージ15はメディアを介して送られる。そのメッセージには

「表象」された結果としての「情報」すなわち「意味」が託されてい

る（池田，1991，p．187）。メッセー一・…ジが指し示す「事象」があり、事

象に表現を与え、メッセージ化することを「パターン抽出」と呼ぶ。

パターン抽出にあたっては、コードとコンテクストから構成されるル

ール系16が参照される。またメッセージから意味が抽出され、すなわ

ち「表象」されて「情報」となる。この「情報化（decoding）」のと

きもルール系が参照される。情報化と反対に、伝えたい事柄をメディ

アに乗せるためにメッセージへと変換する「記号化（encoding）」の

過程でもルー一ル系が参照される（ibid．，p．188）。

　池田は、ルール系とは、ルール理論17が適用される体系であり、一

般に複数の外在的な認知制約から成り立つものであるとしている。ル

ール系にはコード（4種類）とコンテクストがある（池田，1991，

pp．190）。ここでルール系の構成要素であるコードとコンテクストの

概念についてみていく

14メディアについては、2．1．5、（4）メディアで詳しく述べる。

15メッセージについては、2．1．5、（3）コミュニケーションの構成要素で詳しく
述べる。

16「ルール系」とは送り手と受け手の約束ごとのことである。ルール系の「ル

ール」とは、Shimanoffによれば、人々が行動するときに従う、追随可能な、

規範的な、構造的なものである。すなわち、どのような行動が、コンテクスト

の中で義務づけさせられ、好まれ、あるいは禁止されるか、ということを示す

順守可能な規定である（Shimanoff，1980，　PP．39，46）。

17久米によると、「ルール理論」とは、人間同士のコミュニケーションは、暗

黙に了解された共通のルールに沿って行われるものと考え、相手と自分との間

に意味の相互調整が働くとする理論である（久米，1993，P．30）。
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①コード

　池田によれば、コードはセマンティクス（意味体系というルール

的制約）、シンタックス（文法体系というルール的制約）、協調原理

（コミュニケーションの場に働く社会的制約）、および社会関係コ

ード（社会関係の場に働く社会的制約）の4っから構成される（池

田，1991，p．190）。

②コンテクスト

　池田によればコンテクストとは、コミュニケーションが行われる

その場の情報的な制約であるとしている18。（池田，1991，p．191）。

（3）解釈シンボリック的視点（lnterpretive・Symbolic　Perspective）

　解釈シンボリック的視点は、人々が創造したシンボル（象徴）．をもと

に相互作用により個人や組織に共有される意味および社会の振る舞い

に関して着目する　「シンボリック相互作用論（Blumer，1969，　Mead，

1934）」に基づいたものである（Krone　et　a1．1987，　p．27）。Krone　et　al．

によれば、人々は意味に基づいて行動し、その意味は社会的相互作用に

より生じる。人々は組織におけるコミュニケーションによる解釈過程を

通して意味を創造する（意味の創造はシンボル（象徴）の創造とも呼ば

れる）。そして、創造した意味をシンボルとして維持していき、それを

修正していくと捉える（Krone　et　a1．1987，　p．28）。

　解釈シンボリック視点では、人々のコミュニケ・一一一ション行動は社会的

相互作用を通じて発展し、それによりコンテクストが変化することによ

り、行動が変化すると捉える（狩俣，1992，p．19）。

18池田・村田によると、コンテクストは情報的制約として活性化されるルール

や推論を限定し、特定のル・一・一・・一ルや推論に選択的注意を向ける効果をもつとして

いる。コンテクストを制約とすることで♪そこで適切な社会的制約（社会関係

コードなど）を認識し活性化できるのである（池田・田，1991，p．191）。「コンテ

クスト」の概念に関しては3．1コンテクストの概念において詳述する。
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　同視点は、概念的フィルターを介してメッセージが解釈されるとする

心理学的視点における人間の内部心理には注目せず、人々が創造したシ

ンボルをもとに相互作用によってメッセージが解釈され、社会的コンテ

クストが修正されていくとする。ここでは、意味としての「シンボルの

創造」という面と「社会的相互作用」の面が中心である。解釈シンボリ

ック視点のモデルとしてSchrammと若林のモデルをつぎに挙げる。

1）Schrammのモデル

　Schrammのモデル（図表2・5）は、解釈シンボリック的視点の基

本部分を示している（Schramm，1975，　p．16）。

　ここでは送り手は同時に受け手であり、送り手、受け手という表現

は見られず、「解釈者」に換わっている。同モデルは、一方的な直線

的モデルでなく循環過程として描かれる。しかし、このモデルには心

理学的視点に見られた概念的フィルターによる解釈のようなしくみ

はなく、単純にメッセージから記号解読して解釈することが描かれて

いる。また送り手と受け手が相互関係をもち意味が発展していくよう

な過程は捉えられていない。

図表2－5Schrammのモデル（Schramm，1976，p．16）
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2）若林のモデル

　若林は、組織コミュニケーションの基本過程としてチャネルを明確

にした解釈シンボリック視点のモデルを示している（図表2－6：若

林，1993，p．10）。

　同モデルは、Schrammのモデルの循環過程を含んだ上で、組織の

コミュニケーションを意識して、送り手と受け手の中心に「役割←→

動機」が置かれている。また、送り手側で、役割・動機から「メッセ

ージの創造」が行われ、「記号化」されて、コミュニケーションの「チ

ャネル（メディア）」を介して受け手に送られるプロセスもSchramm

のモデル（図表2－4）より明確である。受け手側では受信したメッセ

ージを「記号解読」し、「メッセージの理解」をしたうえで、役割・

動機への影響を考慮している。そのフィードバックも行われている。

また組織の環境を「コミュニケーションの促進要因または（および）

阻害要因jとして捉えている。さらに、送り手と受け手の循環過程を

回すことにより、両者の間では意味解釈が発展していくことが想定で

きる。

チャネル
（メディア）

　組織の環境
（コミュ：ケーションの

促進・阻害要因）

チャネル
（メディア）

図表2－－6若林のモデル（若林，1993，plO，図1－1より）
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3）コミュニケーションのプロセス・モデル

　竹内は、人間の個体ないし集合体の間における情報の処理と伝達の

過程を社会的コミュニケーションと呼んで、図表2－7のようなモデル

を提示している（竹内，1973，P．113，図4．3）。

　竹内のモデルはSchrumm（図表2－5）と若林（図表2・．6）の両モデ

ルを複合したようなモデルとなっている。ここでは送り手と受け手は

同一のものとなっていおり（Schrummのモデルの解釈者にあたる）、

記号化と記号解読はschrummと若林のモデルと同様である。ただし、

両モデルにはないフィードバックが竹内のモデルにはみられる。フィ

ードバックに関して竹内は次のように解説している。

メッセージ　　　　　　　　　　　メッセージ　　　　　　　　チャネル

聾　記号化

一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　絃

　　　　　　受
L号解読　　け

　発信体
H　一　一　一　一　一　一　一　　■　一　一　㊤　一

@受信体

●

X　曇」　　i　　　　　　　　　　　　　　　　、
否

　　受信体

黶@一　一　“　●ゆ　一　一　一　否　の　恒　●．　＝

@　発信体

記号解読

@　一　●　一　一　工　　一　一　　●

記号化　　　　　’

チャネル

メッセージ　　　　　　　　　　　メッセージ

図表2－7社会的コミュニケーションのモデル（竹内，1　973，p1　13，図4．3より）

　「メッセージに対する受け手の反応が送り手のもとに返ってく

るプロセスを、ふっうフィードバックと呼んでいるが、それは送り

手の立場に立った発想に由来するものである。送り手と受け手の関

係は、一方的ではなく相互的関係としてみるべきで、相互に交わさ

れるメッセージのいずれか一方のみをフィードバックという名で

呼ぶことは適切ではない。自分の発信したメッセージが自分自身に

とってのフィv…一一ドバックであるとしている。発信者は送り手である
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と同時に自分自身のメッセージの受け手として、そのメッセージに

対する反応をみずからにフィードバックすることが可能となるの

である。」

　特に発話（言葉を発すること）においては、たとえ自分が意図して

いることを言葉で述べるときでも、実際に言葉を発してみないと自分

のメッセージがどのような内容として出されるかは自分にもわから

ないのである。そのような危うさを即座に是正するためにも、みずか

ららのメッセージをみずからヘフィードバックすることをモデルに

表すことは重要である。

（4）システム相互作用的視点（Systems・lnteraction　Perspective）

　システム相互作用的視点では外的な行動に着目し、コミュニケーショ

ンの過程はこれまでみてきた機械的視点や心理学的視点の還元主義と

異なり、個々の過程を総計した以上のものであると捉えている。ここで

はコミュニケーション’は参加者のコミュニケーション行為として捉え

る。個人はコミュニケーションの一部あるいはサブシステムとして捉え

る。そして全体のコミュニケーション行動が組織の行動を決めることに

着目している（Krone　e七a1．1987，p．30）。

　Rogers＆Rogersは、組織のコミュニケーションを分析するにはオー

プンシステム理論を導入したシステム・アプローチを取るべきであると

主張し、前記のShanonn＆Weaverの機械的視点には限界があると批

判している（Rogers＆Rogers，1976）。

　Trenholmは、システム相互作用的視点のモデルを提示している

（Tranholm，1986，　p．43）。図表2－8では一連の活動のながれが示され

ており、これまでの一回のメッセージのやりとりを示したモデルとは異

なっている。コミュニケーションはスナップショットでみるものではな

く、一連のプロセスの中で捉えなければならないとするのが、システム

相互作用的視点であるからである。
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　　　　　　　　　　　　1次側の行動
　　　　r－　’”　－’　－－－　’－”－　－　pt　－“－　“”　n　　　　　　　　f－－　．．　－　．．　．．　－－－－．　－．　in　－　．．　　－．　“．　－’　1

行動A　　　l行動C　　　行動E　　　｛行動G　　　l行動C　　　　行動E　　　l

　　行動BL＿週9＿。．璽巳i行輯＿」聖．．．．．．．互藪巳l

　　　　　　CDEFの連続　　　　　　　　　　　CDEFの連続
　　　　　　　　　　　　2次側の行動
　図表2－8システム相互作用的視点モデル（Trenholm，1986，　p．43より修正）

　ここではまず活動Aから始まり、それに対応して活動Bがありとい

うように一連の活動が流れていく。ある人の行動がどのように次の人に

つながり、その行動がどのようにその次の人につながるかというように

行動に焦点があてらているのである。そこではコミュニケーションに携

わる個人は分析の対象にならず、送り手、受け手のコミュニケーション

というような部分的な要素はない（末田，2003，p．51）。

　そのときに同図表中に示した2つの四角（波線）は、同じようなパタ

ーンが繰り返されることを示している。すなわち、この図表の例では

CDEFの活動列が2度繰り返されている。このようなパターンの繰り返

しがなぜ起きるのかに着目するのである（ibid．）。

　システム相互作用的視点の基本となるモデルは前記した解釈シンボ

リック視点のモデルである。その上で、システム相互作用的視点のモデ

ルでは個々の相互作用そのものに着目するのでなく、それをシステムの

プロセスとして明確に捉え、全体としては個々のプロセス以上のものが

創造されるとするシステム論的な立場を強調する。

（5）本論文のコミュニケーションに対する視点

　これまでコミュニケー一ションをみる4つの視点についてみてきたが

本論文のコミュニケーションの定義は、「送り手と受け手の相互作用に

より意味の形成と共有が行われるプロセス（2．1．3参照）」としており、
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それは解釈シンボリック的視点の「社会的相互作用」により実現される。

組織におけるコミュニケーションは当事者同士で完結するのでなく、組

織全体のヒューマン・トランザクションとして捉えなければならないこ

とからシステム相互作用的コミュニケーションのモデルを無視できな

いが、中心は解釈シボリック的視点である。

っぎの項では、コミュニケS…一一ションの目的と機能についてみていく

2．1．5コミュニケーションの目的と機能

　これまでコミュニケーションの定義やモデルについてみてきたが、本項

では、そもそもコミュニケーションを行う目的はなんなのか、およびコミ

ュニケーションの機能についてみていく。

（1）コミュニケーションの目的

　Berloは、人間の根本的な目的は、われわれが住んでいる環境との原

初的な関係を変えることであり、それは外部的な影響力に完全に支配さ

れる確立を減少し、われわれ自身が影響力をつくりだす確立を増大する

こととし、そこからコミュニケーションの目的を引き出している。’すな

わちコミュニケーションの目的は、影響を与えるために、思いどおりに

感化するためであるとしている（Berlo，邦訳，1972，　pp．22－23）。

　また彼は、コミュニケーション能力を改善しようとするときには、送

り手がメッセージをつくったときに意図したものはなんであったかと

いう点に注目することであるとし、受け手の反応の記述によって、コミ

ュニケーションの目的をいいあらわすことができるようになってはじ

めて、能率的で効果的なコミュニケーショト 唐ﾉ向かうことができるとし

ている（ibid，　p．23）。しかしわれわれがコミュニケーションを行うとき

には必ずしも、その目的に気付いていない場合がしばしばあり、目的に

気付いていなくてもコミュニケーション行動を避けることはできない

としている（ibid．　P．24）。
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　Berloは、コミュニケーションはかならずしも目的をもっておこなう

ことはないとし、目的を意識しないで行う場合もあるが、他者に影響を

与える道具としてコミュニケーションを位置づけている。こうしたコミ

ュニケーションの道具的な目的を批判したのがHavermasである。

　Habermasは、人間の行為には成果志向型の行為と了解指示型の行為

の2つがあると述べている。成果志向型行為は2つあり、どれも目的合

理的行為であるが、非社会的状況での行為である場合は「道具的行為」

と呼ばれ、相手の意思決定に影響を与える社会的状況での行為である場

合は「戦略的行為」と呼ばれるとしている。このような成果志向型行為

に対して、了解志向型の行為をコミュニケーション的行為と呼び、そこ

では参加している行為者の計画が言語的了解に基づいて調整されると

している。そのような対話的関係がコミュニケーション的合理倒こよる

行為である。そしてこの了解こそが主体間で一致が達成される過程であ

り、コミュニケーション能力の目的であるとしている。このような開か

れたコミュニケ・一一ション能力によるコミュニケーション的行為はいか

なる強制を受けることなく了解をめざす社会的行為であり、社会の秩序

を維持するという以上に、秩序をたえず創造的に形成する行為であると

している　（Habermas，1986）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　本論文では電子メールを対象とするが、秩序を絶えず創造的に形成す

るというコミュニケーションの目的が必要であると考える。

（2）コミュニケーションの機能

　コミュニケーションの機能について、狩俣（1992）は、基本的に「情

報伝達」、「意味形成」、「連結」、「調整」の4つがあるとしている（狩

俣，1992，P．138）。この4つの機能はこれまでの各モデルで断片的にみて

きた内容であるが、ここでまとめて採り上げる。

1）情報伝達

　情報伝達は、単に情報を伝達するということで終わるのではなく、

44



企業における電子メールの有効性の研究 第2章テーマに関する先行研究

意味形成に必要な要素となっていることを考慮しなければならない。

Katz＆Kahnは、人間がつくりあげる組織は情報システムであると

捉えることができる。そしてそのような組織は情報を取り入れ、それ

を利用しなければ組織として有効に存続できない。情報交換と意味の

伝達は社会システムないし組織の本質である、と述べている（Katz＆

Kahn，1978，　pp。428・429）。

　本論文では。これまでみてきたように、情報伝達飲みで終わるので

なく、そこから相互に意味解釈の過程を行うことにより、意味の伝達

ができるものと捉える。

2）意味形成

　コミュニケーションにおいては情報伝達以上に、伝達された情報の

意味が重要である。ここで誤ってならないのは、「言語の要素や構造

もそれ自体に意味があるわけではなく、それは単なるシンボル、また

はその集合であるという点である。

　Berloによると、ユミュニケーションでは極論すると意味の伝達は

できないとし、伝達できるのはメッセージであって、意味はメッセー

ジの中にはなく、メッセージを利用する人間の心の中にあるとしてい

る（Berlo，1960，　pp．212，223）」。

　「意味を伝達することは不可能である」という表現は、上記「①情

報伝達」における「意味の伝達」の記述と矛盾するのではないかと思

われるが、厳密には「メッセージの交換により、受け手の中で解釈過

程を経て意味が生まれる。」と捉えればよいのである。

3）連結

　コミュニケーションは、組織の構成部分（個人ないし要素）と部分

を連結し、個人を組織的努力に結びつける。すなわち組織における

人々を連結し、人々の行為を組織目的に結合し、人々を組織的努力に

連結する機能を果たしている（狩俣，1992，P．140）。
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　コミュニケーションを行うことにより組織のチーム活動がスムー

ズに行われ、また組織の目的が個人の目的と結びつけられるのである。

4）調整

　組織の人々が共通の目的を達成するためには、人々の間の多様な価

値観や目標、思考や感情などの対立、葛藤を調整することが必要であ

る。また組織が環境の変化に対応してそれ自体を創造するとき、組織

のサブシステムを調整し、組織と社会あるいは環境との間を調整する

のにコミュニケーションが必要である。（狩俣，1992，p．141）。

　組織における社会的相互作用が進む中で、「調整」が重要であるこ

とは疑う余地がないであろう。

2．1．6コミュニケーションのプロセスと構成要素

　2．1．4でみてきた「4つの視点」では、いくつものコミュニケーション

のモデルが提示された。これらのモデルはコミュニケーションの要素から

構成されたものであるが、モデルにより構成要素の呼び方や役割が異なっ

ている。本項では4つの視点のまとめとして、コミュニケーションのプロ

セスとその構成要素についてみていく。　　　　　　　　　　　’

（1）コミュニケーション・プロセス

　コミュニケーションは変化する現象、すなわちプロセスとして捉えな

ければならない。Berloはあるコミュニケーション理論家のことばを借

りて、「コミュニケS－・一ションの特定の初めと特定の終わりについて論ず

ることはできない。またコミュニケーションがただひとつの方向に起こ

るとは言えない」（Berlo，邦訳，1972，　P．37）、と述べている。

　彼は、コミュニケーションをスナップ写真のようなもので捉え、それ

で分析する危険を論じ、コミュニケーションをプロセス19として捉えな

19プロセスの定義として、Berloは、「時間的に連続的な変化を示す現象」あ
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ければならないとしている。そして「コミュニケーションの要素は別々

のものではなく、それぞれ重なり合わないような実在に分けることがで

きない。」としている。

　Berloは、コミュニケーションの要素を別個の実在、別個の人間と考

えてはならないのであって、それらはコミュニケーションが起こるため

に遂行されねばならない行動の名称として捉える（Berlo，邦訳，1972，

P．37）ことを主張している。

　彼のコミュニケーションをプロセスとしてみる視点は、4つの視点の

うち、「システム相互作用的視点」のシステム的見方と同様のものであ

る。コミュニケ・一一・一・ションの要素は独立したものではなく、相互に関係す

るものとして、またコミュニケーションは連続して起こるというプロセ

スとして捉えなくてはならない。

　次項ではコミュニケーションの構成要素についてみていく。

（2）コミュニケーションの構成要素

　コミュニケーションの6つの構成要素についてBerloの議論を中心

にみていく　（Berlo，邦訳，1972）。

1）送り手

　Berloは、　Shanonn＆Weaverのモデル（図表2－2）では、送り手

は人間ではない機械装置（transmitter）からの想定であるが、人間

のコミュニケーションが行われるところでは、いかなるときにも送り

手、すなわちコミュニケーションに従事する目的と理由をもった人ま

たは集団があると述べる（Berlo，邦訳，1972，　p．45）。送り手はなんら

るいは「連続的な操作または処理」と辞書で定義されてきたものであり、ヘラ

クレイトスが「一人の人間は2度と同じ川にはいることはできない。」といった。

という例を挙げ、人間は常に変化しているものであり、同じように、川の流れ

も変化しているのである、と説明している（Berlo，邦訳，1972，　P．35）。
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かの観念・欲求・意思・情報やコミュニケーションの目的をもってコ

ミュニケーションを始める（ibid．）のである。

　本論文の対象である電子メールでは、特殊なケースとして、メー

ル・システム自身がメッセージを作る場合2°もあるが、それも人間が

あらかじめ設定したためとして、送り手は人間として問題ない。

　っぎにBerloは、送り手の精度を高める要素を考えるには送り手単

独ではなく、「記号化体（後記3）で述べる）」も含んで考えなければ

ならないとしている（Berlo，邦訳，1972，　p．59）。その上で精度を高め

る要素には、コミュニケー…一ション技能（記号化の技能、記号解読の技

能、思考あるいは論理）、態度（自己に対する態度、送り内容に対す

る態度、受け手に対する態度）、知識のレベル（自分の態度・受け手

の特性・メッセージ構成の方法・チャネルの選択方法の知識とその分

析能力）、社会的・文化的システム（所属集団・価値や基準・場の認

知・社会構想での身分や格付けに対する知識）の4つ（ibid．　pp．59－69）

を挙げている。実はこの4つは送り手のみでなく記号化体も含んで考

えなければならないのである。

2）受け手　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　Berloは送り手と同様の議論から受け手も人間と考えてよい21と述

べている。ただし、ここで忘れてならないのは、受け手はただ受動的

にメッセージを受けているのではないということである。

　彼は、送り手と同様に受け手も目的をもってメッセージを受けてい

るので、受け手は必ずしも送り手の目的に合うように反応するとは限

らないと述べる。そして送り手と受け手の目的が相容れないとき、コ

20たとえばメールシステムに対し、指定した日時にスケジュール内容を自動送

信するように設定することができる。

21たとえば出張中でメールが読めないときのために、メールを受信すると自動

的に不在の「お詫びメッセージ」を返すようにメールシステムに設定すること
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ミュニケーションは破れるとしている（Berlo，邦訳，1972，　PP．29・30）。

　彼は個人内コミュニケーションの場合は、送り手と受け手が同一人

となり、その場合、送り手と呼ぶか受け手と呼ぶかは動的なプロセス

を切り離してみることになってしまうと述べる（ibid．　P．70－71）。受

け手となった人もつぎには送り手となるからである。このような観点

にたち受け手のコミュニケーション技能を考えるとき、受け手単独で

なく、「記号解読体」も含めて捉えないとならない。そしてコミュニ

ケーション技能には、送り手と同じ4つの要素（前記1）参照）が挙

げられる。その上で送り手にも適用されるものとして、送り手と受け

手の技能の度合いについての関係こそ精度を高める重要な決定要因

であると述べる（ibid．　pp．70－73）。

3）記号化体

　Berloは、送り手の考えを受け取り、それを記号に置き換えて送り

手の目的（意図）をメッセージの形式に表現する役目を担うものとし

て記号化体を挙げている（Berlo，邦訳，1972，　p．45）。記号化体は、解

釈シンボリック的視点のモデルでは、「記号化」という要素で表現さ

れていたものに相当する（図表2－5、2－6参照）。　　　　　’

　彼はたとえば、音声機構（話しことば、鳴き声、音楽的調子などを

つくるもの）、手の筋肉組織（文字、絵などを作るもの）、身体の他の

筋肉組織（表情、身振り、姿勢などをつくるもの）があり、これらは

送り手と一体のものである。また、複雑なコミュニケーションの例と

して、上司の指示で働く部下も記号化体であるとしている（ibid．

pp．45－46）。

4）メツセージ

　Berloは、送り手の目的が表現されたものがメッセージであり、そ

ができる。これも人間の操作による設定と捉える。
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れは物理的形式で表現されなくてはならないと述べる。メッセージは

また観念や目的や意思がある記号に変換されたひとつのシンボル体

系であるとしている（Berlo，邦訳，1972，　P．45）。

　彼はメッセージの要因としてメッセージ記号、メッセージ内容、メ

ッセージ構成の3つを挙げている（ibid．　p．74）。順にみていく。

①メッセージ記号

　Berloは、メッセージ記号の「記号22」とは、ある人にとって意

味をもつように構造化できるシンボルの集まりと述べる。要素の集

まり（語彙）と、意味をもつように要素を組み合わせる一連の手続

き（文章構成法）とがあるならば、それは記号であるとしている

（ibid．　pp．77－78）。

②メッセージ内容

　Berloは、メッセージ内容とは、送り手が目的を表現するために

選んだメッセージに含まれている素材であるとし、内容には要素と

構造があるとしている（ibid．　p．80）。

③メツセージ構成

　Berloは、メッセv・・・・…ジ構成とは、コミュニケーションの送り手が

決定した記号や内容の選び方や並べ方のことであるとしている。そ

して一般的には送り手によるメッセージの送り方の決定（記号や内

容とその送り方についての選択）を意味するとしている（ibid．

P．82）。

5）チャネル

　Berloは、チャネルはメッセージの媒体すなわち運搬者であると述

22「記号」については、2。1．9（2）1）ソシュー一ルの言語研究でもみていく
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べる。メッセージはなんらかのチャネルがあってはじめて存在すると

している。その上でチャネルの選択はコミュニケーションの効率化を

生む重要な要因となっているとしている（Berlo，邦訳，1972，　p．46）。

　彼は、チャネルには3つの意味があり、それらは記号化・記号解読

の装置（話したり聞いたりする機構に相当）、メッセージの媒体（音

声ならば音波）、媒体を搬送するもの（音声の音波を搬送する空気）

であるとしている（ibid．　p．85）。

　ここで彼は記号化と記号解読のための装置をチャネルとするが、こ

れらは構成要素としてチャネルからは独立していたものであったの

で、矛盾が発生している。しかし、このことは彼も議論していて、目

的に応じてどちらとも言えるとしている。すなわちチャネルの一部と

して考えることもでき、独立していると捉えることもできるとしてい

る。重要なのは名称ではなくてその機能であるとしている（ibid．

pp．88－89）。

　また彼はコミュニケーションのチャネルの選択は重要であるが、研

究が始まったばかりであると述べている。本論文のテーマであるメデ

ィア・リッチネスの摘要の基本的な目的はこのチャネル選択にあると

いえるのである。

　S　　　　　　　　　　M
送り手　記号化体　メッセージ

コミュニケーション

　技能

社会システム

要素・構造

記号・内容・構成

　C　　　記号　　　R
チャネル　解読体　　　　　　　　　受け手

コミュニケーション

　　技能

社会システム

図表2－9Berloの構成要素のモデル（Berlo，1960より）
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6）記号解読体

　Berloは、記号解読体は受け手のもっている一組の運動系技能であ

ると述べる。またそれは受け手のもっている一組の感覚系技能と考え

ることができるとしている。記号解読体は、解釈シンボリック的視点

のモデルでは、「記号解読」という要素で表現されていたものに相当

する（図表2・5、2－6参照）。

　彼は、一人または2人のコミュニケーション状況においては、記号

解読体は感覚であると述べる（Berlo，邦訳，1972，　p．46）。

　しかし、感覚というひとことで表しているが、これは認知心理学で

言うところのフレームあるいはスキーマ、そして心理学でいうところ

の概念的フィルターの働きで記号解読する役割を果たす活動と考え

られる。

　ここまでBerloの提示した構成要素を図表2・9に示す。ここでは構成

要素の記号化体と記号解読体は役割として名称が残っているだけであ

る。

　本論文の研究対象である電子メール・システムの構成要素も基本的に

は彼のモデルに基づいている。

つぎの項ではコミュニケーション・メディアについてみていく。

2．1．7コミュニケーションのメディア

　（1）コミュニケーションのメディアの定義について

　　1）コミュニケーションのメディアの定義

　　　林は、コミュニケーションのメディアとは、コミュニケーションを

　　媒介するテクノロジーのことであるとし、メッセージを伝達するもの

　　や人や手段をひっくるめて、メディア（媒体）と呼んでいる。その意

　　味でメディアは多様であり、さまざまなものがメディアになりうるた
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め、メディアにより効果や機能（役割）も異なるとしている（林，1988，

pp．174，82）。

　なお本論文では、「メディア」と「コミュニケーション・メディア」

は同じ意味で使用している。

　メディアはテクノロジーであると定義しているが、ここで「テクノ

ロジー」についてみていく。Rogersは、「今日、テクノロジーは機械

的原理の応用とか利用という狭義の意味合いで用いられることが多

いが、それは正しくなく、望ましい結果の達成をめざして因果関係間

に横たわる不確定性を除去したり軽減していくように設計された道

具や手段である」（Rogers，1992，邦訳，　P．3）と述べている。そして

テクノロジーは、材料とか部品などのハードウェア要素だけでなく、

その構成目的とか機能達成のために情報べ一スで構成されるソフト

ウェア要素の両側面を有していると述べる。さらにコミュニケーショ

ンの古典的なテクノロジーとしては、話し言葉や文字もテクノロジー

であるとしている（ibid．）。

2）メディアとチャネル

　メディアはコミュニケーションを媒介するテクノロジーであると

したが、そうするとチャネルとどこまでが同じでどの点が違うのだろ

うか。それについて以下に述べることとする。

　本論文の図表2－19では「メディア」と表記し、図表2－6、2－7、お

よび2－9では「チャネル」と表記している。このうち、図表2・6では

「チャネル（メディア）」と二重表記している。メディアとチャネル

はあたかも同じものと考えてよいのであろうか。

　図表2－9（Berlo，1972）のチャネルの定義は、メッセージの媒体す

なわち運搬者であった。メディアとの違いは、メディアがテクノロジ

ーとしているが、チャネルは単に媒体あるいは通信路であり、テクノ

ロジーという語がないという点のみである。たとえば肉声によるコミ

ュニケーションにおいては、音声メディアという言葉もあるが、音声
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チャネルとも言える。音声は言葉を話すための技術と言えなくはない

が、一般的にはテクノロジーとはいわないであろう。しかし、本論文

では各種のコミュニケー一ションを比較する際の便宜のために、コミュ

ニケーションにおいて、メッセージを媒介するものはすべて「メディ

ア」と呼ぶこととする。

　っぎにメディアの用例として、次項のマスメディアの脚注でも述べ

るが、狭義の「メディア」は「マスメディア」のことであるといわれ

ている。ここで「マスメディア」という呼び方は一般的であるが、「マ

スチャネル」という呼び方は一般的でない。この場合「マスメディア・

チャネル」と呼ぶ（Rogers，邦訳，　p．5参照）こともある。

　本論文のテーマである電子メールを中心とする電子コミュニケー

ションのメディアやそれと比較するメディアで考えるならば、メッセ

ージを媒介するという機能に着目すれば、メディアとチャネルはほぼ

同じ意味で使用できると考えてよい。しかし、電子メールはテクノロ

ジー的な側面で捉える方が一般的である。また本論文の3節で採り上

げるメディア・リッチネスとの整合をとるためにも、本論文では基本

的には「メディア」という言葉を使うこととする。

（2）メディァの種類

　ここではメディアの種類について、メディアを介して結びつく人間の

数を基準とする分類と、メディアの機能からの3分類、映像メディアと

言語メディアの比較、最後にメディアの7つの分類についてみていく。

1）パーソナル・メディアとマスメディア

　林は、メディアを介して結びつく人間の数を基準にすると、パーソ

ナル・メディアとマスメディアにわけることができるとしている（林，

1988，p．175）。順にみていく。
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①パーソナル・メディア

　パーソナル・メディアには、郵便、電信、電話、そして現代のニ

ューメディアと呼ばれる電子メディア23がある（ibid．）。パーソナ

ル・メディアはパーソナル・コミュニケーションで使われるメディ

アである。

②．マスメデイア

　マスメディアには、書籍、新聞、雑誌、パンフレット、映画、ラ

ジオ、テレビがある（ibid．）。マスメディアはマスコミュニケーシ

ョンで使われるメディアである。

　「メディア」という語を狭義に用いて、「マスメディア」を意味

することがよくあるが、厳密にいうと、パーソナル・メディアの場

合もあるので、本論文ではマスメディアは省略しないでマスメディ

アと表記する。

2）機能からの分類・

　メディアの機能面に着目して分類すると、大きく3つに分類できる。

Hartは、メディアを現示的メディア、再現的メディア、および機械

的メディアに分類し、その順にメディアが発達してきたと述べる

（Hart，1991，　p．5）。つぎに3つのメディアを順にみていく（児島，

1998，p．14より）。

①現示的メディァ

　情報の発信にも受信にも道具や機械を必要としない身体とい

う現示的メディアが最初で、身振りや表情などの非言語的コミュ

ニケーションに身体が使われた。つぎに言語の発達により「話し

2　3．電子メディアのうち、コンピュータを利用した電子メディアについては、

2．2．3電子メディアで詳しく述べる。
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言葉」という手段をもつことで身体メディアの重要性が飛躍的に

増大し、現在に至っている。

②再現的メディァ

　情報の発信にのみ道具や機械を必要とするメディアで、話し言

葉から発達した「絵画」がもっとも古く、つぎに「文字」がある。

文字や絵画を大量複製するためにできた「活版印刷」、そしてよ

り再現性の高い「写真」へと発達した。

③機械的メディア

　情報の発信にも受信にも機械を必要とするメディアで、話し言

葉から発達した電信、電話、そしてラジオ、レコードと続く。ま

た絵画や写真から発達した映画、テレビへと続く。

3）映像メディアと言語メディア

　林は、テレビや映画などの映像メディアと印刷物などの言語メディ

アに分けて、その特徴を述べている（以下の4点、林，1988，pp．84－89）

①一次的／二次的

　林は、自然な知覚に近い映像記号の方が、言語のように解読の技

術や想像力を働かせなければならない記号よりも理解は容易で記

憶にも優れていると述べる。映像記号を伝える映像メディアへの接

触経験は生の素材についての直接経験（一次的経験）に近い。それ

に対して言語メディアへの接触は、一次的な経験を概念やカテゴリ

ーを用いて再構成した記号の集合体への二次的な経験である。

　映像メディアは、具体的な現実をそのまま示し、生々しい問題定

義ができ、受け手に情緒的な反応を喚起することができるが、映像

は現実を部分的に切り取ったものに過ぎない。それは表面的な見か

けのよさが重視されるという問題をもつ。言語メディアは、生々し
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い現実を提示するには劣るが、その背後にあって見ることのできな

い困難な過程や原因について言及することができる。言語メディア

は映像メディアと同じ物事を多層的、多面的、総合的に扱いうるし、

物事をより論理的、抽象的、一般的、体系的に扱うこともできると

している。また言語メディアは現在だけでなく、過去も未来も提示

できる。映像メディアの場合は言語によるなんらかの注釈などがな

ければ、過去や未来を提示することは困難であるとしている（林，

1988，pp．85－86）。

②多義的／一義的

　林は、言語記号は相当に意味を限定する上に、記号を用いたメッ

セージの構成者の視点によりかなり意味が限定されると述べる。言

語メディアは一義的な意味を伝えるが、映像メディアは意味を一義

的に限定することはむずかしく、見る側の解釈の自由度がより高い

ので、映像メディアは、多義的である。言語メディアは事物の微妙

な差異や個性が切り捨てられ、一般化や紋切り型に陥りやすいとし

ている。映像メディアはさまざまに解釈する個性的な人間を生みや

すいであろう、としている（林，1988，p．87）。　　　　　　’

③アナログ／デジタル

　言語メディアは一時に一つの要素を提示するが、それはデジタル

の情報であり、受け取る方は継続的な情報処理が必要であると述べ

る。それに対し、映像メディアはアナログ情報を提示し、一っの画

面は多様な要素を含むため、受け手は同時に多くの要素を処理する

並行的な情報処理が必要である。また多様な視点の提示が可能であ

る。しかし、映像メディアは、そのスピードに併せて多様な情報処

理をしなければならないため、受け手のペースを撹乱し、情報処理

不十分な状態に陥りやすい。言語メディアは受け手のペースにあっ

たスピ・一・一・一ドで、すこしずつ情報処理することを可能とさせるとして
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いる（林，1988，PP．87－88）。

④受動的・参加的／能動的・孤立的

　林は、映像メディアの方が受動的な反応をもたらし、言語メディ

アの方が解読に努力が必要で、思考力や想像力をはたらかせるため

により能動的な接触を必要とすると述べる。しかし、言語メディア

は個人的で孤立的であり、社会に対して閉ざされがちであるのに対

して、映像メディアはさまざまな感情的な反応を生み、行動の模倣

も生み出す。映像メディアは、集団的で参加的なメディアであるの

に対し、本の虫はあまり社交を好まないとしている（林，1988，

pp．88－89）◎

（3）メディアの変容

　吉見は、メディアの機能からみた分類が歴史的に変容していることに

着目し、それを図表2－10のように示している。同図表では、メディア

を複製性（横軸）と文字性・身体性（縦軸）で捉えて、メディアの変容

を提示している（吉見，1994，p．76：）。

筆記

文字性

活字

非複製性 複製性

口承尋一一一一

@　　　　身体性

一一一一 ﾓ電子

図表2－10メディアの変容（吉見1994，ρ．76，図2に加筆）
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　まず身体を中心として複製不可能な「口承」がなされ、ついで文字の

発明により、文字の固定はできるが複製ができない「筆記」が行われた。

その後大量に文字の複製ができる「活字」が発明された。さらに、文字

のみでなくさまざまな形態の複製可能な電子メディアへと変容した。電

子メディアは話し言葉や表情なども複製でき、より身体性へも近づいて

いるメディアといえる（ibid．　PP．75・78）。

　本論文の対象である電子メールはもちろんこの電子メディアであり、

変容がもっとも進んだメディアであるとともに、彼の説明から身体性へ

も近づいたメディアとして捉えることの重要性が示唆される。

（4）電子メディアの定義

　ここでは、前記「メディアの変容」でみてきた電子メディアの定義に

ついてみていく。

　　電子メディアの定義は論者により狭義から広義までいろいろある。

　はじめに比較的狭義では、コンピュータを利用したメディアによるコ

　ミュニケーションでかつファクシミリ、双方向テレビなどを含むとす

　る吉見（1994，P．76）や宮田（1993，P．6）の定義がある。宮田は電子

　メディアとは、「典型的にはコンピュータの性能を内蔵し、利用者間

　および利用者との情報間の双方向性を実現、促進させるコミュニケー

　ション・テクノロジー」としている（宮田，1993，p．6）。

　　それより広い定義では、電子機器から構成されるメディア（電話・

　ラジオ・テレビ・VTR・ビデオカメラ・インターネット・マルチメデ

　ィアなど）によるコミュニケーションとする定義もある（三上，1998，

　P．66）。

　　本論文では、電子メディアと呼ぶ場合は吉見・宮田の狭義とする。

　そして、ファクシミリや双方向テレビなどを除いた電子メール、電子

　掲示板、電子会議などのメディアを「電子コミュニケ・一…一ション・メデ

　ィア」として定義する。　　　°

59



企業における電子メールの有効性の研究 第2章テーマに関する先行研究

（5）メディアの利便性と表現性

　林は、メディアというテクノロジーは、コミュニケーションを媒介す

るという役割から、利便性のみならず表現性という両義性をもっている

と述べている（林，1988，P．174）。

　映画が衰退したのは、茶の間で居ながらにして見られるテレビの利便

性のためである。また電話の普及により手紙が激減したが消滅しないの

は、電話の利便性にない手紙固有の表現性のためとしている（ibid．

p．176・177）。

　彼は、このようにメディア体系の変動にはメディア形式における利便

性と表現性の間の相克が見られるとしている。そして、各メディア形式

のもつそれぞれの文化的価値に着目すると、棲み分けの関係が必要とさ

れ、メディアの固有の領域の確保とそれに基づく共存関係の維持が求め

られるとしている（ibid．　p．177）。

　メディア・セレクションの議論はこうした利便性と表現性の上でなさ

れるものと捉えることができる。

つぎの項ではコミュニケーションの種類についてみていくこととする。

2．1．8コミュニケーションの種類

　コミュニケーションは多義的なので、その分類をするときには、視点を

定めないとならない。ここでは社会的コミュニケーションの分類とメディ

アによる分類、およびその他の分類にわけてみていく。

（1）社会的コミュニケーションの分類

　竹内は、人間の個体ないし集合体の間における情報の処理と伝達の過

程を社会的コミュニケーション24と呼んでいる。彼は、社会的コミュニ

2チ竹内は、コミュニケーションをひろく「情報の処理と伝達のプロセス」と規

定すると、拡散分子を構成する4種類のヌクレチオド塩基の配列パターン（情
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ケーションは大きく3つにわけられるとする。それは、パーソナル・コ

ミュニケーション、マスコミュニケーション、組織コミュニケーション

の3つである（竹内，1977，p．3）。

　それに対し林は、社会的コミュニケーションはパーソナル・コミュニ

ケーションとマスコミュニケーションにわけられるが、その中間的なも

のを中間的コミュニケーションと呼んでいる。そして中間的コミュニケ

ーションの中のひとつに組織コミュニケーションを位置づけている（林，

1988，p．6）。

　児島も、林とほぼ同じ立場をとり、中間的コミュニケーションを2つ

に分けている。彼は中間的コミュニケーションを組織コミュニケーショ

ンとコレクティブ・コミュニケーション25とに分類している（児島，1993，

P．125）。

　ここでは林の分類した内容について以下にみていく。

1）パー一ソナル・コミュニケーション

　パーソナル・コミュニケーションとは、個人と個人の間のコミュニ

ケーションのことである（林，1988，p．6）。マスコミュニケーション

が一方向のコミュニケーションであるのに対し、パーソナル・・コミュ

ニケーションは、双方向であり、インフォーマルなコミュニケーショ

報）が細胞の分裂・増殖を通じて分与されていく遺伝現象もコミュニケーショ

ンと呼べる。また、ホルモンの分泌測度を情報とする多細胞生物体の代謝作用

や、刺激と反応を電気パルスによって媒介する生体の神経伝導も、サーモスタ

ットにみられるような環境の変化を感知して入力装置の作動を調整する自動制

御のメカニズムもすべて同じコミュニケーションと呼ばれることになるとして、

社会的コミュニケーションという呼び方で区分けしている（竹内，1973，P．105）。

25児島によれば、コレクティブ・コミュニケーションには社会運動、市民運動、

消費者運動、ボランテイアグループ、レジヤーや趣味の同好体、パソコン通信

上のネットワーク結合体などがあるとレている（児島，1993，P．125）。それらは

企業組織というような強固な組織ではない中間的結合状態の集合体におけるコ
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ンも行うことができる（ibid．　P．97）。

　パーソナル・コミュニケーションにはパーソナル・メディア（2．L7、

（2）、2）参照）が中心として使われる。そのため、人と人とが対面し

て行われる対面コミュニケーション（face　to　face　communication）

だけでなく、郵便・電信、電話、電子メディアによるコミュニケーシ

ョンもパーソナル・コミュニケーションとも呼ばれる。

　パーソナル・コミュニケーションは対人コミュニケーション

（interpersonal　communication）26とも呼ばれる（対人コミュニケ

ーションについては2．1．10で詳しくみていく）。

2）マスコミュニケーション

　マスコミュニケーションは、マスメディアによる大衆へのコミュニ

ケーションのことである（林，1988，p．6）。これは少数の送り手から

多数の受け手への本質的に一方向のコミュニケーションである。

　マスコミュニケーションにはマスメディアが中心として使われる

（2．1．7、（2）、2）参照）。

3）中間的コミュニケーション　　　　　　　　　　　　　　，

　パーソナル・コミュニケーションとマスコミュニケーションの中間

に位置するものが中間的コミュニケーションである。同コミュニケー

ションには、専門的関心によるもの、地域性をもつもの（コミュニテ

ィ）、非人格的な組織によるもの（組織コミュニケーション）がある

（林，1988，p．6）。

　中間的コミュニケーションに使われるメディアは前記のパーソナ

ル・メディアおよびマスメディアである。

ミュニケーションである。

26 D林は・対人的コミュニケーションと呼び、パーソナルコミュニケーションと

同じ意味で使っている（林，1988，P．37）。
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（2）メディアによる分類

　コミュニケーションで使われるメディアの種類に対応してコミュニ

ケーションが分けられる。代表例を以下に掲げる。

1）対面コミュニケーション（face　to　fave　communication）

　人と人が直接顔を向き合って行うコミュニケL－・・一一ションで、対人コミ

ュニケーションの典型的な形態である（「対面」と省略する場合もあ

る）。たとえば対人コミュニケーションには、電話による人と人との

コミュニケーションも含まれるが、それは対面コミュニケーションで

はない。

2）従来型メディアによるコミュニケーション

　①メモ・手紙によるコミュニケーション

　　メモは文書というメディアを使うコミュニケーションであり、手

　紙は郵便というシステムを含めた文書によるコミュニケーション

　である。

　②活字媒体（新聞・雑誌・書籍・報告書など）によるコミュニケ

　　ーション

　　このうち、新聞・雑誌・書籍はマスメディアであり、報告書は中

　間的メディアである。

　③電話・ラジオ・テレビ・VTRによるコミュニケーション

　　このうち、電話はパーソナル・メディア、ラジオ・テレビはマス

　メディア、VTR（ビデオテープ・レコーダー）は映像メディアであ

　る。

3）電子メディアによるコミュニケーション

　狭義には、コンピュータを利用’したメディアによるコミュニケーシ

ョンで、ファクシミリ、双方向テレビによるコミュニケー・…ションも含
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む（吉見，1994，P．76、宮田，1993，P．6）。広義では、電子機器から構

成されるメディア（電話・ラジオ・テレビ・VTR・ビデオカメラ・イ

ンターネット・マルチメディアなど）によるコミュニケーションであ

る（三上，1998，P．66）。

　本論文では狭義の電子メディアによるコミュニケーションとする。

4）言語：］ミュニケーションと非言語コミュニケーション

　メッセージの表現手段に言語が用いられるのが言語コミュニケー

ションであり、言語でない非言語が用いられるのが非言語コミュニケ

ーションである（2．1．9で詳しくみていく）。

（3）その他のコミュニケーション

　1）コー一ド依存型コミュ．ニケーションとコンテクスト依存型コミュニ

　　ケーション

　　コード（言語が主）への依存が強いコード依存型コミュニケーショ

　ンと、コンテクストへの依存が強いコンテクスト依存型コミュニケー

　ションがある（飯塚，1993，p．46）。

2）垂直方向のコミュニケー一ションと水平方向のコミュニケーション

　組織コミュニケーションにおいて、コミュニケーションの流れ方が

垂直方向（上方向と下方向にさらに分かれる）のコミュニケーション

と水平方向のコミュニケーションに分けられる。

　垂直方向（上方向と下方向）および水平方向のコミュニケーション

については2．1．11、（7）、1）で詳しくみていく。

3）フォーマル・コミュニケーションとインフォーマル・コミュニケ

　ーション

　組織コミュニケーションにおいてコミュニケーションの形体が定

型の場合がフォーマル・コミュニケーションで、非定型の場合がイン
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フォーマル・コミュニケーションである。

　フォーマル・コミュニケーションおよびインフォーマル・コミュニ

ケーションについては2．1．11、（6）で詳しくみていく。

4）異文化コミュニケーション

　異文化コミュニケーションとは、文化的背景を異にする人たちが、

メッセージの授受により、相互に影響し合う過程（石井敏，1997，p．7）

としてのコミュニケーションである。

　っぎの項では、言語・非言語コミュニケーションについて、言語の研究

も含めてみていく。

2．1．9言語・非言語コミュニケーション

　言語コミュニケーションでは言語メッセージが、非言語コミュニケーシ

ョンでは非言語メッセージが扱われる。しかしわれわれがメッセージを発

するとき、たとえば対話の場合に言語メッセージだけが交換されているわ

けではなく、必然的に非言語メッセージも交換される。われわれは言語メ

ッセージと非言語メッセージの両方を駆使してコミュニケ・一一一ションを行

っている（末田，2003，p．21）。この項では、始めに言語の研究についてみ

ていく。つぎに言語・非言語コミュニケーションについてみていく。

（1）言語の研究について

　1）言語とは

　　Sapir（1921）は、言語は自発的に作り出されたシンボルの体系に

　よって考えや感情や欲求を伝達する純粋に人間的非本能的な方法で

　ある、としている。

　　言語は、対人コミュニケーションにおいて主に使われ、それは人間

　特有のものであり、動物にはみられないものである。この点で、

　Chomsky（1975，　P．7）は、言語は人間の知性の産物であるとしてい
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る。

　またHayakawaは、言語は、人間の神経系に起こっている非常に

変化に富んだ事柄を報告できるだけでなく、それらの報告を報告する

ことができる（叙述についての叙述ができる）ものであると述べてい

る（Hayakawa，1985，邦訳，　P．11－12）。

　このような言語であるが、世界には数百種もの主要な言語があり、

類似した部分もあるが、細かな点でかなり違っている。原岡（1990，

P．13）は、違った社会の人間が自分の社会の言葉でコミュニケートす

ることはまず不可能であるとし、人間はすばらしいコミュニケーショ

ン能力を持っているにも関わらず、言語の多様性のためにその能力に

限界があるとしている。

2）言語研究

　①ソシュールの言語研究

　　ソシュールは言語を、記号（signe）・システム・構造として捉え、

　言語研究がそれまで、同一言語を歴史的変遷で研究するのに対して、

　一定期間変わらないものとして研究する立場をとった。そして言語

　共同体が社会的に合意した言語体系をラング（langue）とし、個人

　の発話をパロール（parole）、ラングのもとでパロールを発話する

　ことをランガージュ（1angage）と呼んだ。

　　彼は、ランガージュは1つの能力に過ぎず、個人一人では決して

　ラングに達することはなく、ラングは社会的なものであり、いかな

　る事象もそれが万人の事象となる瞬間までは言語的に存在しない

　としている（丸山，1983，P．111）。すなわちラングとは、個人のラ

　ンガージュ能力の行使を可能にする社会が取り入れた契約の総体

　である。そしてパロールは、いわゆる言葉にあたるものとし、ラン

　ガージュは人間特有のシンボル化能力として捉える（ibid．　pp．

　112－114）。　　　　　　　　　　　　　　・

　　ソシュールはまた、記号を所記（signifie）と能記（signifiant）
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に区別して、記号の恣意性を提示した。記号の恣意性はつぎの2つ

に分けられる。

図表2－・1　1ソシュールの記号（林，1988，p．205，図6－1に加筆）

　第1の恣意性はシニフィアン（能記）とシニフィェ（所記）の関

係で見いだされるもので、シーニュ（記号）が担っている概念と、

それを表現する聴覚映像との間には、自然的かっ論理的絆がないと

している。すなわち、与えられた聴覚映像と特定の概念を結ぶ絆（記

号の価値を付与する絆）は根底的に恣意的なのである（丸山，

1981，．p．144）。

　ソシュールの記号に関し林（1988）は、シニフィアン（能記）

を外形、シニフィェ（所記）を意味と訳してこの恣意性について図

を提示（図表2－11）している。

　彼によると、日本語では、たとえば「米」を「コメ」と呼ぶ基本

的な理由がない、他の呼び方でもよいのであるが、いつどこかで「コ

メ」と決めてしまったためである。英語では”rice”が「米」にあた

るが、それは日本語の「米（という文字）」と似ても似つかない外

形をしているという。言語により音形が異なるということは、言語

記号が恣意性をもっているからである（林，1988，p．205）。そして、

ある社会において記号が成り立って使われていくためには、外形

（シニフィアン：能記）と意味（シニフィェ：所記）の対応が、き

ちんと習慣づけられていなけれぽならないとしている。このような
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習慣づけられたものをコード27というのである（ibid．）。

　第2の恣意性は、言語体系内のシーニュ（記号）同士の関係であ

り、個々の辞項（terme）のもつ価値が、その体系内に共存する他

の辞項との対立関係からのみ決定されるとしている。すなわち、辞

項の価値（その区切り方の尺度）は、あくまでも言語社会で恣意的

に定められたものである（丸山，1981．P．145）。

　またソシュールは、意味というものは文のレベルで生まれるとし

ている。つまり個々の語単独では、何の意味ももっていないのであ

る。個々の語が担っているのは差異だけであり、その差異が意味化

するのは、文脈の中におかれるときだけである（丸山，1983．p．187）。

　本論文では、「意味」はコミュニケーションのメッセージの中に

はない・と捉えている。ソシュールが意味は文の中で生まれるとし

ている文がメッセージの要素であるならば、彼とは別の視点で意味

を捉えていることになる。それはソシュ・一ルの文脈は、文の中に存

在するからであり、本論文研究のコンテクストは文の中の文脈も含

むが文の外の環境も含む幅広いものと鱈得るからである。この意味

とコンテクストに関しては3．2でみていくこととする。

②他の言語研究

　コミュニケーションに関連する言語研究では、ソシュール以外に、

変形生成文法や普遍文法を議論したチョムスキー、言語ゲーム論を

展開したウィットゲンシュタインが挙げられるが、本論文研究に直

接関係しないため、ここでは省略する。

（2）言語コミュニケーション

　言語コミュニケーション（verva1　communication）とは、「言語を媒

介とするコミュニケーションのこと」もしくは、「言語を主たる伝達手

27コードについては、2．1．4、（2）、1）、①に詳しく述べている。
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段としたコミュニケーションのことである（末田，2003，P．75）。

　ここではまず、言語コミュニケーションにおける言語の特徴と、言語

コミュニケーションの2つの特徴についてみていく。

1）言語コミュニケーションにおける言語の特徴

　Trenholm＆Jensen（1996）は、言語コミュニケーションにおけ

る言語使用の特徴としてつぎの4点を挙げている。

①独立性と分断性

　言語コミュニケーションで使う言語は数字のように独立し、分断

できる要素から成り立っている。分断できる柔軟性をもつことが非

言語とは異なる点である。言語が分断できることにより、われわれ

は言語を恣意的に使うことができるのである（Trenholm＆Jensen，

1996，p．91）。

②新しい現実の創造

　言語コミュニケーションにより、そこにないものや架空のものに

ついて話すことができる。言語はこのような創造性をもっている。

これはいいことばかりではなく、偽りを述べることもできてしまう

という面ももっている。　（ibid．）。

③新しい思考や複雑な思考の支援

　言語コミュニケーションで使う言語はわれわれが論理的に、そし

て合理的に考えられるように、複雑な思考を支援する働きをもって

いる（ibid．）。

④内省的

　言語コミュニケーションで使う言語は、コミュニケーションを行

っているわれわれがどのようなことを言っているか振り返ること
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ができる。それによりコミュニケーションの仕方を改善することが

できる（ibid．）。

2）言語コミュニケーションの抽象作用と意味作用

　成毛は、言語コミュニケーションの特徴として抽象作用と意味作用

を挙げている（成毛，1993）。

①抽象作用

　言語は抽象的であり、抽象的であることにより情報の取捨選択が

行われる。言語は物理的現実からかけ離れていることを意味するの

で、目の荒い網のように、伝える内容をその編み目からぼろぼろと

落としているのが真の姿である。つまり言語自体が物理的現実の抽

象作用の一因となっているのである（成毛，1993，pp．139－140）。

②意味作用

　成毛によると、「ユミュニケーションは意味伝達の行為であり、

意味はつぎの4つに分類されるとしている（成毛，1993，p．146）。そ

れらはa．状況的意味（状況により決まり、使われる場、条件、状況

が異なると意味が変化する）、b構造的意味（記号と記号の関係の

中にある意味で文章の中で言葉やコンマの位置の変化で意味が変

化する）、c．外延的意味（辞書の定義がその例でありわれわれが共

有する一般的な意味のこと）、d．内包的意味（記号と対象と人間と

の関係の中にある意味で人間個人がもつ私的な意味）である。

　上記4っの中で成毛は、d．の内包的意味は、主観的で感情的負荷

のかかったものであり、人間の間で完全な一致はないという理由か

ら、コミュニケーションで重要であるとしている（ibid．，　p．146）。

これは個人が持っている「スキーマ（対象を認知するために対象を

意味づける枠組み的な知識）」を動員して得られる意味といってよ

いであろう。そしてa．は、状況のコンテクストにより決まる意味で
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あり、b．は言語のコンテクスト（文脈）により決まる意味であると

いえよう。意味伝達において、状況に応じてこれら4つの意味が独

立して存在するというより、互いに組み合わさって意味が作り出さ

れるのである。

っぎの項では非言語コミュニケーションについてみていく。

（3）非言語コミュニケーション

　言語によらない（すなわち）非言語によるコミュニケーションを非言

語コミュニケーションと呼ぶ。ここでは、非言語コミュニケーションの

定義、重要性、チャネルについてみていく。

1）非言語コミュニケーションの定義

　橋本によると、非言語コミュニケーション（non・verval

communication）とは、コミュニケーションの場における言i葉による

刺激を除いたあらゆる刺激を含むもので、メッセージの送り手や受け

手にとり、内在的な伝達価値をもつものであるとしている（橋

本，1993，P．178）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　この「非言語」という言い方に対して、Mehrabianは、（後記する）

パラ言語や音声表現がいろいろなニュアンスを伝えることができる

のに「非言語」と呼ばれているのはおかしいと述べる。彼は、非言語

コミュニケーションと呼ばずに「インプリシット（暗示的）コミュニ

ケーション」という呼称を提案している（Mehrabian，邦訳，1986，p．3）。

次項でも述べるが、コミュニケーションにおいては、非言語により伝

わる部分の割り合いは想像以上に大きいのである。

2）非言語コミュニケーションの重要性

　Birdwhiste11（1970，P．118）は、’「対人コミュニケーションにおい

て、言葉によって伝えられるメッセージは全体の35％に過ぎず、65％
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は言葉以外の手段による。」と述べている。またMehrabian（1986，

邦訳，P．98）は、感情の伝達においては、93％は言葉によらないもの

で、言葉によるものは7％に過ぎない、と述べている。このことはコ

ミュニケーションにおいて、言葉以外の非言語コミュニケーションの

果たす割合がたいへん多いことを示している。

　これらの論点からすると、電子メールは前期のように基本的には文

字を中心とするので、非言語コミュニケーションにっいてはたいへん

不利な立場にあるといえる。

3）非言語コミュニケーションのチャネル

　飯塚によれば、コミュニケーションでは言語・非言語の多数のチャ

ネルを同時に使って多重的なメッセージを発信・受信しているとして

いる（飯塚，1993，p．49）。以下に彼が示す非言語コミュニケーションの

チャネルについて示す（ibid．　pp．49－54）。

①表情：もっとも強力なチャネル

②視線：文化差が大きい、感情状態を示す指標、人間関係の性質

　　を反映　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

③身体の動き：ジェスチャー

④パラ言語：発話における内容以外の、内容を運ぶ音声の特徴

⑤接触：身体接触はもっとも原初的な形態

⑥上記チャネル以外：対人距離（空間）、服装、香り（臭い）、時

　間など

　上記で確認したようにこれらの非言語チャネルは電子メールでは

伝えることが困難なため、このような要素がメッセージの一部として

必要ないようなメッセージの伝達に限定するほうが効果的といえる

だろう。しかし、それは単純な結論であり、3．1でみていく「コンテ

クスト」を企業組織において共有することが別の手段（たとえば会議

72



企業における電子メールの有効性の研究 第2章テーマに関する先行研究

や個人同士の会話による対面コミュニケーションなど）で補完できれ

ば、場所と時間を超越して非同期伝達のできる電子メールの得意分野

も拡大するといえるのではないだろうか。

（4）言語・非言語メッセージの要素

言語コミュニケーションにおけるメッセージは、話し言葉（言語音声

メッセージ）だけではない。書き言葉や手話などという言語非音声メッ

セージも含まれる。また非言語メッセージは非常に幅広く、表情音声な

どの非言語音声メッセージと、外見的特徴、身体動作、匂い香り、空間、

時間などの非言語非音声メッセ・・一一ジが含まれる。

言語メッセー一ジ

verbal　messages

言語音声メッセージ
　Verba1・vocal

言語非音戸メッセi・・一ジ

　Verba1・nonvoca1

　話し言葉
spoken　language

　書き言葉
written　language

　手話
Sign　language

非言語メッセージnollverbal　me8sage8
非言語日　メッセージ　Nonverba1・vocal

@　messages

　韻律素性prosodic　fbatures

@周辺言語
垂≠窒≠撃≠獅№浮≠№?№

　表情音声
ｺの性質など

非言語非日戸メッセージ　Nonverbahonvocal

@　　messages

外見的特徴appe鯉ance 体つき・髪・肌の色

@付加物など’

身体接触Body七〇uch 本能的接触
V礼的接触

　身体動作body　mov鋤en七 表情・身振り・姿勢

@まなざしなど

におい・香り　8me11

　香水
fオドラント

空間space 対人距離・対人角度

@　空間使用

時間七㎞e 　時間の観念
條ﾔに対する志向

図表2－12言語・非言語メッセージの要素（末田，2003，p．20より）

言語・非言語メッセージの要素について図表2・・12に示す（末田，2003，

p．20）。非言語メッセージの要素は、前記の非言語コミュニケーション
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のチャネルの内容と重複するが、図表2－12の方が言語メッセージとの

関係もわかり、より体系化されている。

っぎの項では対人コミュニケーションについてみていく。

2．1．10対人：1ミュニケーション

　（1）対人コミュニケーションの定義

　　Trenholm　et　a1．は、対人コミュニケ・一一・・ション（lnterpersonal

　communication）とは、送り手と受け手の役割を共有する2人の相互活

　動により意味形成が行われる過程としている（Trenholm　et　a1．1996，

　P．31）。

　　久米は、対人コミュニケーションとは、2人をべ一スに対面して行う

言語および非言語によるコミュニケーションであると述べる（久米，

　1993，p．31）。

　平井も、対人コミュニケーションとは、2人ないしそれ以上の比較的

少数の人間が、対面状況で行うコミュニケーションであると述べる（平

井，1993，p．84）。

　久米や平井の定義では必ずしも2人でなくてもよいとしているが、

Trnolm　et　aLは2人に限定し、3人目が入ると、そこで小集団コミ・＝ニ

ケーションに移行するとしている。また、Trnholm　et　aLは相互活動に

より意味形成が行われることまで規定しているが、久米は、コミュニケ

ニションの結果がどうなるかは含んでいない。その意味で、久米の定義

の方が幅広く一般的であるが、本論文のコミュニケーションの定義に基

づき、Trenholmの定義を本論文では採用する。

（2）対人コミュニケーションの特性

　Watzlawick　et　a1．は、対人コミュニケーションの特性には以下の5点

があるとしている　（Watzlawick　et　al．，1967）。順にみていく。

　1）コミュニケーションの不可避性

　　人間はコミュニケーションの意図の有無にかかわらず、コミュニケ
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一ションから逃れられないのである。送り手の意図の有無にかかわら

ず、他者がその行動を解釈して意味づけをする限り何かが伝わり、そ

こにはメッセージとしての価値がでてくるものと考えざるを得ない。

その意味で人間にとってコミュニケーションは不可避なのであると

している　（Watzlawick　et　a1．，1967，　PP．48・50）。

2）内容と関係の両面性

　コミュニケーションのメッセージが内容を規定するが、送り手と受

け手を結ぶものが関係面であるとしている。この関係面が内容面の意

味を規定しているので、メタ・コミュニケーションと呼ばれる。

3）刺激・反応・強化

　コミュニケーションにおける行動は、刺激や反応、および強化につ

ながる。ここではコミュニケーションにおける行動が同時に刺激とな

ったり、反応となったり、強化となったりすることがあるということ

である。

4）デジタル型とアナログ型　　　　　　　　　　　　　　　’

　デジタル型のコミュニケーションは、伝えたい内容（意味）とその

形式を恣意的に取り決める。そのため、学習によってその意味がわか

るようになる。デジタル型は言語を使うときに強く現れ、抽象的な概

念でも学習すれば、表現できるのである。それに対しアナログ型のコ

ミュニケ・一・・Lションは内容とその形式の関係が類推できるものである。

アナログ型のコミュニケーションは関係面でよく使われる。非言語コ

ミュニケーションにはこのアナログ型が使われるのである。

5）対称的と補完的

　コミュニケV－・…一ション上のやりとりは対照的か補完的である。ここで

対称的は、コミュニケーションの両者の間に差があれば、それをでき
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るだけ最小限におさえるようにすることである。また補完的とはコミ

ュニケーションの両者は互いに異なるものとして、それぞれが異なる

コミュニケーション行動をとり、一方が他方の行動で欠けた面を補っ

て、共に刺激し合うようにすることである。

（3）対人コミュニケーションの能力と問題

　和田は、対人コミュニケーションをうまくできるかどうかは対人関係

をうまくできるかにかかっているので、効果的に適切に他者と相互作用

する能力が必要としている。特に非言語的行動に関するスキルの占める

割合が大きいとし、①非言語的表出（コミュニケーションの符号化）、

②非言語的感受性（コミュニケーションの符号解読）、③非言語的統制

（振りになるときに嘘を付く場合、感情を読まれないようにするため意

識的に行う統制）の3つが重要としている（和田，1993，pp．91・92）。

　反対にこれらの能力が低い場合、対人関係をうまくできず、対人コミ

ュニケV・一・一・ションにおいて問題が発生することにつながると考えられる。

　っぎの項では本論文の対象でもある組織コミュニケーションについて

みていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

2．1．11組織コミュニケーション

　、2．1．4でみてきた4つの視点のうち、4番目のシステム相互作用的視点

以外は、主に送り手と受け手あるいは、同時に送り手であり受け手である

2者間のコミュニケーションをモデル化することにその中心がおかれて

いた。しかし、組織におけるコミュニケーションは当事者同士で完結する

のではなく、それが組織の環境や組織内の他者との関係にもどのように影

響していくのかを捉えることが大切である。このような当事者間で終わら

ない組織コミュニケーションに関して、その定義・種類・モデル・特性・

個人の役割・障害にっいてみていく。一
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（1）組織コミュニケーションの定義

　若林は、組織コミュニケーションとは組織の成員および成員の集団が

行うコミュニケーション活動としている（若林，1993，P2）。

　それに対し、斉藤は、組織コミュニケーションとは組織が自己に関す

る情報を、受け手のニーズに答える形で体系化し、いろいろなメディア

を通じて伝達することとしている（斉藤，1993，P．252）。ここでは組織

をひとつの人格として捉えた組織パーソナリティ28の考え方に基づい

た定義となっている。また彼は、組織のCI活動を意識した定義として

いる。

　本論文においては、若林の定義を採用し、組織コミュニケーションと

は「組織の成員および成員の集団が行うコミュニケーション活動」とす

る。

（2）組織コミュニケーションの種類

　若林は、組織の成員は、①個人として、②集団や組織の代表者として、

③組織の内部および④外部に対してコミュニケーション活動を行って

いる。そして組織は、上記①～④のコミュニケーション過程が相互に関

連し合う極めて複雑iなコミュニケーション・システムを構成していると

述べている（若林，1993，P．2）。

　組織コミュニケーションの種類としてFrench　et　al．は、送り手と受

け手が、組織のメンバーか組織外の人かによって4種類のコミュニケー

ション・タイプを図表2・13のように示している（French　et　a1．，1985，

pp．164－165）。

　　タイプ1：組織のメンバー同士（送り手も受け手も組織内）

28斉藤は、組織パーソナリティとは、企業のあり方や生き方であるとしている。

企業のあり方や生き方は、各企業の独自の歴史、特有の性格・価値・規範・哲

学から形作られるもので、それは、他の企業と取り替えたり、まねをしたりす

ることができない固有の組織特性となり、個人の性格との対応関係から組織パ
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タイプ2：送り手が組織のメンバーで受け手が組織外の人（人々）

タイプ3：送り手が組織外の人（人々）で受け手が組織のメンバー

タイプ4：組織外の人（人々）同士（送り手も受け手も組織外）

　松原は、図表2－13のタイプ1の「組織のメンバー同士」のコミュニ

ケーションが、通常、組織コミュニケーションと呼ばれている領域であ

ると述べる。またタイプ2と3は企業間コミュニケーションであり、タ

イプ4は直接当該企業になされたものではないが、その結果が組織の利

害を左右するものであると述べる（松原，1990，P．159）。

　本論文の研究対象である電子メールも、このタイプ1が中心をしめる

が、タイプ2、3も含めた領域としている。

受け手

送
り

手

組
織
の
メ

ン

バ
1

組
織
外
の
人

組織のメンバー 組織外の人

目標 企業のPR

行動計画 広告

スケジューリング、調整 顧客への請求

結果のフィードバック 仕入れ先への注文

インフォーマルな会話

@　　　　　　　　　　　　　　1

　顧客・仕入先・公共機関への回答2　　　　　　　　　　　　　　　　，

3 4
組織への問い合わせ 顧客から組織の不満を公共機関に訴求

広告 業界団体から議員への陳情

顧客のクレーム 興味団体から規制団体・議員への陳情

仕入先からの請求書 組織へのうわさ

公共機関からの文書 組織の調査報告・投資分析など

図表2－13組織コミュニケーションのタイプ（French　et　al．1986，　p．4　65，　flg－5．6）

つぎに組織コミュニケーションのモデルについてみていく。

bu ¥ナリティと呼ぶとしている（斉藤，1993，　P．246）。
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（3）組織コミュニケーションのモデル

　組織コミュニケーションに着目したモデルとして、ここではLewis

のモデルと狩俣のモデルをみていく。

1）Lewisの組織コミュニケーションのモデル

　Lewisは組織コミュニケーションの特徴としてっぎの4点を挙げ

ている（Lewis，1980，pp．35・36）。

　①複雑なオープンシステムとして起きる

　②メッセージの流れ、パターン、およびチャネルを含む

　③管理の目標、変化、イノベーション、および成長の過程を考慮

　　　する

　④人々の態度、感情、関係性、および技術を含む
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　　図表2－14　Lewisの組織コミュニケーションのモデル（Lewis，1980，p．55）
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　彼は、組織を複雑なオープンシステムとして捉え、そこでメッセー

ジが交換される組織コミュニケーションのモデルを提示している（図

表2－14）。

　同モデルでは、組織コミュニケーションが「組織環境
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（organizational　environment）」のもとで行われることが明示され

ている。またコミュニケーションを行う個々人は、組織の事象に関す

る個別の「関連枠組み（frame　of　reference）」を持っている。この関

連枠組みには、人の背景、態度、以前の知識、誕生以来蓄積された経

験が含まれている。個々人の中にある「意味ネット（semantic　net）」

は、受け手が解釈して受け取ったメッセージをより大きなパターンと

関係づけできるようにさせるものである。rコミュニケーション・ス

キル」は、読み、書き、話す、聞くからなり、理解を促進するか阻害

するかに働く。「刺激（cues）」は、言語的、非言語的、公的、私的な

刺激である。「雑音（noise）」は、コミュニケーション過程で起こる

障害であり、有効な理解を歪めるものである。

　具体的には、「個人A」がメディア（矢印→で示される）を介して

「メッセージ」を送り、「個人B」はそれを受け取り、その後、「フィ

ードバックメッセージ」と「非言語的フィードバック」が受信者と発

信者の間で送り返される。このときコミュニケーションが成功するの

は、メッセージに関して送り手と受け手の理解の度合いが類似してい

るときである。この成功は両者がフィードバックを送り合うことによ

り可能となる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　同モデルでは、組織コミュニケーションが孤立した個人と個人間で

行われるのでなく、組織環境のもとで行われることが示されている。

組織環境からインプットを受け取り、組織環境に対してアウトプット

することが明示されている。

2）狩俣の組織コミュニケー一一一“一一ションのモデル

　狩俣は、組織のコミュニケーション・モデルとして、リーダーと部

下のコミュニケーションのモデルを2つ提示している（狩俣，1989，

p．137，1992，p．86）。
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リーダー

リーダーの

メツセージ

・目標提供

・技術的指導

・動機づけ

慾＼明示的

　　　　　メタ情報

　　　　　　　　　フィードフオワード　　　　　　　　→（以下連続的に継続する）

図表2－－15リー…ntダーと部下のコミュニケーション・モデル（狩俣，　tg89，図5－5，　p．137より修正）

　これまでみてきたモデルは、抽象化した「組織の人々のコミュニケ

ーション」のモデルであり、組織におけるリーダーと部下のような関

係は示されていない。狩俣（1989）のモデル（図表2－15）には、リ

ーダーと部下の問の具体的なコミュニケーションとそのメッセージ

（目標提供、技術的指導、動機づけ）が示されている。

　同モデルで、リー・・一ダーから部下に送られるメッセージ（はたらきか

け）には、メッセージの「内容」と、それ以外の「関係」の情報があ

る。メッセージの内容および関係の情報には、それぞれ「デジタル」

表示と「アナログ」表示がある。デジタル表示は「明示的情報」であ

り、アナログ表示は「暗示的情報」である。関係の情報29は、内容の

関係性を規定するようなより上位次元の情報（メタ情報）である。部

下はそれらの情報から解釈して、リーダーに影響をおよぼしたり（フ

ィードフォワード）、さらに下位のリーダーにはたらきかけるわけで

29関係の情報の例を挙げると、部下はリーダーのリーダーシップのあり方や、

方法について知覚し、解釈するため、そのあり方や方法が部下の心理的側面に

大きく影響をおよぼすのである。たとえば部下を動機づける場合には、そのよ

うなリーダーと部下の関係性が重要になる。この関係性に対する情報が関係の
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ある。

　同モデルのメッセージの内容と関係の「アナログ部分」は、前記の

非言語コミュニケーションで送られる非言語メッセージに属するも

のである。そしてコミュニケーションが当事者だけで終わるのでなく、

っぎっぎとはたらきかけていく組織の階層構造が表されている。

環境 雑音

　　　組織（集団）要因
g織構造，ネットワーク，役割，規則体系，1戊一ダーシップ，規範報酬体系，組織風土，

@文化，業績評価体系，凝集性 組織（集団）要因

　　　　　明示的

fジ､グ情報

　書
ﾖ知記覚憂　読 うセ1ジ

内容、、

@　　＼、
Aナログ

ﾖ係’

　　　　　暗示的

@　　　　情報

Aナロ蜘暗示的
@　／　メタ情報

潜在kル 嬰チャネル不レ→

ﾝ

　記
嵐m聾露　読

うセ1ジ

るく
孤調

個人C
個人A

デジ㍍＼明示的　　　　　メタ情報

個人B

　　　　　フィードブオワード　　　　　　　　　　　→（以下連続的に継続する）

　　　図表2－16組織のコミュニケーション・モデル（狩俣，1992，p．86より修正）

　狩俣（1992）は、同モデルを詳細にしたモデルも提示している（図

表2・16）。同モデルには、組織（集団）要因と環境が追加されている。

組織要因は、組織に関する多くの要素を含んでいる。組織の人々は、

この組織要因と（組織要因を介した）環境によって影響を受ける。組

織要因は、送るべきメッセージを記号化するとき、また記号化された

メッセージの解釈のために記号解読するときに参照される。つまり、

メッセージを解釈するときにも、それを作るときにも参照されるもの

である狩俣，1992，p．85）。

　個人Aが送ったメッセージは、個人Bに解釈され、個人Bの行動を

情報である（狩俣，1989，P．136）。
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促すとともに、個人Aにも影響をおよぼす（フィードフォワード）。

また個人Bは、さらに個人Cにメッセージを送るというようにして、

っぎつぎと影響をおよぼす。彼らは集団要因や組織要因、あるいは環

境要因によって影響され、それらの要因が複合的に関連してメッセー

ジを媒介として人々の間に意味が生成発展していくのである（狩

俣，1992，pp．86－87）。

　本論文の研究においても電子メールにより、ただ単に情報伝達がで

きるだけでなく、組織のコンテクストと相互作用していく過程の中で

意味解釈が行われ、意味が生成発展していくことが重要と考えている。

（4）組織コミュニケーションの特性

　若林（1993）によれば、組織で行われる各種のコミュニケーション

活動において、相互に矛盾のない、明瞭で迅速な情報のフローが維持さ

れるように、システムを構造化する必要性があると述べる。それをしな

いと、組織のコミュニケーション構造に欠陥や不備、矛盾が生じそれが

拡大する場合は、組織が統合性を失い、コミュニケーションの最小単位

である二者間コミュニケーションだけが無秩序に絡み合うカオスの状

態に陥ってしまう。そのため、組織は個人レベル、集団・組織レベルを

通じてコミュニケーション・プロセスを統制し、それを一定の構造のも

とに維持管理する必要に迫られる。このとき組織のコミュニケーショ

ン・システムの構造を形成する要素には、コミュニケーションの内容（す

なわち情報）に関するものと、コミュニケーションのフロー（すなわち

伝達方法や経路）に関するものの2つあると述べている（若林，1993，

p．2）。順にみていく。

1）組織のコミュニケーション内容の構造化

　若林（1993）は、コミュニケs・・一・一・ション内容の構造化のためには、

組織は「使用する言葉」や「概念とその意味」をまず限定することか

ら始める必要があると述べる。すなわち業界用語や専門用語、および
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それらに一貫した意味を与える理論や過程、技術的な知識や日常業務

関連知識、一般常識や教養的知識、価値観や歴史、文化に至るまでの

意味解釈に対して統一化が求められる。統一化には教育が手段となる

が、最終目的は、組織内での成員各人の情報処理活動を均質化し、効

率化していくことであるとしている。

　若林が述べるコミュニケーション内容の構造化の対象は、Lewisの

モデル（図表2－14）にある「関連枠組み」と同様のものであり、「組

織のコンテクスト」と呼ばれるものである。組織のコンテクストを明

確にし、成員が共通認識に到るためのものであるといえる。その目標

は情報処理活動の均質化、および効率化なのである。

2）組織のコミュニケーション・フローの構造化

　若林（1993）は、コミュニケーション・フローの構造化には、成

員各人の役割の付与と役割関係の体系化が行われる必要があるとし

て、情報の送受の責任を決める必要があるとしている。誰がどのよう

な内容の情報を伝達するかを、全組織を通じて統一的に定めることが、

組織にとってもっとも基本的でかつ困難な問題であるとしている。成

員各人に一定の役割を与え、その役割業務の一貫として「情報の受け

取りと、送り出し」の責任を定めることが必要であるとする。このよ

うな役割体系により、組織コミュニケーションの流れがトップからボ

トムに、ボトムからトップへと構造化していくことになるとしている

（若林，1993，p．3）。

　以上の2つの構造化について電子メールで考えると、メディアとして

単に導入するだけでことが足りるわけでなく、新しく使い始めるメディ

アであればこそ、それを有効に働かすために、組織成員間で上記のよう

な「組織のコンテクスト」の共通理解を進めるような教育を実施したり、

電子メールの送受の責任や役割を明確に決めることが大切であるとい

えそうである。しかし、後者の送受の責任や役割を明確に決めると問題
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も発生すると考える。電子メールはフォーマルなコミュニケーションに

も使えるがインフォーマルなコミュニケーションによっても効果を発

揮するといえる。役割や送受の責任者を決めることが画一的になるとイ

ンフォーマルなコミュニケーションを阻害する要因となる可能性が高

まる。そのため、コミュニケーションの種類による使い分けが必要とな

るであろう。

　次項では組織コミュニケーションにおける個人の役割についてみて

いく。

（5）組織コミュニケーションにおける個人の役割

　組織コミュニケーションにおける個人の役割には一定のパターンが

みられる。この個人の役割は大きく4つに分類される。平井は、それら

について以下のように説明している（平井，1993，p．91－93）。

　　①ゲートキーパー：組織に入ってくる情報や組織から出ていく情

　　　報の流れをコントU一ルする役割をもつ人。ゲートキーパーを

　　　介して主だった情報が出入される。

　　②リエゾン：組織の中に2つ以上のサブグループ（派閥）がある

　　　　ときに、異なる派閥同士のコミュニケーションの仲介をする役

　　　割をもつ人。リエゾンはどの派閥にも属さない仲介者である。

　　　　リエゾンは組織が派閥で分解してしまうかもしれない危険か

　　　　ら守る役割を果たす。

　　③オピニョン・リーダー：組織の成員に対して、比較的恒常的に

　　　望まれるような影響を与える役割をもつ人。たとえばオピニョ

　　　　ン・リーダーの特徴として、外部の譲歩に広く精通しているこ

　　　　と、フォロアーを掌握していること、自身が率いているグルー

　　　プの規範への忠誠度が高いこと、が挙げられる。

　　④コズモポライト：組織の外とコミュニケーションする立場にあ

　　　る人である。通常、社長はこの役割をもつが、トップだけでな

　　　　くボトムにいるたとえば、営業マンなどもそうである。公式・
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非公式をとわず、このような役割をもつ人がコズモポライトで

ある。

（6）組織コミュニケーションの障害

　組織コミュニケーションに発生する障害に関して、Toshi　et　a1．

（1986）は、メンバーの個人的要因、組織構造の要因、およびコミュ

ニケーションの状況の要因の3つを挙げている。ここではそれらについ

て、松原の説明をみていく（松原，1990，pp．166・167）。っぎに組織コミ

ュニケーションの構造化の問題を挙げる若林の説明をみていく　（若林，

1993，pp．3－4）。

1）個人的要因

　メンバーの精神的状態・メンバー間の価値観や態度の非類似性によ

って情動的な障害を持っているような状況では十分なコミュニケー

ションが行われないため、相手への情報伝達や、相手からの情報の受

容ができないことが発生する。価値観や態度の非類似性があるとメン

バー間にコミュニケーションを行うための共通の準拠枠が形成され

ないため、相手の意図が全く理解されないで平行線をたどるというこ

とが発生する。メンバー間の準拠枠が形成されるにしたがい、両者の

コミュニケーションの有効性が増すことになる（松原，1990，p．166）。

2）組織構造の要因

　組織構造内の階層水準の拡大あるいは、地位の差から発生する障害

はもっとも大きいものである。コミュニケーションの上下への流れで

考える。下から上に向かう場合には、部下が報告する内容の中に上司

にとって不快なものがあると予想されるときには、都合の悪い部分は

削除（filtering：且unt，1989，　p．49）して、他の部分は強調されて伝

達されることがある。反対に、部下を不愉快にさせる情報や上司自身

の勢力を弱める情報はそれが必要な者であっても、上司は伝達に消極
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的になりときには歪曲（distortion：Hunt，1989，　P．49）することがあ

る（松原，1990，P．167＞。

3）コミュニケーションの状況要因

　コミュニケーションを行う状況がノイズ（雑音）を発生させ、効果

的なコミュニケーションの障害となる場合がある。たとえば情報の流

れが一方向で、フィv・・一・・一ドバックの余地がない場合である。文書による

い一方的なコミュニケーションで課題の処理が行われる場合など、コ

ミュニケーションの歪みが発生しやすい（松原，1990，P．167）。Rogers

etal．（1985）は個人がi操作できる能力以上の情報を受けて情報過多

に陥ると、それが他の組織にも波及し、組織の生産性が低下するとし

ている。

4）組織コミュニケーションの構造化の問題

　若林（1993）は、組織はあたかも機械のように、安定的にかつ効

率的に目標を達成するために組織コミュニケーションが必要とされ

るとしている。しかし、組織は構造化のため100％規定の型にはめる

ことはできないし、そうすべきでもない。コミュニケーションの内容

とプロセスが完全に構造化されてしまった組織では、成員はみずから

の言葉と概念を奪われ、組織の用語を機械的に口にするだけで、決め

られた相手に対して決められた内容を機械的に伝達するだけの“組織

の歯車”と化してしまうと述べている（若林，1993，pp．3－4）。

以下に彼による完全に構造化できない理由3点をみていく（ibid．）。

①情報環境の不確実性

　組織の情報環境はあまりにも複雑で不確実性に富んでいるため、

組織がすべての問題をコントロールすることはできない。情報はど

のように統制しても内部から自然発生的に生み出されたりして、組

織の中を通過していくからであるとしている（若林，1993，PP．4）。
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②インフォーマル・コミュニケーションの重要性

　組織の成員は、公式化された役割において、構造化されたコミュ

ニケーション活動（フォーマル・コミュニケーション）を行う一方

で、非公式な場面や役割において、自発的な対人的コミュニケーシ

ョン活動（インフォV－一…マル・コミュニケーション）を行っている。

非公式集団やその中でのコミュニケーションは、人々がそこで人間

性を回復したり、社会的欲求の充足を可能にするという点で、組織

にとって必要不可欠なものである（ibid．）。

　インフォーマル・コミュニケーションについては（6）、2）でもみ

ていく。

③革新と創造の活動

　組織はみずから古いコミュニケーション構造を打ち壊し、新しい

概念や価値を創造しようと努力している（Weick，1969）。変化する

環境に対して組織が適応してくためには、組織は常に古い情報を新

しい情報で置き換え、みずからを変革していかねばならないからで

ある（Rogers＆Rogers，1976）。　　　　　　　　　　　　　’

　組織は伝達の正確さと効率から構造化を必要とするが、みずから

の変革と環境適応の必要から、新しい情報の創造と伝達を行ってい

かなければならない。安定と効率を維持する勢力と、創造と革新を

生み出す勢力とのバランスの上に、組織コミュニケーション・シス

テムが機能しているのであるとしている。

（7）フオーマル／インフオーマル・コミュニケーション

　松原は、フォーマル・コミュニケーションとは、組織目的の効果的な

達成を主眼としているコミュニケーションのことであり、インフォーマ

ル・コミュニケーションとは、従業員のプライベートな欲求の満足が主

目的となっているコミュニケv－一ションのことであると述べている（松原，
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1990，P．161）。順にみていき、最後に組織のイノベーション対応のため

の両コミュニケーションの関係についてもみていく。

1）フオーマル・コミュニケーション

　組織における仕事の情報伝達はほとんどフォーマルなコミュニケ

ーションを通して行われる。このコミュニケーションの方向は垂直方

向（上から下、および下から上）と水平方向を使って組織の全員に分

け隔てなくなされる（松原，1990，P．161）。つぎにこの二種類（3つ）

のコミュニケーションを順にみていく。

①下方向のコミュニケーション

　Katz＆Kahn（1966）は下方向のコミュニケーションが行われ

る具体的な過程としてつぎの5つを挙げている。

　　a．特定の課業に関する指示

　　b．仕事の手続きや実際に関する情報

　　c．仕事あるいは、他の仕事との関係を理解させるための情報

　　d．部下の仕事の結果のフィードバック

　　e．組織目的を教え込むための情報　　　　　　　　　　　’

　松原は、上記の5つのうち前者2つが、メンバーの職場適応の基

本を示すものであり、後者の3っはメンバーの仕事に関するモチベ

ーションや企業へのコミットメント（一体感）を醸成する役割を果

たすとしている（松原，1990，PP．161－162）。

②上方向のコミュニケーション

　部下と上司との間で行われることが多いコミュニケーションで

ある。仕事内容の報告や意見具申などである。組織が友好に機能す

るためには下方向のコミュニケーションに対する上方向のコミュ

ニケーションの役割が重要である（松原，1990，P．162）。
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　また仕事と直接関係をもたないものも含まれ、それにはメンバー

の個人的な悩み、メンバー間の個人的なトラブルなどがある。この

ようなコミュニケーションに対する的確な察知とその適切な処理

が、組織内の各システムが有効に機能していくために必要欠くべか

らざるものである（ibid．）。

③水平方向のコミュニケーション

　水平方向のコミュニケーションは、組織内部の同一階層水準間の

コミュニケーションでありFayol（1972）によってその重要性が主

張された30。水平方向のコミュニケーションは横断型コミュニケー

ションと同じものである。現代のように企業の組織的規模が拡大・

複雑化し、また組織を取り巻く環境が急激に変化している場合には

このような水平コミュニケーションが必要である。たとえば、部・

課長会議、委員会などが具体的な例である（松原，1990，

pp．163・164）。

　Baird

　馬場は、水平方向のコミュニケーションの特徴に、「説得的内容」

を挙げている（馬場，1983）。下方向のコミュニケーションは組織

階層のもつ権威により、受容効果がバックアップされているが、水

平方向のコミュニケ…一一・・ションは、情報のもつ魅力によって受け手の

行動が左右される。そのため、情報のもつ価値を効果的に伝達する

必要があるとしている（松原，1990，pp．163－164）。

2）インフ＊一一マル・コミュニケーション

　インフォーマル・コミュニケーションは、（5）、4）、②でその重要

性についてみてきたように、非公式な場面や役割においての自発的な

対人的コミュニケーションである。インフォーマル・コミュニケーシ

30fayol（1925）は水平型コミュニケーションのことを”bridge”と呼んでいる。

90



企業における電子メールの有効性の研究 第2章テーマに関する先行研究

ヨンは組織図に明示されたコミュニケーションのネットワークを通

らないで非公式で行われる。インフォ・一一一・一マル・コミュニケーションは、

うわさ、ゴシップが中心で、その内容は会社の経営活動から仲間のプ

ライバシーに到るまで多種多様である。そのほとんどがロコミにより

伝達される。インフォーマル・コミュニケーションは組織にとって有

害な場合もあるが、有益な場合も少なくなく、組織全体としてはそれ

を有効に利用することが必要である（松原，1990，PP．164－165）。イン

フォーマルな集団におけるコミュニケーションの効果は米国におけ

るホーソン研究でも明らかになっている（Homans，1950）。

3）フォーマル／インフt一マル・コミュニケーションとイノベーシ

　　ョンへの対応

　Klepsは、組織内と組織外に分けたフォーマル／インフォーマル・コ

ミュニケーションで伝達される内容を提示している（図表2－17）（Kreps，

1990，p．275，　fig．13．2）31。彼は、組織内のフォーマル・コミュニケー

ションは企画・立案や経営管理のためのコミュニケーション活動であ

る一方、インフォーマル・コミュニケーションは構成メンバー間で文

化的な情報を共有するためのコミュニケーション活動であると述べ

る。また組織外のフォーマル・コミュニケーションは、広報宣伝のた

めのコミュニケーション活動であるのに対し、組織外のインフォーマ

ル・コミュニケーションは、相互にネットワークを確立し、それを維

持するためのコミュニケーション活動であるとしている32。

31図表2・17のオリジナルはEisenberg（1984）であり、Krepsがそれに加筆

したものである（Kreps，1990，　P・275，　fi　g・4　3・2）。

32Kleps（1990）の同図表の解説はEisenberg（1984）の提示に基づいており、

彼がそれにアイデアを加えたものである。
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　　　　　　　　コミュニケーション形式
フォーマル・コミュニケーション　　　　　インフォーマル・コミュニケーション

対
象
者

組
織
内

組
織
外

目標
雑談

使命 グループ・ディスカッション

規則、規定
おしゃべり会

政策と手続き
1 2

3 4
広報活動 社内取り決め

広告 弱い連携

営業活動 先輩のネットワーク

企業間契約 重複した役員

図表2－17フt一マル1インフォーマルqミュニケーションのタイプ（Kreps　1990，　p．275，　fig－1　3．2）

　そして、組織がイノベーションを成功させるためには、組織メンバ

ーに対し組織の活動に対するフィードバックが必要であると述べる。

それには、環境の変化と制約についての情報を収集し解釈するととも

に、組織の内部状態についての情報への対応を刷新しなければならな

いとしている（Kleps，1990，　p．274）。

（8）組織コミュニケーションの効果　　　　　　　　　　　　　’

　ここでは、組織コミュニケーションの効果の判定基準と効果的コミュ

ニケーションの要件についてみていく。

1）効果の判定基準

　上田は、受け手になんらかの影響を与えたとき、それをコミュニケ

ーションの効果というとしている（上田，1974，P．29）。これはBerlo

（1972，邦訳，1972，pp．22・23）がコミュニケーションの目的として、

影響を与えるために、思いどおりに感化するためであるとしているの

に通じる。上田は、組織コミュニケーションの効果の判定基準として

つぎの指標を挙げている。

　①明確性：あいまいな表現は曲解、誤解の原因となる。正確な理
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　解のためには明確な表現が必要である。

②一貫性：企業内では、経営トップと中間管理者の間で、経営理

　念、目的に対する一貫した態度が大切である。

③適度性：メッセージの適度な量と長さを受け手に流すことが必

　要であり、過度な量と長さは受け手の関心を失わせ、反応をに

　ぶらせる。

④適時性：受け手の心理状況、全体の流れというタイミングをみ

　はらかってコミュニケーションする配慮が必要である。

⑤適切性：経営が直面している危機的な状況などの環境に対応し

　て適切なコミュニケーションの手段、方法を採用することが必

　要である。

⑥適用性：目的、対象別にふさわしい情報をあたえることが必要

　である。

⑦規格性：標準化を進める上での規格性が必要であり、それに基

　づいたコミュニケーションが望まれる。

⑧応用性：どんな場合でも規格性が必要なわけではなく、状況に

　即応した弾力的な運用には柔軟性、創意性を発揮するために応

　用性が加味される必要がある。　　　　　　　　　　　’

⑨比較可能性：コミュニケーション活動がどれだけ成果をおさめ

　たか、前回と比べてどうかなど、活動の価値を判断するための

　比較可能性をもっていることが必要である。

⑩経済性：質的な評価でけでなく、経済的な制約における効率的

　な運用が必要である。

⑪関心性：受け手に関心と興味をもたせることができることが必

　要である。

⑫相乗効果性：他のコミュニケーション活動への波及、あるいは

　併用による相乗効果をあげることが必要である。

上田の判定基準には12の基準がある。基準はすべてが独立してい
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るわけではなく、相互依存していたり、補完的な場合がある。そのた

め、すべて同レベルの基準にするのではなく、実際に適用するには組

織のおかれている状況に応じて重要度付けや絞り込みをした上で判

定基準とするとよいであろう。

2）効果的コミュニケーションの要件

　原岡は、組織コミュニケN－・・…ションの基本は対人コミュニケーション

であるとし、Johnson（1981）が提示した対人コミュニケーション・

スキルを獲得するための訓練プログラムの必要性を述べている（原岡，

1993，pp297－301）。その要点は効果的なメッセージの送付と効果的

なメッセージの受容である。以下にみていく。

①効果的なメッセージの送付

　原岡は、メッセージを効果的に送る3つの要件を提示している

（原岡，1993，pp．297・298）。

　　1．メッセージを理解できるような言葉で表現する

　　2．送り手に信逓性がある

　　3．受け手の影響を確かめるためにフィー一ドバックを求める

彼は具体的にはっぎのような方法が必要としている。

　a．自分の意見か他人の意見かを言葉で明確にする

　b．具体的なメッセ・一・一・一ジにする（必要な情報を明確にする）

　c．言語メッセージと非言語メッセージを一貫させる

　d．複数のチャネルを用いる（言語だけでなく図や表を用いる

　　など）

　e．受け手の準拠枠33に合致するメッセージを出す

33準拠枠とは、心理的・行動的な現象・事象または特性の現れ方をその背景で

支え規制していると考えられる文脈・基準・心理的座標系などをいう。（中島義
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f．感情を述べる場合には、行為や言葉で出すなどにより自分

　の感情として述べる

g．他社の行動に反応するときは、評価や解釈を行わないで、

　他者の行動をそのまま述べる。

②効果的なメッセージの受容

　原岡は、効果的なメッセージの受容には、メッセージの受け取り

に関するスキルが必要であるとし、基本的には、つぎの2つの要件

を提示している。

　　1．送り手の考えや感情を理解したいという意図の伝達：送り

　　　手のメッセージを正確に理解し、評価は行わないという意

　　　図を伝える。

　　2．送り手の考えや感情を理解する。

彼は具体的にはっぎのような方法が必要としている。

　a．メッセージの内容と送り手の感情を評価を用いず正確に言

　　い換えること

　b．送り手の感情にっいて感じたことを述べる。　　　　．

　c．送り手のメッセージいついて自分の解釈を述べ、メッセー

　　ジの意味について送り手と合意ができるまで話し合う。

　ここまでコミュニケーションの概念についての先行研究をみてきた。次節

からは電子コミュニケーションについての先行研究をみていく。

明・他編著『心理学辞典』有斐閣，1999，P．910）
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2．2電子コミュニケーション

　本節ではまず電子コミュニケーションの定義をあらためて示した上で、電

子コミュニケーション全体の特徴と、電子メールを中心とした電子コミュニ

ケv・・一・ション個々のメディアの特徴についてみていく。

2．2．1電子コミュニケーション関連の用語定義

　ここではまず、電子コミュニケーション関連の用語の定義からみていく

こととする。

　Sproul＆Kieslerは、コンピュータによるコミュニケーション技術とその

アプリケーションには電子メール、電子掲示板、電子会議などがあるとして、

それらは「コンピュータをべ一スとしたコミュニケーション（computer

based　communication）」とか、「コンピュータを媒介としたコミュニケーシ

ョン（CMC：computer－media七ed　communication）と表現されると述べて

いる。そして電子メール、電子掲示板、電子会議などの総称として、「電子

メッセージング・システム」とか「電子コミュニケーション（electronic

communication）」と呼ぶこともあるとしている（Sprou1＆Kiesler，1991，

P．26）。

　すなわちここでは、CMCと電子コミュニケーションは同じ意味で使わ

れていると考えてよい。

　遠藤は、CMCの定義について、コンピュータ・ネットワークを介した

コ．ミュニケーションである（遠藤，2000，pp．3，14）としている。単にコン

ピュータを介したでけでは、コンピュータの端末として、コンピュータの

OS（operating　system：基本ソフトウェア・システムと）を操作すると

きのやりとりもCMCといえるかどうかの議論となる。　rコンピュータを

介する」という意味が、コンピュータ・ネットワークまで含めて、それを

媒介とする、と解釈すればよいのである。

　それに対しMann＆Stewartは、　CMCとは、文字を基本としたコミュ

ニケーション・プロセスにおいて直接ごコンピュータを利用すること、と

している（Mann＆Stewart，2000，　P．2）。このCMCの定義では、コミュ
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ニケーション・プロセスは、2．1．6、（1）でみてきたように、コミュニケー

ションをプロセとして捉えている（Berlo，邦訳，1972，　P．37）だけで、Sproul

＆Kiesler（1991）の定義と基本的には同じである。しかし、そこで交わさ

れるメッセージの内容は「文字を基本とする」というように規定していると

ころが異なる。画像・映像・音声を交わすことができるCMCもあるので、

それと区別して論じるためである。

　中村は、CMCをコンピュー一タ・コミュニケーションと邦訳して使ってい

る。彼は、電子コミュニケーションというと、言葉の中にコンピュータを含

まないので、対面コミュニケーションと区別するために、CMCまたはコン

ピュータ・コミュニケーションという用語を使うとしている（中村，2003，

P．8）。

　さて、電子コミュニケーションと混同しやすい言葉に、電子メディアに

よるコミュニケーションがある。2．1．8、（2）でみてきたように、電子メデ

ィアの定義は論者により各種あるが本論文では、コンピュータを利用した

メディアとし、電子メディアによるコミュニケーションはCMCのことで

ある、とする。

2．2．2電子コミュニケーションの同期性・非同期性　　　　　　　　，

　電子コミュニケーションの大きな特徴のひとつにコミュニケーション

が行われる過程における送信・受信の同期性・非同期性という特性がある。

　同期性とは、電子コミュニケー一ションにおいて、メッセージの送受信が

同時刻に行われる場合であり、電子会議やチャットなどに代表されるコミ

ユニケーションの特性である。送受信が同時刻（といっても実際には原則

として交互）に行われるので、フィードバックが即座に得られると言う特

徴をもつ。しかし、電子メールのようによく考えてから返事をするという

ような対応はとれず、その場の迅速な判断にまかされるという限界がある。

　それに対し、非同期性とは、送信から受信（すなわち、相手側の送信）

の間にある時間がとられる特性である6たとえば、電子メールでメッセー

ジを送信した後、相手側の送信によりメッセージを受け取るまでは、数分
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の場合もあれば、数日の場合もある。この相手次第という点が特に急いで

答をもらいたい場合に問題となる。

　この後の項では、電子コミュニケーション・メディアについて個々にみ

ていく。

2．2．3電子コミュニケーション・メディア

　ここでは個々の電子tミュニケーション・メディアについてみていくが、

以下のものは本論文の研究に関係が薄いため、以下の説明のみとする。

①FAX、各種電話：これらはマイクロコンピュータ内蔵のものが

　あり、かつネットワークにはコンピュータが利用されているが、

　本論文の電子コミュニケーションのメディアからは除外する。

②携帯電話、PHS：これらは電話機能のほかに電子メールの送受

　信ができたり34、インターネットの情報をみることができるが、基

　本的には電話の延長としての機器と考え、本論文の電子コミュニ

　ケーションのメディアからは除外する。

③ボイスメール：欧米の企業組織でよく使われており、ボイスメー

　研究1のインタビュー対象であるD社では、企業組織の標準のコ

　ミュニケu－一ション・メディアとされている（調査時点）。同社ではも

　ちろん電子メールも標準として活用されている。

　　ボイスメールの興味深い研究としてTrevino＆Webster（1992）

34携帯電話やPHSの電子メールは、外出先でも電子メールの送受信ができる

携帯性というメリットがあるが、文字数の制限や文字入力に多少時間がかかる

こと、および電子メールの自動フォルダ転送や過去メールの閲覧を行うのはた

いへん困難である、という特性がある。このようにパソコンで行う電子メール

と比べて異なる点が多いので、本論文では、電子コミュニケーションに含まな

いとした。
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は、電子メールとボイスメールの研究の結果、電子メールの方が

ボイスメールより相互作用（interaction）が多いことが確認され

たと述べている。

　ボイスメールは基本的には電話の留守番機能の高度なものと捉

え、本論文の電子コミュニケーションのメディアからは除外する。

④双方向テレビ、テレビ会議システム：コンピュータ制御およびネ

　ットワークにコンピュータが利用されているが、本論文の電子コ

　ミュニケ・・・…ションのメディアからは除外する。

　っぎの項では、電子コミュニケーション・メディアについて個別にみて

いく。

（1）電子メール（electronic　mai1）

　電子メールとは文字通りで言えば電子化した手紙のこと（船

津，1996，p．211）である。ここで電子メールの基本的なしくみを図表2・18

に示す。

　電子メ・一・・diルとは、送り手または受け手のコンピュータ（PCまたは

WSに内蔵している電子メールソフト）と電子化されたメッセージを蓄

えるためのメールボックスが回線35を介してネットワーク接続される

しくみをもった電子コミュニケーションの代表的なメディアである。

　ところで、電子メールの特殊なケースとして「メーリングリスト」が

あるが、それはっぎの（2）で述べる。また、電子メールのような蓄積交

35「回線」とは、通信経路または通信チャネルのことである（Dyson，邦訳，

1996，P．168）。回線を大別すると構内で使用されるLAN（Local　Area　Network）

と外部との接続に使用されるWAN（Wide　Area　Network）がある。　WANには

電話回線やISDNのように利用の都度、電話局と論理的に接続される交換回線

と常時接続される専用回線がある。電子メールを含む電子コミュニケーション

にはこれらのどの回線もよく使われている。
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換のしくみをとらない「インスタント・メール36」は（6）で述べる。

　っぎに電子メールの持っている特徴（非同期性、転送の容易性）とそ

れから発生するメリット、デメリットおよび問題点（情報過多の側面）

について述べる。

　電子メールは、蓄積交換のしくみをもつため、2．2．2でも述べたよう

に、メッセージが瞬時に相手と交換されるのではなく、非同期性をもつ

メディアである（2．2．4、（1）を参照）。

　その他の特徴である「距離の超越」、「記録性」、「文字を媒介とする」、

「双方向性」、「ネットワーク性」、「社会的コンテクストの欠如」、「フ

レーミングの発生」、「技術の2面1生」に関しては、2．2．4で述べる。そ

のためここでの説明は省略する。以下に2．2．4では詳しく述べていない

電子メールの特徴についてみていくこととする。

　記録が容易な点は、受信した電子メールをほかの者に転送する容易性

にもつながる。この特性は、電子メールに情報を付加してっぎっぎと伝

えて行くにはたいへん便利である。また一度の送信で多数の者に同じメ

ールを送ることもできる。これは「同報メ・一一一・・ル」と呼ばれ、あらかじめ

登録した電子メールの宛先全員へ1回の操作で送ることもできる（これ

は、厳密には「同報の容易性」という部類の特性である）。しかし．こ

れらの機能が弊害となる場合もある。たとえば、簡単に当時者同士でな

い者に暴露的に電子メールが転送されてしまうという問題がある。その

ため、万一誰に転送されても自分の立場が悪くならないように個人的に

注意を払う必要がある。口頭ならば記録が残らないため、「オフレコで

話すが．．．．」というような内容も、電子メールでは伝えられないという

点でデメリットとなることがあるのである37。

36インスタント・メールについては後記の5）その他のCMCメディアで説明す

る。

37 {論文の第3章の研究1のインタビ・L　Vにおいて、A社A・5氏は「冗談は電

子メー一ルで書けない。転送されているかもしれないので転送を予想して書く。」
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PC又はWS

回線

メール・サーノベー メール・サーノベー

メール
ボックス

自社ネットワーク

又はインターネ外

メール
ボックス

PC又はWS

メール

ソフト

送り手／受け手　　　　　自社又はISP　　　　　　　　　自社又はISP　　　　送り手／受け手

　　　　　’PC：ノ〈ソコン

　　　　　・WS：ワークステーション

　　　　　・回線：通信チャネル（回線の説明は脚注を参照）

　　　　　・ISP：インターネット・サービス・プロ’ベイダー（インターネットに直接接続できる

　　　　　　　コンピュータやWSを持たない者に各種サービスを提供する業者）

図表2－18電子メールのしくみ（青井，1994，p．147，図4－11より追加・作成）

　また電子メールは、これまで述べたように、時と場所の制約から解放

されることにより、従来の文書によるコミュニケーションと比べて情報

量が極端に増えることにつながりやすい。対面コミュニケーションと違

い、直接相手に面していないので、それほど必要がなくても安易に電子

メールを送ることになりがちなのである。もちろんそれには電子メ’一ル

の転送の容易さ（転送機能、同報機能）も影響している。そのようにし

て、日常的に処理する情報量を増大させ、さまざまなタイプの電子メー

。ルが乱舞するのである（池田・柴内，1997b，P・36）。企業組織においてほ

とんど意味のない電子メールが多数送られてくるという障害が発生す

るのである。

　たとえばわが国においては、職務分掌が明確でない企業が多く、その

ためレターや回覧は共同で作業をしたり、同一部署のメンバーを支援す

るために情報共有の手段として従来よく使われてきた。今までは、そう

と述べている。C社C・1氏は『後でフォワードされても問題にならない言葉使

いを気にしている。それが一番。』と発言している。
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した書類は物理的な制約から、必要最低限の場所へ配布することが守ら

れていたが、電子メールによりレターや回覧がほとんどなくなった反面、

電子メールの転送件数は数倍以上に増えているのが実状である。事実ジ

ャンク・メL・・…一ル（受信した本人にとって必要でない電子メール）の処理

に頭を悩ませている企業も多い。本論文の研究1のインタビューで訪問

した、A社A－4氏は、『役員や部門長からジャンク・メールの処理に対

してなんとかして欲しいと言われ、解決のための課題を突きつけられて

いる。』と述べている38。またB社B氏も、『トップの時間が電子メール

を読むのに安易に使われているのが問題である。』と述べている39。

（2）メーリングリスト（mailing－1ist）

　メーリングリストは、あらかじめ登録されたメンバーに同時に同じ電

子メールを送るような機能を中心にした電子メールの特別な形態と捉

える。メーリングリストは、電子メールの同報機能に似ているが、同報

機能は送り手のひとりひとりが直接読んでもらいたい複数の相手を特

定するのに対して、メ・一一リングリストは、電子掲示板（つぎの（3）参照）

に掲示するのと同じ感覚でとりあえずメーリングリストのメンバーへ

送っておく、という方法がとられる点で異なるのである。　　　　，

　この点は、電子掲示板もメーリングリストと同じ感覚で使われている。

381経営トップが本来の意思決定にさかなければならない時間を大いに浸食し

ているという問題が発生している。役員や部門長はあまりにも情報量が多すぎ

てさばけない。情報の階層化で何か整理ができないものか。自分がサゼッショ

ンしなくてすむ電子メールは本来は来て欲しくない。」と嘆いている

39「電子メールで一番の公害は、CC：が200件もならんでいることである。

しかし、知りたがりの上司はそれを開く。．＿、それで決定が遅れるということ

がある。あまりにも安易に電子メールを転送しすぎる。本部長クラスでは電子

メールではなくて、管理者が口頭で伝えるべきである。一番大事なのはトップ

の時間です。電子メールを一生懸命見て時間を使うのはトップの仕事ではな

い。」
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電子掲示板やメーリングリストで読む内容は個人宛のものではなく、多

数の者を相手にしているので、もし読む必要がない内容であっても、

「読まされた」という意識は強くもたないですむのである（松

尾，1999，p87）。

　また、最近では、送られてきたメッセージをメンバーが読んでパソコ

ン側で消去した後でも、ネットワーク上のメーリングリストの共通サー

バー上に過去の履歴（過去の電子メール）を掲示板のように容易に一覧

できる形で保存しておけるものも登場している40。ここまでの機能をも

っとメーリングリストというよりグループウェア41に近いといえる。

（3）電子掲示板（Bulletin　Board　System）

　電子掲示板は、個人が書いた意見をネットワーク上に設けられた掲示

版に掲示することにより、不特定多数の利用者42の目にふれるようにす

るシステムである43。後記する電子会議室が、テーマを特定して意見交

換を行うシステムであるのと異なり、電子掲示板は、掲示するのみで相

互に行う必要がある意見交換は別の手段（たとえば電子メールなど）を

使うようにしている。また、あらゆる情報が1つの電子掲示板に含まれ

ていると検索が困難になるため、実際はテーマごとに掲示板をわけるこ

とが行われている（松尾，1999，P86）。

　このように電子掲示板は、一覧性の面ですぐれているが、ネットワー

ク上の掲示板のサイトまでわざわざアクセスしないと、掲示板上の情報

40たとえば、Yahoo社が提供する世界最大のメーリングリストであるegroups

や、GMO　M＆S社が提供するFreeMai1があり、どちらも宣伝が付いてくるが

無償で提供されている。

41グループウェアとは、グループワv・・一・一クを支援するために設計されたアプリケ

・・一・ Vョン・システム群の総称である（石井，1994，P．9）。

42企業組織では掲示板ごとに見る人をあらかじめ特定していることもある。

43電子掲示板のこの定義は、川浦（1993，P．53）の記述から追加・作成してい

る。
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を見ることができない点で、電子メールより不便であるとするとする指

摘がある。電子メ・・一・一・ルの場合はメール・ソフトをオープンすれば自動的

に受信メールを見に行けるので、より便利なのである。

　ここまで説明した電子メール、メーリングリスト、電子掲示板、は似

通った点が多いので関連した電子コミュニケーション・メディアといえ

る。それぞれの特性を考慮して使い分けることが電子コミュニケーショ

ンのリテラシー（基本的能力）として必要とされる。

（4）電子会議室

　電子会議室44は、多数の者と特定したテーマに関して、ネットワーク

上に設けられた仮想空間（異空間）上で意見交換を行う会議システムの

こと45である。実際にはネットワーク上のサーバーに会議室が設定され、

一般的には登録した者に限って参加を許す形で運営される。もちろん会

議室といっても、対面コミュニケーションの会議と異なり、非同期に会

議が行われる46ので、時間と場所の制約を離れて「いつでも、どこでも、

参加メンバーの誰とでも」会議ができる自由さを備えている。

　またパソコン通信で使われた「フォーラム（forum）47」は、こ．の電

子会議室が複数集まったものである。また、インターネット上における

44電子会議室はいろいろな種類があるが、英語表記ではrcomputer

conferencing　system」とも呼ばれる（Orlikowski，1995）。

45電子会議室のこの定義は、石川・堀内（1997，P．154）の記述から追加・作成

したものである。

46本論文では非同期に会議が行われるものを「電子会議室」と呼んでいる。そ

れに対し、同期して会議が行われるものを「電子会議」と呼んでいる（（6）、1）

参照）。

47「フか一ラム」は、電子会議室の機能だけでなく、電子掲示板、データ・ラ

イブラリー、リアルタイム会議（電子会議よりチャットに近い）の機能を含む

ものがある。
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電子会議室はニュース・グループまたはSIG（Special　Interest　Group）

と呼ばれている。いずれも原理的にはほぼ同様なしくみをもつものであ

る。

　電子会議室の参加メンバーは登録されているとはいえ、数百人から数

千人以上もの規模になる場合もある。そのため、前記したように社会的

コンテクストがあいまいなまま意見交換が行われることが多くなり、フ

レーミング48が発生しやすくなる（川浦，1993，P．43）。また、倫理的な面

でテーマにふさわしくない発言も出やすい。そのため、各会議室（また

は会議室全体）を運営・管理する者を明確に決め、発言内容を常時適切

にチェックしていく必要がある。

　電子会議室は企業組織内に限定される場合の方が少なく、企業の領域

を越えてテーマに興味をもつ者が多数参加することが多い。そこでは仕

事と趣味の区別がつかないような各種の情報交換がなされる。むしろ。

インフォー一マルな情報交換の方が多いといってもよいくらいである。利

用の仕方にもよるが、外部の専門家の知恵が無償で提供される機会もあ

り、オープンでフレキシブルなコミュニティがそこに形成されるわけで

ある。このことにより、企業組織内では得られない幅広い意見交換から

価値ある情報が得られることも少なくない。　　　　　　　　，

　しかし、最近ではセキュリティの面から外部の電子会議室へのアクセ

スを禁止する企業も出始めており、このことはマネジメント面での対応

が求められる問題でもある。

（5）ホームページ

　ホームページ49は、世界最大のネットワークのネットワークであるイ

48フレーミングとは議論の場で誹諦や中傷まで発展してしまう現象のことで

ある（松尾，1999，p．153）。

49zームページ（home・page）は、ブラウザというソフトウェアによりWWW

（下記）から最初に表示されるページのこと（Bremner，1997，P．16）で、そこ
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ンターネット上のWWW（World　Wide　Web）seの中にある情報を

TCP／IP51と呼ばれるプロトコル52を介してパソコン側のブラウザ53が表

示するページ（画像の形態で）のことである。

　ホームページはハイパーテキスト54と呼ばれる言語で作成されてお

り、あらかじめ作成者が指定してある箇所にマウスのポインタをもって

いきクリックすると、別のページが表示されるようになっている。この

ように別のページとの関係を「ハイパーリンク（またはリンク）」と呼

ぶ。

　ホームページは、文字だけでなく、画像も表示できる。また、ラジオ

のように音声や音楽を出力したり、テレビのように動画像を表示したり

することもできる。さらに表示画面にポイントしクリックするだけで必

からリンクされるぺ・一ジはホームページという名前にふさわしくないが、ここ

では一般的用語として説明している。

50WWW（world　wide　web）は、インターネット上のハイパーテキスト（脚注

参照）で作成されたページの膨大な集合のこと（Dyson，邦訳，1996，P．136）で、

世界中に広がったグu　一一バルな情報システムのひとつである（井田，1999，p．3）。

51TCP／IP（Transmission　Contro1　Protoco1／lnternet　Protocol）とは、イン

ターネットの標準プロトコルとして1982年にサーフらが中心となって開発し

たプロトコルである（吉田，2000，P．37）。

52「プロトコル（protoco1）」とは、ネットワーキングや通信で、データの送受

信を行うときに従うべき手順を定義したもので、ネットワv－・…クで使用される各

種irオーマット、タイミング、シv－・一・ケンス、エラー検査方式が定義されている

（Dyson，邦訳、1996，P．297）。

53ブラウザはホームページを閲覧するためにパソコン側にあるソフトウェア

のことで、マイクuソフト社のインターネット・エクスプローラやネットスケ

ープ社のネットスケープが有名である。

54「ハイパーテキスト（hypertext）」とは、本来の並び方ではなく、利用する

ものが非連続的に閲覧する（リンクと呼ばれる機能で）ことが可能なように情

報を提供する手段のこと（Dyson，邦訳，1996，　P．260）。またハイパーテキストの

文書を作成するための言語は、HTML（hypertext　markup　language）と呼ば

れる（Dyson，邦訳，1996，P．50）。
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要なデータベースを手元のパソコンまで取り込むこと（ダウンロードと

呼ぶ）もできる。このように各種のメディアを扱えるので最新のマルチ

メディアとも呼ばれている。

　このように便利なホームページであるが、その特性は電子掲示板に類

似している。すなわち、ホ・一一・一一ムページ側からの情報発信に反応するとい

う形で行われ、受信者側が対等に情報発信する電子メール、電子会議室

などとは異なるメディアであると考えられる。その面でマスメディアに

近く、池田・柴内（1997a，P7）は「ミニメディア」と呼んでいる。同

じように川浦・北山（1997，p．140）は、ホームページは権限の所有が高

いメディアであると述べている。ホームページによるコミュニケーショ

ンは、他の電子コミュニケーション（電子メール、電子掲示板、電子会

議室）に比べてもカスタマイズ性55が高いことが特徴である（川浦・北

山，1997，p．140）。

　このようなホームページを組織内で活用すると、今まで企業のスタッ

フ部門が提供していた定型的な情報の掲示やデータのダウンロードに

非常に適しているといえるだろう。たとえば、人事が提供する各種社内

サービスの申請に必要な書類は、ホームページから取り出すことが可能

である。実際、今回インタビューした4社ともそのような「イント，ラネ

ット56」のシステムを構築してサービスを行っていた。

55池田はカスタマイズ性の背景として、電子コミュニケーションにおいては、

マスメディアが選択してくれた情報提示から、データベース全体を一覧して選

ぶようなものでなく、一覧が不可能なほど情報が増大したため、利用者側で多

くの情報処理を行わざるを得なくなったとしている。そのため、利用者が個々

の目的の情報を選び出しやすいような対応を情報環境側で行うことの程度を

「カスタマイズ性1と呼んでいる（池田，1993，PP．19・20）。ホームページは、ハ

イパーテキストによる関連ページへのリンク機能や、マルチメディアの利用に

よりこうしたカスタマイズ性が高いメディアといえる。

56イントラネット（intranet）とは、インターネットの技術を社内のパソコン

または（および）ワークステーションのネットワークに応用したものである（楠、
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　また、NTT東日本法人営業部門では、イントラネット上に、全員が

ホームページをもつことにより、社員同士の知られざる側面（社会的コ

ンテクスト）を見えるようにしている。同社では、このシステムの情報

サービスの概念としてノウハウならぬ「ノウフー（Know　Who）」とい

う言葉を使っている。そして実際、仕事の成果も上がっていると報告さ

れている（上村，1999，PP．23・29，上村，2000，PP．212，日経情報ストラテジ

ー，1997．6，pp．80－85）。

（6）その他の電子コミュニケーション・メディァ

　ここではその他の電子メール・メディアのうち、同期性をもつ電子コ

ミュニケーション・メディアについてみていく。

1）電子会議

　電子会議については、いろいろな解釈がなされている。情報技術の

進展とともに電子会議の解釈も変わってきているといえよう。電子会

議を英語で書き表すどつぎの3種類で表されている。

　それらは、teleconfarencing57，　computer　conference58，　electronic

meeting59である。　Weathera11＆Nunamaker（邦訳，1997，p．13）に

よれば、「電子会議とは、会議を実施する場所でコミュニケーション

をよりよくするために、ネットワーク化されたパソコンを利用するも

のである。しかし、彼らは広義の電子会議は、異なる時間、異なる場

所で行われるものも含むと述べ、これを「any　place　meetings」と名

付けている（ibid．，　P．30）。それに対して石川・堀内（1997，P．155）に

よれば、電子会議システムは、同期同空間型の会議システムであり、

1996，P．13より追加）。

57teleconferencing：（Dyson，邦訳，1996，P．239）

58Computer　conference：（松尾，1999，p87）

5g　electronic　meeting：（Weathe℃a11・Nunamaker，邦訳，1997，P．v）
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電子会議室は、非同期異空間型の会議システムであるとしている。す

なわち、電子会議システムではコンピュータを介して実時間を共有し

て（同期的に）意見交換を行う違いがある。

　なお、Weatheral1＆Nunamaker（1997，　P．23）によれば、電子会

議が従来の会議と明白に異なっている点は、「参加者がパーソナル・

コンピュータを使用する点」と「進行役（facilitator）が議長を支援

する点」である。また堀内・嶋田（1994，P．191）によれば、「電子会議

システムでは、電子コミュニケーションの特徴であるコンピュータの

文字入力により、他人の発言の終了をまたなくても常時自分の意見が

入力できる利点があり、発言時間や回数の不均衡を是正する効果があ

る反面、情報過多という現象もおこり、会議のプロセスに損失となる

こともある。また「入念かつ正確な言葉を用いたコミュニケーション

ができる利点がある反面、その入力作業に時間をとられるため、意見

発表の手がかりを減少させてしまう。」と述べている。さらに「いず

れにしても電子会議システムがもたらす会議への効果は状況依存的

である。」としている、（ibid．，p．193）。

2）チャット（Chat）　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

　チャットは電子会議（狭義）と同様に同期性（リアルタイムな情報

交換）をもっていることが特徴である。しかし、チャットはネットワ

ーク上に形成された仮想空間（異空間）で情報交換するのに対し、電

子会議（狭義）は同じ場所に集まって情報交換する違いがある。さら

にそこで行われる内容が、前者は会議なのに対して、後者は単なる「お

しゃべり」が多い点に違いがある。

　チャットは、文宇を介したリアルタイムの会話、いわばオンライン

筆談であり、電話と異なり、何人もの人と「おしゃべり」ができるの

がメリットである（川浦，1993，P．43）。しかし、キーボード入力をし

なければならないので相手とのタイミングがとりにくい問題がある

（川浦，1993，p．43）。チャットに関するタイミングの問題は電子会議
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で述べたのと同様である。

3）インスタント・メール

　通常の電子メールは一旦ネットワーク上のサーバにメッセージが

蓄積され・相手が読み出して初めて相手に届くのに対して、インスタ

ント’メールはそのまま相手に送られる。もちろん相手がそのときネ

ットワーク上にアクセス（接続）していることが前提となる。

　このようにインスタント・メールは、相手がネットワークに参加し

ているかどうかを確認してからメールの送受信を行うシステムなの

で、即座に相手にメールが届き、返事も即座に返すことができるので、

チャットと同様に同期性をもっている。

　インスタント・メール60は、実際には一部のISP（インターネット・

サービス・プロバイダー）のホームページなどで提供されている。

4＞リアルタイム会議

　ネットワークを介して参加者が仮想的な空間上で行う会議の形式

をとるのがリアルタイム会議である。方式的にはチャットとほぼ同じ

で同期生をもっている。チャットは開始する前にテーマを決めないが、

リアルタイム会議は原則的には開始前にテーマが決まっていて、それ

について議論する点が異なる。

2・2・4非同期電子コミュニケーションの特徴

　ここでは非同期性をもっ電子コミュニケーションに共通的な特徴につ

いて電子メールに代表させてみていく。

6°インスタント・メールはインスタント・メンセンジャー、メッセンジャー、

ページヤー、ICQ（ICQ社商品名）とも呼ばれ、後述するチャットと電子メー

ルの機能を併せ持っようなものである。
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（1）非同期性

　電子メールでは・直接送り手と受け手のコンピュータが接続されるの

ではなく蓄積交換（2・2・3、（1）参照）というしくみがとられる。そのた

め・対面コミュニケーションのように、情報の送り手と受け手が同時刻

に（同期して〉情報交換する必要はなく、別々の時刻に伝達することが

できる。このような特性は非同期性と呼ばれる。

　この非同期性が電子メールの最大の特徴であり、これがメリットにも

なり・反対にデメリットともなるわけである。すなわち相手がどこにい

ようが・いつでもメッセージを送ることができるという時間の制約から

解放されるメリットがある。しかしその反面、相手から瞬時にフィード

バックを得たい場合には不向きである。また、相手が自分自身の電子メ

ールボックスを確認してくれないと、電子メールは届かないものと同じ

になってしまう（川浦，1993，P．52）。さらに電子メールによる議論を行

うと、非同期性のため議論が断続するので、それまでの議論の流れが無

視されやすく、混乱することもあると指摘されている（高木，1993，

P．271）。

　この非同期性は電子メールだけでなく、電子掲示板、電子会議室も同

様に備えている特性である。ただし、議論の流れに関しては、電子掲示

板、電子会議室ではそれまでの議論の流れがテーマごとにひも付けでき

る機能を備えていることが多いため、電子メールよりは混乱が軽減され

るのである。

（2）距離の超越

　電子メールでは、ネットワークの特徴から物理的な距離を気にせずに

世界中の誰とでも同じ容易さで電子メ・一一ルが交i換できるメリットがあ

る。

　電子メールはまさに時間的・地球的制約を受けない情報技術革新した

コミュニケーションの手段であると言える（高木，1993，P．270）。池田・

柴内は・「1万キロの遠さであろうがそれを感じさせない、物理的な場
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所を越えて縁が続くメディアであるので、今までの対人的コミュニケー

ションのパターンを変えてしまうものである。」とさえ述べている（池

田・柴内，1997b，P．36）。

　距離に影響されないということは、どこから送ってこられるか、予測

がっかないことにもなる。見ず知らずの者からの電子メールにより被害

を受けることも考慮する必要がある。たとえば世界中からウィルス．メ

ールが送られてくる危険性があるので、セキュリティへの対応も十分に

必要である。

　この距離の超越は電子メールだけでなく、他の電子コミュニケ＿ショ

ン・メディアもほぼ同様に備えている特性である。

（3）　言己録性

　電子メールは記録を容易に残せるという特性（記録性）をもっている。

送信元・受信先の双方で電子メv・・一・・ルのメッセージを記録しておくことが

できるのはこの特性によるのである。メッセージ本体や送信元の電子メ

ールID（手紙の住所氏名にあたるもので、電子メー一ル・アドレスとも呼

ばれる。）はもちろんのこと、送信日時（タイムスタンプ）も一緒に記

録される。この記録により、過去の電子メールの履歴をたどることを容

易にさせるのである。電子メール導入当初の企業のエンドユーザーにと

って、この履歴を残しておけることがメリットに挙げられることがよく

ある61。

　この記録性は電子メールだけでなく、他の電子コミュニケーション。

メディアも同様に備えている特性である。

61都内某社本社への「電子メール導入の評価支援コンサルティング：1996年

実施」におけるインタビュー（筆者担当）で｝ま、電子メーノ噂入の効果で約2

割のユーザが、仕事の振り返りや問齢ζ発生したときのチェックに大いに役立

つものとして・「やりとりの履歴が容易にとれること」をメリットの第一に挙げ
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（4）文字中心

　電子メールは文字によるコミュケーションが中心である。ただし、そ

れを厳密に適用すると、電子メールの添付ファイルやWWW（2．2．3（5）

参照）の画像情報は範囲外となるが、それらは特別な例として考慮する。

　文字の伝達では、文字で表した言葉そのものを正確に相手に伝えると

いうメリットをもっている。もちろん言葉は、その言葉のもっ意味が正

確に伝わるかどうかまで保証できるものではない。意味の伝達は前記し

たように言葉以外の非言語情報による影響も大きいからである。またコ

ミュニケー・一・一ションの送り手と受け手が共通にもつコンテクストや、コミ

ュニケーションが行われる状況のコンテクストにも影響されるからで

ある。

　このよう文字中心の特徴は電子メールだけでなく、他の電子メディア

もほぼ同様に備えている特徴である。

　ところで、文字情報の中には「スマイリー62」（またはエモティコン）

と呼ばれる記号文字で感情を表す方法も用いられている。親しい間でス

マイリーを利用することにより、かなり感情的な面も合わせて表現でき

るようになり便利である。

（5）双方向性

　電子メールは、双方向性をもっており、一方的な発信や受信ではなく、

お互いに相互に情報を交換し合うことが比較的容易に実現できるとい

う特徴をもっている。そのため、自由にかつ容易にコミュニケーション

ていた。

62内田（1999）は、スマイリーはどのような表情やアクションで言いたい（書

きたい）のかを手助けするために使われ、メールを読む相手と、自分の発言の

背景や意図（発話状況）を強引に共有させるとしている。またそれは、よい文

章を書くためにあるのではなく、制限されたフォーマットの中で、会話の状態

を少しでも共有し、画面上に再現するために伎用されているとしている。（内

田，1999、p．102）
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に参加すること（送信）ができるのである。

　この双方向性は電子メールだけでなく、他の非同期の電子メディアも

ほぼ同様に備えている特徴である。ただし、ホームページは前記のよう

にマスメディアに近く、一方的な発信性が強いので双方向性があるとは

いえない（2．2．3、（5）参照）。

（6）ネットワーク性

　電子メールでは、未知の人や不特定多数とコミュニケーションするこ

とができるという「ネットワーク化の容易性（ネットワーク性）」が挙

げられる。居ながらにして世界中の人々と情報交換することができる面

でたいへん便利な特徴である。しかしその反面、ネットワーク性により

コミュニケーションを継続したくない不特定多数から迷惑な情報や誹

誇・中傷などの内容も送られてくるという不便な面もある。この問題に

関してはつぎの項の「（7）社会的コンテクストの欠如とフレーミングの

発生」で述べることとする。

（7）社会的コンテクストの欠如とフレーミングの発生

　電子メールにおいては、当時者同士の社会的コンテクスト（社会的ス

テータス、肩書き、地位、人種、年齢、容貌といった情報〉が伝わりに

くくなる（Sprou11＆1（iesler，1986）という特徴がある。

　高木は、電子メールを用いた議論では、電子的メッセージそのものに

社会的ステータス、肩書き、地位、人種、年齢、容貌といった情報が欠

落する、と述べている（高木，1993，P．271）。社会的コンテクストの不

在により、コミュニケーションがとりにくくなるわけである。

　しかし、電子メールが対面コミュニケーションの代替をまるきりでき

ないというわけではない。Romm（1998）はマネジャーと部下のコミュ

ニケーションで。電子メールを効果的に利用した例を示している。対面

コミュニケーションと補完的にもちいることで双方の効果をあげるこ

とができるものと考えられる。
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　っぎに電子メールではよくフレーミングが発生する（2．2．3、（4）参照）。

Rice＆Love（1987）によれば、電子コミュニケーションは非言語情報

が使えないのにもかかわらず、29％のメッセ・・一一一・ジに対人感情的な表現が

認められたとしている。電子コミュニケーションにおける議論では、前

記の社会的ステータスが欠落するため、そうした社会的手がかりのなさ

が原因で・対面コミュニケーションよりフレーミングがおきやすいと指

摘されている（Romm，1998，松尾，1999，　p．113）。また川浦によると、対

面コミュニケーションならば相手の非言語情報による手がかりにより

フレーミングが起きる前に修正されることがあるが、電子コミュニケ…一・

ションではそれがないのでフレーミングが発生しやすいとしている（川

浦，1993，p．43）。さらに江下によれば、フレーミングの原因は非言語情

報が伝わらないだけではなく、実時間を共有していないため、迅速なフ

4一ドバックができないことも大きく起因するとしている（江下，2000，

p．201）。電子コミュニケーションでは文章が容易に記録に残せるため相

手の発言の言葉尻をとらえて、それを批判することが起きやすくなりが

ちなのである。

　フレーミングの発生は、電子メールだけでなく、他の電子メディアで

も発生する可能性はある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　t

（8）技術の2面性

　遠山によれば、電子コミュニケーションにより「フラットな組織によ

る意思決定の迅速化」、「合議や根回しという日本的経営に風穴を開け

る」・「情報共有が組織のIQを高める」、「個性の発揮と、主体性、創造

性の向上」という言葉が雑誌にみられるが、先進的企業での活用事例か

らは「優秀な社員は発信するがそうでない社員は発信しない」、「情報

が欲しければ情報を出せ」、「こんなに時間を使って、何をやっている

んだ」という現実的な批判がみられるとしている（遠山，1996）。つまり、

本来技術が持っている2面的効果（Walton，1989，P．26）である「参画の

効果」と「従属と管理の効果」のうち、参画の効果が上げられずに、従
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属と管理の効果を上げることになってしまっているとしている（遠

山，1996）。

　さらに梅田（1998）によれば、電子コミュ．ニケk・一・一・・ションが発展して

いる現代においても、ベンサムが述べている囚人の監視施設であるパノ

プティコン63が存在するとしている。それは具体的には情報パノプティ

コン64と呼ばれるものに巧妙に姿を変えて生き残っており、それにより

自由なコミュニケーションが阻害されているとしている。

　またRomm（1998）は、電子メールが情報パノプティコンとしてマ

ネジャーの監視のもとにコントロールされたために、その送受信に制限

がかけられた事例を示している。外部からのハッカーやクラッカーによ

る不正アクセスに対し企業を守るために監視を強化するのはやむを得

ないが・社内の者にまで厳しい監視の目を広げる企業がでてきている65。

米国では就業時間にポルノ掲載のホームページをみたことが理由で解

雇された従業員や電子メールの不正使用で解雇された従業員のニュー

ス66もみられる。日本においても外資系企業において私用電子メール禁

止の動きがでている。それを実践するため監視ソフトの導入67も進んで

いるという。

このように電子コミュニケーション・メディアはあくまでも技術のひ

63ベンサムは監獄所において囚人を監視するために中央監視塔をもつシステ

ムをパノブテイコンと述べて紹介している（関，1979，P．16）。

64「情報パノプティコン」は、Zuboffにより詳しく紹介されている。彼女は電

力会社の作業員が中央の集中管理室に作業状況を細かく管理・監視されている

しくみを述べている（Zuboff，1988，P．322）。

65米国の大企業の45％が従業員の電子メール、電話およびコンピュータ・ファ

イルを監視していると報告されている（Wired　News，1999．4）。

66米国有力企業の従業員40人が、ポルノのホ・一・一‘ムページを就業時間に閲覧し

解雇された（Cnet．com，1999）。また米国有名新聞社の従業員23人が電子メー

ルの不正使用で解雇された（Wired　News，1999．12）。

6研究」のインタビューを行った対象企業のうち、米国資本の2社は実際に監

視ソフトを導入している。
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とつであり、その技術の利用には2面性があるのである。電子コミュニ

ケーションを比較的自由に利用させ、従業員の自由なコミュニケーショ

ンを促進する方向と、効率化を重視して定型化を進め、自由なコミュニ

ケーションを制限する方向である。電子コミュニケーション・メディア

はどちらにも対応できるが、企業における個々のコミュニケーションの

目的からその方向性を明確にする必要がある問題である。

2．2．5メディア・リッチネスへの考慮

　ここまで、電子コミュニケ・・一…ション・メディアの特徴についてみてきた。

2．2・1および2・2・2でみてきたことは主に機能面の特徴である。しかし、

コミュニケーション・メディアとして電子コミュニケーション・メディア

を捉えるときには、1．はじめに、で述べたようにメディア・リッチネスの

視点からの考慮も大切である。

　すなわち、組織コミュニケーションにおいて、電子コミュニケーショ

ン・メディアがどのようなメディア・リッチネスを持っているのか、とい

う点である。これは組織のコンテクスト（組織の状況）がもつ多義性に対

してどれだけ有効であるかということである。その上で電子コミュニケー

ション・メディアを適切に選択したり、管理していくことが必要なのであ

る。この点が研究2の目的のひとつとなっている。

　メディア・リッチネスについての詳しいことは4節のメディア・リッチ

ネスに関して、で述べる。

　これまでコミュニケーションの概念と電子コミュニケーションに関する

先行研究に関してみてきた。っぎの節ではコンテクストに関する先行研究に

ついてみていく。
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3．コンテクストに関して

本節では「コンテクスト依存」の対象である「コンテクスト」の概念に関

する先行研究からみていき、その後「意味とコンテクスト」と「コンテクス

ト依存」についてみていくこととする。

3．1コンテクストの概念

　本論文におけるコミュニケーションは、送り手と受け手の相互作用により

意味の形成と共有が行われるプロセスとしている。ここでコミュニケーショ

ン行動が行われている環境や背景を知らないと意味の形成はできないので

ある。このコミュニケ・・・…ション行動の環境や背景を規定するのがコンテクス

ト68である。コミュニケーション行動を規定することからコンテクストはコ

ミュニケーション行動において重要な役割を果たす。この節ではコンテクス

トをみる視点やコンテクストの定義についてみていく。

　コンテクストをみる視点はさまざまあるので視点を決めないとひとつに

定義することは難しい。つぎの項ではコンテクストの各視点にわけて定義を

みていく。

3．1．1静的コンテクスと動的コンテクスト　　　　　　　　　　　　，

　末田はコンテクストを静的に捉えるか（静的コンテクスト）、動的に捉

えるか（動的コンテクスト）によりコンテクストを2つに分けている（末

田，2003，p．125）。順にみていく。

（1）静的コンテクスト

　静的コンテクストは、それ自体にあまり変化がないものであり、コミ

68コンテクスト（文脈）について辞典では、「時間という次元のもとに、過去

からある時点⑨在）までに展開された進行中である、人間の行為やその行為

の説明．などを含んだ、複雑に入り組んだ出来事の総和であり、筋である。」とし

ている・（中島義明・他編著『心理学辞典』有斐閣，1999，P．774）
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ユニケーションの当事者が変えていくことができないものである。つま

り静的コンテクストは、コンテクストが先にあって、テクスト（言葉に

されたもの）が存在するという考え方である。そのためコンテクストが

コミュニケーションを規定するものである（末田，2003，P．126）。

　たとえば、単に相手が着ている洋服に関して「その服いいね。」とい

ったときに、それは着ている人のジェンダー、年齢、人間関係などのコ

ンテクストが先にあって、それによって意味が違ってくると想定した場

合のコンテクストのことである。このようなコンテクストはコミュニケ

ーションにより容易にかえることはできない点で静的コンテクストで

ある。

（2）動的コンテクスト

　動的コンテクストは、それ自体が常に変化するものであり、コミュニ

ケーションの当事者が直接その変化に関与できるものである。つまり、

動的コンテクストは、テクスト（言葉にされたもの）が先にあって、コ

ンテクストが存在するという考え方である。そのためコンテクストがコ

ミュニケーションを規定することもあるが、当事者のコミュニケーショ

ンによって変化していくものでもある（末田，2003，p．126）。　　　’

　たとえば、前記（1）と同様に「その服いいね。」と言った場合でも、今

度はそれにより、よりよい人間関係「お近づきになりたい」というコン

テクストを創造するために「その服いいね。」と言ったと想定した場合

には、コミュニケーションによってコンテクストが創造されたことにな

る。これが動的コンテクストである。

3ユ．2状況のコンテクストと文化のコンテクスト

　Malinowski（1949）はコンテクストを、コミュニケーション行動を取

り巻くその場の状況（状況のコンテクスト）と、その場の状況を取り巻く

社会的・政治的・歴史的な背景（文化のzンテクスト）の2つに分類して

いる。順にみていく。
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（1）状況のコンテクスト

　1）状況のコンテクストの要素

　　Malinowskiの提唱した状況のコンテクストを体系化した且alliday

　（1979）は、状況のコンテクストの要素としてっぎの3点を挙げて

　いる。

　　　　①活動領域（field）：何が起こっているのか、何についての

　　　　　コミュニケーションなのか、にかかわるもの。

　　　②役割関係（tenor）69：誰がコミュニケーションをしている

　　　　　のか、にかかわるもの。たとえば、コミュニケーションの

　　　　　当事者間の社会的距離、心理的距離、力関係など。

　　　③伝達様式（mode）：どのような形態で伝えられるのか、に

　　　　　かかわるもの。たとえば、話し言葉で伝えられるのか、書

　　　　　き言葉で伝えられるのかなど。

2）状況の1ンテクストの定義

　ここで状況のコンテクストに関する各論者の定義についてみてい

く。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　池田によればコンテクストとは、コミュニケーションが行われるそ

の場の情報的な制約であるとしている。彼によれば、コミュニケーシ

ョンにおいて、メッセ・一一一一・ジの情報化や記号化のときにルール系として

のコードが活性化される。しかしどんなコードを活性化させるかは状

況に左右される。このような状況というその場の制約となるものが

「コンテクスト」70としている。（池田，1991，p．191）。

69役割関係の要素についてMaynard（1997）は、日本では場面が重要で、そ

れは・単に物理的・社会的な場面だけでなく．、主体の対称や設定についての態

度・気分・感情までを含んだ包括的なものと述べている。

70池田・村田によると、コンテクストは情報的制約として活性化されるルール

120



企業における電子メールの有効性の研究 第2章テーマに関する先行研究

岡部は、コミュニケーションがコンテクスト（文脈）に影響される

ことはよく知られた事実であると述べた上で、コンテクストとは、コ

ミュニケーションが起こる物理的、社会的、心理的、時間的な環境す

べてを指し、コミュニケーションの形式と内容に大きなインパクトを

与えるものとしている（岡部，1996，P．54）。

Batesonは、コンテクストは階層構造をもち、世界をコミュニケー

ションの側面からみていくときにコンテクストがそれを包み込むコ

ンテクストへ階層構造をなして順次積み上がっていくとしている

（Bateson，邦訳，1987，p．579）。
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組織レベル

個人レベル

図表2－19意味環境（コンテクスト）の例（林，1994，p．69，図2－7に加筆）

林（1994）はコンテクストのことを「意味環境」と命名し、それ

は個人レベルに近いところから、組織レベル、社会一般レベルまで同

や推論を限定し、特定のル・一一一・一ルや推論に選択的注意を向ける効果をもつとして

いる・．コンテクストを制約とすることで、そこで適切な社会的制約（社会関係

コVny“一’ドなど）を認識し活性化できるのである（池田・村田，1991，P．191）。

121



企業における電子メールの有効性の研究 第2章テーマに関する先行研究

心円状に構成されているとしている。図表2－19に林のコンテクスト

の概念を示す（林，1994，P．69）。

　これまでみてきた定義で池田（1991）は、状況のコンテクストの

定義の中ではその場の状況という点で狭い定義となっている。他の岡

部（1996）、Bateson（1987）、および林（1994）は状況のコンテク

ストであるが、コミュニケーションが起こる背景まで幅広く捉えた定

義となっている。

3）コンテクスト化

　状況のコンテクストにおいて、コミュニケーションの当事者がコン

テクストをどのように規定するのかについてコンテクスト化という

概念がある。

　Gumperz（1992）によるとコンテクスト化とは、話者や聞き手が

言語および非言語を使ってある時ある場所で言った言葉と過去の知

識を結びっけ、会話を保持していくプロセスであると述べている。

　また、且allは、人間がコンテクスト化を行うことにより、人間の

相互行為の非常な複雑さを処理することができると述べる。このコン

テクスト化により、われわれは情報過剰で身動きがとれなくなるとい

う事態を免れることができるとしている（Ha11，1976，　pp．90－91）。

（2）文化のコンテクスト

　且a11＆Ha11は、前記のようにコンテクストとは、できごとを取り巻く

情報であり、そのできごとの意味と密接に結びついているものであると

述べている（Hal1＆Hall，1990，　P．6）。ここではコンテクストとはコミ

ユニケーション行動を行う際にあらかじめ共有している情報と考えて

いる。彼は、共有している情報量が多い場合には言語化して伝達する情

報量は少なくなり、反対に共有している情報量が少ない場合には言語化

して伝達する情報量は多くなるとして’いる。この関係を図表2・20に示

す。
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高コンテクスト

　（HC）

低コンテクスト

　（LC）

　コンテクスト
（共有している情報）

　　情報
（言語化する情報）

　意味
（meaning）

図表2・－20　HC　・　LCとコンテクスト・情報・意味の関係（HaH，1976，　p．102）

　同図表で伝えたい意味（メッセージ）に対し、共有している情報量（コ

ンテクスト）が多い場合はコンテクストに依存する割合が多く言語化す

る割合が少なくなる。このような傾向をもつ文化を高コンテクスト文化

と呼ぶ。反対にコンテクストに依存する割合が少なく言語化する割合が

多い文化を低コンテクスト文化と呼ぶ（HaU，1976，p．91＞71。

　彼は高コンテクスト（HC）文化をもつ国は日本や中国であり、低コ

ンテクスト（LC）文化をもつ国は欧米であるとしている。つまり、日

本はコミュニケーションにおいてメッセージ（伝えたい意味）72を言語

化しない傾向が強いが、欧米はメッセージの多くを言語化する傾向があ

るとしている。いいかえると、日本はコミュニケーションにおいて、コ

ンテクスト依存度が高く、欧米はコンテクスト依存度が低いことになる

わけである。

　そのため、一般に単一民族の国家は高コンテクスト文化の傾向があり、

71高コンテクスト文化と低コンテクスト文化は分離した尺度ではなく連続し

ている尺度である。

72Hal1（1976）のメッセs－・・一・・ジは、コミュニケーションで送られるメッセージと

は異なり、あらかじめ共有されているコンテクストも含んだものとなっている。

そのため、広義のメッセージと呼ぶ必要があるが、本論文では区別せずに使っ

ている。
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複数民族の国家ほど低コンテクスト文化の傾向があると捉えている。

　このことを単純に考えると、HCの方がコミュニケーションのときに、

メッセージに最低限の言語しかないので、簡潔で時間がかからず効率的

であると思われる。しかしHallによれば、それを成立させるためには、

あらかじめ受け手との間に共有のための情報がプログラムされていな

ければならず、HCの方が結果的にこの準備のために多くの時間を要し

てしまうと述べている（ibidっP．91）。それでは、　L　Cの方がメッセージの

言語化した量が多いので効率がよいのであろうか。確かに異文化コミュ

ニケーションにおいては少なくとも、メッセージを明確にしなければ、

最低限の意思疎通もできなくなる可能性が大きい。しかし異文化ではな

い場合に、メッセージをあまりに明確にすると、それにより意味を創造

し、新しいアイデアを互いに創り出す、というような相互作用には弊害

とならないか懸念される。この点は本論文の問題意識の源泉のひとつで

ある。

　っぎにコミュニケーションとコンテクストの関係をモデル化した例

についてみていく。

3．1．3コンテクストとの関係のモデル　　　　　　　　　　　　　　　、

　金子はコミュニケーションのモデルでコンテクストとの関係を明確に

提示している（図表2－21＞。彼は、情報をコード情報とモード情報（コー

ド情報・モード情報は後で述べる）と呼ばれる2つにわけている。（金子，

1985，p．129）。同モデルでは、発信者と受信者の間に3っの意味伝達のた

めのメディア（チャネル）が存在する。一つ目のメディアを介して伝達さ

れるものは、コード情報とコード化規約である。コード化規約は、コード

情報そのものを規則的に処理するためのものである。Shanonn＆Weaver

のモデル（図表2－2）にあるような信号（情報）を処理するときの規則に

あたるものである。

　つぎに2つ目のメディアで伝達されるものはコンテクストである。コン

テクストは、コード化規約のように一意に決まることがない「意味の解釈」
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のときに使われる。それは言語でいう「文法」にあたるある種の論理体系

を提供するものである。金子のコンテクストは、Bateson（1987）が定義

した広義のコンテクストではなく、「コL・一一・ド化規約」と「場」の中間のも

のとしている。3つ目のメディアにより伝達される「場」とは、送り手と

受け手が共有している包括的で明示的にはいいがたい漠然とした雰囲気、

気分を共有するものである（金子，1986，PP．166－169）。「場」では、ボデ

ィランゲージ的な情報伝達が行われる（ibid．　P．144）。　r場」は、非言語

情報および非言語情報が伝えられる空間である。

発信者

コー一ド

情報

モード

情報

コード情報と

コード化規約

　　場
（ボディランケ㌧ジ）

受信者

図表2－21情報伝達モデル（金子，1　986，p．1　38，図，　p．1　63，図6のを合成）

　ここで前記のコード情報とモード情報は、今井（1984）のA型情報とB型

情報73にあたるものである（金子，1986、p．129）。コード情報は、そのもの

がほかのものと区別できるかどうかという約束が成立している情報であ

り、モード情報は、その約束が成立していないものである。モ・一・一・一ド情報は、

73今井によれば、A型情報とは、コンピュータや通信の情報処理が可能な情報

の実質的な意味内容を問わずに、その形式だけに注目する「形式的情報」であ

る。またB型情報とは、人々の間で意味内容や文脈を伝えることができる「意

味的情報」である（今井，1984，PP．44，49）。金子は、コンテクストはコード情

報から出るものとしているが、今井は前記脚注のように、文脈（コンテクスト）

はB型情報（モード情報）に区別している。そのため、金子と今井の情報の区

分けは必ずしも一致していないのである。
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雰囲気、やり方、流儀、身振り、態度、香り、調子、感じなど、より複雑

に修飾された情報である（ibid．，P．131）。

　同モデルは情報の伝達において、発信者と受信者の間にある3つのメデ

ィアを明確に分けた点が特徴である。しかし、金子の「コンテクスト」は

狭い意味のコンテクストという点で限界がある。すなわちコンテクストが

コード情報から出ているというのは語と語の関係という狭義のコンテク

ストを想定している。場がもたらすコンテクストは、場の情報（非言語情

報にあたるもの）としているのである。同モデルのコンテクストに関し、

本論文ではコンテクストはモード情報にも含まれると考える。

　っぎに電子メールの場合について考察する。

　電子メールでは、金子のコ　・一ド情報は、対面コミュニケーション74に比

べ、より正確に伝えることが可能である。反対にモード情報を伝えるのは

たいへん困難である。場の情報はほとんど伝わらないと考えなければなら

ない。そのためには場の情報をできる限り、コード情報に変換して伝える

ことが必要とされる。しかし変換能力の限界（ことばでいい表せないから

こそ場の情報である、という矛盾をはらんでいる。）と、変換にかかる時

間の限界（敢えてことばで説明を加えても「百聞は一見にしかず」で時間

が多くかかるだけで効果が低い。）を考慮しなければならないのである。

3．2意味とコンテクスト

　これまでコミュニケーションの定義などで、「意味形成」について述べて

きたが、ここでは「意味形成」という場合の「意味」、と「コンテクスト」

についての先行研究を述べると共にそれらの関係についてみていくことと

する。

74対面コミュニケーション（in七erpersonal　communication）とは、2人をべ

一スに対面して行う言語および非言語によるコミュニケーションである（久
米，1993，P．31）。
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3．2．1意味とコンテクストの関係

　Ogden＆Richardによれば、意味そのものが多義性を持っていて、明

確には意味の定義はないとしている（Ogden＆Richard，1966，　PP．

110・112）。

　言語における意味について、丸山は、「ソシュールは、言語（記号）に

は意味がない。意味は言葉が織りなす差異のモザイクから生ずる。」と述

べている（丸山，1981，P．168）。またUllmanによれば、文は語にとってコ

ンテクストをなし、発話は文にとってコンテクストを成している。そして、

意味の決定においてコンテクストは重要な役割を果たしているとしてい

る（Ullman，1964，PP．54－59）。これらのコンテクストは言語のコンテクスト

（文脈）という範疇のものである。

　言語のコンテクストと違い、広義のコンテクストについて岡部は、前記

のように、岡部（1996，p．54）は、コミュニケ・一・・…ションが起こる物理的、

社会的、心理的、時間的な環境すべてを指し、コミュニケーションの形式

と内容に大きなインパクトをあたえるものとしている。

　また狩俣は、意味は一義的に決まるのではなく、コンテクストの中でし

か決まらないので、意味を理解するということはコンテクストが何かを理

解することなのであると述べている（狩俣，1992，p．55）。　　　　　　’

3．2、2意味とスキーマ

　前記したように、意味は4つ（状況的意味、構造的意味、外延的意味、

内包的意味）に分類される（2．1．9、（2）、1）参照）。そして4つの中の内

包的意味は、個人が持っている「スキーマ」を動員して得られる意味であ

った。ここではそのスキーマについてみていく。

　「スキーマ」とは、対象を認知するために対象を意味づける枠組み的な

知識のことである（池田・村田，1991，P．19）。スキーマは認知の様式あるい

は枠組み（本論文ではスキーマを飛び交えるときには「認知の枠組み」と

する。）であり階層構造を持っている。たとえば人間の場合、特定の個人

を認知する「個人スキーマ」の上位に「人間スキーマ」がある（ibid．，P．68）。
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われわれは経験的に獲得したスキーマを利用しながら、新たな情報を解釈

し現実世界を能動的に構成していくのである（ibid．，1991，　P．15）。また、

藤原によれば、スキーマとは、対象の属性や事象に関する情報を処理する

ときに用いる、過去の経験に基づいて体制化された知識構造である（藤i原，

1997，P．12）。社会的スキーマとは、人や社会的事象に関係するスキーマ

でそれはつぎの4つに分類されている。「人スキーマ」、「自己スキーマ」、

「役割スキーマ」、「事象スキーマ」である（ibid．，P．12）。

　3．2．1では、意味解釈のときにコンテクストが重要な役割を果たすとし

たが、それでは、スキーマとコンテクストはどのような違いがあるのであ

ろうか。意味解釈の際には、メッセージとコンテクストからその意味解釈

が行われるが、われわれが本当に理解できるというのは、コンテクストに

よってそれに該当する認知の枠組み（スキーマ）が引き出されて、それに

基づいて理解するということが起きると述べる（山下，2000）。

　また山下によればたとえば、情報が完全に明瞭であれば、われわれはコ

ンテクストに頼らずにスキーマを動員して意味解釈できるのである。しか

し、情報が曖昧であるほど、われわれはコンテクストに頼らざるを得ない。

そして情報の意味解釈において理解する際に、スキーマに頼ることになる

わけである（山下，2000）。いずれにしてもスキーマはわれわれが、ものご

とを理解する際に脳の中で行われる認知のプロセスに関係するものであ

るので、心理学ではたいへん重要な要素である。しかし、心理学以外のコ

ミュニケーション研究では、われわれが最終的に理解する仕組みは省くこ

とが多いため、スキーマまで言及することが少ない。本論文でもスキーマ

とコンテクストの関係はこれ以上言及しないこととする。

つぎに組織レベルのコンテクストに依存する度合いに関する研究につい

てみていく。

3・3コンテクスト依存　　　　　　　’

　3．1．2、（3）でHal1（1984）の高コンテクスト文化と低コンテクスト文化
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におけるコンテクストへの依存についてみてきた。Ha11が提唱する「コ

ンテクスト依存の割合」は国レベルであるが、これを企業組織レベルで研

究した林（1944）の研究をここではみていくこととする。そしてコンテ

クストと電子コミュニケーションの関係について考察する。

3．3．1高・低コンテクスト文化と組織

　Hal1が提唱する「コンテクスト依存の割合」は国レベルであるが、こ

れを企業組織レベルで研究した林（1944）の研究をここではみていく。

　林（1994）は、高・低コンテクスト文化と組織の構造の関係を日本と

欧米の文化を対比して研究している。彼によると、組織の構造は大きくM

型（機械論的）組織とO型（有機的）組織にわけることができるとしてい

る（林，1994，pp．54・58）。　M型組織は、各職務とそれらの相互関係を論理

的にデザインして、任務のすべてを配分し切る考え方をもっている。O型

組織は、ルーチン化された部分および技術的に専門家された部分が円とし

て存在している。円の中は個人に割り当てられた仕事であるが、その周り

にはグリーンエリアと呼ぶ領域（図表2－22の斜線部分）がある。そこは、

複数の個が一体化してひとつの主体になったような行動が生まれるよう

なコミュニケーションの母体として働く部分である（林，1994，pp．54－58）。

これらを図表2－22に示す。

　同図表の原型M型では、各職務が明示的に規定されていて、人の代替性

は組織と外部市場（組織の外の領域）間となっている。それに対して、原

型O型では、人の代替性は組織内の内部市場となっている。そして日本の

企業組織は原型O型に代表され、欧米（林は日本以外の国と述べている。）

の企業組織はM型に代表される。欧米の企業組織は原型M型の低コンテク

スト経営であり、低コンテクスト文化をもち、日本のそれは原型O型の高

コンテクスト経営で、高コンテクスト文化をもっている（ibid．，　PP．66，76）。

　すなわち、林の理論を適用すると、原型O型の日本の企業組織は、コミ

ユニケーションにおいてコンテクスト依存度が高く、原型M型の欧米の企

業組織は、コンテクスト依存度が低いといえる。
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原型M 原型o

図表2－22　M型組織とO型組織（林，1994，p．57，図2－－1より）

本論文では、林（1994）の0型組織、M型組織を規準にして、インタ

ビュー対象となる企業組織を選択した。

3．3．2コンテクスト依存と電子メールの関係

　ここではコンテクスト依存と電子メールの関係を考察することとする。

　本論文では、これまで述べてきたように、コミュニケーションは、人と

人（あるいは人々）の相互作用のプロセスと捉えている。そこでは意味がそ

のまま伝達されるのではなく、相互作用により意味が形成されるという立

場をとっている。つまり、コミュニケーションにおいて送られるメッセー

ジ75そのものに意味があるのではなく、メッセージは解釈されて初めて意

味をもつ（意味形成）ものと考える76。メッセージが解釈されて初めて意

味をもつという視点で、メッセージと共に重要な役割を果たすものがコン

テクストである。前記のように、人はコンテクストという枠組みでメッセ

75ここでのメッセージは、Hall（1976）のメッセージ（共有されたコンテクス

トも含むもの）ではなく、あくまでも送られたメッセ…－m－一ジそのものを指してい

る。

76Berlo（1972）は、意味はメッセージの中にあるのではなく、我々の中にあ

る。そ，して人々が持っている意味に類似性がない場合には、コミュニケーショ

ンをおこなうことは不可能であるとしている。（Berlo，1972邦訳P．212）
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一ジを解釈して意味そのものを生み出す（意味形成）からである（狩俣，

1992，p．55）。

　また本論文でのコンテクストの位置づけは、コミュニケーションが行わ

れている環境あるいは状況という視点77と、コミュニケーションの当事者

たちがあらかじめ共有している情報78という2視点をコンテクストとして

捉えている。なぜなら、意味解釈の際、あらかじめ共有されているコンテ

クストのみでなく、その場の状況のコンテクストも影響を与えるからであ

る。

　ここで日本における電子メールによるコミュニケーションに関して、コ

ンテクスト依存との関係で考察してみる。

　日本は欧米よりコンテクスト依存度が高いので、同じことを伝えるのに、

電子メールのメッセージ（言語化した情報）は欧米より少なくなるはずで

あろう。欧米の場合は、コンテクスト依存度が低いので電子メールのメッ

セージ（言語化した情報）はより多くなるであろう。そして日本は電子メ

ー一・… 汲ﾅ送られたメッセージを意味解釈して意味形成する際に、欧米より多

くのコンテクストを動員することになるだろう。ここで考えなくてならな

いのは、言語化した情報の曖昧さと、コンテクストのもつ曖昧さである。

言語化した情報の曖昧さをできるだけ回避するには、言語化した情報で切

り口を変えたり論理的な説明を加えたりして情報をふやすことが有効で

あろう。またコンテクストの場合は、十分共有しているコンテクストなら

ば曖昧さは少ないが、その場の状況のコンテクストは曖昧で共有ができて

いない場合も多いという点である。

　そのように考えると、意味解釈の際、より多くの部分をコンテクストに

依存する日本の文化では、言語化した情報の曖昧さとコンテクストの曖昧

77Jandt（1998）はコミュニケーションが起こっている環境でコミュニケーシ

ヨンを規定するものをコンテクストと定義している。（Jandt，　P．29）

78あらかじめ共有している情報もコミュニケーションが行われている環境あ

るいは状況に関するものと捉えることもできる。いずれにしても本論文では2
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さが加わって、電子メールによる意味解釈の行き違いがより多くあること

が予想される。また解釈の行き違いがあったときに、その修正に時間がか

かる電子メールは、欧米より有効性が低いといえるのではないか、という

のが本論文の問題意識である。

　Hal1（1976）はコンテクスト依存の程度に関し、国や人種レベルで共

通な傾向としている。しかし、本論文では検証する際の制限から日本国内

でインタビューを行う必要があった。そのため、林（1994）の「組織レ

ベルのコンテクスト文化（3．3．1参照）」を対象企業に適用して電子メール

の現状調査と分析を行っている。

　次節では、コミュニケーションのメディアの性質について論じるための枠

組みのひとつであるメディア・リッチネスについてみていくこととする。

つを含めてコンテクストとしている。
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4．メディア・リッチネスに関して

　本節ではまずDaft＆Lenge1（1984，1986）が提唱したメディア・リッチネ

ス理論についてみていく。つぎに、メディア・リッチネス理論を用いたその

後の研究と本論文研究におけるメディア・リッチネスに対する視点について

述べる。

4．1メディア・リッチネス理論

　メディア・リッチネス理論（Media　richness　theory）については第1章

の1．はじめにで概略を述べたがここでさらに詳しくみていくこととする。

4．1．1情報処理モデルとメディア・リッチネス理論誕生の背景

　メディア・リッチネス理論の基本的な枠組みはGalbraith（1973）の情

報処理モデルからスタートしている。ここではまず組織の情報処理モデル

がどのように発展してきたのからみていく。

（1）組織の情報処理モデル、

　組織の情報処理モデルとは、組織的な協働を、情報の処理という観点

から捉えようとしたモデルである（加護野，1988，p．52）。ここで情報処

理とは、環境の情報を取り入れ、それを伝達し、それをもとに意思決定

をし、その結果を組織の内外に伝達するという活動をさすのである

（ibid．）。

　情報処理モデルは、Simon（1976）、　March＆Simon（1977）らによ

って確立されたモデルであり、それまでの人間を機械のように見なして

きたTaylor（1947）やWeber（1947）らに代表される伝統的組織論を

批判する形で生み出されたものである。

　しかし、情報処理モデルにも限界がある。それについては次項でみて

いく。
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（2）情報処理モデルの限界

加護野は、情報処理モデルには組織の認識の面からみて4つの限界が

あると指摘している（加護野，PP．55・59）。それらを順にみていく。

1）第1の限界

　情報処理モデルは、組織の認識過程の複雑さを十分に捉えることが

できないとしている（加護野，1988，P，55）。組織や個人の認識過程を

意思決定に焦点をあて対応してきた情報処理モデルは、認識過程のた

めの「準拠枠」や「状況の定義」の概念は理論的には示されていたが、

実際の問題にそれをどのように結びつけて対応するかが示されてい

なかった。それまでの官僚的な組織が有効に機能できるような比較的

安定した環境ならば問題ないが、近代のように曖昧で複雑な状況では

変化への対応が遅れてしまうと指摘している（ibid．，　pp．55－57）。

2）第2の限界

　情報処理モデルが人間や組織の能力には限界があるとしていても、

あたかもコンピュータのような合理的な存在と捉えていたことにあ

るとしている。前述のように情報処理モデルは人間を機械のように捉

えることを批判して誕生した情報処理モデルがコンピュータという

機械のメタファー（隠喩）として組織を捉えていたからである。サイ

モンら（Newe1＆Simon，1972）は、人間の問題解決の過程はコンピ

ュー ^でシミュレーションできると考えているが、人間はコンピュー

タのような形式論理から逸脱した思考方法をとる。また、複雑で信念

の入り混じった過程では人間は論理的で合理的なふるまいはしない

（Gardner，1985）と述べている（加護野，1988，　PP．57－58）。

3）第3の限界

　組織における人間の認識過程がそれを取り巻く社会的な状況と切

り離して捉えられている問題を指摘している。その結果、組織の中で

134



企業における電子メールの有効性の研究 第2章テーマに関する先行研究

共有されたものの見方、集団の目に見えない圧力、集団や組織の規範

などの認識過程への影響力が考慮できていないとしている（加護野，

1988，p．58）。

4）第4の限界

　組織におけるものの見方や考え方の変化というダイナミックな現

象に十分な注意を払ってこなかった問題を指摘している（加護野，

1988，P．58）。情報処理モデルはこのような現象に対して漸進的な変

化しか考慮していないのである。漸進的な学習だけでは対応できない

場合に飛躍的な学習（Argylis＆Shon，1978）もあることを考慮して

いないのである（ibid．，　pp58－59）。

（3）コンティンジェンシー理論以降

　1）コンティンジェンシー理論とGalbraithの情報処理モデル

　　Simon（1976）、　March＆Sim．on（1977）の後、情報処理モデルは

　Lawrence＆Lorsch（1967）らに代表されるコンティンジェンシー

　理論に引き継がれて行くが、コンティンジェンシー理論は、上記の一

　つ目の限界に別の視点から解決を試みたが、結局状況が異なれば方法

　も異なるという命題を展開しただけで、上記の4つの限界そのものは

　克服されなかったのである。

　Galbraith（1973）は上記4っの限界のうち、最初の組織の状況の

捉え方に対して不確実性の概念を導入して別の視点からその解決を

試みた。しかし彼は第2から第4の限界については解決までいたらな

かったのである。

　Galbraith（1973）は、「組織の職務の不確実性が大きいほど、意

思決定者と決定を実行していく部門との間で交換されるべき情報の

量が増える。」としている。彼は不確実性とは職務を完遂するため

に必要とされる情報量と、すでに組織によって獲得されている情報量

　とのギャップである。」と定義している。また彼は組織の課題に関連
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する情報の不足解消に必要な情報量を処理する有効性が、組織構造の

柔軟性や組織の階層数という組織形態の特徴に裏付けられているこ

とを指摘しているGalbraith（1977）。

2）Weickの組織認識のモデル

　Galbraithの情報処理モデルに対してWeick（1979）は、組織の状

況を認識していく視点そのものの転換をはかった。すなわち、情報の

量的側面ではない質的側面からの情報処理の必要性を指摘した。

Weick（1979）は、組織の状況に関する新しい情報は曖昧で複数の意

味解釈をもつと述べる。

　そのような多義性をもつ情報は組織に混乱を引き起こすため、情報

の意味解釈の多義性を削減するような活動が必要であると指摘して

いる。Weick（1979）の視点は情報処理モデルにとらわれずに、生き

た世界（環境）を認識するという視点で新たなパラダイムを提供した。

ここでは状況は初めから多様な意味をもっているとしている。そして

それに対する絶対的な答えが存在するのではなく、われわれはそうし

た環境にかかわっていくうちに、いろいろな解釈過程を通して環境を

認識し、それを共有していくことになるのである。

　Weick（1979）的な環境の認識で、組織の状況への認識の課題がす

べて解決する訳でもない。彼は情報処理モデルの解決を目指した訳で

はなく視点が異なるのだが、Weick（1979）の視点でも、前記した情

報処理モデルの限界の4番目は解決していないのである。しかし、少

なくてもGalbrai七h（1973＞的な認識への対応では片手落ちなのは理

解できるだろう。

3）Daft＆Lenge1の組織認識のモデル

　Daft＆Lenge1（1986）は、Galbraith（1973，1977）とWeick（1979）

の2つの情報処理の議論を受け、組織の情報処理には情報量に対応す

る側面と情報の意味（質）に対応する側面の2つの次元があることを
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提示した。これがメディア・リッチネス理論が生まれた経緯である。

なお、ここで「組織の状況」と述べているのは、「組織のコンテクス

ト」と呼ばれるもののことである。

っぎにメディア・リッチネス理論についてみていく。

　4．1．2メディア・リッチネス理論

　　Daft＆Lenge1（1986）は、組織が情報処理をする目的は、組織が直面

　する状況（組織のコンテクスト）の不確実性（uncertainty）と多義性

　（equivocality）の2つに対応するためであるとしている。

　　不確実性とは、組織の状況について情報が欠乏している状態の程度のこ

　とであり、多義性とは、組織の状況について曖昧で、かっ複数の対立する

　解釈が存在する程度のことであるとしている。

　　組織がこれら2つに対応するためには異なった情報が要求される。すな

　わち状況の不確実性に対応する（不確実性の削減）には、必要となる（不

　足している）情報の量を増やせばよい。しかし状況の多義性に対応する（多

　義性の削減79）には、単に情報の量を増やすことは適切ではない。またど

　のような情報が必要かと一意に決まるものではなく情報処理を繰り返し

　ていくことで、多義性の意味そのものを発見したり、多義的な状況の意味

　を創造したりしていく必要があるのである。このように情報そのものの質

　に着目して、何回もの相互作用を通して状況の多義性を解決するにふさわ

　しいものにしていかなくてはならないのである。

　彼らは、このような多義的な状況を解決するのにふさわしい情報の性能

　を「情報リッチネス（information　richness）」と呼んでいる（ibid．）。ま

　たこのような性能をもつ情報を「リッチ情報（ピich　information）」と呼ん

　でいる。リッチ情報とは短時間に、意味の共有化や合意を促進するような

　情報であるとしている。反対にリッチでない情報とは、意味の共有化や合

79多義性の削減とは、複数の解釈ができるような状況で解釈の合意に到達する
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意をもたらさないか、もたらすにしても時間がかかるような情報であると

している（ibid．〉。

　図表2－23にDaft＆Lengelの情報処理モデル（Daft＆Maclntosh，

1978，Daft＆Lenge1，1986）に基づきそれを図式化したもの（中村，2001）

を示す。

問題状況 組織の情報処理

発生原因

・タスク特性

・部門間関係性

・環境

不確実性

の増大
情報処理量

　の増大

多義性

ﾌ増大

情報リッチネス

@の増大

組織パフォーマ

　ンスの向上

　　　　図表2－23問題状況と組織の情報処理モデル（中村，2001，p．80，図D

　同図表に示されているよう，に、組織における問題状況である不確実性の

増大と多義性の増大の発生原因として挙げられるのは、タスク特性80、部

門間関係性81、および環境82である。不確実性の増大に対しては情報処理

量を増やし、多義性の増大に対してはリッチ情報を増やすことで、パフォ

ーマンスを高めることができるのである（Daft＆Lenge1，1986）。

過勧こと。

80タスク特性に関してDaft＆Maclntosh（1978）はテクノロジーの中身とし

て示しているが、中村はタスク特性としている。タスク特性とは、タスク多様i

性（タスク遂行の過程で予測しない出来事が発生する頻度のこと）とタスク分

析可能性（個人が問題にどのように対応するかに関する特性）に分類される

（Perrow，1967）ものである（Daft＆MacIntosh，1978，　Daft＆Lenge1，1978，

1986）。

81部門間関係性は、部門間の相互依存性と部門間の相違性に分類される（Daft

＆L靱ge1，1986）。
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4．1．3多義性・不確実性と情報処理活動

　ここで状況の多義性と不確実性の関係は単純に相反するものではなく、

実際には、両者とも高い場合もあれば、片方だけ高いこともあり、両者と

も低い場合もあるわけである。その4つの組合せとマネジメントに求めら

れる情報処理活動を示したものが図表2・24（Daft＆Lenge1，1986）であ

る。

高

多

義

性

低

多義性（高）、不確実性（低）

・特定な状況が曖昧で不確実

・マネジメントは、問題を定義し

　共通の法則を発展させて意見
　を集める

　　　　　　　　　　　　　3
多義性（低）、不確実性（低）

・特定な状況の問題が明瞭・明確

・マネジメントは、解答を必要とし

　ない、通常の客観的データを

　集める

低

　多義性（高）、不確実性（高）

　・状況の多数が曖昧で不確実

　・マネジメントは、問題を定義し

　　解答を探索し、客観的なデータ

　　を集め、意見交換する
2

4多義性（低）、不確実性（古）

　　・状況の多数が明確化した問題

　　・マネジメントは、多くの質問をし

　　明確な解答を探し新しい量的
　　データを集める

不確実性 高

図表2－24多義性・不確実性と情報処理活動（Daft＆Lengel，1986，　Fig．1）

　たとえば、同図表の1の組織のコンテクスト（組織の状況〉の多義性も

不確実性も高い場合は、多数の曖昧で、不確実な組織のコンテクストが存

在するので、マネジメントは問題そのものの定義をし、それに対する解答

を探索し、客観的なデータを集めて、意見交換することが必要である。つ

ぎに同図表の3の組織のコンテクストの多義性も不確実性も低い場合は、

問題そのものが少なく明確なので、マネジメシトは解答を必要とせず、通

常の客観的データを集めればよいのである（ibid．）。

82環境は環境の不確実性と分析可能性に分類される（Daft＆Lenge1，1986）。
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4．1．4多義性・不確実性を削減するコミュニケーションのしくみ

　Daft＆Lenge1（1986）は、組織がもつコミュニケーションのしくみは

各々異なる多義性と不確実性の削減能力をもっているとして、それらと多

義性・不確実性の削減との関係を提示している（図表2－25）。同図表では

多義性の削減83と不確実性の削減の割合は各々の割合が大小の関係とな

り連続している。ここでは組織内における7つのコミュニケーションのし

くみ（1つまたは2つ以上のメディアから構成されるもの）の特性が示さ

れている（Daft＆Lenge1，1986，　Fig．2）。

コミュニケーションのしくみ

リッチで個人的
なメディアの

利用を促す構造

　リッチでない
非個人的なメディァ
の利用を促す構造

（Group　meet　i　ng）

統括責任者　一→
（lntegrator）

（Spec　i　a　l　reports）

公式情報システム

（Forma　lnf．

規則と規定

多義性の削減
（Equivecality　Reduction）

（明確化、

　合意到達、

　どの問題への
　質問かの決定）

不確実性の削減
（Uncertainty
　Reduction）

（追加データ獲得、

　質問への明確な
　回答探索）

図表2－25コミュニケーションのしくみと多義性・不確実性（Daft＆Lengel，1986，　Fig．2に加筆）

　Daft＆Lenge1によれば、多義的な状況では必要な情報も一意に決まらな

いので、状況に応じてつぎっぎと異なる情報の対応をしていくことが求めら

れる。つまり量より質が大事でその質も相互作用が進むに連れて、つぎっぎ

と異なるものが必要とされるわけである。そのため、こうした情報の処理に

83多義性の削減とは、複数の解釈ができるような状況で解釈の合意に到達する
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一番ふさわしいコミュニケーションのしくみは、「対面会議（対面コミュニ

ケーションとも呼ばれる）」であるとしている。対面会議は、リッチでかつ

個人的なメディアであり、多義性の削減にもっとも有効である。対面会議と

は反対にコンピュータの出力という形で提供される「公式情報システム」や

「規則と規定」といったコミュニケーションのしくみは、リッチでなく非個

人的なメディアであるとし、多義性の削減には有効でないが、不確実性の削

減には有効なしくみであるとしている（Daft＆Lenge1，1986）。

　メディア・リッチネス理論ではこのようにコミュニケーション・メディア

の性能をリッチネスという視点で捉えているのである。

4．1、5リッチ・メディアの条件とメディアのリッチネス

　（1）リツチ・メディアの条件

　　リッチ・メディアとは、前に述べたように多義性の削減に有効な性能

　をもったメディアのことである。またリッチ・メディアはメディア・リ

　ッチネスが高いメディアと同じ事である。それでは具体的にどのような

　性能がリッチ・メディアの条件として挙げられるのかに関して、はつぎ

　の4点としている（Daft　et　aL，1987、　Daft＆Lenge1，1984）。

　①フィードバックの迅速さ：迅速なフィー一ドバックは質問や修正を

　　　容易にする。

　②複数の手がかり：人の外観、声の抑揚、ジェスチャー、言葉、数

　　　字、図形シンボルを含むもので、メッセージの一部を構成するも

　　　のでもある。

　③言語の多様性：言語シンボルによって伝達される意味の範囲の広

　　　さ）84

過程のこと。

84組織の状況の多義性には多様性をもつ言語の方が有効であるとういう指摘

はDaft＆Wiginton（1979）で述べられている。この基本となるのは、　Ashby

（1956）が指摘した必要多様性の法則（the　law　of　requisite　varaiety：環境の

多様性に抗してシステム自らを制御しようとすれば、システムはそれ以上の多

141



企業における電子メールの有効性の研究 第2章テーマに関する先行研究

④個人的な焦点：個人の気持ちや感情の注入、受け手の準拠枠、必

　要性、状況に応じて複数のメッセージを仕立てられること）

（2＞メディアのリッチネス

　Daft＆Lenge1は、メデ”t’ア・リッチネス理論としてまとめる以前の

論文（Daft＆Lenge1，1984）で、図表2・25とは大半が異なる従来から

企業組織で使われているメディアのリッチネスについて提示している

85（図表2－26）。

　同図表で、対面がもっともメディア・リッチネスが高く、電話がそれ

に続く。公的数値書類（たとえば企業の売上げデータ表など）はメディ

ァ・リッチネスがもっとも低い（ibid．）。同図表の4つの欄はそれぞれ

4．1．5、（1）に示したメディア・リッチネスの条件に対応している86。

　対面のメディア・リッチネスがもっとも高いのは即時にフィードバッ

クができるので、解釈のくい違いもその場で修正できる。また視覚と音

声という複数のチャネル（手がかり）が使える。かつ非言語メッセージ

によるコミュニケーションも可能である。たとえば、相手の発言への同

意や疑問なども顔の表情で即座に伝えられるし、声の大きさや自信ある

話しぶりからも内容面の追加情報を得やすいからである。電話は対面よ

りメディア・リッチネスが低いのは、特にチャネルとして視覚が使えな

いからである。私的文書などの文書が電話よりメディア・リッチネスが

様性を有さなければならない）である。

85Daft＆Lengel（1984）では、メディアの性能を情報リッチネスで表してい

るが、これはメディア・リッチネスとおきかえることができると考えられる。

86実際には図表2・26を提示した（1984年）後に、Daft　et　aLはリッチ・メデ

ィアの条件をより詳しく説明している（1987年）。しかし、図表2・23の内容は

4・1．5、（1）と整合している。「フィードバッック」は4．1．5、（1）の①”フィードバ

ックの迅速さ”に対応する。「チャネル」は（1）の②”複数の手がかり”に対応する。

「個人的／非個人的」は（1）の③・個人的な焦点・に対応する。「言語」は（1）の③）e

言語の多様性”に対応する。
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低いのは、フィードバックが遅いことと文書という制限された視角とな

っているからである。また私的文書より公的文書の方がメディア・リッ

チネスが低いのは、公的文書では個人の準拠枠で対応することができな

いため、フィードバックがより遅くなるからである。公的文書より公的

数値書類の方がメディア・リッチネスが低いのは、数値データは、自然

言語ではなく数値の羅列のため、より抽象度が高く、そこから意味を解

釈する場合には多義性が高いからである。（ibid．）

§

↑

孝

　

↓

メディア フィードバック チャネル
個人的！

�ﾂ人的 言語

　　対面
iface－to－face）

即時 視覚、音声 個人的
ボディランケニジ、

@自然言語

電話 速い 音声 個人的 自然香吾

　私的文書
落唐?氏C　personal

遅い
制限された

@視覚
個人的 自然言語

　公的文書
iw紺en、　formal）

たいへん遅い
制限された

@視覚
非個人的 自然言語

公的数値書類
inumeric，　formal）

たいへん遅い
制限された

@視覚
非個人的 数値

図表2－－26メディァの特性とメディア・リッチネス（Daft＆Lengel，1984，　Fig．2を修正）　’

　これらの順位は多義性を削減する有効性の順位であるが、不確実性の

削減についてみると、公的数値書類がもっとも不確実性の削減に向いて

いる。すなわち問題が明確でよく理解されている状況では、解答も明確

なので、自然言語よりより抽象度の高い数値データの方が有効であると

するのである。このような状況では対面がもっとも冗長度が高く、話し

言葉がもつ曖昧さがよりそれを助長するので、たとえ迅速なフィードバ

ックができたとしてもコミュニケーションは混乱を来す恐れがあるの

である。そのため対面はもっとも不確実性の削減に向かないメディアと

なる。（ibid．）　　　　　　　　　　　’
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っぎの項ではメディア・リッチネス理論の課題についてみていく。

4．2メディア・リッチネス理論の問題

　メディア・リッチネス理論はわれわれがメディアを選択するときの判断基

準ともよくあい、利用に際して判断を単純かつ容易にするのでよく受け入れ

られている。しかし、メディア・リッチネス理論にもいくつかの問題が存在

する。それらについてここでみていく。

4．2．1リッチ・メディアの条件に対する問題

　メディア・リッチネス理論では、メディアのリッチネスの程度はリッ

チ・メディアの条件（4．1．5、（2））をどの程度満たしているかどうかで判

断する。しかし、Daft＆Lenge1（1986，1987）は、これらの要素がどの

ような重みや組合せで関係して、メディア・リッチネスをもたらすかにつ

いては触れていない。

　そのため、メディア・リッチネスの尺度は絶対尺度ではなく、相対尺度

となる。つまりメディア同士の比較で、どちらがよりメディア・リッチネ

スが高いか低いかを判定する。メディアの中でもっとも高いのは対面とし

て、それと比較して低さの程度をメディア間の順位比較で求めるしかない

のである。

　でもここで、たとえば条件の①のフィードバックは劣るが、④の言語が

勝っているメディアと、①は勝るが、④の言語が劣るメディアの場合（そ

れ以外の②と③は同程度と仮定する。）は、どっちがより高いメディア・

リッチネスをもつのかどうかは一意には決められないのである。これはモ

デルがもつ単純化の宿命と考えて例外として判断するしかないのであろ

うか。

4、2．2多義性の削減と不確実性の削減が相反するかの問題

　メディア・リッチネス理論では多義性の削減に、より有効なメディアは

メディァ・リッチネスがより高い、としている。そして不確実性の削減は
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多義性の削減が低いメディアであるほど不確実性の削減が高いとしてい

る。

　しかし、メディアの不確実性の削減の程度で比較した結果ではなく、多

義性の削減の程度で比較した結果から不確実性の削減を類推するのは問

題がないといえるのであろうか。コミュニケーション・メディアは多義性

の削減の程度でならべれば、不確実性の削減はそれに反比例するのだろう

か。

　たとえば、両方に有効性が高いメディアや両方に有効性が低いメディア

が存在しないのか疑問が残る。また不確実性の削減に有効なメディアであ

ってもフィードバックが極端に遅いのは問題ないのであろうか。たとえば、

リッチ・メディアの条件のうち、②から④までが同じ程度に劣るメディア

同士は両方ともメディア・リッチネスが低く、不確実性の削減に有効とさ

れるが、①のフィードバックのみがもう一方ほど遅くないメディアは、比

較すればメディア・リッチネスは高いが、そのようなメディアの方が不確

実性の削減にもより有効なのではないか。このようなケースはモデルの限

界と考えなくてはいけないのだろうか。

4．2．3電子メディアがメディア・リッチネス理論で言及されていない問題

　Daft＆Lengelが提唱したメディア・リッチネス理論（Daft＆Lengel

1984，1986）が対象とするメディアは、組織における従来からあるコミュ

ニケーションのメディア（対面、電話、書き物）であり、そこには電子メ

ディアは含まれていない。そのため電子メディアのメディア・リッチネス

を判断するには、リッチ・メディアとしての条件（4．1．5、（2）、図表2－26）

を適用して判断することになるのである。

　それによると電子メールは、「フィードバック」が速くなく、「チャネル」

は「制限された視角」である。「個人的／非個人的」は「個人的」であるが、

「言語」は「自然言語」で、対面よりは劣るであろう。その結果、電話よ

りメディア・リッチネスが低く、「私的文書」程度のメディア・リッチネ

スと考えられる。しかし、本当にそうなのであろうか。冒頭で述べたよう
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に、現在目本の多くの企業でコミュニケーションの中心として電子メール

が採用されている状況が私的文書と同程度のメディア・リッチネスという

ことで説明できるのだろうか。この点について、研究者によりいろいろな

判断がされている。ひとことでいうと、電子メー一ルはメディア・リッチネ

ス理論を適用すると、リーン・メディア（メディア・リッチネスが低いメ

ディァ）となるが、それは誤りとする説と、そのとおりとする説の両者が

あるのである。この件については、4．3でみていくこととする。

4．2．4メディア・リッチネスとタスクの多義性の関係の問題

　中村（2002）は、コミュニケーション・メディアを選択する際に、該

当のタスクの多義性が高い場合にはメディア・リッチネス理論があてはま

るが、タスクの多義性が低い場合はメディア・リッチネス理論の説明力が

低下すると述べている。すなわち多義性が低い場合は、リーン・メディア

が使われるというのがメディア・リッチネス理論に則った結果であるが、

実際は状況からの影響が相対的に大きくなるため、そのようにはならない

としている。さらに、タスグの多義性が高い場合であっても状況からの制

約が大きいと、メディア・リッチネス理論に従って選択する場合とそうで

ない場合に2分されるとしている。彼は、メディア・リッチネス理論は伝

統的なメディアでは妥当性をもっていたと考えられるが、電子メディアで

は、その説明力に疑問が生じてきたと指摘している（中村，2002）。

　このようにタスクの多義性との関係では必ずしもメディア・リッチネス

理論があてはまらない場合があることが指摘されている。

　つぎにメディア・リッチネスに関して上記に述べた意外の研究についてみ

ていく。

4・3メディア・リッチネスに関する各研究

4．3．1電子メールのメディア・リッチネ・ス

　若林（1994）は、コミュニケーション・メディアの中でメディア・り
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ッチネスの高い順に並べるとっぎのようになるとしている。

　　①対面的接触

　　②テレビ会議

　　③電話

　　④電子メール

　　⑤文書

　ここでは電子メールは多義性の削減には文書のっぎに有効でないり一

ン・メディアとされている。また不確実性の削減には文書のつぎに有効な

メディアとされている。しかし、不確実性の削減でみてみると、文書より、

電子メールの方が有効ではないか、と考えられる。つまり電子メールによ

る文書データは複製が可能であり、文書より容易に作成もできそうである。

4．3．2情報技術とメディア・リッチネス

　桑田は、電子コミュニケーションを含む情報技術による組織における調

整機能への効果という枠組みにおいて、情報技術の活用で不確実性の削減

に関わる調整活動が大幅に集約された構造が作られると述べている（桑

田，1995）。

　彼はその結果、主要な職務や組織デザインの基本的制約条件は、多義性

の削減へと大きくシフトするとしている。すなわち、電子コミュニケーシ

ヨンを含む情報技術を活用する組織においては不確実性の削減が有効に

行われるとともに、組織デザインや主要な職務で多義性の削減の面がより

重要視されることになるわけである。

4．3．3電子メールのメディア・リッチネスは低いとする議論

　前記したように若林は、メディア・リッチネス理論を適用すると、電子

メールはり一ン・メディアであるとしている（若林，1994）。またKiesler　et

aL（1984）も、電子メールは、コンセシサスに至るまで対面コミュニケ

ーシヨンより多くの時間を要することになるのでリーン・メディアとと捉
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えている。

　Markus（1994）は、電子メールでリッチな情報を扱った事例があると

しながらも、そのような例は特殊なケースであると述べ、電子メールにメ

ディア・リッチネスがあるからといって、ほとんどの管理者がそのように

使えるわけではないと論じている。

4．3．4電子メールのメディアnリッチネスは低くはないとする議論

　Ngwenyama＆Lee（1997）は、企業のマネジャーと部下のコミュニケ

ーションにおいて、電子メールによる複数回に渡るやりとりで、多義性の

削減ができた実験データを提示して、電子メールにもメディア・リッチネ

スの性能が存在することを実証している。

　またWalther（1995）は、電子コミュニケーションと対面コミュニケ

・…一 Vョンとの比較研究を行い、電子コミュニケーションを利用したグルー

プもよい結果をあげている、と述べている。さらに、Rice＆Love（1987）

は、リサーチ・グループが電子コミュニケーションによって、対面コミュ

ニケーション以上の成果を上げた事例を示している。

　古川（1995）は、組織内の仕事は基本的に集団でなされるものとし、

集団が行う課題の特性と必要情報の所在および情報リッチネスの枠組み

での研究を行っている。彼によれば、電子メールが有効性を持つと予想さ

れる課題の状況は、「アイデアの創出」、「情報収集」、「知的・合理的判

断課題」などであるとし、その効果を発揮させるには当該問題についての

適切なフレーミング（意味づけ）がなされる必要があるとしている（古川，

1995＞。

　また電子コミュニケーションはリーンなメディアである、とする

Sproull＆Kiesler（1986）も、電子メールは発言する際の制限をゆるや

かにするので、ブレーンストーミングに向いている、と述べている。古川

（1995）は、アイデアの創出や知的判断などは従来、多義性が求められ

る部分がかなり多いものと判断されてきたとし、前述したようにフレーミ

ング（意味づけ）が適切であれば電子メV－・・一一Lルの効果が確認されたとしてい
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る。

　またPanteli（2001）は、テキストベースだけの電子メ・一・・一一ルの実験によ

り電子メールは組織の壁を緩和する働きや組織の上司・部下の関係をより

平等に近づける働きがあり、社会的コンテクストが伝わりにくいといわれ

てきた面も否定するような結果が得られた。したがって電子メールのメデ

ィァ・リッチネスは低いとはいえない、と述べている。

　これまで述べたように、電子メールに関連する領域では、メディア・リ

ッチネス理論を疑問視する論者がいたり、必ずしも電子メールはメディ

ァ・リッチネスが低いメディアであると固定して捉えることはできないと

いう論者もいる。そこでこれらの点を明らかにしたいというのが本論文の

目的のひとつである。

4．4メディア・リッチネス理論の2重性

　メディア・リッチネス理論に関するこれまでの記述に採り上げなかった点

で重要なものに、メディア・リッチネス理論の2重性が挙げられる。ここで

はそれについて考察する。

　メディア・リッチネス理論では、メディアのもっ性能をメディア・リッチ

ネスで表している。ここでメディア・リッチネスが高いとは、短時間で多義

性の削減ができることである。メディア・リッチネスが低いとは多義性の削

減がほとんどできないか、削減に多くの時間を要することである。

　しかし、もうひとつリッチ情報の議論（4．1．2参照）がある。これは情報

の性能であり、短時間で多義性の削減ができる情報をリッチ情報と呼び、そ

のような情報の性能を情報リッチネスと呼んでいる。反対にリーン情報（リ

ッチでない情報）とは、多義性の削減がほとんどできないか、削減に多くの

時間を要する情報のことである。
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リッチ・メディアXメディア・リッチネス→多義性の削減

　　　i」・’）1・・iF’nメデイ㌃（亙≧

　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒
　　　　　　　　　／○　○

メディアリッチネス→メディァ

図表2－27メディア・リッチネス理論の2重性

多義性

の削減

　すなわち、メディア・リッチネス理論では、多義性の削減に対し、メディ

アの性能と、情報の性能という2重性があるのであり、これが混乱を招いて

いる。図表2－27に示すように、多義性の削減にはリッチ情報とメディア・

リッチネスの高いメディアの利用がもっとも有効である。すなわち、メディ

ァ・リッチネスが高いメディアでもリッチ情報が得られなければ、多義性の

削減はできないことになるのである。

　しかし、4．1．2で述べたように、「状況の多義性の削減にはどのような情報

がよいかと一意に決まるものではなく、情報処理を繰り返していくことで、

多義性の意味そのものを発見したり、多義的な状況の意味を想像していく必

要がある。」とされている。つまり、リッチ情報もすぐに得られるのではな

く、何度か繰り返して得られるものであり、場合によってはそのような情報

そのものも創造しなければならないのである。そのように繰り返しを効率的

にできるメディアが求められるのであり、それがメディア・リッチネスが高

いメディアと呼ばれるのである。そのような繰り返しを短時間でできるよう

に、フィードバックが速く得られることもメディア・リッチネスの条件のひ

とつである（4．1．5、（1）参照）。

本論文では、メディア・リッチネスを研究の分析対象としているが、ここ

ではメディア・リッチネスに着目して、リッチ情報に関してはメディア・リ

ッチネスと補完的な関係にあるものと捉える。

　これまで第2章では、本論文の研究に関連する先行研究について、コミュ

ニゲ…一一一・ションの概念、電子コミュニケーション、コンテクスト、およびメデ
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イァ・リッチネスをそれぞれみてきた。次節では、これまで取り上げてきた

先行研究からの考察について述べる。

5．先行研究からの考察

　ここまでの先行研究でみてきたように、電子メールには、メディア・リッ

チネスが低いメディアとする説と、それほど低くはないとする説に2分され

ているといえる。また日本は高コンテクスト文化をもっているので、メッセ

ージを発するときにコンテクストに依存する度合いが高く、そのため電子メ

ールの有効性は欧米より低いといえる。しかし、実際はどうなのであろうか。

　松尾（1999）は、「対面に近づくことが、電子メディアの進むべき道とい

えるのだろうか。」とリッチ・メディアへの道に疑問を投げかけている。そ

こには対面こそ優れたメディアであるという盲目的な捉え方が存在すると

している。彼は、コミュニケーションにおいて利用される情報には感覚チャ

ネルからではない「手がかり情報」もあるからとしている。手がかり情報は

対面のときはさして意識せずに利用しているが、電子メディアではその重要

性が顕在化するわけである（松尾1999，pp．119，120）。この「手がかり情報」

こそ本論文の研究対象のひとつであるコンテクストに他ならないわけであ

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　これらの議論を実証研究することにより、日本の企業組織における組織コ

ミュニケーションにおいて、電子メールの有効性の実体をさぐり、さらに電

子メール・システムのマネジメントの問題まで導き出すことが本論文の目的

である。

　本研究を進めるにあたり、前述のようにまずインタビューにより、電子メ

ールのメディア・リッチネスとコンテクスト依存度の関係を検証する。そこ

ではつぎに続くアンケートのための設問作りの予備調査の目的も含んでい

る。そして、電子メール・システムのマネジメントの範囲までを含むアンケ

ートによる実証を行う。アンケート結果を分析することにより、電子メー

ル・システムの特性と管理のモデル化を’図ることと、電子メール・システム

のマネジメント方針へのインプリケーションを導くことが、ここでの目的で
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ある。それを踏まえて、最後にアクション・リサーチの方法により、アンケ

＿ト結果の分析から得られたメール・システムの有効性のモデルとマネジメ

ント・モデルが実際iに有効であるのかどうかを確認するのが最後の研究の目

的である。それら一連の研究による結論を最後に述べて終わることとする。

っぎの第3章では、インタビ＝・・一一による電子メールの現状調査について詳

しく述べる。
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第3章インタビューによるメールの現状調査と分析
　　　　　（研究1）

1．研究1の概要

　本研究は、わが国の企業組織（企業と略すこともある）で利用される電子

メールの有効な領域について、「メディア・リッチネス」と「コンテクスト依

存度」の2つの分析軸を用いてインタビューにより検証したものである。

　電子メールは多くの論者からメディア・リッチネスが低いコミュニケーシ

ョン・メディアといわれている（2章、4．3．3参照）。またわが国ではメッセ

ージを文字に明確に表現しない傾向があるとされている（2章、3．1．2、（2）

参照）。この2つのことから、文字中心の電子メールはうまく利用できてい

ないのではないか、と想定される（2章、3．3．2参照）。しかし、検証結果で

はその双方とも否定する面が見られた。つまり、わが国の企業において使わ

れている電子メールはメディア・リッチネスが低いとはいえないこと、およ

び電子メールが企業のコミゴニケーションとして有効に利用されているこ

と、の2つが検証された。

　これらの結果から、わが国の企業で電子メ・一一一Lルをより有効活用するために、

管理・運用面に関してマネジメントの課題として明確な方針を立てて取り組

む必要性があることを提唱する。

　なお、本研究の骨子は学会査読論文「企業における電子メールの有効領域

に関する研究一メディア・リッチネスとコンテクストの視点から一」『日本

経営システム学会誌』（伊東俊彦・堀内正博，Vo1．18，　No．2，　March　2002，

pp．9・18）に基づいている。

153



企業における電子メールの有効性の研究 第3章インタビューによるメール
　　の現状調査と分析（研究1）

2．研究1の目的と分析対象

2．1目的

　本研究の目的は以下の2つである。

　　①電子メ・一一…ルの企業活動への影響について、「メディア・リッチネス」

　　　および「コンテクスト依存度」との関係から明らかにすること

　　②電子メールのアンケート（第4章記載の研究2で利用）の項目を導

　　　　き出すこと

2．2分析対象

　本研究の分析対象は、企業で使用される情報交i換用の電子メール87および

業務システムで使われる電子メールに限定する。

　調査対象企業は、100％日本資本の企業（「邦資企業88」と呼ぶ）2社と、

100％外国資本の企業（「外資企業」と呼ぶ）2社である。

87電子メールについては第2章、2．2．3、て1）を参照。

88一般には、「内資企業」とよぶこともあるが、「日本」という意味を込めて「邦
資企業」と呼ぶことにする。
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3．分析のフレームワーク

　本節では本研究の分析のフレームワークとして、まず研究対象である電子

メールを中心とするコミュニケーション・プロセスの概念フレームワークの

中で、コンテクスト依存度とメディア・リッチネスについて述べる。つぎに

分析のフレームワークについて述べる。

3．1コミュニケーション・プロセスの概念フレームワーク

　本研究で分析対象とするコミュニケーション・プロセスの概念フレームワ

ークを図表3・1に示し、以下に説明する。　　．

遍）e ヂ（ab

図表3－1コミュニケーション・プロセスの概念フレームワーク

　コミュニケーションに際して、人はある伝えたい「意図」をもちこれをメ

ッセージの形に生成する。そのメッセージがメディア（電子メール）を介し

てコミュニケーションの相手に伝えられる。ここで意図からメッセージを生

成するとき、コンテクストの存在を無視することはできない。またメッセー

ジを解釈して意味そのものを生み出す（意味形成の）際にもコンテクストの

枠組みで解釈が行われる89。

89なお、意味形成と解釈の関係については、解釈が先でそれにより意味形成が

なされるとする場合（狩俣，1992）と、意味形成が先にあるからこそ解釈が成
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　本研究では、このようにコミュニケーション・プロセスにおいてメッセー

ジがコンテクストに依存する度合いに着目する。すなわち、意図からメッセ

＿ジを生成する際に、お互いに共有している（しているであろう）コンテク

ストに依存する度合いが強い（コンテクスト依存度が高い）と、メッセージ

の中に占めるコード化された言語情報は少なくなるというHall（1976，前

掲図表2・20）の理論を採用する。彼の理論では、同じようにメッセージを

解釈し意味を生成するときにもコンテクスト依存度が高くなる。そしてこの

ような傾向は文化的なものであり日本はコンテクスト依存度が高く、欧米は

コンテクスト依存度が低いとしている（3．1．2（2）参照、Ha11，1976）。

　ここでコンテクストについて明確にしておく。コンテクストとは、コミュ

ニケーション行動の環境や背景を規定するもの（中島eta1．1999，P．774）

で、状況のコンテクスト（Halliday，1979，　Bateson，1987，林，1994）．と呼

ばれるものである。それに対し、コンテクスト依存度の理論で扱われる文化

のコンテクストは、コミュニケーションの際にあらかじめ共有している情報

としてのコンテクストである（且al1，1976）。しかし、本研究ではコミュニ

ケーションの際にコンテクス』トに依存するという傾向は、なにも文化のコン

テクストに限定されるものではなく、状況のコンテクストまで含んで取り扱

うべきであると捉えることとする。なぜならば、コミュニケーションの当事

者は、お互いに共有しているコンテクストが何であるのかをすべて明確に把

握することは不可能に近いからで、文化のコンテクストがもつ傾向は状況の

コンテクストにも適用できると想定して問題がないであろうと考えられる

からである。このような理由により、本研究ではコンテクストの概念として

この両者を扱うものとする（2章、3．3．2参照）。

　つぎにメッセージを媒介するものとしてのメディアについてみていく。本

り立っという場合も考えられる。しかしここでは解釈されることと意味形成が

ほぼ同時期に起きるような意味形成を取り上げているので、その前後関係は問

題にしない。
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研究では電子メールを中心的なメディアgoとして分析するものであり、電子

メールのメディア特性を分析するために、情報の多義性（2章、4．1・3参照〉

とメディアの関係を理論化したDaft＆Lengel（1986）のメディア・リッチ

ネス理論（2章、4．1参照）を採用することとする（図表3・1参照）。

　ところで、メディア・リッチネス理論では、対面会議（対面コミュニケー

ションとも呼ばれる）のメディア・リッチネスは高いが、コンピュータ出力

である文字情報はメディア・リッチネスが低いとされている（2章、4．1．4

参照）。電子メールを単純にコンピュータ出力とすると、メ・一ルのメディア・

リッチネスは低いこととなるが、Daft・Lenge1の論文（1986）には、メー

ルは明確には考慮されていなかった。そのため、メールがどのようなメデイ

ァであるのかという位置づけにより、そのメディア・リッチネスは高いとか

低いとかというように議論が分かれている。本研究の冒頭に述べたよ一うに、

電子メールのメディア・リッチネスは低いとするのが一般的ではあるが、論

者の中にはメディア・リッチネスが高いとするものもいるのである。（第2

章、4．3．3～4．3．4参照）。

　このメディア・リッチネスが高いか、低いかによってそこで交わされるコ

ミュニケーションのメッセージの内容との関係が影響を受ける。すなわち、

メディア・リッチネスが高いメディアであれば、多義性をもつメッセージの

交換に有効であるとされる（Daft＆Lenge1，1986）。反対にメディア・リッ

チネスが低ければ多義性をもつメッセージの交換に有効でないとされるの

である（Daf七＆L、enge1，1986）。

本研究は、次の3．2で示す分析フレームワークにより、メディア・リッチ

ネスおよびコンテクスト依存度とメールの有効領域を分析するものである・

go電子メール以外にメッセージを媒介するメディアとして、電話や対面コミュ

ニケーションにおける身体性メディア（音声、身体、表情など）も挙げられる。

身体性メディアについては、2章、2．1．7、．（3）の内容に基づいている。ただし、

非言語のメディアについては、2章、2．L9、（3）、3）ではチャネルと述べている

が、本研究では電子メールとの比較のため、あえてメディアと呼んでいる。

157



企業における電子メールの有効性の研究　　　　　　　　第3章インタビューによるメール

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の現状調査と分析（研究1）

3．2分析フレームワーク

　本研究の分析フレームワークを図表3－2に示す。

メールの環境

メディアリッチネス
メールの

L効領域
コンテクスト依存度

　　　　　　　　　　　　図表3－2分析フレームワーク（1）

　前節（3．1）で説明したメディア・リッチネスとコンテクスト依存度がメ

ールの有効領域とどのような関係にあるのかを分析することが、本研究の分

析フレームワークである。メディア・リッチネスとコネテクスト依存度は、

これまで述べてきたようにそれぞれ「高い・低い」が存在する。そこで図表

3－2の分析フレームワークは図表3・3のように表すことができるであろう。

　　　　　　　　　メ　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　デ高　　　　　　　i
　　　　　　　　　イ　　　　　　　　　　　　！
　　　　　　　　　7　　　　メ＿1レの
　　　　　　　　　　　　　－－－－－－－－　　　　－－ト－－－－ココロコエコロロ－
　　　　　　　　　リ　　　　　　有効領域
　　　　　　　　　ツ　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　チ　　　　　　　　i
　　　　　　　　　ネ低　　　　　　；
　　　　　　　　　ス
　　　　　　　　　　　　　低　　コンテクスト依存度　　高

　　　　　　　　　　　　図表3－3分析フレームワーク（2）

　すなわち、メディア・リッチネスとコンテクスト依存度の2つを分析軸と

する範囲でメールの有効領域はどのように表されるのかを分析することが

本研究の分析のフレームワークである。

4．仮説の定立と分析方法

　本節では、分析をするにあたって立てた仮説の説明と、分析の方法につい

て述べる。

4．1仮説の定立

　ここでメールの有効領域の分析に関して以下のような仮説を立て、それを
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検証する方法をとる。

　　・仮説1：メールはメディア・リッチネスが低い

　　・仮説2：メールは、コンテクスト依存度が高い企業よりそれが低い

　　　　　　　　企業でより有効91に使われる

　ここでメディア・リッチネスが低いという仮説と、コンテクスト依存度が

高い場合に、より有効に使われるという仮説から図表3－4が導かれる。

季高
き

2
ま低 メールの

有効領域

低コンテクスト依存度高
　（グレーの部分が有効な領域）

図表3－4分析の2軸モデル

欧米：

メールの
有効領域

　日本：

メールの
非有効領域

高 コード化 低

　　　低　コンテクスト依存度　高

図表3－5コンテクスト依存度と電子メール

　前述のように目本はコンテクスト依存度が高いと言われているので、電子

メールは不向きと考えられる。そのことを示したのが図表3・5である。この

91仮説2の「有効」とは、同じ内容をコミュニケーション相手に伝えるのに、よ

り少ない回数あるいは少ない時間ですむ性能と定義する。
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ような状況が想定されるわが国の企業では、電子メールの有効活用領域は図

表3・4の通りであるのかを分析するのが本研究の目的である。

4．2対象企業の選択

　仮説を分析するために・インタビュー対象企業を選択した。選択にあたっ

ては・且a11（1976）の国レベルのコンテクスト文化を組織レベルに適用す

るため・林（1994）の基準（2章、3．3．1参照）を採用した。選択した企業

は・原型O型（有機的構造をもちコンテクスト依存度の高い（高コンテクス

ト）文化）の組織構造の特徴をもつ邦資企業2社（A社、B社）と、原型M型

（機械的構造をもちコンテクスト依存度の低い（低コンテクスト）文化）の組

織構造をもつ典型的な外資企業2社（C社、D社）である。

　この4社はわれわれが企業内容を熟知しており、比較的技術分野に重点を

おく事業体で、従業員が1，200名～5，000名、売上高が500億円から5，000

億円の中規模企業である。

4．3仮説の分析方法

　仮説の分析方法について図表3・6に示す。2つの仮説の分析はこの図に沿

って行うこととする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　すなわち仮説1では、メールのメディア・リッチネスに対して代理変数の

設定をしてそれにもとつくインタビューを行う。インタビューの結果、仮説

1が肯定されれば、メールのメディア・リッチネスが低いことが検証された

ことになる・しかし、もし否定されれば、メールのメディア・リッチネスは

必ずしも低くないことが検証されたことになる。この場合、メールのメディ

ア’リッチネスは比較的高い（中程度より高い）ということが検証されたこ

とになる。

　つぎに仮説2では、コンテクスト依存度の代理変数を設定してそれに基づ

くインタビュ・・一・・一・を行った。邦資企業に対するインタビュー結果と、外資企業

に対す釘ンタビュー結果の間に差があり、外資蝶の方鮪効に使われて

いるということであれば、仮説2が肯定されたこと（仮説2が成立）になり、
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コンテクスト依存度が低い場合にメールは有効に使われると検証されたこ

とになる。反対に差がなく、外資企業も邦資企業も有効に使われているとい

うことであれば、仮説2が否定されたことになり、コンテクスト依存度が低

くても高くてもメールは有効に使われると検証されたことになる。

仮説1の論理展開

メディア・リッチネス

代理変数の設定

インタビュー質問

　　　　yes@　　　　　メデ低い

@no
メディア・リッチネス

は必ずしも低くない

メディア・リッチネス

　　が低い

仮説2の論理展開

邦資企業結果
（依存度高い）

外資企業結果
（依存度低い）

依存度低い
　と有効

　依存度高くても
有効でないとはいえない

図表3－6仮説の分析方法

4．4インタビューと仮説との関係

　インタビュー調査の方法としては、まず4社に出向き質問項目に対する聞

き取り調査と、フリーディスカッションによる調査を行った。インタビュー

は、2000年11月に電子メール利用の現状調査を実施し、質問項目そのもの

の調整を行った上で2001年8月に、電子メールによる質問と再インタビュ

ーを実施した。

　つぎに各インタビュー項目に対する結果がどのようであれば、仮説が成立

するのかという関係を図表3－7に示す。これは図表3－6に基づきインタビュ

s－一… ?ﾚを考慮して作成したものである。
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図表3－7仮説の分析予想

項目 肯定／否定 仮説の肯定／否定

仮説1 Q1 否定 肯定

Q2 否定 肯定

Q3 否定 肯定

項目 邦資／外資の差 仮説の肯定／否定

仮説2 Q3 差あり 肯定

Q4 差あり 肯定

Q5 差あり 肯定

Q6 差あり 肯定

Q7 差あり 肯定

インタビュー項目と対応する仮説について以下に示す。

　・Q1（仮説1）：込み入った内容のコミュニケーションに

　　　　　　　電子メールを使いますか。

　・Q2（仮説1）：電子メールでコミュニケs－・・…ションのほとんど

　　　　　　　が行えていますか。

　・Q3（仮説1，2）：電子メールで誤解がおこることがよくあり

　　　　　　　ますか92。

　・Q4（仮説2）：電子メールのやりとりでわからないとか、

　　　　　　　解説を求められることがよくありますか。　　　　　’

　・Q5（仮説2）：電子メールを出した相手からの回答に時間が

　　　　　　　かかることがありますか。

　・Q6（仮説2）：業務処理に際して、電子メールの方が他のコミュニケー

　　　　　　　ション手段より時間がかかりますか。

　・Q7（仮説2）：よく知っている人の場合と、知らない人の場合で、電子

　　　　　　　メールの使い方が変わりますか？

同図表の仮説1に関しては、その真偽反対の質問を想定（すなわちメディ

92誤解が起きるのは、多義性の削減（2章4．1．2参照）が必要なコミュニケー

シヨンを行っているため、と判断することができるであろう。
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ア・リッチネスが高い場合の質問93を想定）して、該当するQ1～Q3のイン

タビュ・・一…質問を作成した。そのためQ1～Q3に対し否定の回答が得られた場

合に、仮説1の「メディア・リッチネスが低い」が肯定されたことになる。

っぎに仮説2に該当するQ3～Q7は、邦資企業と外資企業で差があれば、仮

説2が成立することとなる。

　インタビュー一…質問と、仮説の分析結果について次節5に示す。また、再イ

ンタビュー結果の要約を図表3－9に掲げる。

93メディア・リッチネスが低いという質問項目より、高いという質問項目の方
が明確に作成することができるため、真偽反対の質問とすることにした。
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　　の現状調査と分析（研究1）

5．仮説の分析

5．1仮説の分析結果

仮説とインタビューの結果を図表3・8に示す。

　　　　　　　　　　　図表3－8仮説の分析結果

項目 肯定／否定 仮説の肯定／否定

仮説1 Q1 肯定 否定

Q2 肯定 否定

Q3 肯定 否定

項目 邦資／外資の差 仮説の肯定／否定

仮説2 Q3 差なし 否定

Q4 差なし 否定

Q5 差なし 否定

Q6 差なし 否定

Q7 差なし 否定

　同図表の仮説1に該当するQ1～Q3（ただし、代理質問は真偽が反対）は、

邦資企業においても、外資企業においても「否定」されなかった（肯定され

た）。そのため、仮説1は肯定されなかった（否定された）。すなわち、電子

メールの「メディア・リッチネkが低いとはいえない」とする分析結果とな

った。この分析結果が得られるまでのプロセスは5．2、（1）、（2）で述べる。

　っぎに同図表の仮説2に該当するQ3～Q7は、邦資企業においても、外資

企業においても「差あり」とはならなかった（差が認められなかった）。そ

のため、仮説2は否定された。すなわち、電子メールは、「コンテクスト依

存度が高い企業より低い企業で有効に使われるとはいえない」とする分析結

果となった。この分析結果が得られるまでのプロセスは5．2、（3）、（4）で述

べる。また外資企業でも邦資企業でも有効に使えていることが検証された。

5．2仮説の分析内容

　インタビュ・一項目（Q1～Q7）から得られた主な回答結果を図表3“9に示し・

その分析結果を以下に述べる。
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　　の現状調査と分析（研究1）

（1）仮説1検証の結果（Q1～Q3の結果）

［Q1］：B社を除き、込み入った内容でも電子メールをよく使っている。

　　B社は電子メールを込み入った内容の事前資料によく使ってい

　　る。「込み入った内容に使う」ことが肯定されたため、Q1におい

　　て仮説1は否定された。

［Q2］：B社を除き、電子メールはコミュニケs・一一・ションの9割以上で使

　　われている。B社も電子メールがコミュニケーション手段の中で

　　もっとも多い。これによりQ2が肯定されたためQ2において仮

　　説1は否定された。

［Q3］：4社とも誤解が以前よく起きていたが現在は少なくなってい．る。

　　A社の導入時（5年前）には誤解が多発していたことがインタビュ

　　ー調査で得られた。われわれは当時のインタビューも行っている

　　（伊東，1997b，伊東，1998）。よって以前は誤解が起きるようなリ

　　ッチな情報も送られており実際に誤解が起きているが、今回調査

　　時点ではリッチな情報がかなりうまく扱えていると考察される。

　　ゆえにQ3において仮説1は否定された。　　　　　　　　　’

（2）仮説1の総括

　邦資企業・外資企業ともQ1～Q3までが肯定されたことから、少なく

ともQ1～Q3において仮説1は否定されたといえる。すなわち電子メ

ールのメディア・リッチネスが低いとは言えないことが検証された。

　このことによりメー・一一ルのメディア・リッチネスは比較的高い（中程度

より高い）ことが検証された。

（3）仮説2検証の結果（Q3～Q7の結果）

　仮説2では各インタビュー項目（Q3～Q7）に対する邦資企業と外資企

業の差があるかないかを分析している。
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［Q3］：邦資／外資の差はたいへん少なく大きな差は見られない。よって

　　Q3において仮説2は否定された。

［Q4］：邦資／外資ともたまに起きる程度で大きな差は見られない。よっ

　　てQ4において仮説2は否定された。

［Q5］：邦資／外資ともその日のうちに返すことが原則ということで大き

　　　な差は見られない。よってQ5において仮説2は否定された。

［Q6］：邦資／外資とも、全般的に電子メールの方が速いという状況のた

　　　め、電子メールが他のコミュニケーション手段に比べてもitン

　　テクスト依存度の差に影響されずに有効に使われていると判断

　　　される。よって、Q6において仮説2は否定された。

［Q7］：邦資／外資とも社内であれば文面はほとんど変わらない。しかし

　　D社を除いて、社外（お客様）とは失礼ないように文面に注意し少

　　　なくとも変えている。D社は社内でもお客様へ出すような文面

　　　にしているので、コンテクスト依存度による差が出ているとは

　　考えにくい。よって、Q7において仮説2は否定された。

（4）仮説2の総括

　Q3～Q7において、邦資企業と外資企業の差があるとは認められなか

ったことから、少なくともQ3～Q7において仮説2は否定されたとい

える。すなわちコンテクスト依存度が低い企業の方が電子メールが有効

に使われている、という仮説は肯定されなかった。

　邦資企業と外資企業に差が見られなかったことは、両者とも電子メー

ルの利用が強制されていなかったこどから考えると、その差がなかった

根拠を仕事の内容や責任感の程度に求める以上のものであると判断で
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きる。結論として、電子メールはコンテクスト依存度に関係して有効で

あったり、有効でないことがあるとはいえないと判断される。

図表3・9仮説検証のインタビュー項目と回答（要約）

邦資企業 外資企業

A社 B社 C社 D社
（W－

込み入った内容でもメ

[ルする。メールは口
ｪより効率がよい。

込み入った内容はメ
[ルを事前資料に使
､。

込み入った内容もメールする。よほどでな

｢限りメールする。

内容が込み入ってい
驍ﾙど文章を推敲す
驍ｪメールで出す。

　割はメールで行え
驕B

メールで流すが、会っ
ﾄ話す場合もある。

8％以上はメールで
竄驕B

行えている。なんでも

ｩんでもメールでや
?､とする。

（判3
以前はよくあった。最
ﾟは誤解はあまり起き
ﾈくなった。

メールマナーが定着
ｵたため以前よりは
Nきるケースが少な
ｭなっているがやは
閧ﾆきどき起きる。

よくあるとは思はな
｢が起きることはあ
驕B

メールだから起きる
�ﾅなく、メールで起
ｫるときは対面でも
d話でも起きる。

Q
こちらのメールで言わ
黷ｽことはないが、相
閧ｩらのメールではあ
驕B

私の場合たまにある
�x。メールの内容が
s足していることは
ﾈい。他の人の場合は
烽ﾁとあると思う。

よくあるわけではな
｢。たまにです。2％
ｭらい。他の人の場合

ﾍもっとあるかもし
黷ﾈい。

ないことはない位の
激xルで滅多にない。

ｼの人の場合はもっ
ﾆあると思う。

（竃5 基本的にはない。その
冾ﾌうち、遅くとも次
ﾌ日には返ってくる。

基本的にはその日の
､ちに帰ってくる。一
狽ﾌ上司の返事は時
ﾔがかかることがあ
驕B　　　　‘

相手から大体その日
ﾌうちに返ってくる。
рﾍその日の内に返
ｷ。

相手が忙しい場合に
ﾔってこない場合が
?驕B

（W6

まずメールを打とうと

ｵ、内容を整理して打
ﾁ。電話することもあ
驍ｪ結果的にはメール
ﾌ方が速い。

。合わせ後のやりと
閧ﾉはメールの方が
ｬいし効果的。

平均すればメールの
福ｪ時間は短くすん
ﾅいる。ワークフロー
ｪある場合はメール
ﾍ格段に速い。

口頭の方が誤解を生
�ﾅ却って時間がか
ｩることがある。話し　　　　　　　’て1分以上の場合は

＝[ルを出す。

（叱7

土内であれば内容は変

墲轤ﾈい。社外では時
ｦの挨拶を入れる程度
ﾉ変わる。

土内であれば若干変
墲髓�x。特に社外の
苑ﾎ面の場合は失礼
ﾈいようにする。

多少変えるくらい。相

閧ﾌ顔を浮かべなが
辜＝[ルを書くよう
ﾉしている。

文体はあまり変わら
ﾈい。お客様でも社内
ﾅも変わることはな
｢。

5．3仮説の検証結果

以上の検証結果により、仮説1（電子メールはメディア・リッチネスが低

い）と、仮説2（電子メールは、コンテクスト依存度が高い企業より低い企業

でより有効に使われる）の双方が否定されたこと（すなわち仮説が成立しな

いこと）が検証された。

また、5．2、（1）の［Q3】で述べたように、電子メールの導入時点では誤解が

多発しており、リッチ情報が有効に使えない状況であったと推察される。電
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子メールに精通し、電子メール文化が醸成されることにより、電子メー・一・・tルの

メディア・リッチネスが比較的高いことが活かされて使われていったと考え

られる。

　第2章の先行研究で述べたように、中村（2001）は、メディア・リッチ

ネス理論は伝統的なメディアでは妥当性をもっていたと考えられるが、電子

メディアでは、その説明力に疑問が生じてきたと指摘している（2章、4．2．4

参照）。本研究の結論も、電子メールの有効領域は導入当初は電子メールの

メディア・リッチネスの比較的高いところまでは活用されていなかったが、

メールに精通すると、メールのメディア・リッチネスが比較的高いところま

で活用されることとなったと考察される（図表3－9）。

　またコンテクスト依存度の影響もわれわれの前記調査（1997b，1998）で

は、邦資企業は外資企業より有効に使えていない状況が少なくても想定され

た。しかし今回調査では、電子メールはコンテクスト依存度が高い場合でも

低い場合でも有効に使えていると考察された。

　以上の分析結果をふまえて、次節で結論を述べる。
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6．結論

6．1研究3の結論

　以上の検証結果により、電子メールのメディア・リッチネスは比較的高い

（中程度より高い）といえる。また電子メールは、コンテクスト依存度の高

さにかかわらず有効に使われるといえる。

4一高

チ

1〕

孝

麦低

　　　　低　　コンテクスト依存度　　高

図表3－10電子メールの有効活用領域（仮説の検証結果）

　図表3・10の①の部分は従来から電子メールが有効に活用されているとい

われてきた領域であり、本研究の分析からも電子メール導入当初はこの範囲

が有効活用領域とされる。②は仮説2が否定された結果から説明される活用

領域であるが、電子メールに精通した状況で拡大された領域と考えられる。

また③は仮説1が否定された結果で有効活用領域とされたものである。さら

に④は仮説1および2の否定により有効活用領域とされたものである。なお、

③および④の領域はメディア・リッチネスの高い部分にすき間が存在してい

る。このことはメールのメディア・リッチネスは比較的高いのであるが、対

面会議のメディア・リッチネスには及ばないが、そのつぎに高いといえる程

度のメディア・リッチネスであるということを表している。②、③、④のい

ずれも電子メールに精通することにより有効活用される領域が拡大された

と考えられる。

　以上の分析により、企業組織において電子メールは、多義性の削減ができ

るような比較的高いメディア・リッチネスをもっていること、およびコンテ
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クスト依存度が低い場合はもちろんのこと、依存度が高い場合も有効に使わ

れることが検証された。

　ここで③、④にっいてさらに述べる。③はコンテクスト依存度が低い組織

で多義的なメッセージを扱う部分であるが、この場合にも電子メールが有効

に活用される。また④はコンテクスト依存度が高い組織が多義的なメッセー

ジを扱う領域で、従来、邦資企業が得意としていた領域である。対面会議が

もっとも効果のある領域といわれてきたが、この部分の多くも電子メールが

補完・代替できることを示している。

6．2マネジメントへのインプリケーション

　　ー電子メールの有効利用に向けて一

　本研究では・わが国の企業において電子メールは、多義的な情報交換もで

きる位、メディア・リッチネスが比較的高いコミュニケーション・メディア

であることと、コミュニケーションにおいてコンテクスト依存度が高いとい

われるわが国において、邦資企業でも外資企業に比べて差がみられないほど、

電子メールが有効性の高いコミュニケーション・メディアであることが検証

できた。

　そのため、名実ともに企業において有効範囲が広いコミュニケーション・

メディアである電子メールに関して、マネジメント面でその管理・運用方針

を明確にして取り組むべき課題である、と提言するものである。具体的な電

子メーイレ活用の方針として4つの領域を2つにまとめて以下に説明する。

　　（1）領域①と②の場合（不確実性の高い情報）

　　この領域でやりとりされる情報は多義性は低いが不確実性が高い場

　合が多いので、電子メールでやりとりされる情報の定型化を進めること

　が効果的である。それにより、より効率よく間違いない情報のやりとり

　が実現できるであろう。例えばEDIg4が導入されていない小規模企業に

“””一’””’一・一・一・一一・・一・

94EDIとは、主として商取引データを対象とする企業間での電子データ交換
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おいては、商品の受発注処理のための情報伝達や在庫の問い合わせなど

の定型的な情報は、電子メールを利用しそのフォーマット化を進めるこ

とが効果的である。また例えば、経費報告、出張旅費精算、什器・備品

の購入申請なども同様である。なるべく不要な情報が入り込まないよう

なフ2－　・一マット化を進め、送信先も明確に限定することが大切である。

（2）領域③と④の場合（多義性の高い情報）

　この領域では、多義性が高く非定型な情報のやりとりが多いので、フ

ォーマット化はそもそも向かない。自由な使い方で、多義性のある情報

からいかに新しい発見をし、創造することができるかがポイントである。

そのため、電子メールの使い方に関しては現場の当時者に任せる方が効

果的である。また、送信先も限定できないし、限定すると弊害が起きる

ことにもなる。すなわち、電子メールを自由に利用させて従業員の自由

なコミュニケーションを許し、コラボレーションを進め、アイデアの創

造や意味の共有に役立つような利用者側に主体性をもたせる方向が求

められる。この領域では米国企業で進められている、私用メールを明確

に禁止させ、違反者を厳重に処罰するような管理の強化は向かない。そ

うすれば企業活動に停滞を来すといっても過言ではないであろう。また、

インターネットを利用した個人用電子会議などの新技術も普及してい

くと考えられる。このため、この領域では電子メールだけでなく、より

メディア・リッチネスが高いと考えられる新技術も取り入れていく必要

がある。つまりこの領域では、コミュニケーションのツール、方法など

について管理や規制を強めず、オートノミーのある自主的なコミュニケ

ー・”一一’ Vョンを確保・保証する必要がある。

6、3本研究の課題

本研究では、電子メールの有効性をメディア・リッチネスとコンテクスト

（electronic　data　in七erchange）のこと（村田，2003，　P　100）である。
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依存度という2つの分析軸から検証し、それに基づきマネジメントへの組織

！ミュニケーションのメディアとしての電子メールの管理について検討し

た。

本研究は、研究2のアンケートに先立つ調査として行ったため、以下に示

すような課題がある。

　①インタビューによる実証のため、サンプル数が少ないのでより多く

　　　のサンプルで検証すること。

　②インタビューは電子メールの管理者側への質問と、管理者を介して

　　　ユーザーの使用状況を調査している。そのため電子メールのユーザ

　　　ー側への調査により有効活用範囲拡大のメカニズムを解明すること。

　③電子メールを使用するタスクとの関連の検討が必要であること。

本研究には以上の課題があるが、本研究の目的として第3章、2に明記し

た2っの目的は達成できたものと判断できる。

　　第1の目的：電子メールの企業活動への影響にっいて、「メディア・

　　　　　　　　リッチネス」および「コンテクスト依存度」との関係から

　　　　　　　　明らかにし、電子メールについて企業がどのように対応

　　　　　　　　すべきかを明確にすること。　　　　　　　　　　’

　　第2の目的：電子メールのアンケートの項目を導き出すこと。

第4章では、本研究の結果をもとにして、アンケート設問を作り、それを

分析した研究について述べる。
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第4章利用者からみたメールの有効性とメールのマ
　　　　　ネジメントに関する研究（研究2）

1．研究2の概要

　電子メールに関する研究は1990年代半ば以降、電子メールの特性の研究

（たとえばSprou11＆kiesler，1993）から電子メールのポリシー、エチケット

およびプライバシーの研究（たとえばRainone　et　a1．1998，　Eジャパン協議

会，2003）へと徐々に移ってきている。さらに2000年前後から企業における

電子メールの監視に関する研究もみられるようになった。監視はやむを得な

いとし立法化の動きもある（Watson，2001）が、監視に疑問をはさむ研究

（Hodson，　et　al．1999）もみられる。

　本研究（研究2）では、「監視などの電子メールに対する規制の強化は電

子メールの有効性にネガティブな影響を与える」という仮説をもち、その検

証を試みた。そして統計的には6％有意であるが、「規制の強化」は有効性に

ネガティブな影響を与えるという結果が得られた。またアンケートによるモ

デルの検証結果より、電子メールの有効性にもっとも強い影響を与えるのは

「メール利用度」であることが分かった。さらに電子メールを利用する業務

が「定型的」であるほど電子メールの有効性に影響を与えることが分かった。

コミュニケーションの際にメッセージを文字情報に明確に表さない程度で

ある「コンテクスト依存度」は、電子メールの有効性に少ないながらマイナ

スの影響があることもみられた。以上の結果から、企業組織における電子メ

ールのマネジメントについて取り組むことの重要性を提唱する。

　なお、本研究の骨子は、学会査読論文「企業における電子メールの特性と

マネジメントに関する研究一アンケート調査に基づく電子メールの有効性

の検証一」『日本経営システム学会誌』（Vo1．20，　No．1，　Sep．2003：平成15

年9月）に基づいている。
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2，研究2の目的

　本研究は電子メールの利用環境の視点から企業組織の電子メールの有効

性を検証するものであり、以下の2つの目的で行うものである。

　　・メールの有効性のモデルを明確にすること

　　・メール・システムのマネジメント・モデルを明確にすること

　第2章の「インタビューによる電子メールの現状調査（研究1）」では、

メディア・リッチネスとコンテクスト依存度の視点から電子メールの有効性

をインタビューにより検証した。研究1の結論は、わが国企業の組織コミュ

ニケーションにおいて、メッセージの表現はコンテクストに依存する部分が

高いと言われるが、電子メールはビジネスに有効に活用されていること、お

よびそのメディア・リッチネスは比較的高く（中程度より高く）、メールは

メディア・リッチネスが比較的高い領域で有効に使われており、電子メール

の有効な領域が拡大しているということである。

　しかし、研究1には3つの課題（3章、6．3参照）が存在した。本研究で

は、研究1の3つの課題にも対応しアンケートによる検証を行った。具体的

な対応を以下に示す。

　　①多くのサンプルによるメールの有効性の分析をすること　　　’

　　②メールの利用者を調査対象とすること

　　③メールとタスクとの関係を明確にすること
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3．分析のフレームワーク

　本研究は図表4－1に示すような手順で分析を進めた。各手順に沿って以下

に説明する。

　　　　　①

　　　　　3．1

② ③　メールシステム
分析フレーム

潤[ク作成
3．2

アンケート

ﾌ実施
　　の構造の抽出4．1

因子分析

④ ⑤

4．2

因子とメールの

L効性の分析 5．1

有効性のモデル

@　の考察

重回帰分析

　　図表4・1分析の手順

3．1分析フレームワーク作成

　研究1では、電子メールの有効性をメディア・リッチネスとコンテクスト

依存度の関係だけで論じており、電子メールの管理の面や電子メールを利用

する業務（タスク）の面は示されていなかった。また調査対象も電子メール

の管理者が中心であった。

メディァリッチネス

コンテクスト依存度

メールの環境

タスク

メールの有効性

i利用者の立場）

管理システム

　　　　　　　　　　　　図表4－2分析フレームワーク

　本研究（研究2）では、電子メール利用者の立場からみた有効性を中心に

取り扱う。分析フレームワークは、メールが使われる環境として第3章の研

究1でも取り上げた「メディア・リッチネス」と「コンテクスト依存度」の

2変数以外に、「タスク」と「管理システム」を加えた4変数とメールの有
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効性との関係を示したものである（図表4－2）。同図表は、研究1の結果か

ら発展させて作成したものである。

ここで「タスク」とはメールを利用する業務のことである。メール利用者

が、どのようなタスクを行っているかがメールの有効性に影響を与えるとい

う仮説に基づいている。「管理システム」とはメールをコミュニケーショ

ン・メディアとして管理する方針や制度を含めた体系とする。メール利用者

の行う業務と共に、企業内でメールの利用に関してどのように管理している

かもメールの有効性に影響を与えるという仮説に基づいている。

図表4－3アンケート質問

［利用者の属性に関する質問］1．～6．

1．あなたが所属する企業の従業員数は

2所属する企業でメールが導入されてからのおよその期間は

3．あなたの職種は

4．あなたの職位は

5．あなたの年齢は

6．所属する企業はいわゆる外資系と呼ばれる企業ですか

［メールシステムに関する質問ユ7．～24．（7段階＊）

7．所属する企業の中途採用者は→大変多い／大変少ない

8．所属する企業で個人べ一スの職務内容はよく決まってますか

9込み入った内容のコミュニケーションにメールを使いますか

10．コミュニケーション手段の中でメールをどの程度使いますか

11．メールで誤解がおこることがありますか

12．メールのやりとりでわからないとか解説を求められることがあ

　りますか
13．メールを出した相手からの回答に時間がかかることがありま

　すか
14．業務処理に際して、メールの方が他のコミュニケーション手段

　より時間がかかることがありますか

15．よく知っている人の場合と、知らない人の場合で、メールの使

　い方が変わることがありますか

16総合的にみて、あなたが所属する企業ではメールがビジネス

　に有効に活用されていると思いますか

17．メール利用に関し、いろいろ制約があると思いますか

18．メール利用に関し、会社側が監視していると思いますか

19．メール利用上の問題でとがめられることがあると思いますか

20．決まりきった業務報告などに関しメールで報告のフォーマット

　（様式等）が決まっていますか

21．仕事以外の個人的な内容のとき、会社のメールを使いますか

22．社外の人にメールを出すことに関し、いろいろ制約があると思

　いますか
23．メール利用に関し十分な教育が提供されていると思いますか

24総合的にみて、あなたが所属する企業は、メールの利用に関

　してオープンであると思いますか

25．その他、ご意見やコメントがありましたらご記入をお願いします

＊質問7～24の回答は7段階のリッカート尺度を採用した
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3．2アンケートの実施

　前項の分析フレームワーク（図表4－2）および第2章（研究1）のインタ

ビュー一・一一結果に基づき、アンケート質問（図表一4－3参照）を作成した（本32の

位置づけは図表4－1、②に該当する）。同アンケートは6項目の利用者の属

性に関する質問（質問1～6）、18項目の電子メールに関する質問（質問7

～24、7段階のリッカート尺度）、および1項目の自由記入質問（質問25）

から構成されている。

っぎに、分析フレームワークの各変数とアンケート質問番号の関係を図表

4－4に示す。

図表44分析フレームワークの変数とアンケートの関係

変数 質問番号
9

メディアリッチネス 10

11

7

n
コンテクスト依存度

12

13

14

15

8

タスク 20

23

17

18

管理システム
19

21

22

24

有効性 16

　実施したアンケート調査の概要を図表4－5に示す。アンケート方法として

は・Web上に作成したアンケート質問（補足資料、A2．資料2参照）に対し、

回答者がマウスのクリックで回答する方式を採用した。アンケートの依頼は

メ”ptルで行った。アンケートの回答者は、利用者の属性（企業規模、職位、

年齢など）に対する結果（図表4－6に概略を示す）より、特に大きなばらつ

きはないとみられる。したがって本研究の対象として問題はないと思われる。
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図表4－5アンケート調査の概要

項目 内容

実施時期 平成14年5月20日～6月11日

アンケート方法 メールで依頼したWeb－Pageへの回答

設間数 25問（うち1問は自由記入）

送付件数 約2，000（企業、学会、大学関連）

回答有効数 428（回答率：約20％）

回答回収方法 CSV形式（ExceDで回収

図表4－6属性質問の結果

属性 件数 合計 属性 件数 合計
全体 428 428 一般社員 154

1，000人未満 196 管理職 177

1ρ00人以上 232
428

経営層 88
428

導入4年未満 68 その他 9

導入4年以上 360
428

35歳未満 102
研究・開発 55 35歳以上 326

428

非研究・開発 373
428

邦資企業 339

外資企業 89
428
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4．アンケートの分析結果

　ここでは、前節で述べたアンケートの分析をし、それに基づき、メール・シ

ステムの構造と有効性の分析にっいて述べる。

4．1メール・システムの構造の抽出

　本項では、前節で行ったアンケートに基づき、メール・システムの構造を明

らかにする（図表4－1分析の手順の③）。

　アンケート質問（図表4－3参照）のうち、質問1～6、16、25を除く17

個の質問の因子分析（バリマックス回転）を行った。なお統計解析にはSAS

を使用した。因子分析の結果を図表4－7に示す。この図表には固有値が1以

上の因子（第1因子～第5因子）だけを載せている。なおグレーで示した部

分は各因子と質問の影響が強い部分（因子負荷量0．5以上、および因子負荷

量一〇．5以下）である。

　　　　　　　　　　　　　　図表4－7因子分析の結果

因子名 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子 第5因子

質問番号 管理の強さ 伝達困難度 メール利用度 タスク定型度 中途採用度

Q18：利用に会社側が監視している 0，779 一〇．006 0，↑39 0，052 0．∞3

Q191利用上の問題でとがめられる 0，769 0，054 0，021 一｛〕．028 →1096

Q221社外の人に出すのに制約がある 0，714 0，184 一〇．084 0，005 0，115

Q17：メール利用に制約がある 0，553 0，356 一〇．160 0コ53 0，070

Q241メールの利用にオーンである 一〇．530 一〇．036 0，460 0，018 0，060

Q11：メールで誤解がおこる 0，123 0，752 α137 一〇．022 0，132

Q12：解説を求められる 0，072
OJ44 0，044 0，077 0，171

Q13：相手からの回答に時間がかかる 0，093 0，688 一〇．080 一〇．200 一〇．123

Q14：他のコミュニケーションより時間がかかる α028 0，641 一〇．335 一〇．056 一〇．153

Q10：コミュニケーションにメールを一番よく使う 0，033 一〇．080 0，811 0，070 0，023

Q9：込み入った内容にメールを使う 一〇．035 一〇，005 σ718 0，151 0，046

Q8：個人ベースの職務内容が決まっている 一〇．146 一〇．047 一〇．051 α675 0，115

Q20：メールによる業務報告の様式が決まっている 0，218 0，063 0，131 0，649 一〇．216

Q23：メール利用の十分な教育がある 0，062 一〇．164 0，188 0，566 0，050

Q71中途採用者が多い 一〇．024 0，128 0，200 一〇．103 0，815

Q15：知る・知らないでメールの使い方が変わる 0，207 0，335 一〇．001 一〇．151 一〇．227

Q21：仕事以外の個人的な内容にメールを使う 一〇．187 0，197 0，302 一〇．233 イ〕．428

固有値 3，179 t999 1，748 1，122 tO39

寄与率（合計：0535） 0，187 0，118 0，103 0，066 0，061

tグレー部分は因子負荷量が0．5以上または一〇．5以下

　分析フレームワーク（図表4－2）の4変数と抽出された因子の関係を図表

4－8に示す。同図表の変数と質問番号の列は、図表4・4と同様（ただし有効

性の質問は除く）である。番号（因子）の列には、各因子に対し影響が強い
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質問のみ（図表4・7のグレー部分）を記載している。ここで、各因子と分析

フレームワークの変数との間の関係および因子の名前にっいて考察する。

図表4－8変数・質問と因子の関係

変数 質問番号 番号（因子） 因子
9 9

メデイア

潟bチネス
10 10

第3因子

＝[ル
?p度11

7

11 11

コンテクスト

@依存度
12 12

第2因子

`達
｢難度

13 13

14 14

15

8 8

タスク 20 20
第4因子
^スク

闌`度23 23
］7 17

18 18

管理

Vステム
19 19

21

第咽子
ﾇ理
ﾌ強さ

22 22
24 ＊24

咽子負荷量がマイナス0．5以下のもの

　第1因子（図表4－7参照）は質問18、19、22、17の順に因子負荷量が高

く、また24はマイナス方向に因子負荷量が高い。これらは「管理システム」

の質問に含まれている（図表4－8参照）。質問21は別の因子に関係すると’考

えられる。18、19、22、17の質問内容および24の質問内容の「利用にオ

ープンである」が反対方向であることから、第1因子を「管理の強さ」と命

名した．

　第2因子は質問11、12、13、14の順に因子負荷量が高く、「コンテクス

ト依存度」の質問に含まれている（図表4－8参照）。質問7と15は別の因子

に関係すると考えられる。11～14の質問内容から第2因子を「伝達困難度」

と命名した。伝達困難度はコンテクスト依存度をメッセージ伝達の視点で捉

えた概念と考えられる。

第3因子は質問10、9の順に因子負荷量が高く、「メディア・リッチネス」

の質問に含まれている（図表4－8参照）。fO、9の質問内容から第3因子を

「メール利用度」と命名した。なお質問11は第2因子となっている。第3
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因子はメディア・リッチネスの特性を利用の視点から捉えたものと考えられ

る。

　第4因子は質問8、20、23の順に因子負荷量が高く、「タスク」の質問に

含まれている。8、20、23の質問内容から第4因子を「タスク定型度」と

命名した。同因子はタスクの定型的な度合いと考えられる。

　なお第5因子は、質問7のみの因子負荷量が高いが、これは第2因子にも

含まれていない（図表4・8参照）。質問7の内容から「中途採用度（中途採

用者の度合い）」という因子と思われるが、固有値が小さい（1．038）ため今回

の分析対象から外すこととした。

　以上の結果からメールの環境の4変数と因子分析の抽出因子4変数の関

係からなるメール・システムの構造を図表4－9に示す。

メールの環境
アンケートから

ﾌ抽出因子

管理システム
第1因子
ﾇ理の強さ

コンテクスト依存度 第2因子
`達困難度

メディアリッチネス 　第3因子
＝[ル利用度

タスク
　第4因子
^スク定形度

図表4－9メール・システムの構造

‘ll

liI

l‘1

1

1

1

4．2因子とメールの有効性の分析

　ここでは、因子分析で求められたメール・システムの構造とメールの有効

性の関係の計量化を試みる（図表4－1、④に該当）。

　有効性の計量化のための分析モデルを図表4－10に示す。同図表は図表4・9

と有効性の関係を想定するものである。図表4・10の4因子（抽出因子）を

説明変数とし、メールの有効性の質問（質問番号16）を被説明変数とする

重回帰分析を行った結果を図表4・11に示す。
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　図表4・11より、第3因子の「メール利用度」が有効性に最も影響を与え

ている（偏回帰係数：0．672、1％有意）ことがわかる。つまり、4因子の中

で、メールの利用度が増すと、メールの有効性をより高くする方向に最も影

響を与えることになる。

メールの環境
アンケートから

ﾌ抽出因子

管理システム
第1因子

ﾇ理の強さ

コンテクスト依存度 第2因子

`達困難度 メールの

L効性
　第3因子
＝[ル利用度

メディアリッチネス　　　　1

タスク
　第4因子
^スク定形度

図表4－10メールの有効性の分析モデル

図表4－11因子と有効性との重回帰分析の結果

F値 Prob＞F 耐 Adi．　R2

分析結果 53484 0．0001 0．3879 0．3809

偏回帰係数 Stnd．　Eror Tbr「Hol Pr。b＞ITl

切　片 6096 0，044 137，603 ＊0．0001

第咽子：管理の強さ 一〇．083 0，044 一t875 α0614

第2因子：伝達困難度 一〇．116 0，044 一2．614 ＊0．0093

第3因子：メール利用度 α672 α044 15，144 ＊0．001

第4因子：タスク定型度 0，193 0，044 4，343 ＊0．001

第5因子：中途採用度 α132 α044 2，978 ＊0．003

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊：1％有意

　つぎに、第4因子のタスク定型度は2番目に有効性に影響を与えている

（偏回帰係数：0．193、1％有意）。しかしこの影響はメール利用度より低い。

すなわち、タスク定型度が増すと、メールの有効性が増すが、その影響はメ

ール利用度の3割弱（28．7％）である。

　さて、第2因子の伝達困難度は3番目に有効性に影響を与えるが、その方

向は反対である（偏回帰係数：－O．116、1％有意）。すなわち、伝達困難度
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●

が増すとメールの有効性は低くなる。ただし、その影響はメール利用度の2

割弱（17．2％）と小さく、その方向は反対である。

　最後の第1因子の「管理の強さ」は、有効性への影響が最も1j・さく、その

方向は反対である（－0．083、6％有意）。すなわち、管理の強さが増すとメ

ールの有効性は低くなる。ただし、有効性への影響はメール利用度の1割強

（12．4％）でたいへん小さい。このことはわが国において、電子メールの管

理をこれまでほとんど行ってこなかったため、有効性への影響も小さく統計

的に6％有意に留まっているものと推察される。しかし、管理の強さを増す

とメールの有効性に逆行することは重要な発見である。

　つぎに、各セグメント単位で4因子とメールの有効性の重回帰分析を行っ

た結果を図表4－12に示す。

図表4－12因子と有効性との重回帰分析の結果（個別セグルト）

第咽子 第2因子 第3因子　　　一 第4因子

擬一．．． メール莉用度 タスク定形度

鍋 偏回帰係劃輪〉団 偏回帰係劃⇔団 偏回帰係数舳〉団 偏回帰係数r袖＞m F値　　r㌔db＞F

1［塑随＿
196 一〇．137 0088 べ）．116 0コ15

α70310．㎜1　　　ト 0．166　　0．014－　．・ 27．541　0．㎜1　　　　　　　i－

Q3．807　0．㎜111，0α〕人以上 232 →．081 0144 ヰ〕．098 α000 06031q㎜1
0206 αoo1

2導入奔未満 68 イ）．078 0，628 一〇．143 0383 α75〔〕LO．001）｝ 0，129 0，356 822でio㏄01

i導廻年以上 ⑰ 一〇〇92 0043 一〇．106 0，019 o醐・ ｶd㎜1 0，197 o㎜
砿万ど1－。㎝1

一〇．241　　0095 ．一噸刺　01万
@　噸」141α018

α7181α㎜1一一

03司
‘　　0α4

奄盾盾盾盾R

952110．㎜1一一一．一一3隔究・開発一

P糊究欄発

55－一一373

一｛〕．065　　α166 0665iα0〔期 α173 紹．蹴1α〔m1

41→姓損 154 一〇〇93 0234 一〇．156　　　一 ．，＿壁1
一隆理職 177 一《〕027 0698

　　0．062－－

@　0．433

@　0．038

　　　　0．㏄朋
O5胞1α〔ml　　　r「　一　一α6矧　α00D1

　　01711α胴1

|一
Ygnl

@　o1剰　ρ158

膿1彊’13．17glα㎜1

㈲営層 88 一〇．191　　0．063

　　一〇．050－．

@　口．1951

5135歳未満 102 一〇．0311 0739
弍107410470 0812　α0001 α25010㎝… 18．6gol　o蜘

135歳以上 錨 一〇．100　　0048 一〇．121　　α016 0626　0（肋1 01451　0㎜ 35．151100001

6廓資企業 ㈱ ・つ．077　　0、132 竜．1211　0023 α69810α刃1 0」95　仰0α3 39．706　0．⑭1

1外資企業 89 1
イ）．108　　0．217 竜．125101〔鴻 0，502　0．㎜1 α173　　〔1027 7．891　0．0001

注：上記表中のグレーの部分は1％～5％有意な部分である

●

　図表4・12よりすべての属性質問（質問1～6）のセグメントにおいて、第

3因子のメール利用度が他の因子より有効性に最も影響を与えていること

がわかる（偏回帰係数：0．502～O．854、1％有意）。

　まず「メール利用度」に関して個々のセグメントでみていくと、企業規模

では「1，000人未満」の企業の方が「1，000人以上」の企業よりメール利用

度の有効性への影響が大きい。大規模企業ではメールがよく利用されている
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ので、メール利用度を増やしても、小規模企業ほど有効性への影響が現れに

くいものと推察することができる。導入年数では、「導入4年未満」の方が

噂入4年以上」より有効性への影響が大きい。これも、導入して間もない

企業の方が企業規模の理由と同様にあまり使われていないために、メール利

用度の差がより強く有効性に影響するものと推察される。部門では、「研

究・開発」部門の方がその他の部門より有効性への影響が大きい。職のレベ

ルでは、「一般社員」の方が「管理職」や「経営層」より有効性への影響が

大きい。これは同時期に行った企業へのヒヤリングにより、一般社員の方が

メールの有効活用への要求が強く、その割にメールの利用に時間をさけない

ので利用度を上げることができれば、より活用度が上がるものと推察される。

年齢では、35歳未満の方が35歳以上より有効性への影響が大きい。この理

由も一般社員の場合と同じに35歳未満の方が有効活用への要求が強いため

と推察される。邦資企業・外資企業では、「邦資企業」の方が「外資企業」

より有効性への影響が大きい。これは同ヒヤリングによれば、外資企業では

メール利用度は、ほぼ満足できるところまで上がっており、メールの利用が

比較的不十分な邦資企業の方が利用度を上げるとその影響が有効性により

強く出るものと推察される。

　っぎに第4因子の「タスク定型度」では、「導入4年未満」と「経営層」

では有意な関係は見られない。これは経営層や導入が浅い企業は、業務で使

う電子メールの活用がまだ不十分でかつよく慣れていないため、タスク定型

度との関係では有意レベルになっていないものと推察される。それ以外のセ

グメントでは1％～5％有意となっている。また、「研究・開発」部門は、タ

スク定型度の中では有効性に一番強く影響を与えている（偏回帰係数：0．353、

2％有意）。これは研究・開発部門では非定型業務が多く定型業務が少ないの

で・その非定型業務をできるだけ公式化して定型化すればするほど、有効性

にプラスの影響が出るのではないかと推察される。もちろん、多くの業務を

定型化することはできないので限界はあるであろう。

第2因子の「伝達困難度」では、「導入4年以上」などの5つのセグメン

トのみが有効性に有意であった。そのため、個々のセグメント単位での比較
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ま意味をなさない。強いて挙げれば、「導入4年未満」の場合では、まだメ

ールがあまり使われていないので、「伝達困難度」という視点では有効性に

マイナスの影響が出るとも出ないともいえないのである。「導入4年以上」

ま有効性にマイナスといえる（偏回帰係数：－0．106、2％有意）。また、「経

営層」では「伝達困難度」が有効性にマイナス（偏回帰係数　一〇195、5％

有意）といえるが、それ以外の職のレベルではいえないのである。この理由

ま不明である。また35歳以上では「伝達困難度」が有効性にマイナス（偏

回帰係数：－0．121、2％有意）であるが、「35歳未満」では有意ではないの

で関係は不明である。さらに、邦資企業では、「伝達困難度」が有効性にマ

イナス（偏回帰係数：－0．121、5％有意）であるが、外資企業では10％有

意でしか判断できない（偏回帰係数：－0．125、10％有意）。

　第1因子の「管理の強さ」では、「導入4年以上」と「35歳以上」のみが

有効性に有意（5％有意）であった。導入4年以上や35歳以上の利用者の場

合には、管理の強さを増すと有効性にマイナスとなっている。それ以外のセ

グメントでは10％有意（経営層のみ6％有意）かそれ以上のため、個々のセ

グメント同士の比較は意味がない。

　これまでの結果を基に作成したメールの有効性の構造を図表4・13に示す。

メールの環境 有効性の変数

メディアリッチネス メール利用度

タスク タスク定形度

①②3④

（十）

i＋）メールの

i＿）有効性

i一）コンテクスト依存度 伝達困難度

管理システム 管理の強さ

　　　　　　　注：①～④は有効性への影響度の強さの順番
　　　　　　　　（十）はプラスの影響、（一）はマイナスの影響

図表＋13メールの有効性の構造
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次節では、これまでの分析結果から得られたメールの有効性のモデルとその

結論について述べる。
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5．メールの有効性のモデル

　本節では、結論としてこれまでの実証分析から導いたメールの有効性のモ

デルを考察し、本研究のインプリケーションについて述べる。

5．1結論　一有効性のモデルの考察一

　前節で述べた因子とメールの有効性の分析により、メール・システムの有

効性のモデルは図表4－14のように示される。同図表は企業におけるメー

ル・システムの有効性に関する参照モデルとしての役割を果たす。すなわち

メール・システムの導入・運用の方針立案の際に、同モデルを利用するとポ

イントが掴め有用であろう。以下に、メールの有効性に影響を与える4変数

を中心に同モデルを考察する（図表4－1、⑤に該当）。

メール利用度
iメディアリッチネス）

0．672＊＊ 　伝達困難度
iコンテクスト依存度）

メールの環境（＋）

　　　　一〇．116＊

＝[ルの

L効性

@　　　　一〇．083

メールの環境（一）

タスク定形度

@（タスク） 0．193＊

　管理の強さ

i管理システム）

　　（＊＊：1％検定で有意、＊：6e／o検定で有意）

図表4－14メール・システムの有効性のモデル

　1つ目の「メール利用度」は、有効性に最も強く（偏回帰係数lO．672、

1％有意）寄与する。そのためメールの利用度をなににも増して上げるよう

な方策が望まれる。特に導入4年未満の影響度が強いことから、導入早期に

できるだけメールの利用を喚起していくことが望まれる。また若い人ほど、

そして一般社員の人ほどメールの利用をより高められるように、メールがし

やすいデスク環境を用意したり、メールを容易に行えるような教育をしたり、

そのような習慣をつけさせるような指導が必要である。つぎに、メール利用

度はメディア・リッチネスの下位概念でもあるので、メディア・リッチネス

が高い領域まで利用するような対応が望まれる。メールによる多義性の削減

（複数の解釈ができるような状況で解釈の合意に到達する過程。2章、4．12
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参照）ができるだけできるように、メールのテーマに対して日頃から共通認

識が迅速にできるような意志疎通が大事である。もちろんメールのみならず

対面コミュニケーションも駆使して推進する必要がある。さらにメールのフ

ィードバックをできるだけ早めるように（メディア・リッチネスの高い領域

まで使うように）教育などによる意識の醸成が必要である。

　2っ目の「タスク定型度」は、それが高まるほど有効性に寄与する（偏回

帰係数：0．193、1％有意）がその影響はメール利用度に比べて小さい。実際

の企業活動ではメールを利用する業務が定型業務であれば、簡単にメールが

利用できるように各種のテンプレ・一…Lトを用意してフォーマット化を進める

こと、およびそれを徹底させるための教育が望まれる。それにより定型業務

そのものの効率化もより進む。非定型業務の場合は効率化を求めるより、沢

山の意見を創出しそこから新しいアイデアを生み出すことが望まれる。その

ため、フt一マット化を進めるよりもアイデアの生成を促進するような仕組

み（たとえば、過去メ・一一・・ルが簡単に一覧できる機能をもつメーリングリスト

の利用など）を考えるべきである。このようにメール・システムの管理には

まったく異なる2つの方向がありうるのである。

　3つ目の伝達困難度は、それが増すほど有効性にマイナスの影響がある

（偏回帰係数：－O．116、1％有意）。伝達困難i度の有効性への影響は小さい

が、実際の企業活動では、電子メールのメッセージはできるだけ明確にして、

コンテクストへの依存度合いを少なくすることが望まれる。電子メールによ

るフレーミング（悪罵の応酬）や誤解が起きないように、相手が理解しやす

い文章表現を心がける意識を醸成することが必要である。伝達困難度はこの

コンテクスト依存度の質問から抽出された因子であるが、研究1では、電子

メールの有効性にコンテクスト依存度の影響はみられない、と結論づけてい

る。しかし、研究2では、わずかながらマイナスの影響があることが認めら

れた点が特筆すべき点である。

　以上をまとめると、電子メールをビジネスで活用するために、決まった文

体やフォーマットで行う仕事の種類と、自由に行う仕事の種類を明確にして、

スピーディに電子メールが活用できる文化を築き上げることが求められる。
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　4つ目の「管理の強さ」は、それが強まるほど有効性にはマイナスの影響

がある（偏回帰係数：－0．083、6％有意）がその度合は小さい。しかし将来

を考慮するとおろそかにできないことである。本章の1．研究2の概要で述

べたように、現在電子メールの監視が各企業で進められている。本論文の調

査企業へのアンケートでも「ここ1，2年のうちにメールの監視が厳しくな

った」という声が寄せられている（自由記入の回答中にいくつかみられた）。

監視に代表されるメール・システムに対する規制の強化は、有効性にマイナ

スの影響があることに留意しなければならない。特に私用メールの禁止を打

ち出しそいる企業が多くみられるが、どこまでが業務用でどこからが私用な

のかの区別はメールの性格上たいへん難しい問題である。個人個人の自由裁

量に委ねる方がよい結果を生むものと考える。

1

5．2有効性のモデルのインプリケーション

　ここでは有効性のモデルのインプリケーションについて述べる。有効性の

モデルの’考察結果からメールの利用度を増す方法がもっとも有効性に影響

を与えること、およびタスク定型度などの結果から導いたメール・システム

のマネジメント・モデル（図表4－15）を示す。

籍

↑

茎

ζ

i

↓

議

定型的利用領域

非有効領域 （例：事務部門）

定型的利用を高める
2 1

革新的利用領域3
4

（例：研究・開発部門）
非有効領域

イノベーションを生む

利用を高める

　低い←一一一タスク定型度一一一一レ高い

図表4・15メール・システムのマネジメント・モデル

　図表4－15の水平軸は「タスク定型度」であり、垂直軸の「マネジメント」

はメール・システムに対するマネジメントの度合いを「強化」と「柔軟」の
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方向としたものである。

　まずセル1は、タスク定型度が高く定型業務に電子メールが利用される領

域である。企業の事務部門における電子メールの利用がこの領域と考えられ

る（事務部門でも定型度の低いタスクはあるが、どちらが多いかという視点

で判断した）。セル1では、電子メー一ルの定型的な利用を大いに高めること

が有効性に寄与する。5．1で述べたことと同様に、定型的な利用を促進する

ためにメv－一・一ル・システムのマネジメントの強化が求められる。もちろん電子

メールの監視というネガティブな面が多いものは最低限に留め、できるだけ

テンプレー一一・一トを使い、フォーマット化により効率的にコミュニケーションで

きる方向を目指すよう指導し、そのようにしているかどうかモニターするこ

とが必要である。

　反対にセル3は・電子メールの革新的利用領域である。タスク定型度が低

く非定型業務が多い企業の研究・開発に代表されるような部門がこの領域で

ある。この領域では対面会議を補完的に使うことでイノベーションを生むよ

うな活動に電子メールを積極的に利用することを主眼とする95。5．1で述べ

たように電子メールの使い方や内容は、個別のテーマに応じて利用者が自由

に決められるようにメール・システムのマネジメントの柔軟さが求められる。

つまりセル3では、オートノミー96を確保しつつ相互依存性を高める柔軟な

マネジメントが望まれる。

セル2と4は非有効領域である。すなわち、タスク定型度が低い領域でマ

ネジ！ントを強化すること（セル2）、およびタスク定型度が高い領域でマ

ネジメントを柔軟にすること（セル4）は、5．1の分析から、有効性に反す

るためである。

以上、本研究はメールに関し、それが企業活動になくてはならないものま

95イノベーション活動の一環としてよく利用されるブレーンストーミングに

メールが効果を上げているとSproull，＆Kiesler（1986）は述べている。また

古川’（1995）は、アイデアの創出に電子メールが役立っていると述べている。
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で普及し、各種の研究が行われてきた中で、比較的多くのサンプルによる定

量的分析を行い、メール・システムの有効性のモデルとマネジメント・モデ

ルを作成した。そして両モデルからメール・システムのマネジメントに対す

る提言を行った。これからも企業活動の中枢のツールとして発展するであろ

う電子メールに関して、メール・システムのマネジメントの方向性を提示し

た。

5．3今後の課題

　本研究の課題としては、提示したメールの有効性の構造（図表4・13）と

メール・システムのマネジメント・モデル（図表4－15）について、実際の

企業組織において、事例検証することにより確認していくことが挙げられる。

この点について純粋な単独企業ではないが、共同受注を目的に結成されたネ

ットワーク組織における電子メール・システムのマネジメントの方針と成果

の関係にっいて事例検証した結果を、つぎの第5章で述べることとする。

96オートノミーとは、自らの意見で決定するような自律のこととする。
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第5章ネット・グルp－e－muem”1プにおける電子メールの有効性

　　　　の研究（研究3）

1．研究3の概要

　わが国企業における電子メールの導入は1999年時点で9割に達したとさ

れている97。しかし本研究3の対象である小規模企業では、その普及は3割

にも満たなかった。それを裏付ける事実として本調査研究を始めた2000年

8月の時点で、対象となる企業の社内にパソコンが設置されている割合はわ

ずか3割であった（全20社中6社）。これは中小企業の95％にすでにパソ

コンが設置されているという特定団体の調査98に比べても極端に低い値で

ある。しかし、そのような小規模企業の代表者たちから構成されたネッ．トワ

ーク形態の組織でも電子メールをうまく導入すれば、予想以上の効果を上げ

る可能性があることが本事例から確認できた。

本研究では、企業の代表者が特定目的のために形成したグループ組織を

「ネット・グループ」と呼ぶこととする。本研究は「ものづくりネット板橋」

と呼ばれる東京都板橋区を中心とした異業種のネット・グループの活動にお

いて、メールの導入とその積極的な利用が、グループ組織の変革に大きな影

響を与えたことを、アクション・リサーチ（研究者が組織の中に自分を組み

込むことによる社会的行為を導き出す研究方法。詳しくは第1章、4．3．3参

照）により事例研究したものである。

ネット・グループの参加者の母体となる各企業は「ものづくり業界」と呼

ばれる下請け・孫請けの製造業である。従来日本が強いと言われてきた製造

9？電子メッセージング協議会『企業における電子メールの動向調査報告書』は

従業員500人以上の企業（5，117車中、回答822社、官公庁・自治体など1，305

団体中、回答137団体）の調査

98この調査は、中小企業総合研究機構（2002）によるもので、2000年6月に

中小企業金融公庫取引先から無作為抽出した13，387社へのアンケート結果で

95％の企業にパソコンが導入済みと報告している。
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業でもビジネス環境は日増しに厳しくなってきている。親企業の製造部門が

海外へ転出し、産業の空洞化が進んでいるからである（中小企業庁，2002）。

特に同ネット・グループの中で主流を占める金属加工業では、加工賃金低下

の圧力が増す中で小規模企業の倒産、吸収合併の動きが激しい。同母体企業

20社がおかれている環境も年間売り上げが半分以下となり、間違えば倒産

寸前という状態であった。そのような状況の打開のため板橋区が呼びかけ、

ネット・グループが作られ、ビジネス開発を共同して行っていく「ものづく

りネット板橋（以降ではrMNI」と略す）99」が発足したのである。

　このようなネットワV・一一・・ク形態のグループは各地にみられる（たとえば東京

都大田区や東大阪市など：高橋，2000を参照）が、それらと比較するともっ

とも小規模な組織といえるMNIは、幸運にも初年度の半ばに旧通産省の中

小企業コ・・一ディネート活動の支援100を受けることができた。この支援は1

年単位101であるが、2000年度から2003年度まで4年続けて支援を受ける

ことができたのである102。支援補助金により外部の専門家委員や関係のコ

ーディネータを集めることができた。これによりネット・グループとして当

初なにもできない状態からはるかに数々の活動が協働103してできる状態に

99ものづくりネット板橋については、八木（2001，2003）が解説している。同

会員企業（一部）へのインタビュー記事は中村（2003）を参照。同ネット・グ

ループの紹介雑誌記事は、吉村（2003a，2003b）、吉田（2002）、日経BP（2002）

を参照。

100同支援の正式事業名は、旧通産省の傘下である全国中小企業団体中央会が

募集した「コーディネート活動支援事業」である。コーディネート活動支援事

業に関しては、高島（2001）に記載されているため本論文では説明を省略する。

101各年度の実際の活動期間は、旧通産省の許可がおりてからとなるため、毎

年8月から翌年の2月までの正味7ヶ月間である。

le2本研究中（2003年度後半）に4回目の支援を受けることが決定し、2003

年度も支援活動が始まった。

103この「協働」ということばは、ともに協力して働くという意味を込めて、2

年度の活動開始のときに作られたものである。初年度は「共同受注」としてい

たが、2年度からは「協働受注」と改名している。
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変容することができた・そしてなによりもその成果はグループメンバーの意

識の変化に現れているのである。たとえば3年度の支援活動が始まる最初の

会議で、MNI会長のK氏は以下のように述べている。

　　『2年前の後ろ向きの気持ちは、いまはどのメンバーにも見られないでし

　ょ。みんなが協働すれば自分たちにもなにかできると考えているんです。

　実際に4つの分科会では今まで考えられなかった新しい取り組みがスタ

　ートしています。』

　Lipnack＆Stampsが述べるように、まさにネットワークを存続させてい

るのは構成員に共有されている価値観なのである（Lipnack＆Stamps，邦

訳，1g84，P．290）。このようになるためには当初行われた月に1回の顔合わ

せ会議だけでは不十分であった・そこでは会議が開かれるだけでなにも起こ

らなかったからである。しかし、顔合わせ会議を補完するものとしてその後

採用された電子メールが強い影響力をもったものと考えられる。同電子メー

ル104は、Lipnack＆Stamps（1984，　p．338）が述べる「必要なときにはいつ

も取り出せるような情報の保存方法」に役立っているといえる。

　またMNIにおける電子メールは、メールのメディア・リッチネスが高い

領域で、大いに利用されていたと考えられる。たとえば、MNIの主要な構

成組織である複数の分科会105活動のすべてで、新製品開発の議論と実施上

の意見交換に電子メールが使われている。そして分科会には、それぞれ専門

のメーリングリストが用意され、日程案内や議事録だけでなく、開発してい

く内容についてブレーンストーミング106のような議論が交わされているか

104実際には電子メールの一形態であるメーリングリストが起爆剤となった。

105分科会は二年度（第2期）から創設された。分科会はそれぞれ別の目標（た

とえばUVカード（紫外線検知カード）の開発など）をもって、　MNIのメンバ

ーで構成されている。ただし、同じメンバーが複数の分科会に参加している。

106ブレーンストーミングは、Osborn（1948）によって開発された創造技法の

ひとつである。ブレーンストーミングは、そこで出されるアイデアの批判をし

ないでアイデア創出の量を増やすことにより、アイデア同士の相互作用から新
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らである。もちろん対面会議も行うことでお互いが補完関係にあり、うまく

機能しているのである。

本研究では、第4章（研究2）で得られた結論を実際の組織で事例検証し

た内容を述べている。具体的には研究2の結論である「メールの有効性の構

造」および「メール・システムのマネジメント・モデル」が事例により検証

されたといえる。

しいアイデアを生み出すのに有効な技法（Osborn，1948）といわれている。

195



企業における電子メールの宥効性の研究

2．研究3の目的

本研究の目的は、つぎの2つである。

第5章ネット・グループにおける電子

　メールの有効性の研究（研究3）

①メールの有効性の構造についてネット・グループでのメールの影

　響という事例から検証すること

②メール・システムのマネジメント

　ループの事例から検証すること

・モデルについて、ネット・グ

　第4章で述べた研究2はアンケートによる調査・分析でサンプル数は多い

が、実際そこで得られた結論である「メールの有効性の構造」および「メー

ル・システムのマネジメント・モデル」が現実の組織において、どこまで適

用できるものかどうかを事例検証することが本研究の目的である。もちろん

本研究は・単独の企業ではなく複数企業の代表者から構成される組織とし・う

制約はあるが、少なくてもそのような組織において、研究2の結論が検証さ

れるのかどうかを見極める目的で行ったものである。

　なお、本研究の骨子は学会研究発表論文「中小企業のネットグループにお

ける電子コミュニケーションの影響について」『情報処理学会、研究報告』

（2002－IS・82，　Vo1．2002，　No．82，　Nov．2002，　pp．33－40）』に基づいているが、

その後の調査で研究内容を大きく加筆している。　　　　　　　　　’
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3．分析のフレームワーク

　MNIの活動を追う前に事例検証を行う視点としてメール・システムの分

析フレームワークを図表5－1に示す。同図表は、第4章（研究2）の「メー

ルの有効性の構造（図表4－13）」と基本的には同様のものであるが、アウト

プットの矢印線にイネーブラー一　lo7（変革の促進要因）が付記されている点

が異なっている。

メールの環境 有効性の変数

メディアリッチネス メール利用度

タスク タスク定形度

①②③④

《＋）メールの有効性

i十）

コンテクスト依存度 伝達困難度

＼　イネーブラー

i変革の促進要因）
管理システム 管理の強さ

　　　　　注：①～④は有効性への影響度の強さの順番

　　　　　（十）はプラスの影響、（一）はマイナスの影響

図表5・1分析のフレームワーク

　同図表5－1の有効性の変数の「メール利用度」はメディア・リッチネスか

ら導かれたものであり、「タスク定型度　tos」はタスク（メールを利用する業

務のこと）から導かれたものである。「伝達困難度」はコンテクスト依存度

から導かれた変数であり、「管理の強さ」は管理システムから導かれた変数

である。管理の強さはメール・システムをコミュニケーション・メディアと

して管理する方針や制度を含めた体系のことである。ここでネット・グルー

プにとってゆるやかな管理が望ましいという仮説をたてるが、これはWeick

107イネーブラーについてDavenportは、変革を促進する手段としている。

（Davenport，1994、伊東，2003a，　pp．17－18）

108タスクの定型度が高ければそこで交わされるメッセージは比較的定型のも

のが多いと想定できる。反対に定型度が低ければ、定型のメッセージが少ない
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（1976）のルースリ・カップルド・システムから導出している。そしてこ

れら4つの変数がネット・グループの組織にどのように影響するかを事例検

証するものである。

　つぎにメール・システムのマネジメントについて、第4章（研究2）で提

言したモデル（図表5・2）がネットグループでも有効であるかどうかを事例

検証することも行う。

藷

↑

茎

ζ

ζ

↓

義

　　低いく一一一一一タスク定型度一一一一一レ　高い

図表5－2メール・システムのマネジメント・モデル

定型的利用領域

非有効領域

定型的利用を高める
2 1

3 4

革新的利用領域

イノベージョンを生む
非有効領域

利用を高める

■

l

II．

曹

と想定できる。
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　　メールの有効性の研究（研究3）

4．対象組織と活動年度

　ここでは具体的なネット・グループ組織への影響をみていく前に本研究の

対象組織と活動年度について述べる。

4．1対象組織

　MNIは、当初は共同で展示会（テクノピア2000東京iO9）に出展するた

めのネット・グループとして2000年3月に結成された。結成年度の2000

年10月のMNIの会員企業と、2003年8月現在の会員企業をそれぞれ図表

5・3、図表5－4に示す。

図表5－3MN　1会員企業（2000年10月現在：第1期）

No． 会社名 株／有 住所
資本金
i万円）

社員数
i人） 創業年

1
A社 株 板橋区 1，400

3 1968

2
B社 株 板橋区 1，000

14 1947

3
C社 株 板橋区 1，000

9 1950

4
D社 株 板橋区 1，000

9 1964

5
E社 株 板橋区 1，000

4 1959

6
F社 株 板橋区 1，000

3 1996

7
G社 有 板橋区 560 4 1953

8
H社 有 板橋区 300 10 1966

9
1社 有 板橋区 300 7 1970

10 J社 有 板橋区 300 6 1964

11
K社 有 板橋区 300 6 1970

12
L社 有 板橋区 300 5 1957

13
M社 有 旧浦和市

300 5 1960

14
N社 有 板橋区 300 5 1970

15
O社 有 川口市 300 5 1987

16
P社 有 板橋区

300 4 1948

17
Q社 有 板橋区 300 3 1955

18
R社 有 板橋区 300 3 1974

19
S社 有 板橋区 300 3 1981

20 T社 有 板橋区 300 1 1970

一　事務局　　有　　　板橋区　　　300　　　1　　　1998

t注1：資本金・社員数の多い順および創業の古い順に並べている

★注2：グレー部分は2003年度まで継続の企業（事務局を除く）

lo9「テクノピア2000東京」は製造技術の総合展示会で出展社数252社、28

団体、2000年5月31日～6月3日まで東京ビッグサイトで開催された。
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　MNI発足時の会員企業は、資本金1，400万円以下、社員数14名以下（社

長を含む）の小規模企業で、平均社員数は5．5人である。創業はもっとも古

い会社が1947年で、株式会社6社、有限会社14社である（図表5－3参照）。

　事務局は中小企業の診断および支援をビジネスにしている有限会社社長

が担当している。事務局である同社は、ビジネスとしてMNIの事務作業と

コーディネート活動支援のプロジェクト全体のマネジメントを担当してい

る。同社社長はプロジェクトのメンバーではあるがMNIの正規メンバーで

はない。

　またMNIとしての物理的な事務所は存在しない。そのため、　MNIの例会

は通常、板橋区の関連施設内にある会議室をその都度借用して開催している。

分科会の会議の場所も同様である。

　　　　　　　　図表5－4MN　1会員企業（2003年8月現在1第4期）

Nα 会社名 株／有 住所
資本金
i万円）

社員数
i人） 創業年

1
u社 株 板橋区 1，000

16 1945

2
V社 株 練馬区 1，000

15 1958

3
B社 株 板橋区 1，000

14 1947

4
D社 株 板橋区 1，000

9 1964

5
E社 株 板橋区 1，000

4 1959

6
F社 株 板橋区 1，000

3 1996

7
G社 有 板橋区

560 4 1953

8
L社 有 板橋区 300 5 1957

9
M社 有 さいたま市 300 5 1960

10
N社 有 板橋区 300 5 1970

11
O社 有 川口市 300 5 1987

12
P社 有 板橋区 300 4 1948

13
W社 有 板橋区 300 4 1973

14 Q社 有 板橋区 300 3 1955

15
T社 有 板橋区

300 1 1970

16
X社 個 板橋区 0 3 1989

17
Y社 個 板橋区 0 1 1999

18 個人 個 板橋区
0 1 個人

一　事務局　　有　　　板橋区　　　300　　　1　　　1998

★注1：資本金・社員数の多い順および創業の古い順に並べている

t注2：グレー部分は2000年10月から継続の企業（事務局を除く）

MNIの会員企業の推移に関しては、当初の会員企業20社（事務局を除く）

200



企業における電子メールの有効性の研究 第5章ネット・グループにおける電子

　メールの有効性の研究（研究3）

のうち、2003年8月まで継続しているのは、6割にあたる12社（図表5－3

のグレー部分）である。MNIの2003年8月現在の会員は18社（ただし2

社は個人企業、1名は個人会員）である（図表5－4参照）。現在の平均社員

数（社長含む）は5．7人と2000年10月にくらべ多少増えている。これは

新しく参加したU社とV社の従業員が比較的多いためである。

MNIのようなゆるやかな組織であるネット・グループは移動が激しく、

MNIは、多いときは22社が参加していたが、1年で退出していった会社も

あり、前述のように現在まで3年以上継続しているのは現会員企業（個人を

含む）の66．7％にあたる12社（図表5－4のグレー部分）である。

4．2活動年度

　MNIは板橋区商工振興課の応援や地域中小企業診断士の支援により、旧

通産省の「コーディネート活動支援事業」を2000年5月に申請し、同年7

月にその承認を受けた。その翌月（8月）から「MNIのコーディネート活

動支援事業（以降ではMIひP（ものづくりネット板橋コーディネート活動プ

ロジェクト）と略す）」が開始された。

MIC－Pは当初、企業経営者と中小企業診断士からなるコーディネータ（5

名）、大学教員、中小企業診断士、シンクタンク社員からなる専門家委員110

（6名）、およびコーディネートを受ける対象企業のメンバー（MNI会員）

で構成された。MIC－Pは2000年8月に開始され翌年2月に終了したが、そ

の後も合計4年間支援活動を続けることになった。支援期間は筆者が参加し

た各年度のプロジェクトの実施時期であり、以下のとおりである。

　　　　①2000年8月～2001年2月（第1期）

　　　　②2001年8月～2002年2月（第2期）

　　　　③2002年8月～2003年2月（第3期）

110コーディネータ、専門家委員に関しては、高島（2001）、および人木（2001）

に記載。筆者はMIC・Pの専門家委員の1人として初年度（第1期）から4年

度（第4期）まで参画した。
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　　　　④2003年8月～2004年2月（第4期）

　この間、当初の支援メンバーから変更があったがコアとなる約半数のメン

バ・一一・・はそのまま継続している。
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5．MNIの活動とメールによるコミュニケーション

5．1MNI発足時（第1期）

　MNI発足の理由は、4．1で述べたように「テクノピア2000東京」へ共同

出展するためであった。共同出展の成果として、6月に今まで取引のなかっ

た企業から注文の問い合わせが来るようになったが成約に結びつくものは

なかった。そのため展示会が終わると、ビジネス目標として掲げた共同受注

をどのように実現するのか考えあぐんでいる状況で、この時期の活動は停止

状態であった。

　この時期の各社の通信手段は電話とFAXのみであった。ビジネス規模111

からみるとそれで不足ないともいえる。しかし、MNIの将来へ向けての議

論は、月に1回の会合以外に意見交換する手段をもっていないという問題を

はらんでいた。そしてその年の5月に申請した旧通産省の「コーディネTト

活動支援事業」の許諾も決まらない中でなにも起きなかった。

5．2MIC－P発足時（第1期）

　2000年7月に「コーディネ・一ト活動支援事業」が許諾され、8月から外

部支援者を含めたプロジェクトとしてのMIC－Pの活動が始まった。しかし

MNI会員の中には、「補助金がおりてしまったから余計なアウトプットを

出すために無駄をやらされているという被害者意識」を持つメンバーが何人

もいる状態であった。

MIC・Pでは、毎月1，2回の会合とそれに合わせて勉強会としてのセミナ

ーを開催したが、そのときだけ参加して帰るという状態が続いた。「共同受

注へ向けての活動の具体化」、「情報共有へ向けての活動」、「外へ向けての

情報発信」という活動の3本柱は立てたものの具体的内容がなにも決まらず、

ただ時間だけが過ぎていった。

　メンバーからは『MIC－Pの目的が分からない。』とか、『コーディネート

111明確な売上高は未入手であるが、事務局によると、年間￥1千万円から￥数

億円の範囲である。
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活動のための報告書作成に貴重な時間をとられるのは困る。』という後ろ向

きな発言が多く出た。つまり彼らにとってMNIの活動は他人事なのである。

コーディネータや専門家委員の間ですら月1，2回の会合では意見がまとま

らず、平行線に終わることも多かった。MNIというネット・グループは形

だけで、組織としての機能をほとんど果たしていない状態であった。この段

階ではせっかく編成されたコーディネータ・チームも組織の活性化にはなに

も貢献していない状態であったし、間違えば組織が崩壊しかねない状況でも

あった。

　上記の状態を打開するため、専門家委員から電子メールの一形態である外

部提供の無料メーリングリスト（メー一リングリストと略す）を利用してはど

うかという提案がなされた。しかし、『無料でも電子メール宋尾に宣伝文が

付くのでよくない。』とか・『セキュリティ面がたいへん不安だ。』といラマ

イナス面のみが誇張され、メ・一　Yングリストの使用はペンディングとなった。

　対案として、MNIのHP（ホームペ・・・・…ジ）を開発し、その電子メール機能

を使えばよいということになったが、肝心のHPはなかなか立ち上がらなか

った。HPはMNIのメンバーのうちIT（情報技術）に明るい者が主導で

進めることになったが、現業が忙しい中での着手のため仕様決めが進まず、

なかなかHの目をみない状態が続いた。結局且Pはその後4ヶ月たってよう

やく立ち上がる状態であった。最初の時点では、情報技術に詳しいキーメン

バーがイネーブラー（変革の促進要因〉となるべきところが、結果的にその

反対のディセーブラー112（変革の阻害要因）となっていたといえる、

5．3メーリングリスト利用開始以降（第1期）

HPの電子メールが立ち上がらない状況を打開するために、まずはMNI

112ディセーブラーは一般的な言葉ではないが、イネーブラーの反対語として、

変革を阻害する要因、すなわち「変革の阻害要因」として本論文では使用して

いる。ディセーブラーについては竹之内・伊東eta1．（1994）および伊東（2003a，

PP・18・19）に述べられている。
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　メールの有効性の研究（研究3）

の正規メンバーではないコーディネータの中心人物と専門家委員だけで、

MIC・Pの方針を議論する昌的で、同年9月にメーリングリスト113（図表5－5

のID　17）を強制的に立ち上げた。参加人数は7人と少なかったが、全員が

普段メールをよく利用している者たちのため、メーリングリストの効果は期

待以上のものがあった。すなわちコーディネー一一・・タと専門家委員との間の意見

交換という相互作用により、毎月のMIC－Pの会合において彼らがリ・一・－m・・ダー

シップがとれるようになったからである。この小さな成功をつくったことか

らMIC・Pが始動し出したのである。

　このように、電子メールの一種であるメーリングリストを対象組織の周縁

にまず適用し、小さな成功をおさめたことにより参加メンバー間の相互作用

のみならず全体のコミュニケーションが促進されたのである。すなわちそれ

ほど時間を待たず、プロジェクトの方向性や新企画などを議論する場として

同メーリングリストが有効に機能しだしたからである。

　MIC・Pの7名による、メーリングリストの利用は対面コミュニケーショ

ンを補完する効果を十分に果たした。たとえば、メーリングリストにより、

MIC－Pの運営の仕方や今後の方針などについて、積極的な議論の交換やア

イデア創出に大いに役立った。このような利用のされ方から、不確実性の削

減だけでなく一部多義性の削減まで拡大されたメディア・リッチネスが高い

ところまでメーリングリストが活用されたものと考えられる。

　その後同年10月にはMNIメンバーの有志からの発言で、メーリングリ

ストをMNIの正規メンバー間でも利用しようという提案がなされた。当初

利用できるメンバー（パソコン所有者）から電子メールとメーリングリスト

を使うようになった（図表5－5のID10：このメーリングリストは、2003年

現在は外部会員向けが中心であるが当初は正会員のみが利用した）。

113無料メーリングリストとしては世界最大のユーザー数を持ちYahoo社提供

のegroupsを利用した。これは単なるメーリングリストのみでなく、過去メー

ルの蓄積、スレッド機能、共有フォルダー機能、アンケート機能などが充実し

ている。ただしMNI会員のほとんどはメv・一・…リングリスト機能のみを使ってい
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　　メールの有効性の研究（研究3）

　さらに11月にはMIC－P専用のメーリングリストも開設された（図表5・5

のID9）。

　しかし、ここでの問題はMNIのメンバーの多くが会社にパソコンを設置

していない（パソコンの設置は6社で、電子メールが使用できるのは3社の

み（事務局を含めて4社））という状況であった。『ものづくりの仕事は電話

とFAXさえあればできる。』、『パソコンは難しいし、使えるようになるま

で面倒くさい。』という意見が先に立ち、それまでパソコンの利用価値が認

識されていなかったのである。メーリングリストを使うためにはまずパソコ

ンの使い方を学び、その便利さを認識する必要があった。

　それでもMNIへのメーリングリスト導入により、毎回電話とFAXで連絡

していた事務局との情報交換の作業は3割ほど軽減された（事務局と頻繁に

情報交換する企業がメーリングリストを利用できるようになったため）ので

ある。

図表5－5MNlのコミュニケーション・メディァ（2003年6月現在）

ID 種類 提供 アドレス 開始年月 参加数 件数 用途

1
メール mono－net info＠m。nrnet．　gr．　jp 一 会代表 一 MNIの窓口用

2
メール 一 事務局受発信メール 2000年7月 一 2，839 情報伝達用：汎用

3
メール mono－net NNN＠mono－net．　gr．　jp 一 一

62 電子ホタル開発用
4 メーリングリスト

mono－net mono－ml＠m］．mOI10－net 2001年3月
21

6，380 協働受注ビジネス用
5 メーリングリスト

mono－net a1＠ml．mono¶et 2003年2月 10 80 アルミ半打田付開発用

6 メーリングリスト
・mono－net UV＠m1．mono－net 2002年3月 10 302 UVカード開発用

7 メーリングリスト
eg「oup mono－net＿PC＠egroups 2003年4月 55 72 パソコン教室用

8 メーリングリスト
eg「oup mono¶Ono＠egroups 2001年10月 38 394 会員インフォーマル用

9 メーリングリスト egroup MIC－project＠egrops 2000年11月 49
2，070 コーディネータ活動用

10 メーリングリスト
eg「oup mon。－net＠egroups 2000年10月

234 550 外部会員（お客様）用

11 ホームへ㌧ジ mono－net ㎜．皿ono－net．　gr．　jp／ 2000年12月 一 一 会のHP／外部広報

12 グループウェア HotBiz HotBiz 2001年9月 21
一

会員グわプウェア用

13 FAXサーバー 皿ono－net 一 2001年9月
21

一 協働受注ビジネス用

ユ4 電子会議室 mono－net 一 2001年9月
21 17 共有フォルダ：資料掲示

15 電子掲示板 mono－net 　 2001年9月 21 63 特定話題用
16 チャット mono－net 一

200ユ年9月 21
一 おしゃべり用

17 メーリング豚ト egroup monodukuri＠egroups 2000年9月
7 84 コーディネータ委員用

’表中のグレー部分は、メールまたはメーリングリストである

る。

■
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　メールの有効性の研究（研究3）

5．4パソコン教室開始以降（第1期）

　まずはパソコンに慣れるため、板橋区が管理するパソコン教育施設を安く

利用させていただき、そこでMIひPのコーディネータの中で、パソコン操

作に慣れている者が先生となり、自主的なパソコン教室が12月に開始され

た。パソコン教室へ参加するとそれまで毛嫌いしていたメンバーの多くは、

もともとものづくりの高度なスキルやノウハウをもつ人たちのため、意外と

習得が速くまたパソコンに興味をもつようになった。さっそく自社用のパソ

コンを購入する動きが何社にもみられた。

　第1期に計4回開催されたパソコン教室114の成果で、MNIメンバーのメ

ーリングリストが本格的に機能しだした。メーリングリストを使いだすと彼

らは、「相手を煩わせないで結構なことまで情報交換できること」を認識し

だした。すなわち、「複数会社での製造工程のやりくり」、「MIC・Pの進め方

への議論」、「将来のビジネスへ向けての議論」などがメーリングリスト上で

交わされるようになった。まだまだ多義性の削減のレベルまではいかないが、

メンバー間の情報交換に電子メN－一一・一ルがよく使われるようになった。この段階

では、それまでディセーブラー（変革の阻害要因）として存在していたキー

メンバーも、イネーブラーに変わって迅速なコミュニケーションに大いに寄

与することになった。

5．5HP立ち上げ以降（第1期）

　2000年12月にようやくHP（図表5－5のIDU）が立ち上がり、MNIの

中心となるよりどころができた。しかし、HPサイトの中のメーリングリス

｝・（図表5・5のID4）は結局年を越してしばらくしないと使えない状況であ

った（2001年3月より稼働）。

HPは外部にレンタルサーバーを借りる形で立ち上げた。このレンタルサ

f’ oーのリモート（遠隔）システム管理や、レンタルサーバーへ送るための

114開催日は12月9日、12月16目、1月26日、2月15日であった。
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　メールの有効性の研究（研究3）

ファイルを作成するサーバー（ホームページ作成サーバー）の管理はMNI

のメンバーが自主的に行っている。

　『HPを更新しました。』というメッセージがメーリングリストで流され

ると、メンバーからメ』リングリストでその感想が即座に送られるようにな

った。以下はMNI会員からメーリングリストのID9に送られたHP改訂内

容をみての感想である。

　皆さん会のHP見てください。

　僕も数日振りに見てみたら、大変身してますよ！！

　近々会員の方のHPもアップされるようです。

　絶対見て下さい。

　　xxさん！すごく良いですよ。感謝感謝！！

　HPのURLはこのメールの最後の署名欄にあります。

　”有限会社XXXXXX”山本一郎（仮名）

以下もMNI会員からID9に送られた年末のメッセージのひとつで、1年

間の活動に関する感想でメ・一一　yングリストなどの活用で意識が変わってき

っつあることがわかる。

　毎々お世話になっております。（有）XXXXX山田太郎（仮名）です。’

　今年1年間、皆様にはほんとうにお世話になりました。

　ありがとうございました。

　　∫ものづくりネット板橋」に参加をしたおかげで、私ひとり・弊社1社で

　はなかなか経験できないことを体験できました。

　　「テクノピア2000東京」「いたばし産業見本市2000」に出展。会

　員相互の工場見学会や例会・会合後のワイガヤ”では皆様との親交を深め

　ることができ、お酒もちょっぴり飲めるようになりました。各セミナーで

　は、多様なお話しが拝聴でき、情報の引き出しの数を増やすことができま

　した。また、9月には「ものづくりネット板橋」空中分解の危機！があり、

　打ち合せを繰り返し、・・悩んだり、かっか”したことを思い出します。

　各位がメールアドレスを保有してメーリングリストによる情報交換がで
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　メールの有効性の研究（研究3）

きるようになりました。そしてホームページの作成～開設へと継続してい

ます。また、12月にはパソコン教室が2回開催され、基本から教わるこ

とができました。

感謝！でいっぱいです。

　第1期の終了時期（2001年2月）になると、ほとんどの会社（21社（1

社増加）中19社：90％）にパソコンが導入され、メーリングリスト上で情

報交換できるようになった。見積の情報交換はHPサーバー提供のメール

（2001年3月からはメーリングリストへ移行）で、それ以外はメーリング

リストで、という自主的な使い分けもされている。見積の過程では定型的な

メッセージが交換されるので、これはタスク定型度の変数で捉えられる。研

究2で提言したメール・システムのマネージメント・モデルの中にある定型

的利用領域の管理とその利用が、まさに活かされる使い方をしていた。

図表5－6剛1の主なメール／メー1」ングリストの件数推移（2000年7月一2003年6月）

2000年 2001年lD
　　　　　　　　　　　　　年月

Aドレス
7 8 9 10 て1 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2
事務局受発信メーノレ

91
｜20

109 244 86 54 85 88 50 94 41 40 84 61 86 135 78 73

4
m㎝0¶1＠9W、㎜0¶et

61 110 367 381 476 273 460 365 428 152

8
㎜o¶㎝o＠egroups

10 26 1 4 46 4 7 6 19 23

9
MK㍗project＠egr〔山ps

79 55 128 124 60 43 37 17 28 26 60 57 75 26

10
m㎝〔団et＠egrOUPS

60 176 57 88 52 72 7 1 1

17
㎜odukuri＠egroups

35 27 20 2

≡ 各月合計
91 120 144 331 361 166 301 274 269 247 3 442 637 364 613 563 600 275

一 半年合計 7～12月までの合計1，213 1～6月までの合計：1，986 7～12月までの合計3，052

lD 2002年 2003年 合計　　　　　　　　　　　　　年月

Aドレス
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

2
事務局受発信メーノレ

65 13｜ 99 63 45 39 69 96 69 109 90 38 49 81 34 43 46 54
2，839

4
㎜0刊1＠9W．㎜㎝et

208 337 287 169 298 215 262 212 144 237 131 74 130 120 95 103 128 157
6，380

8
㎜〔浦㎝o＠egroups

24 26 11 6 17 27 10 14 8 5 8 12 14 21 9 4 16
脆

394

9
MICつroject＠egr㎝ps

113 92 15 15 44 5 8 85 186 111 133 105 124 96 69 30 15 9
2，070

10
m㎝o－net＠egrα」ps

2 3 2 1 1 1 5 1 1 1 1 1 2 3 1 4 4 2 550

17
m㎝odukuri＠egroups

84

一 各月合計
412 589 414 254 405 287 354 408 408 463 363 230 319 321 208 184 209 238

12β17

≡ 半年合計 1～6月までの合計：2，361 7～12月までの合計2，226 1～6月までの合計：1，479

またメンバー会社の会社紹介もHP上に公開された。この段階では、メー
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　メールの有効性の研究（研究3）

リングリストとHPという電子メディア同士の相互作用が相侯ってMNIと

いうネット・グループの進展に大きく寄与したといえよう。

5．6二年度の状況（第2期）

　2年度の「コーディネート活動支援事業」が2001年8月に再開された。

MNIメンバーの意識は2000年夏の状況とは大きく変わった。『自分たちで

もなにかできるぞ。』と発言する者が多くなってきた。具体的には2000年

秋までは『共同受注などはできない。』と言っていたのが、『自分たちのでき

る範囲で共同していけばよい。』と前向きの発言をするようになってきた。

　共同受注という言葉は「協働受注」へと変わった。すなわち、受注に向け

てともに働くという方向で活動することが目的であって、共同受注はその手

段のひとつである、と認識するようになった。たとえ共同受注ができなくて

も「仕事の協働」ができれば、その方がビジネスにはよいではないか、とい

う考えからであった。

　各地で小規模企業同士がネット・グループを結成し、共同受注を目標に活

動しているが、なかなかうまく実現しない。それは共同受注という言葉にこ

だわりすぎるためではないかとも考えられる。

700

600

瑚

伽

3co

姻

tco

0

1＋事務局受発借メール

．一

＋mono－ml＠蜘．mono¶et

{mono－mom＠eぽouρs

@　monrn醜＠e8roups
ｨ←MIC一μ’qiect＠egroups

{mono山kur＠8grOUPS

{各月合計

味℃　　　〆▲　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝ ◆

78910tlt212345678910tf1212345678910t「t21234562000年　　　　　2001年　　　　　　　　　　　　　2002年　　　　　　　　　　　　　2003年

！l

l

図表5・7MNIの主なメールiメーリングリストの件数グラフ（2000年7月一2003年6月）
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　メールの有効性の研究（研究3）

　さて、MNIのメンバーが柔軟な考えをもつことに関して電子メールとメ

・一一 潟塔Oリストの果たした役割は大きいといえる。すなわち毎日のように誰

かが電子メールやメーリングリスト上に意見を送っている115。たわいもな

い意見もでるようになったが、これはメンバー間のコミュニケーションが抜

群に改善されたためである。

　協働受注も電子FAXシステム（FAXサーバーと呼ぶ）の採用でスムーズ

に進められるようになった（2001年9月に稼働）。それまで1社毎に主に事

務局が手動送信していたのが、FAXサーバーの共有フォルダーに自動的に

FAXデータが受信されるようになった。そして自動的に会員企業にFAXが

きたことをメール送信するようにシステムが作られ、会員は共有のフォルダ

でFAXを確認するしくみになった。

2年度の春（2001年4月）に戻るが、その時点で「共同開発による新た

な製品を作りたい。」と言い出す者が出てきた。以下はMNI会員からID9

に送られた新しいものを作りたいというメッセージである。

　XXXの斎藤（仮名）です。・

　先ほどNHKの番組で私たちと同じ様な活動をしているグループを放送し

　ていました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　道路の白線を引く機械を共同で設計、製作してホ…一一ムページに載せる。

　パソコン教室などは私たちと同じようでした。でも、私たちより「1歩先

　をいっている」と感じ、何かしなければと、ちょっとあせりを覚えました。

　　「必要は発明の母」と申します。何でもいいからアイデアを持ち寄って話

　し合いましょう。私が思い付くとfそんな物あるよ」と云われてしまいま

　す。

115電子メールとメーリング・リストの合計件数は、多い月で637件（約21

件／1日）である。2001年以降の少ない月で、184件（約6件／1N）である（図

表5：5参照）。ただし、これらは主要な電子メールとメーリングリストの合計の

みである。
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　メールの有効性の研究（研究3）

それに追随する者も何人か出てきて、MNIとしての意識の一体感が強く生

まれてきた。共同開発の分科会が3つでき、分科会では5つの試作品116が

生み出された。そのうちの一つである紫外線検知カード（UVカード）が3

年度では商品になっている。

　また、HPを活用した仮想的な製品展示会（バーチャル展示会）を2002

年i月中旬から3月末まで開催した。この展示会は予想以上の述べ7，000

というHP来訪者をカウントした。

以下は外部の方から寄せられた同展示会に対する感想のメールである。

　　A氏：

　早速、サイト訪問させていただきました。

　大変面白いサイトですね！！

　期限付きというのはちょっと勿体無いように思います。いろいろな形で発

　展する余地があるように思います。例えば、（思いつきで恐縮です）

　1．もう少しプn向けの表現を充実させて受発注へとつなげる（製品を計測

　器にかけた場合の誤差などを見えるようにするなど）

　2．何らかの児童用の教育コンテンツや、（特に地元板橋での地域教育など）

　全く技術を知らない人用のコンテンツとしての活用（製造工程が動画など

　で見えるようにするなど）

　今後ともじっくりウォッチさせていただきます。

　こうした活動は、各種雑i誌にも紹介され（たとえば日経IT21，2002）、そ

れがMNIメンバーの意識変化にさらにポジティブに影響した。

MNIというネット・グループが短期間でここまで進展してきたのは、メ

116共同開発としては、2年度・3年度継続したものに、UVカードの「空見ち

やん」とネーミングした製品、展示用にパソコン・周辺機器およびディスプレ

イを内蔵した展示ディスプレイ、金属材料のみで共同製作した水車小屋がある。

さらにアルミ半田がベテランでなくてもできる半田駆動装置や展示用電子ホタ
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v－一・・ 潟塔Oリストを中心とするコミュニケーションが組織の活動と変革に大

きな影響を与えたからであるといえよう。

第2期において・一部のメンバーの間ではメディア・リッチネスの比較的高

いレベルまでメールの活用ができるようになってきた。たとえば、加工を共

同作業で行う際の問題のアイデア出し、展示会のレイアウトの工夫や分科会

が開発している試作品を紹介するパンフレットの作成（キャッチ文や文章の

レイァゥト）などもメールで迅速に行われるようになったからである。コン

テクスト依存度の面でみると、定型的なメッセージはより正確に書くように

なり、メディア・リッチネスの比較的高い領域でも低い領域でもコンテクス

トに依存してメッセージを省略すると、うまく伝わらないということも学習

できてきていた。

5．7三年度の状況（第3期）

　3年度の2002年8月からは、これまでの集大成として「協働新事業開発」、

脇働新製品開発」、「協働受注」、「情報リテラシー」の4つの目標に取り組

んだ。分科会もさらに増え4つが立ち上がり、2年度より高い意識で活動が

進められた。

　以下はこうした協働受注活動の中で受注を獲得したMNIメンバーから

ID4のメーリングリストへ送られたメッセージである。

　皆様の協力のおかげで無事、今日納品することができました。

　Uさん・Vさん・Wさん・Xさん・Yさん・Zさん

　本当にありがとうございました。

　この場を借りましてお礼の挨拶に代えさせていただきます。

　誰か抜けてたらごめんなさい∧〈；

　またよろしくお願いします。

　有限会社　XXXX佐藤一郎（仮名）

ルの製作がある。
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　また協働開発も積極的に進められ、総金属で作られたディスプレイ用水車

小屋の開発にもメーリングリストが大いに利用されている。以下はその一例

である。

　水車の切り抜き加工が終了しました。

　が、水車自体の重量が結構重たいんです。O．76Kg有ります。数値で表

　現すると軽そうですが、持つとチョッと重たい感じです。アルマイト加工

　をしてしまうとワイヤーでの加工は出来なくなってしまいますので（通電

　しない為）、その前にXさん、Yさんに現物を見て頂き相談に乗って頂き

　たいと思います。

　よろしくお願いします。

　加工途中の画像はhttp：〃wwwxxxxxxxx．htm　に乗せてあります。

　会社より　　佐々木一郎（仮名）

　こうした協働開発のための分科会は、いまではそれぞれ自立的に進められ

ていて、MNIの活動はより複雑になってきた。

　ところで、MNIの中心であるHPの中にはグループウェア117も構築され、

ビジネスに直結する情報交換に利用できるようになった。しかしメーリング

リストの方がはるかに多くのメッセージ伝達に使われている。その理由はメ

ーリングリストの操作の単純さとそこから得られる情報交換のメリットと

いうパフォーマンスのよさのためであると思われる。グループウェアはスケ

ジュール管理、居場所連絡、電子掲示板、共有フォルダー、電子メールなど

があるが、グループウェアを利用するのに登録が毎回必要なため、手軽で便

利なメーリングリストか電子メールに利用が偏ってしまうのである。

　ところで、10月になってMNIから一度に4社が脱退するという危機i的な

ケースが起きた。今までは『MNIの活動についていけない』とか、『自社に

メリットがないから』と脱退する会社が1社ずつあったが、今回のケースは

脱退した会社が別グループを結成し、新しい活動を始めるということである。

117グループウェアとしてはHotBizを使用。
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　メールの有効性の研究（研究3）

MNIのコアメンバーの者たちはその動きを強いて反対せず、ネット・グル

＿プの発展形として捉え、敢えて引きとめはしなかった。MNIのメンバー

にはかえって自分たちが価値あるものをこれから開発していかなければな

らない、という大きな刺激となった。脱退した彼らも12月のMNIの忘年

会には参加したのだから当ネット・グループの底力がここにあるといってよ

いだろう。

以下は毎月開催されている例会の感想をメーリングリスト（ID9）に送っ

たものである。

　今日（昨日？）の例会は皆さんありがとうございました。

　今回は久々の出席でしたが、私がちょっとサボっている間にみんな驚くほ

　　ど積極的になっていてビックリしました。

　　う～んみんなネコかぶっただけで、実はスゴイのね。参りました！

　　これからのものづくりネット板橋の大躍進が目に見えます。

　これからも頑張って日本のものづくりをリードして行きましょう！！

　　侑）XXXX佐藤一郎（仮名）

こうした自由な発言ができるのもMNIのメーリングリストのよさである。

5．8四年度の状況（第4期）

　4年度の2003年8月からは、第4期のコーディネート活動支援プロジェ

クトps開始された。2003年度から経産省のコーディネート活動支援事業も

装いを変え、より明確なアウトプットが求められるようになった。すなわち、

今まで対象組織と外部との「マッチング・ビジネス」のような比較的達成し

やすい目標も対象になっていたが、今年度は対象から外れ、「新製品開発や

共同受注などによるビジネスの変革」のみが対象となった。

MIひPの目標も4年度は、「協働開発・協働製作」、「新規事業化」、「協働

受注」の3つの目標に取り組んでいる。分科会も5つ設けられ、新規事業開

発へも積極的に取り組んでいる。

しかし問題がないわけではない。一番の問題は、取り組む目標が多いのに比
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　メールの有効性の研究（研究3）

べてMNIのメンバーが少ないことである。会員は17社と1個人であるの

で、7つのテーマ118に対して・それぞれ構成員が6、7名とすると、3つ以

上重なって分科会に参加しているものがほとんどである。分科会活動も大事

だが、MNI以外の各社の本業ビジネスもあるので、そのバランスに苦しん

でいる会社も多い・しかし、MNIの活動を二の次にしては彼らの将来はな

いことを強く認識しているので、悪戦苦闘している状況である。

期間

合計件数

　第1期 　第2期
r－一一一・L－x

　第3期
，t－一一一一一A－一一一・1

2000年後半

1，213

2001年前半

1，986

2001年後半

3，052

2002年前半

2，361

2002年後半

2，226

2003年前半

1，479

3，500

3，000

2，500

ZOOO

1，500

1，000

500

0

難

2騨三前≠°°1年後半

織

前半2°°2年後半　2留華

図表5－8　MNIの主なメール∫メーリングリスト半期件数く2000年後半一2003年前半）

　ところで、MNIにおける電子メールやメーリングリストの件数は2001

年度をピークに、2002年度以降は毎月比較的平均に推移している（多い月

で16件旧、少ない月で8件／日：図表5－6参照）。半期毎の合計件数も同様

1185つの分科会が担当する7つのテv－・…マはつぎのとおりである。「ホタル・ロ

ボット・システムの開発」、rアルミ半田付け装置の改善」、「メタリック水車の

商品化」、「カン・バッジとチタン活用製品の開発」、rUVカード販売」、　rlT部

会」、「展示会部会」
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　メールの有効性の研究（研究3）

である（図表5’8参照）。特に2003年前半が少ないのは、この時期に分科

会専用のメーリングリストが立ち上がり、一部がそちらへ移ったことも影響

している（分科会のメーリングリストは図表5－6や図表5－7に含めていない

ため）。

　このように電子メ・一ルやメ・一一一・リングリストの利用が減少していることは、

必要なこと、将来役立ちそうなことに電子メールやメーリングリストを使う

ように学習の効果が現れているとからと推察される。

今年度の成果を報告する2004年3月までMNIの活動が期待通りに進展す

ることを願っている。
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　メールの有効性の研究（研究3）

6．ネット・グループと電子メール等の影響

　MNIでは前述のように、数多くの電子メディアを活用している。図表5－5

に示すように、電子メールが3種、メーリングリストが8種、ホームページ・

サイトが1種、FAXサーバーが1種、グループウェアが1種、電子会議室、

電子掲示板およびチャットがおのおの一種（電子会議室からチャットまでは

グループウェアに含まれる機能）である。これらの利用とその影響について

順にみていく。

6．1電子メールの利用と影響

　電子メールは、ID1（MNIの外部からの窓口用）、　ID2（事務局受発信）、

ID3（電子ホタル開発用）の3つである。　ID3はメーリングリストでなく、

通常メールをグループ・アドレスの設定で利用している。ID1～ID3の中で

は事務局とのやりとりであるID2がもっとも多い（合計2，839件：図表5－5

参照）。電子メールがなかったときは前述のように、事務局が電話とFAXで

情報伝達していたので、電子メールによる情報交換の効率化の影響は図りし

れない。

なお、電子メールの一一Ptであるメーリングリストの利用とその影響に関し

ては次項で述べる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

6．2メーりングリストの利用と影響

メーリングリスト8種のうち3種類（ID4～ID6）はMNIが独自運用して

いるもので、残りの5種類（ID7～ID10、　ID17）はegr◎upsを利用してい

る・これらのメーリングリストの利用と影響について個別に以下で述べる。

6・2・11D4（主に協働受注用のメーリングリスト）

　メbuリングリストの中では、ID4の利用がもっとも多い（合計6，380件：

図表5－5参照）。ID4は協働受注用に主に使われているもので、　MNIのフ

オーマルな情報交換の利用が立て前である。しかし、実際にはインフ，t．一一

マルな情報交換にも数多く利用されている。協働受注であれ、ちょっとし

218



企業における電子メールの有効性の研究 第5章ネット・グルー一プにおける電子

　メー一ルの有効性の研究（研究3）

た仲間内の話であれ、どれかひとつのメーリングリストを使った方が便利

であるからといえよう。

MNIではこのように利用を厳格にしていないところに管理の柔軟性が

みられる。

6．2．21D9（主にMIC－P用のメーリングリスト）

　メーリングリストで2番目に多いのがID9である（合計2，070件：図

表5・5参照）。ID9は前述のように、　MNIがコーディネータ活動の支援を

受けているときに、コーディネータや専門家委員と意見交換するために設

けられたMIC－P専用のものである。そのためMIC－Pが解散したとき（各

年の3月から7月まで）は利用が少なくなるが、それでも意見交換され続

けていることがわかる（図表5－6参照）。

　以下はID9のメーリングリストで、外部の先生たちとのやりとりから

よいアイデアをいただいていると、MNIメンバーが述べているものであ

る。

　XXXXの清水（仮名）です。

　XX先生、いつもアドバイスを頂き有り難うございます。

　先生のように私達と一緒になって、問題を考えたり、アイディアを出し

　たりされる方は、そうはいません。それに例会の後の、先生との飲みな

　がらの会話は、楽しい一時でもあります。

　．（以下省略）

　ID9のメーリングリストをとおして、新製品開発における外部からの助

言・提言が彼らの行動に影響を与えていることがわかる。初年度はギクシ

ャクする面も見られたが、2年度以降はMNIと外部との相互作用がスム

ーズに行われているといえる。このように小規模企業からなるネット・グ

ループとしてのMNIにとって、外部の異質な人聞との情報交換は彼らの

意識の変革と新しいアイデアの創出に大いに貢献しているものと思われ

る。
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　メールの有効性の研究（研究3）

6．2．31D8（会員専用のインフオーマルなメーリングリスト）

　MNI会員専用のインフ2h　一一マルな情報交換用に設けられたID8は現在

はあまり利用されていない（394件：図表5－6参照）。前述のようにイン

フォーマルな情報もID4の方を利用しているためである。このことは、

厳密にインフォーマルかどうかわかる情報は意外に少ないことを示して

いるのではないだろうか。そしてインフォーマルな情報も継続されれば、

ビジネスに結びつく情報に変わることも大いにあると考えられるからで

あろう。

　『メーリングリストが変わるとそれまでの議論がとぎれるので始めた

議論は同じメーリングリストで行う。』と、よくメーリングリストを利用

するMNIのメンバーは述べている。メンバーにとって、議論している場

が変わるのはたいへん億劫なのである。それならば、すべてをひっくるめ

てフォーマルな情報交換のID4を利用した方が便利である、という理解

からであろう。

　この事実はわれわれが電子メールのマネジメントを行う際に重要なヒ

ントを与えてくれると思われる。すなわち最初からビジネスに結びつくか

どうかを明確にはいえないことも多いのであり、そのような情報も重要な

ことがあるからである。このような事実に関して最近、一般の企業では、

「外部への電子メール発信の禁止」や「私用メールの禁止」が行われてい

るこ．とをよく耳にする119。こうしたことは事実に裏付けられた対応なの

かどうかが問題である。個人の自己管理のもとでもっと自由に使わせるべ

きであろう。このことについては第6章、結論で詳しく述べることとする。

119第4章（研究2）でも述べたように、アンケ・・一・・トの自由回答欄にこうした

外部へのメール送信の禁止に対する会社の方針に問題を感じている発言がいく

つかみられた。
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　メールの有効性の研究（研究3）

6．2．4　1D5～7（分科会活動用のメーリングリスト）

ID5～7の3種は、各分科会活動用である。　ID5は新製品開発のアルミ

半田付用、ID6はUVカード（紫外線検出カードの開発と同マーケティン

グ）用、ID7はパソコン教室（教室の開催案内や質疑応答向け）用である。

このように目的別にメーリングリストを分けた点が前述のように議論の

一貫性に貢献しているといえる。

　これらのメーリングリストは、開設が比較的最近（順に2002年3月、

2003年2月、2003年4月：図表5－5参照）のため件数はそれほど多くは

ない（図表5－5参照）が、目的別に分けたことが便利であるとMNIメン

バーからも評価されている。

6．2．51D10（主に外部へのメールマガジン用のメーリングリスト）

　ID　10は、当初MNI会員専用にいちはやく設けられた（2000年10月）

が、それがID4（2001年3月）とID8（2001年10月）にバトンタッチ

された（図表5－6参照）。そのことから、2年度からは主にメルマガ（外

部ヘメール・マガジンとして配布を目的とするもの）として利用されてい

る。

　そのため、利用方針を変更した2001年4月からは利用件数がゼロの月

もみられるほど極端に使われていない（図表5－6参照）。ID10の会員は

234名（図表5－5参照）とMNI関連の電子メールやメーリングリストで

はもっとも多いが、件数はたいへん少ないのである（2001年4月から2003

年6月までは合計45件）。

　これは、メンバーが送信した後に管理者の承認を必要とする設定になっ

ていることや、そもそもメルマガを発行するほど余裕がなく、発行する行

為の優先順位が低いことに起因しているといえるだろう。事実メンバーの

一人は、『このメーリングリストは窮屈だから使う気がしない。』と述べて

いた。すなわち、メンバー同士の相互発信が自由にできないという限定さ

れた利用なので、MNI会員も発信する機会がないのである。メルマガ用

と決めたときにそのような使い方に限定してしまった当然の帰結でもあ
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る。MNIのようなネット・グループで利用される電子メディアにとって

は、通常の電子メールのように参加者全員が自由に送受信できるのを歓迎

していることがこの事実からうかがわれる。

6．3ボー一ムページの利用と影響

　ホームページ（HP：IDU）はネット・グループのようなバーチャルな部

分が多い組織では、ネットワーク組織としての拠り所として効果を発揮して

いるといえる。それはMNI専用の事務所がないからでもある。

HPでは、　MNI会員の会社紹介を毎月持ち回りで、会員独自に制作し掲載

してきた。2003年8月で全会員の会社紹介が一巡した（ただし個人会員分

は未完成である）。会社紹介のHP作成をとおして、今まで下請け・孫請け

のみのビジネスに徹していたMNIメンバーにとって、あまり考えたことが

ない『会社の目標の明確化」や「お客様へのアピール項目」などがビジネス

の上で重要であることが認識できてきた。そのことが彼らの意識に新しい変

化をもたらしたことも事実である。

また会社紹介の且P作成は彼らの情報リテラシーの向上に役立ち、それが

電子メールやメーリングリストの情報交換の際のレベル向上に大いに役立

っているといえる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

6．4グループウェアの利用と影響

　グループウェア（ID12：HotBiz）には、　ID14～16の機能も含まれるので

いっしょにグループウェア群としてみていく。前述したように、グループウ

エア群は各種の機能をもっているが、わざわざグループウェアにログインし

てから使わなければならず、ようやく電子掲示板や電子会議室を利用しても、

そこに掲載されている情報は電子メL・・一…ルやメーリングリストの内容と変わ

るものではないので、使い勝手の面倒さが利用にマイナスに影響している。

またチャットはほとんど使われていない。『そんな時間はない』というのが

彼らの本音である。

上記理由のため、MNIの例会で「グループウェア群の廃止」が検討された
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が、レンタルサーバーを使用していれば無料で継続使用できるということで

消極的に継続されている状況である。

　MNIの事例を通してこのようなグループウェアのもつ問題点（機能と使

い勝手のバランス）が確認できた。MNIのようなネット・グループにとっ

ては、電子メールやメーリングリストの使い勝手のよさと機能とのバランス

がもっとも好影響を与えているのである。

無料のメーリングリストであるegroupsはグループウェアに近い豊富な

機能ももっているが、彼らがもっぱら使っているのは純粋にメーリングリス

ト（同報通信）の機能のみである。もちろん情報リテラシーのレベルが高く

比較的時間がとれる一部のメンバーは、メーリングリストの同報通信以外の

機能である過去メールの一覧や、共有フォルダーの利用などを行っているが、

インタビューによると、それも全体の2割程度にすぎないのである。

6．5FAXサーバーの利用と影響

FAXサーバー（ID13）は、すでに5．6で述べたように外部からの見積依

頼に利用している。外部取引先から見積依頼や図面がFAX経由で送られて

くると、それをFAXサーバーが自動的にサーバー内に取り込み、共有フォ

ルダーに上げておく。そしてMNIメンバー全員にFAXがきたことを同報通

信するように自動化されている。以下はそのとき送信されるメールのメッセ

ージである。

　も0）ネットFAXがFAX情報を受信しました。

　WEB上で確認し、担当者にご連絡下さい。

　ものネットFAX　http：〃xxxxxxxx／

このメールを受信したMNIメンバーは、　FAX内容を確認のために共有フ

オルダーを見に行けばよいのである。しかし、『これが以外と面倒である。』

という意見も出ている。いちいちネット上の共有フォルダーを見に行かない
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とFAX内容が確認できないからである。

　また、個別にFAXのやりとりをしていたのと比べると省力化に役立って

いるが問題もある。FAXサーバーは外部委託でなくMNI会員が管理してい

るため、システム管理に手間がかかることが苦労の種である。『本業の合間

にFAXサーバーの面倒をみるのはとても骨が折れる。』と担当者は述べてい

る。最近は外部からのFAXが少ないのに、ウィルス騒ぎなどで毎日のよう

にシステム管理にかかる時間は多く、FAXサーバーをやめてしまおうかと

いう意見も出ており、2003年の8月現在、やめる方向で準備が進められて

いる。

MNIのような小規模なネット・グループではこうしたシステム管理が極

力必要ないようなシステムが望まれる。FAXサーバーまでは無理であるが、

外部のメーリングリストの利用は、そのような管理が必要ないという条件を

満たすものである。

6．6MNIのメール等の利用と影響からの考察

　全体を通してMNIの電子メ・・一・・ルとメーリングリストを中心とするコミュ

ニケーション・システムの管理はできるだけ規制をかけないで誰でも使える

ようにしている点が特徴である。例外として見積などのみ、クローズドのメ

ンバーが使うメーリングリストを利用している。このような電子メール（メ

ーリングリストを含む）のゆるやかなシステム管理の方針が、MNIの活動

への影響を強める方向に寄与しているものと考えられる。第4章（研究2）

のインプリケーションであるメールシステムのゆるやかな管理が、ここで実

現され成功しているといえる。

　またMNIではメディア・リッチネスの低い領域での活用（すなわち見積

など）では、あらかじめマニュアル化して迅速に伝達するように努めている。

また、メディア・リッチネスの高い部分での活用（自由発想して開発のアイ

デアを交換するなど）でも大いにメールやメーリングリストを使っている。

「5・6二年度の状況」のおわりでも述べたが、さらに一例として、アルミニ

ユームの板に誰でも容易に半田付けができる装置の開発（アルソルダーと最
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近命名した）で特許申請まで行っているが、その開発に際しても電子メー・・一ル

による議論が大いに貢献している。

　もちろん．月1回の定例会と専門家委員会（同時に実施）では、ほぼ全員が

顔を合わせてフェース・トウ・フエースのコミュニケーションをとっている。

また月1回の各分科会（分科会独自の日程で開催）でも顔を合わせて電子メ

ールやメーリングリストでは足りない部分を補完している。メンバーは電子

メールの限界も分かっており、顔合わせと電子メールがお互いに補完関係に

なってコミュニケーションにおける相互作用がうまく働いているのである。

　3年度には、電子メールを中心とする電子コミュニケーションの利用もか

なり慣れてきたが反面弊害として、電子メールのやりとりをチャットのよう

に短時間で何度も行う者に対する批判も出てきた。

　また、すでに5．7で述べたように2002年10月に、MNIから1度に4社

が脱退するケースが起きた。脱退した会社は別グループを結成し、MNIと

は異なりもっと小回りが利く新しい活動をしているということである。

Muellerによれば、ネットワーク組織の発展形態の最終段階である4段階目

においてはグループが分化する徴候が現れると述べている（Mueller，1986）。

MNIは、まさにそのような段階になっていると考えられる。
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　メールの有効性の研究（研究3）

7．結論とインプリケーション

　これまでの調査から、MNIでは電子メール（主にメーリングリスト）が

組織の活動に大きな影響を与えてきた。本事例からわかるようにメーリング

リストは、且Pで利用するメールや一般の電子メールよりパフォーマンスが

優れているといえよう。それは簡単に同報機能が扱えることと、とりあえず

送っておくというメーリング・リストがもつ同報機能と電子掲示板的な機能

が便利に使われたからであるといえよう。

よくメーリングリストを使うMNIのメンバーは以下のように述べている。

　　『メンバーへの質問でも、なんでもよいからパソコンが使えるときにメー

　リング・リストへ送信しておく。すると仕事をしている間に誰かがみて返

　事をくれる。新たなアイデアのヒントが得られる。』

　専門家委員とコ・・一…ディネ・一一一・一タの間のメーリングリストで小さな成功を達

成したことに始まり、その後のパソコン教室での学習がうまく機能し、MNI

メンバーの意識が「変わらなければ」と思う方向になってきた。それらが

MNIのイネーブラー（図表5－9の「変革の促進要因」の部分）として働き、

MNIという紐織が大きく変化を遂げることにっながったといえよう。

以下にはMNIの調査・分析を通しての結論とインプリケーションについ

て述べる。

7．1結論

　本研究は足かけ3年半におよぶネット・グループの活動をアクション・リ

サーチで捉えて考察したものである。その目的は第4章（研究2）で求めた

2っの結論（「メール・システムの有効性のモデル」と「メール・システム

のマネジメント・モデル」）を実組織で確認するためであった。

研究方法は、観察者としてだけでなく、積極的にメンバーの一人として対

象に参画した上で調査する方法をとった。その結果、上記の2つの結論が事

例で確認されたといえよう。このことに関して以下に述べる。

図表5－9に示すように本事例ではメディア・リッチネスとしては多義的な情
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報の交換にも電子メールなどを使うことが有効であると確認された。コンテ

クスト依存度では、コンテクストに頼りすぎずメッセージは明確に書くよう

心がけることが有効であると確認された。タスクに関しては、定型的な業務

ではメッセージ交換の内容を定型化することが有効であると確認された。ま

た管理システムは厳格にしすぎないようにゆるやかな管理の方が望ましい

と確認された。

メールの環境 有効性の変数

メディアリッチネス メール利用度

多義的情報交換にもメール

�?pし、利用度を向上

タスク タスク定形度

コンテクストに頼らず

ｾ確な表現をする

①②③④

㈲メールの有効性
i十）

伝達困難度コンテクスト依存度

定形業務での
燉eの定形化 ＼　イネーブラー

i変革の促進要因）管理システム 管理の強さ

ゆるやかな管理

　　　　　　注：①～④は有効性への影響度の強さの順番
　　　　　　　（十）はプラスの影響、（一）はマイナスの影響

図表5－9分析フレームワークと結果

　また第4章（研究2）のインプリケーションで述べたメール・システムの

マネジメント・モデルについても確認できた。すなわち、見積システムとい

う定型的な作業に関してはFAXサーバーを利用し、そのときの手順を明確

にマニュアル化している。事務局でなくても各社で見積サーバーから送られ

たFAXが入ったというメール情報でFAX内容を確認し、その後のフォロー

を電子メールやメーリングリストで正確に、かつ迅速に行うようになってい

る。また問題があれば、毎月の例会でその原因と対策を話し合い改善してい

る。これは図表5・10のセル1の部分で、MNIにより検証されたといえる。

　さらに、3年度に入って活発化した新製品の開発については、自由なやり

とりができるようにフォーマット化はあえて行っていない。電子メールもメ
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一リングリストも思いついたその場でアイデア交換のために自由に使われ

ている。図表5－5のように、なにもメーリングリストだけではなく、電子メ

ールも数多く使われている。メールとメーリングリスト全体の半分程度が開

発関連のやりとりに使われている状況である。われわれが専門家委員として

参加した第1期からみると、まるきり違うネット・グループかと思うほど、

自由な議論がなされている。これは図表5－10のセル3の部分であり、これ

もMNIにより検証されたといえる。

藷

↑

ヌ

ζ

ζ

↓

議

定型的利用領域

非有効領域 （例：見積処理）

正確さ・迅速さ
2 1

革新的利用領域3
4

（例：新製品開発）
非有効領域

アイデアを生む

　低いぐ一一一一一タスク定型度一一一一一レ　高い

図表5－10メール・システムのマネジメント・モデル

7．2インプリケーション

　最後に一般の小規模企業同士がネット・グループを作るような場合へのイ

ンプリケーションについて述べる。

　本事例のように小規模企業同士のネット・グループでは数々の困難が想定

されるが、「まずはできるところからやってみて小さく成功するやり方」が

現実的である。メーリングリストのような容易に実現できる電子メールの一

形態もいろいろと用意されている。これらを利用することが肝要である。

　また、電子メール・システムの運用にあたっては、図表5－10に示したマ

ネジメント・モデルに沿って実行することがネット・グループの発展に有効

に働くといえよう。以上をまとめて以下に示す。

　①まずはできるところからやってみて小さく成功するやり方を試みる。

　　　メールの場合でいうと、無料で提供されているメーリングリストを活
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　用することから始めると効果的である。

②ネット・グループでは協働作業を試みることが意識変革のために重要

　である。協働作業にはコミュニケーションがつきもので、そのために

　も電子メールの活用をできるだけ進めることが大切である。

③定型業務は、メールの定型的な使用をすすめるようなメールの管理が

　望ましく、非定型業務では自由にメールを使わせるようにゆるやかな

　管理こそ大切である。

7．3今後の課題

ネット・グループにおける電子メール（メーリングリスト）の組織活動へ

の有効性を影響の面から事例検証したが、検証は一例であり、かっ定量的な

検証はなされていない。これらは事例検証のもつひとつの宿命とも考えられ

るが、定量的な検証に関しては今後の課題である。

次章では、これまで述べてきた3つの研究を総括すると共に本論文の結論

を述べることとする。
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　　　　活用のための提案一

第6章　結論

　　　　　一メール・システム活用のための提案一

本論文では、これまで3つの研究について、各章（第3章～第5章）で述

べてきた。本章ではそれらの研究の総括とともに、メール・システム活用の

ための提案などについて述べる。

1．研究の総括

本論文において行ってきた研究1（第3章）から研究3（第5章）までの

研究では、主に電子メール・システムの構造をモデル化し、それを有効性の

モデルとして検証することを行ってきた。本節では、これまでの3つの研究

を総括するため、各研究の目的と結論を再掲して考察する。

1．1研究1の目的と結論

1．1．1研究1の目的と仮説

　（1）研究1の目的

　　研究1の目的は、以下の2つである。　　　　　　　　　　　　　　’

　　　③電子メールの企業活動への影響について、「メディア・リッチ

　　　　　ネス」および「コンテクスト依存度」との関係を明らかにするこ

　　　　　と

　　　④電子メ…一・－Lルのアンケートの項目を導き出すこと。

　上記の目的のため、邦資企業2社（100％日本資本）と、外資企業（100％

外国資本）2社を選択し、該当企業のメールの状況をインタビューし目

的に沿って立てた仮説の検証を行った。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　活用のための提案一

　　（2）研究1の仮説

　　　研究1のインタビューに先立ってコミュニケーション・プロセスの概

　　念フレームワーク120（図表6・1）と2つの分析フレームワーク（図表6－2、

　　図表6－3）に基づき以下の仮説を立てた。

　　　　　　コンテクスト依存度←コンテクストー◆

i メディア（電子メール）

メディア・リッチネス

「L

…ナ（ノ意図）’

＜一コンテクスト→

図表6－1コミュニケーション・プロセスの概念フレームワーク

メールの環境

メディアリッチネス
メールの

L効領域
コンテクスト依存度

図表6－2分析フレームワーク（1）

㌔
7）

《低

ス

　　　　　…
　　　　　…

　　　メールの
エロロエロロロコ　　－－－ g－－－－－　コ　－ロロコロ

　　　有効領域
　　　　　…

　　　　　…

　低　　コンテクスト依存度　　高

図表6－3分析フレームワーク（2）

・分析の仮説

　　①電子メールはメディア・リッチネス121が低い

　　②電子メールは、コンテクスト依存度122が高い企業より、それが低

　　　い企業でより有効に使われる

120コミュニケーション・プロセスの概念フレームワークの解説は3章、3．1を
参照

121メディア・リッチネスとは、多義性の削減に有効なメディアの特性・のこと

である。（2章、4．1．5参照）

122コンテクスト依存度とは、メッセージを解釈する際にコンテクストに依存

する度合いのことである。（2章、3⊥2（2）参照）
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　　　　活用のための提案一

1．1．2研究1の結論

　インタビューを分析した結果、2っの仮説は否定された。すなわち以下

のような結論が得られた。

　　①電子メールはメディア・リッチネスが比較的高い

　　②電子メールは、コンテクスト依存度が高い企業でも、低い企業で

　　　も有効に使われている

　この結論から電子メールが有効に活用される領域は図表6－4のように

幅広いことが確認された。またわが国において、コンテクスト依存度の差

は電子メールの有効性に大きな影響がないことを確認した。

季高
イ

7

㍊

‡低
ス

　　　　低　　コンテクスト依存度　　高

図表6・4電子メールの有効活用領域（仮説の検証結果）

　図表6・4の①の部分は従来から電子メールが有効に活用されていると

いわれてきた領域であり、本研究の分析からも電子メール導入当初はこの

範囲が有効活用領域とされる。②は仮説2の否定から説明される活用領域

であり、メールに精通した状況で拡大された領域と考えられる。③は仮説

1の否定から有効活用領域とされる。④は仮説1および2の否定により有

効活用領域とされる。
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1．2研究2の目的と結論

　L2．1研究2の目的と分析フレームワーク

　　（1）研究2の目的

　　　研究2の目的は、以下のとおりである。

第6章結論一メール・システム

　　　　活用のための提案一

・メールの有効性のモデルを明確にすること

（2）分析フレームワーク

　上記（1）の目的のため、図表6・5に示す分析フレームワークに基づき、

アンケートを作成した。アンケートは同図表の「メールの環境」の4変

数の代理変数として作成した。アンケートの結果（428件の回答結果）

から因子分析を行い4つの因子を抽出した。その4因子とメールの有効

性との関係を重回帰分析により求めた。

メールの環境
アンケートから

ﾌ抽出因子

メディアリッチネス 第1因子

タスク 第2因子

…

メールの

L効性

コンテクスト依存度 第n－1因子

管理システム 第n因子

図表6－5分析フレームワーク

1．2．2研究2の結論とインプリケーション

　（1）研究2の結論

　　分析の結果、メール・システムの構造が図表6・6のように求められた。

　またメール・システムの有効性のモデルを図表6－7に示す。

　　メールの有効性に最も影響が強いのは「メール利用度（メディア・リ

　ッチネスから導かれた）」であり、メールの利用が高まるほどメールの

　有効性が高くなることがわかった（偏回帰係数：0．672、1％有意）。
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メールの環境 有効性の変数

メディアリッチネス メール利用度

タスク タスク定形度

①②3④

（十）

i＋）メールの

i＿）有効性

i一）コンテクスト依存度 伝達困難度

管理システム 管理の強さ

　　　　　　　　注：①～④は有効性への影響度の強さの順番
　　　　　　　　　（十）はプラスの影響、（一）はマイナスの影響

図表6－6メール・システムの構造

メール利用度
iメディアリッチネス）

0．672＊＊ 一〇．116＊ 　伝達困難度
iコンテ恢ト依存度）

メールの環境（＋） メールの

L効性

メールの環境（一）

タスク定形度

@（タスク） 0．193＊ ・0，083

　管理の強さ

i管理システム）

　　（＊＊：1％検定で有意、＊：6％検定で有意）

図表6・7メール・システムの有効性のモデル

　2番目に有効性に影響が強いのは「タスク定型度（タスクから導かれ

た）」であり、タスク（メールを利用する業務）の定型度が増すほど、

有効性が高くなることがわかった（影響はメール利用度の3割弱で、偏

回帰係数：O．193、1％有意）。3番目に有効性に影響するのは「伝達困

難度（コンテクスト依存度から導かれた）」である。これは有効性への

影響は小さく、マイナスに影響することがわかった（影響は絶対値でメ

ール利用度の2割弱で、偏回帰係数：－0．116、1％有意）。すなわち、

伝達困難度が増すほど有効性が低くなることがわかった。管理の強さは、

有効性への影響はもっとも小さく、マイナスに影響することがわかった

（影響は絶対値でメール利用度の1割強で、偏回帰係数：－0．083、6％

有意）。
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（2）研究2のインプリケーション

　以上の結果からメールの有効性には、なによりもメール利用度を増す

こと、つぎにタスク定型度を増すことであるとされた。メールの利用度

を上げるためとタスク定型度を考慮し、メールの有効性で得られた結論

をもとに、メール・システムのマネジメントのモデル（図表6－8）を提

言した。

差

↑

茎

ξ

ト

↓

委

　　低いく一一一一一タスク定型度一一一一一レ　高い

図表6－8メール・システムのマネジメント・モデル

定型的利用領域

非有効領域 （例：事務部門）

定型的利用を高める
2 1

革新的利用領域3
4

（例：研究・開発部門）
非有効領域

イノベーションを生む

利用を高める

　図表6・8のセル1では、電子メールの定型的な利用を大いに高めるよ

うに、できるだけテンプレートを使い、フォーマット化するなどを推進

する。またそのような利用が行われているかどうかをモニターすること

が必要である。反対にセル3は、電子メールの革新的利用領域であり、

ここでは対面会議を補完的に使うことでイノベーションを生むような

活動｝ご電子メールを積極的に利用することを主眼とする。メール・シ

ステムのマネジメントの柔軟さも求められ、オートノミーを確保しつ

つ相互依存性を高める柔軟なマネジメントが望まれる。セル2と4は非

有効領域である。

1．3研究3の目的と結論

　1．3．1研究3の目的と分析フレームワーク

　　（1）研究3の目的

　　　研究3の目的は、つぎの2つである。
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①メール・システムの構造（有効性の構造）についてネット・グ

　　ループでのメールの影響という事例から検証すること

②メール・システムのマネジメント・モデルについて、ネット・

　　グループの事例から検証すること

（2）分析フレームワーク

　上記（1）の目的のため、図表6・9に示す分析フレームワークおよび図

表6－10に示すメール・システムのマネジメント・モデルに基づき、3

年半に渡り調査者も対象組織に積極的に参画して研究を行うアクショ

ン・リサーチを実施した。対象組織は当初20社の社長から構成される

ネット・グループ（MNIと呼ぶ）である。

メールの環境 有効性の変数

メディアリッチネス メール利用度

タスク タスク定形度

①②③④

、コンテクスト依存度 伝違困難度

＼　イネーブラー

i変革の促進要因）
管理システム 管理の強さ

　　　　　　注1①～④は有効性への影響度の強さの順番
　　　　　　　（十〕はプラスの影響、（一）はマイナスの影響

図表6・9分析のフレームワーク

藷

↑

茎

ξ

｛

義

　　低い←一一タスク定型度一一一一レ高い

図表6－10メール・システムのマネジメント・モデル

定型的利用領域

非有効領域

定型的利用を高める
2 1

3 4

革新的利用領域

非有効領域
イノベーションを生む

利用を高める
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1．3．2研究3の結論とインプリケーション

　（1）研究3の結論

　MNIの事例検証により、フレームワークに示した構造（図表6－9）の

正当性が検証できた。またメールシステムのマネジメント・モデル（図

表6・10）に関しても、MNIではそのようなマネジメントが行われてい

て、活動に好影響を与えていることが確認できた。

（2）研究3のインプリケーション

　これまでの結論からMNIのような小規模なネット・グループで、電

子メ・一・・…ルを導入・運用していくことに対して以下のような提言をした。

　　①まずはできるところからやってみて小さく成功するやり方を試

　　　　みる。メールの場合でいうと、無料で提供されているメーリン

　　　　グリストを活用することから始めると効果的である。

　　②ネット・グループでは協働作業を試みることが意識変革のため

　　　　に重要である。協働作業にはコミュニケーションがつきもので、

　　　　そのためにも電子メールの活用をできるだけ進めることが大切

　　　　である。

　　③定型業務は、メールの定型的な使用をすすめるようなメV・一一・・ルの

　　　　管理が望ましく、非定型業務では自由にメールを使わせるよケ

　　　　にゆるやかな管理こそ大切である。

1．4研究の総括

　これまで1．1～1．3まで述べてきたように研究1、2，3をとおして、本

論文のテーマである企業における電子メールの有効性について、そのモデル

化を行い、モデルを事例により検証することができた。またメール・システ

ムのマネジメント方針のためのマネジメント・モデルを作成するとともに事

例により検証することができた。以上により本論文のテーマが達成できたも

のと判断してよいであろう。

つぎの節ではこれらの検証結果から、メール・システムの活用のための提

案にっいて述べる。
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2．メール・システムの活用のための提案

メール・システムの活用に関してまず、導入段階と運用段階に分けて述べる

こととする。

2．1メールの導入段階

メールの導入段階の留意点は以下の4点である。

　　①電子メールをはじめとする電子コミュニケーション・メディアの

　　　　利用性に留意する

　　②電子メールをはじめとする電子コミュニケーション・メディアの

　　　　効果がすぐに現れるようなものを導入する

　　③電子メールをはじめとする電子コミュニケーション・メディアの

　　　　複雑な機能は、そのようなメディアの利用を阻害することに留意

　　　　する

　　④メーリングリストの導入こそ、もっとも効果的である

　以下に各項目を説明する。①の利用性とは、簡単に使えること、使うのに

短い準備時間ですむこと、いつでも使えることなどである。このような利用

性の面からメール（メーリングリストを含む）がもっとも望ましい。　　’

　②の効果がすぐに現れるものとして、メールやメーリングリストのような

ものであれば、コミュニケーションのツールとして使えば、情報交換にすぐ

にメリットが現れるので有用である。

③の複雑な機能は、研究3（第4章）で述べたような複雑な機能を実現し

たグループウェアは使われなくなる、ということである。グループウェアで

あっても容易に迅速に使える機能のみに限ることが大切である。

④のメーリングリストは、一般の電子メールを補完するものであるが、特

に協働作業を行う場合には、関係者全員に情報が流されるので、効果が大き

いのである。
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2．2メールの運用段階

　メー・…ルの運用段階の留意点は以下の3点である。

　　①電子メールをはじめとする電子コミュニケーション・メディアの

　　　　リテラシー教育を行うこと

　　②メールを利用する業務内容に合わせたマネジメントをとること

　　③メールの使用規制はできるだけかけないこと

以下に各項目を説明する。①のリテラシー教育は一回限りではなく、何度

もレベルに分けて細かく教えていくことが大切である。いまさら電子メール

の講習と思う企業もあるかもしれないが、電子メールがここまで普及してき

た今だからこそ、その有効な利用は業務に大きな影響を与えるのである。特

に初心者はキーボ・一一Aドが遅いことからどうしてもメール文は乱暴になり炉

ちである。しかし、そのようなメールを出すとどうなるかを、教育の場で体

験することが必要である。隣り同士で電子メールを打ってみて気持ちがよい

文章はどのように書けばよいかを体験することは効果的である。またメー・…一ル

ばかりでなく、ワープロソフト、表計算ソフトやプレゼン・ソフトなどのリ

テラシー教育も実施することが大切である。たとえば、メールのより高度な

活用には表計算ソフトで作成したファイルの添付なども必要とされるから

である。

②の業務内容に合わせたマネジメントとしては、定型的業務では、メ・一・・…ル

で扱う文書をフォーマット化するなどの対応が効果的である。また指定され

たフォーマットを利用しているかのモニターも必要である。しかし、非定型

的業務では自由に使わせ、できるだけ利用に障害をきたさないようにするこ

とが大切である。

　③の使用規制に関しては、外部と内部に分けて考える必要がある。外部か

らのハッカーやクラッカーから企業組織のコミュニケv・一…ションの中枢であ

る電子メールを守ることは企業の経営マターでもある。それを怠っていては、

お客様や株主の訴訟を免れない事態に発展することも覚悟しなければなら

ない。システム的にはファイヤウォールやウィルス監視およびワクチンソフ
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トは必須である。しかし組織内部に対してはどうであろうか。最近は外部へ

電子メールを自由に発信することを禁止している企業も多い。研究2のアン

ケート結果でも、そうした会社の規制の強化にクレームを示す者が何名かい

た。もちろん内部機密を簡単に外へ漏らすようなことがあっては企業資産が

危険にさらされることになろう。しかし、内部のこうした不正行為は厳しく

すればするほどより陰にこもってしまい、発覚したときにはさらに大きな損

害を組織に与える事になりかねない。管理の厳しさは電子メールの有効性に

ネガティブに影響することを考えておかないといけない。

　最近は外資企業ではなく、邦資企業でメール監視ソフトを導入しているケ

ースがみられる。そして規則もより厳しく決められている。反対に外資企業

の場合は、組織に損害を与えるような不正行為をした場合は厳罰で対応する

が、運用は柔軟にしているところが少なからずある。われわれがインタビュ

ー調査した外資企業は2社ともそのような運用をしていた。規則でしばると

コミュニケーションという人と人の心の理解のための道具はうまく使えな

い弊害を生じさせる。規制はできるだけかけないことが大切である。

2．3メールのマネジメントの柔軟性

　メールのマネジメントの柔軟性に関する留意点は以下の2点であるQ’

　　①自己管理が大切である

　　②自律を促す企業文化の醸成

　以下に各項目を説明する。①の自己管理はメールのマネジメントを柔軟に

するのと裏腹に必要なことである。またどんなに規制を強化しても結局は自

己管理に行き着くのである。メ・一一…ルのように悪用すれば、会社の信用を大き

く失墜させるコミュニケーション・ツールにとって、自己管理が必要である

ことを自覚させる教育も必要である。

②の自律を促す企業文化とは、自ら会社を代表する立場で考えられる意識

を持つということであり、そのような自律こそ重要であるという企業文化を

醸成していく教育の実施が求められる。
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　上記①と②に関連して某社では、「オネスティ」という企業理念のもとに

自己管理を進めてきた。そのためメールの規制は極力ゆるくしている。もち

ろん会社に損害を与えるような悪用には厳正に対処しているがいくら規制

をかけても個人の自己管理が徹底していなければ無駄なことを長年の経験

から認識しているためである。このような標語を掲げて自律を促すことも大

切である。

2．4メールのマネジメントの重要性

　メールのマネジメントの重要性に関する留意点は以下の3点である。

　　①人間系システムとしての認識

　　②技術面のみの管理では手落ち

　　③メールの管理はコミュニケーション部門で

　以下に各項目を説明する。①の人間系システムは、メールを技術的なシス

テムとしてみてしまう弊害を指摘している。人と人とのデリケートなシステ

ムとしてみることこそ重要であり、そのためには人が自己管理の範囲で自由

に使えるようなマネジメントこそ重要である。

　②の技術面のみから管理することは今までよく行われてきたが、①と関連

して、なによりもコミュニケーションのツールであることを認識することが

大切で、人と人とが活き活きと使えるようなマネジメントこそ重要である。

　③のコミュニケーション部門の管理は、いままで情報システム部門がコン

ピュ』タシステムとして管理してきたことの弊害を指摘している。プmグラ

ミングやシステム開発とは異なり、純粋に人間のコミュニケーションという

原点に戻り、その視点で管理できる新設の「コミュニケーション部門」やそ

れに類する部門が管理すべきことを提言する。

3．本論文全体をとおして

電子メ・・一・・一・ルは、わが国の企業組織の中枢となるコミュニケーション・メデ

ィアとしてここまで普及してきたが、電子メールのシステムとしてのマネジ
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メント面はなおざりにされてきたのではないか、というのが本論文全体を通

しての問題意識である。電子メールというとすぐに、技術的な面がマネジメ

ントの中心となる。または本論文でも議論してきたメールの監視の面に偏っ

てしまう。本論文でメディア・リッチネスを研究の骨子に据えたのもそうし

た問題意識に対処するためであった。コミュニケーション・メディアがもつ

本質を捉えて、そこからメール・システムのマネジメントに対する方針を立

てることの必要性を訴えることが、その目的である。

本論文ではそのために、研究1から研究3までの3つの研究を通して、電

子メールの企業組織における有効性のモデルとそれを踏まえた上でのメー

ル・システムのマネジメント方針の策定の提案をしてきた。マネジメント方

針は企業組織のそれぞれの業務（タスク）に対応して決められなければなら

ないことも述べてきた。

本論文で最後に述べたいことは、マネジャーの意識変革が必要なことであ

る。たとえば、テレワークがわが国で進まないのは、マネジャーが部下（テ

レワークで離れている部下）から離れると、電子メールなどでは部下とのコ

ミュニケーションがうまくどれなくなり、仕事がはかどらなくなるためであ

るともいわれている。そのため、会社が実施しようとするとマネジャーから

の反対が強くて踏み切れないといわれている。　　　　　　　　　　’

　このようなマネジャーではいくら一般社員がメー…ルを活用しようとして

も、マネジャーの意識が低いので活用が中途半端で終わってしまう。マネジ

ヤーこそ、管理のプロとしていまこそ自律することが求められる。自律には

メールによるコミュニケーションがスムースにとれることも必須要素であ

る。そのようにマネジャーの意識改革を行うためには、現役マネジャーの資

質の棚卸しと基礎的なマネジメント教育の実施がいまこそ求められるので

ある。

4，今後の課題

本節では本論文の今後の課題について述べる。

メールの有効性のモデル（メール・システムの構造：図表6－9）およびメー
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　　　　活用のための提案一

ル・システムのマネジメント・モデル（図表6・10）について、事例検証で

きたが1社のみでしかもネット・グループという特別な組織であった。多数

のサンプルでの事例検証や一般の企業における事例検証については今後の

課題である。

　また、今回の研究はわが国のメール・システムに関するもののみであった。

他国のメール・システムの場合ではどのような有効性のモデルとなるか、と

いう点や、他国との相違点の分析については今後の課題である。

　さらに、現在では単純なテキストのみのメール文でなく、HTML言語な

どによるグラフィック・動画・音声およびカラーを利用したメール文も利用

されている。あるいはメール本文に添付ファイルとしてワープロファイル・

表計算ファイル・プレゼン用ファイルおよび動画ファイルなども利用されて

いる。そのようなメールの種類により、今回の結論にどのような差異がみら

れるかは興味ある分野であるが、それは今後の課題である。

　また、最近よく使われている携帯電話のメ・一・一・・ルやメールに似た機能である

チャットあるいはインスタント・メールやボイスメールとの比較についても

今後の課題である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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　　　　　　　　　　　　　　補足資料

　　A1．資料1：インタビュー調査詳細

図表A1・1　A社（最終インタビューのみ：2001年8月のみ記載）

人物 A社：日本資本、電気機器開発・製造・販売
質問項目

A－3：事業企画部部内マネジャー

1 1込み入った内容のコミュニケー Mai旧答 私の場合、新会社立ち上1と準備中ということ、また、
ションにメールを使いますか？ コアメンバーが物理的に離れていることから、良くメー

ルを使います。

聞き取り そうしてます。思いついたことをメールで打つ。込み
入った度合いにより、向こうが捉え方が違うときには改
めて電話をするようにします。

メールで誤解がおこることがよくあ Mail回答 良くありますね。その時は、逐次電話で補足説明する
りますか？ ことにしています。

聞き取り よくあります。自分の意見をぶつけたとき、向こうが誤
解していることがよくある。そのため最後に、ご意見あ
りますか、という一文を入れると、「自分はこう思うが、

あなたは、というと違ってくる。反応が違う。メールでは

結論から行くので、そんな強い考えを持っているのか、
自分はこう思うんだ、といったことが強くでる。決め

ちゃったのだというようになる。「ご意見ありますか」と

入れるようになってから激減した。誤解がほとんどなく
なった。

3 メールでコミュニケーションのほと Ma咽答 行えません。やはり、行間というか、気持ちの部分で伝
んどが行えていますか？ えている内容がプラス志向で言っているのか、マイナ

ス志向で言っているのか、勘違いすることが良くありま
す。

聞き取り メールの割合とすれば9割くらいはメールで行えていま
1

す。

4 メールを出した相手からの回答ま
ﾅに時間がかかることがあります

Mail回答 遅くとも次の日には返事が返ってきます。

か？
聞き取り 基本的にはない。緊急は電話でする。ある程度時間力

ｨけるものはメールでする。

5 メールのやりとりでわからないと Mail回答 良くありますね。

か、解説を求められることがよくあ

閧ﾜすか？
聞き取り よくあります。相手がキーワードを使ってくることがある

ｪ、それがあるけど、こちらからのメールで説明を求め
られることはほとんどない。臼頃コミュニケーションがと
れている人ならいいけど、とれていない人だと、「なに
言ってるの」と言われることはたまにあります。

6 業務処理に際して、メールの方が Mail回答 場合によると思います。基本的には、ま　メールで趣
他のコミュニケーション手段より時 旨を伝えておいて、補足説明としてメールを使うという
間がかかりますか？ のが最近のやり方です。

聞き取り まずメールを打とうとする。整理しておいて、電話の方
がいいな、ということで電話することもありますが、結果

的にはメールの方が速い。同じ部屋の人間でもメール
を打ちます。相手をディスターブしたくないし、自分も

ディスターブされたくないので。

よく知っている人の場合と、知らな Mail回答 冒頭の挨拶とか、よく知らない方の場合は、ちゃんと時
い人の場合で、メールの使い方が 節の挨拶を入れるとかしますね。
変わりますか？

聞き取り 全然変わります。（それは社外ですか？）そうです。社
外なら時節の挨拶を入れる。社内ならスタイルは変わ
らない。サブジェクトを工夫する。結論が言えるような

形で工夫します。何々にたいする連絡、自分の名前と
いうようにサブジェクトを作ります。社外なら貴社

益々．．．というのを入れるが、社内は必要ない。簡潔
がよいと思っているので。

246



企業における電子メールの有効性の研究 補足資料

図表A1・2　B社・1（最終インタビューのみ　2001年8月のみ記載）

人物 B社：日本資本、医薬品開発・製造・販売
質問項目

B氏＊：事業部企画部部内マネジャー

① ①込み入った内容のコミュニケー
Vョンにメールを使いますか？

Mail回答 経緯を知っておいたほうがよいと思われることは、まず
o緯の概要をメールで連絡しておき、その後ミーティン
グで説明します。メールは、あくまで事前資料の位置づ
けです。

聞き取り 込みいった内容ではメールを事前資料に使います。か
この経緯を知っておかなければならない場合、自分の
視点でまとめておいてある切りロから、まとめたものを

事前に流しておいてやある。事前資料としての価値は
あるが、メールだけだと逆効果になる。上司と部下で会
社の方針とかを通達で伝えるときはいいが、その後は
メールだと却って溝を生む。離れていても3ヶ月に一度

は　　曇　　るので、メールは連，に　う
② メールで誤解がおこることがよくあ Mail回答 以前よりもメールマナーが定着してきたため、トラブル

りますか？ が減っていると思いますが、ないとはいえないでしょう。

「1」のつけ方ひとつでも、つけた本人の気持ちと受け
取った人の受け止め方がまるで反対という事例もあり
ました。

聞き取り て、　！」　△・の　　　　　b、又1　　て
もらうために付けたが、受け取った人は、きつい命令と

受け取った。丁寧が盤勲無礼にとられることもある。や

たらとCC：を使うと誤解がある。途中からCC：で見ている

人は、途中からの情報なのでこんらんさせることがあ
る。CC：を責任分担させるために使う人がいる。初期は
なかったが、私の場合はメールと電話も使うので、ほと

“　～　一一　　え、、　　　　一一回　　　、
③ メールでコミュニケーションのほと

�ﾇが行えていますか？
Mail回答

できないことはありません。が、文章というものはエネル

Mーと時間を使います。また、間接部門に来るメールの
ほとんどは、何らかの要望です。そしてその要望の裏
には感情が潜んでいますので、直接本人に話を聞くの
がベストです。そのうち、芋ずる式にいろいろな話が出
てくることもままあります。

聞き取り
文章は起承転結があるが、会って話すときは反応をみ
て話せるし、聞きたいこともできる。メールでできないこ

とはないが、時間がかかる割に効果が薄い。他人行儀
のところがあると思われる。間接部門で社内だと会って

話せるのでよい。例えばリアウト変更のとき、複数の人
からメールで内容が飛んでくるが、実際に現場に、見に
行って話をすると、新たなことが出てくる。聞いてみる
と、いっぱい要望が出てくる。

メールの補完効果は内容による。過去に同じ様な事が
あったときはメールで流した方がよい。新しいことの場

合には、メールを出した人の話を聞いて説明してやる。
メールだけだとダメ。大枠こうだけどもというとき、メール

で返すと、建て前論となり、冷たく感じてしまう。そうする

と、次からは話してくれなくなる。出向いて行くのが多
い。
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図表A1・3　B社・2（最終インタビューのみ　2001年8月のみ記載）

人物 B社：日本資本、医薬品開発・製造・販売
質問項目

B氏＊：事業部企画部部内マネジャー

4 メールを出した相手かbの回答ま
ﾅに時間がかかることがあります

Mail回答 上司（部長）に出すメールは、組織改革や人事異動、マ
lジメントに関する提案が多いため、すぐ回答できない

か？ ことも多く、必然的に時間がかかります。

聞き取り 電話をかけるにはエネルギーがいるので、タイムラグが
かかる。電話はその日のうちに、メールはいつ見てくれ
るとか、ということがあるので、開けてくれないことがあ

る。たまっている人もある。メールを流しておいて開封

確認をしておいて、相手が見ていないとメールを打ち出
しておいてそれを持っていく。同じ部署内なら口頭で確

認する。部長も読むのが大変で、「口頭で報告して欲し
い」というのが多い。メールで「打ち合わせの前に目をと

おしておいて欲しい」と言っても見てもらえない。

実務的にはアメリカなどとばメールをよく使う。それでテ

レビ会議を使っている。テレビ会議は顔が見れるのでそ
こそこ効果的と思います。

⑤ メールのやりとりでわからないと

ｩ、解説を求められることがよくあ

閧ﾜすか？

Mail回答 部下の文章をよく添削することはあります。伝えたいこ

ﾆが的確に表現されていないことがあります。やはり通
Bひとつをとってみても、文章は難しいと思います。

聞き取り 谷　　・　　てい　　いっこ　　まい。　　　，．、

ている。あいまいなところはある。それは具体的なこと

を書かないといけない。たとえば文章の添削をする。な
ぜ行動する必要があるのか、その理由を書く。そのよう

な内容がない人がいる。業務をしている最中にメール
が飛び込んでくるので、5WIHを書かないといけない。
（解説を求められる頻度は？）多いことはない。たまに
ある程度。（工夫をしていることは？）まくらことばを書き

ます。単純に伝えるだけでなく、こちらの意図どおりに
、　　、　、一　、　　÷“’　　》、　　　　　、

6 業務処理に際して、メールの方が Mail回答 日　　　　と呉　　　　　　　　03　　　÷　　　　　　　　　　、

他のコミュニティ手段より時間がか でホワイトボードなどを使ってロ頭説明受けるほうが、

かりますか？ その場で聞きたい部分を聞くことができるため理解が深

まります。特に、複数の人間が絡む場合、私の場合は
それら関係者を一堂に集め一挙に問題点の共有化を
図ります。問題というのは複数の当事者がいるもので、

それら当時者が問題の本質について共通の土俵に立
つことができないと、解決に向かっていけません。メー

“　　÷　　、　、　　　　÷

聞き取り
プロジェクトを進める場合、ある程度顔合わせしたとき、

途中でメールのやりとりは効果的です。今回のプロジェ
クトでも有効であった。前提条件があったときは効果
的。メールはアンケートなどの収集にはよい。（メーリン
グリストは使っていますか？）メーリングリストばしてい

ない。個人のグループ設定のレベル。

⑦ よく知っている人の場合と、知らな

｢人の場合で、メールの使い方が
ﾏわりますか？

Mail回答 初対面の方にはメールを出しません。先に電話を入れ
ﾄおき、関係をつないだうえでメールに移ります。逆に
謔ｭ知っている人には、言葉遣いも気楽になります。

聞き取り
よく知っている人と知らない人ではオス棟変わる。初対
面でと、電話で不在だとメールを出すが、失礼ないよう
にする。（社内の人でも変わりますか？）若干変わる。

自分としては失礼なことはなかったと思う。自分のとこ
ろに来るメールの文面では、失礼であったものもある。

メールでは脅しなどが赤い文字で送ってくる意図がい
る。読む人が恥ずかしくなるような文体で送ってくる。
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図表A1・4　C社（最終インタビューのみ　2001年8月のみ記載）

人物 C社：米国資本、電気機器開発・製造・販売
質問項目 C氏＊：情報システム管理部長

① ①込み入った内容のコミュニケー Mail回答 はいそうです。
ションにメールを使いますか？

聞き取り よほどでない限りメールでします。

② メールで誤解がおこることがよくあ Mail回答 よくある、とは思いませんが、起こります。
りますか？ 聞き取り 相手の気持ちを考えないで言葉遣いを間違ったとき起

きることがあります。ピンポンになってしまうときはやめ

ようとするために電話するか会います。

③ メールでコミュニケーションのほと

�ﾇが行えていますか？
Mail回答 電話、直接面談の組み合わせです。メールは、相手

ﾌ時間を拘束しませんので、比率は高いですね。

聞き取り メールが圧倒的に多いですね。相手の都合を考えなく
てもよいので、98％以上はメールでやります。日に100

通はメールが来るので。100通のうち電話はまずない。

メールの次は電話ですけども。

4 メールを出した相手からの回答ま Mail回答 内容にもよりますが、こちらの思惑道りにはいかないこ
でに時間がかかることがあります ともあります。

か？ 聞き取り 読みっ1なしがある。私の場合はメールでもらったもの
は、その日のうちにかたづける。そうしないと忘れてし

まうから。8割から9割はその井内にメールで返しま
す。残りはすぐには答えられない場合。

相手からも大体、その日のうちに返ってくる。タイムリ

ミットがる　くだけ詰でやる
⑤ メールのやりとりでわからないと Mail回答 よくはないと思いますが、②や③の返事と同じになり

か、解説を求められることがよくあ ます。

りますか？ 聞き取り 98％はOK。ときどき「教えてくれ」と、戻ってくることも

ある。電話でいうときはほとんどない。最近は忙しく

なっているので、携帯電話も使わない。

⑥ 業務処理に際して、メールの方が Ma岨答 全般には（平均すれば）、時間は短くなっているように
他のコミュニティ手段より時間がか 思えます。
かりますか？

聞き取り 一般的な書類の処理にはワークフローが組み込まれ
ていれば圧倒的にメールが速い。トータル的にはメー
ルの方が速い。交通費請求でも電子承認になってい
る。勤務評価や購買申請もワークフローになっている。

7 よく知っている人の場合と、知らな Mail回答 多少、言葉使いなど変えることがあります。
い人の場合で、メールの使い方が
ﾏわりますか？

聞き取り 多少変える位です。知らない人だと警戒する。相手の
轤�bｩべながらメモを書く。（社内ではどうですか？）

社内でも初めての人や目上の人なら、どのへんで（頼
み事を）切るかを考える。どこまでリクエストするかを決

めて返してみるようにしている。
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図表A1・5　D社（最終インタビューのみ：2001年8月のみ記載）

人物 D社：米国資本、電気機器開発製造販売
質問項目 Dヰ＊：サービス部門担当専門職

① ①込み入った内容のコミュニケー 聞き取り 使ってます。

ションにメー一ル　　い　　か？

② メールで誤解がおこることがよくあ 聞き取り メールだからといって誤解が起きるわけではなく、メー

りますか？ ルで起きるようなケースは対面でも電話でも起きること
を経験しています。

③ メールでコミュニケーションのほと 聞き取り 行えています。

ん“が炉一　い　　か？
④ メールを出した相手からの回答ま 聞き取り 読んでもらっても忙しい場合には返事がこないことがあ

でに時間がかかることがあります ります。そのようなときは、「あの件どうなっています

か？ か」と他のメディアに頼ることもあります。その場合も即

座に催促せず、一日くらいおいて、相手の時間をとりた

くないときはメールをもう一度出す。相手が読んでない
だろうとか、緊急なのにすぐにアクションを取ってくれな

いときには電話でいうとか、します。

5 メールのやりとりでわからないと 聞き取り ないことはないくらいのレベルで滅多にありません。本
か、解説を求められることがよくあ 当に相手が理解しようと思ってくれるときは、アテンショ

りますか？ ンしてくれて、そう思っている人は聞いてくる。分かって

ない場合もあるが、分からなくてもそのままにしてしま
う人もいる。後で聞いて分かったことで．．．。関心がな

い言刮ま斜め読みして、「違うように解釈してるな」、と思

うことがある。後から会ったときの話でわかる。話題の

当事者ならそういうことはないが、CC：で送ってる人は
広くメールをとっているとか、たまっているナという人が

いる。ザッと読んでくれる人とそうでない人がいる。私

のカウンターパートの人とは（よく）やりとりしているの

で、お客様かパートナーでもそういうことはない。

聞き取り たとえ話として、メールでパンフレットの校正をしたと

き、相手に「メールでできないので、FAXでして下さい」

とメールを拒否されたことがある。担当レベルのやりと

りはメールで不自由なかったが、業者が間に入ってい
て、その業者は工数を敢えて延ばしてちゃ一じするよう
カ、　　　　　　オ、　工　’　　“　　一　、～－　　　L

⑥ 業務処理に際して、メールの方が 聞き取り 必ずしもそういうことはない。ロ頭の方がかえって誤解

他のコミュニティ手段より時間がか を生んでかえって時間がかかることがある。複数の場
かりますか？ 合、ロ頭だと、うまく伝わらない。

聞き取り ボイスメールでは、複数の人間にキチッと伝えるとき時

間が節約できるが、1対1でも相手がつかまんないと、
待たなければいけないので、ワン・トゥ・ワンでもそうで

す。FAXはほとんど使わない。メールに対する対抗馬
は携帯くらいしかないが、その場でちょと確認するとき

は電話だが、それはワンポイントで聞く場合だけで、そ
れ以外はしゃべって1分以上かかる場合はメールで伝一　　　¶　　、

7 よく知っている人の場合と、知らな 聞き取り 友達と同じような文章は書かないが、でもそんなに変

い人の場合で、メールの使い方が わらない。友達でも「です」「ます」調で書く。文体はあま

変わりますか？ り変わらない。

聞き取り 内容が複雑な場合は、何度でも推敲する。相手に知っ
ているからといってかえることはない。知っていても特

に丁寧ということgはなく、英語でも日本語でも英語の

書き方にしている。

文体はお客様でも社内の営業でも変えることはない。

250



企業における電子メールの有効性の研究 補足資料

A2．資料2：アンケート調査票

図表A2・1アンケートのHP（1ページ目・1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子Pt－一ルに国するアンケート

盤認墾鷲ける酷一ルのEU用状況縮の繊一に乃ケートのご協力を欄軋上げ晶
・なお当アンケートの「｝欠元集計結果奮ご希望の方には電子メールでお送りします。

・アンケート終了後メールアドレスをご入力くだ8い。

働アンケートご回答の方法

・以下のアンケートは企萎雌の方にお願いします。所喜時闇は約5分です。
・韻問に対して、もっとも近いと思われるもの1つを選択し、該当のOをクリックして下さい。

　　　　　は巳勘に、あなたの会縫羅漣にコいてお闘謹します聯
下記の項圏にご記入の上、最後にr攻のベージ』ポタンをクリックして下さい。

1．あなたが所属する企業の従業員数は？｛回答はひとっ｝

　　ζ『1⌒ゴ9人　　　　　　　　　　　r1〔1～99人　　　　　　　　　　ζ『100～999人

　　r　S．OO⑪人以上

r1加o～4，999人

2，あなたが所属する企業で電子メールが導入されてからのおよモの期間は？［回答はひとつ）

　　子1年未満　　　　　　　℃1年以上2年未満　　　子2年以上4年来満　　　ζ㌣4年以上

3．あなたの職種は？｛回答はひとっ）

　　「研究・開発・設計　　　　貯生産・製造

　　「スタッフ（企画・人事・経理・総務・教育なとi’〉

　　梶の他（記入）「一一一一一　一・

子販売・販売支撮

r惰報システム部門

亡サv・・ビス業務

r会社経営　　，

4．あなたの職位は？洞答はひとつ｝

　　子’一般社員　　　　貯管理職 r経割冒 子モの他（記入）「二二≡二二
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図表A2・2アンケートのHP（1ページ目一2）

5．あなたの年齢は？｛回答はひとつ｝

　　r25歳未満　　　　　　「25歳以上35歳未満　　e　35歳以上45歳未満　　「45歳以上

6．あなたが所届する企業はいわゆる外資系と呼ばれる企業ですか？｛回答はひとコ｝

τはい rいいえ

7，あなたが所属する企業の中途採用者は？
　（回答は了段階のもコとも近いと里われるものをクリックしてください。）

　　大変少ない　　　　　　　　　　　　　　　どちらでもない　　　　　　　　　　　　　　　　大変多い

　　　　「1　　　　r2　　　　e3　　　　群4　　　　r㌔　　　　　e　6　　　　cr　7
　　　　L－一一一一一一一L＿＿＿．一．＿＿“一一一⊥＿＿一一＿：一＿晶＝一一一＿一一一＿一一一＿＿L＿＿．，＿．＿＿．．．一一．＿L－．＿＿＿．＿．一＿“

8．あなたが所属する企業で掴人ペースの職務内容は？
　《回答は7段階のもっとも近いと思われるものをクリックしてください。〉　　　　　　　　　　．

㌶罐し、　　　　どちらでもない　　　　鎧畿
　　　　岩1　　　　《㌣2　　　　cr　3　　　　r4　　　　r5　　　　r6　　　　ざ『7
　　　　」一一一一一一・…一⊥」一＿＿＿＿＿」」＿＿■■■一一．■＿＿＿⊥＿＿＿＿＿＿＿＿L＿＿＿一一ww＿一一ww－⊥＿．＿＿＿＿一．＿．．一＿」

この内審で宜しければr攻のページ』ボタンを1回だけクリックしてください

　　　　　　　　　　　　　　灘醗欝欝

アンケ』トにコいてのお問い音わせほ、「乏記ぺi吾鳳噸じます。

アンケート実施主体：xxxxxxxxxxxxxxx：寸iP東俊彦

　　　　　　　　　xxxxxxxxxxxxxxx：堀内正博
　　　　　　　E－｝‖a目：　toke－itti自k5．dior1．ne歯’
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図表A2・3アンケートのHP（2ページ目・1）

電子メール9：asするアンケート
．＿一一一w－一一一‘一‘一’一一

蹴に、轟なた瀞階属する企鑑における電子メールの髄い方についてお灘きします“
　下記の項目にご記入の上、最後に『攻のページ』ポタンをクリックして下～きい。

9．込み入った内容のコミュニケーションに電子メールを使いますか？
　｛回答は？段階のもコとも近いと思われるものをクリックしてください軸）

ほとんど使わない

　　　r1 r2
　　　　どちらでもない

r3　　　　　cr　4 r『5

　　　　たいへんよく使う

r6　　　　　貯7
し一一一一一一⊥一一一一一．＿＿L”m＿＿＿＿＿⊥＿．ww－＿＿＿＿ユー＿＿＿＿＿＿＿」」＿＿＿＿＿＿＿」

10．コミュニケーシaン手段の中で、電子メールをどの程度使いますか？
　　（回答は了段陪のもコとも近いと里われるものをクリックしてください。）

電子メールが一番少ない

　　　　e寸　　　　　　e2

　　　どち6でもない

ず『3　　　　ξ『4　　　　ζ『5

　　　　電子メL・ルn’S　一・番Seい

子6　　　　　　τr7

L－一一一一一⊥一一＿＿“一一＿＿」＿＿kd－in－＿＿＿＿＿＿ユー．一一．．．■一＿一＿＿＿＿⊥＿＿＿＿＿NN＿＿」

11．電子メールで誤解がおこることがありますか？
　　｛回答は了段階のもっとも近いと里われるもの壷クリックしてくだ乱1Φ｝

ほとんどない

　　r「 P2
　　　　どちらでもない

亡3　　　　r4 r5
　　　　たいへんよくある

cr　6　　　　　r7
L…一一一一www－一⊥＿＿一．in＿＿＿＿■■⊥＿．i．．．一＿＿＿＿⊥＿＿＿＿＿＿ユー＿＿＿＿＿＿」一＿一一一ny－ww－一一一一一一pt－m＿」

IZ電子Pt・一“ルのやりとりでわからないとか、解説を求められることがありますか？

　　（回答は7段階のもコとも近いと思われるものをクリックしτ＜ださい己

ほとんどない

　　℃1 亡2

　　　　どちらでもない

cr・　3　　　　　貯4 r5
　　　　たいへんよくある

r6　　　　　r了
L－一＿＿＿＿＿＿一一L＿＿＿＿＿＿」L＿＿＿＿＿．＿↓＿＿＿＿一．一＿＿＿一一L＿＿＿＿＿＿＿」L＿＿＿＿＿＿＿」
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図表A2・4アンケートのHP（2ページ目・2）

13．電子メールを出した相手からの回答に時間がかかることがありますか？
　　｛回答は7段階のもコとも近いと盟われるものをクリ”・」クしてください．）

ほとんどない

　　rr cr　2

　　　　どちらでもない

『『3　　　　　τ『4 r5 ev　6

たいへんよくある

　　　r7
1L＿＿＿＿＿＿」L＿＿＿＿＿＿」L＿一＿一一一一一一一＿＿＿⊥＿＿＿一．一＿＿ww」L＿＿＿．＿＿一＿＿＿＿⊥＿＿＿＿＿＿」

14．業務処理に際して、電子メールの方が他のllミュニケbUション手段より時問掛かかることがありますか？

　　（回答は7段階のもコとも近いと思われるものをクリックしてください。）

ほとんどない

　　r「 e2
　　　　どちらでもない

ξ『3　　　　　亡4 亡5 子6

たいへんよくある

　　　貯7

L＿＿＿＿＿＿一＿＿」一＿＿＿一＿＿＿⊥＿＿＿＿＿一＿」」＿＿＿＿＿＿」一＿＿＿一一p＿nt－ntm」」＿＿＿酬＿＿＿＿」

15．よく知っている人の場合と、知らない人の場合で、電子メールの使い方が変わることがありますか？

　　（回答は？段階のもコとも近Vと皇われるものをクリックしてください。）

ほとんどない

　　群「 亡2

　　　　どちらでもない

貯3　　　　　e4 r5 e6
たいへんよくある

　　　r7
L＿＿＿一一＿＿一＿．＿＿＿山L＿＿＿＿＿＿」L＿＿＿＿＿＿」L＿＿＿＿＿＿」L＿＿＿＿＿＿」」L＿＿＿＿＿＿」

16．総合的にみて、あなたが所属する企業では、電子メールがビジネスに有効に活用されていると思いますか？
　　（回答は7段階のもコとも近いと里われるものをクリ理クしてください。）

ほとんどそう思わない

　　　　e1 亡2

　　　　どちらでもない

e3　　　　亡4 e5 t『6

たいへんそう思う

　　　e7
L＿＿＿＿＿＿」」＿一＿＿＿＿＿＿⊥＿＿＿＿＿＿」」＿＿＿■＿＿＿」」L＿＿＿一一ww．一一．一一一一一一tww一L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿」

この内容で宜し廿れば『攻のパージ』ボタンを1回だけクリックしてください

　　　　　　　　　　　　　　　｝蜘パ尋

㍗トトにコいてのお問い合才ヨせは1下記咋お願い致します。

アンケー一ト実施主体：xxxxxxxxxxxxxxx：伊東俊彦

　　　　　　　　　xxxxxxxxxxxxxxx　：堀内正博
　　　　　　　E－Mall：b◎ko－ito脈5．dion．ne．’
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図表A2－5アンケートのHP（3ページ目・1）

電子メ・一ルに國するアンケート

最緩に、轟なた雌爾羅する企鑑⑳電子メー是⑳菅理忙ついてお闘きしますn
下記の項目にご記入の上最徒1：r攻のページ』ボタンをクリックして下～凱㌔

17．電子Pt　一一ル利用に関し、いろいろ制約ガ‘あると思いますか？

　　（回答は？段階のもコとも近いと里われるものをクUックしてください。｝

ほとんどそう思わない

　　　　el　　　　　　r2

　　　　どちらでもない

ll『　3　　　　　cr　4　　　　　r　5

　　　　たいへんモう思う

ζ『6　　　　　r7

L－．＿．＿＿＿＿＿＿」一＿＿＿＿＿＿⊥＿＿＿＿＿＿＿」一＿＿＿＿＿．一＿，一一一一＿」L－．．一一ww－一＿一＿＿＿」L＿＿＿＿＿＿」

18．電子メール利用に関し、会社側が監祖していると思いますか？
　　《回答は7段階のもコとも近LAと皇われるものをクリックしてください。）

ほとんどそう思わない

　　　　《『1　　　　　　r2

　　　　どちらでもない

や3　　　　　r4　　　　　e　5

　　　　たいへんそう思う

貯6　　　　　r了
L＿＿．＿．＿一．一一＿＿⊥＿＿＿一一．．一．＿＿＿」一＿＿＿＿＿＿」L＿＿＿＿一＿＿＿＿」L＿＿＿．一一■■一．，．．．＿＿＿L＿＿＿＿＿＿」

19．電子メール利用上の問題でとがめられることがあると思いますか？
　　（回答は7段階のもコとも近いと思われるものをクリックしてください。）

ほとんどモう思わない　　　　　　　　　　　　　どちらでもない　　　　　　　　　　　　　たいへんモう思う

　　　　子・　1　　　　　r2　　　　貯3　　　　e4　　　　貯5　　　　子6　　　　　ギr了

　　L＿＿一＿＿＿＿一＿2」＿＿一＿＿＿rk＿＿＿」L＿t＿＿一“」＿＿＿＿＿L＿＿一⊥＿＿＿＿＿＿」」＿＿＿．．一．．一＿＿」

20．決まりきった業務報告など1こ関し、電子メールで報告のコオkeマVト（様式など）が決まっていますか？　’

　　（回答は7程階のもコとも近いと盟われるものをクリックしてください。）

ほとんど決まっていない　　　　　　　　　　どちらでもない　　　　　　　　　たいへんよく決まうている

　　　　亡1　　　　　＃2　　　C竺　3　　　ξ『4　　　r5　　貯6　　　　　　㍗7
　　L＿＿＿＿＿＿＿三」L＿＿＿＿．．一．．．＿」＿＿一．＿．一．in．一．．一．＿一一一＿」」L＿．．．．一一＿＿＿m－pt」＿＿＿．＿．m＿＿＿三」L－．一一一＿＿一一＿」
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図表A2・6アンケートのHP（3ページ目・2）

．－　　　　　　　　H’ny’一「”t’”－pm’°一「．．．°　　　　　　　　　　　　　　　　　Pt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’岬

　21．仕事以外の個人的な内容のとき、会社の電子メールを使いますn3　？
　　　（回答は7段階のもコとも近いと思われるものをクリックしてくださV。〉

ほとんど使わない

　　　e1 ㍗2

　　　　どちらでもない

e・3　　　　　《⌒4 ㍗5

　　　　たいへんよく使う

℃6　　　　　e－”7

L＿＿＿＿＿＿＿」」＿＿＿＿．M－．一．一一＿一」L＿．一．．一＿＿．一一．一．t－一．一一⊥＿＿＿＿＿＿一」」＿＿＿＿＿＿＿⊥＿＿＿＿＿＿」

22．社外の人に電子メールを出すことに閏し、UろVろ制約があると思いますか？
　　（回答は7段階のもコとも近いと思われるものをクリックしてください。｝

ほとんどそう思わない

　　　　cr，1　　　　　　c2

　　　　どちらでもない

e3　　　　r4　　　　れ5

　　　　たいへんぞう思う

亡6　　　　　汁7
L＿＿一．＿ke＿＿⊥＿＿＿一一．P－＿＿＿⊥＿＿＿＿＿ig＿」L＿＿一＿＿一＿＿“L－一一．一，．一一一一＿＿＿＿＿」L＿＿＿＿＿＿」

23．電子Pt　一一ル利用に関し、十分な教育が提供されていると思いますか？

　　（回答は7段階のもコとも遮Vと思われるものをウUックしてくださVe）

ほとんどそう思わない

　　　　e1　　　　　　鵜2

　　　　どちらでもない

ポ3　　　　　㍗4　　　　St　S

　　　　たいへんそう思う

r6　　　　　r了
L＿＿＿＝＿＿鴨＿⊥＿＿＿＿＿＿一一＿一＿＿」L＿＿＿＿＿＿」」L＿＿＿＿＿＿＿”」L＿．一＿一一．一一＿＿n＿一．1」＿＿＿＿＿＿」

24．総合的にみて、あなたが所属する企業は、電子メールの利用に関してオーゴンであると思いますか？
　　（回答は7段階のもっとも近いと思われるものをクリックしてください。）

ほとんどそう思わない　　　　　　　　　　　　どちらでもない　　　　　　　　　　　　たいへんモう思う

　　　　rl　　　　　　e2　　　　tr　3　　　　＃4　　　　r5　　　　㍗6　　　　　亡了
　　L＿＿＿一＿．」L＿＿＿＿＿＿＿」L＿＿＿＿＿＿」』＿＿＿＿＿＿＿」」」＿＿＿＿，一．＿，一．一．一一」」＿＿＿＿＿＿」

25．その他、ご意見やコメントがありましたらご記入をお願いします。（記入）

アンケートはこれで終わりです。
当アンケー一トの1汝元集計結果をご希望の方には電子メールでお送りします。メールアドレスをご入力ください。
《記入）

Pt－IVアドレX「nyr！nyr

この内容で宜しければr送信』ボタンを1回だけクリックしてください

　　　　　　　　　　　　　　送信

アンケートにコいてのお問い合わせ1ま．下記へお願い藪します。

アンケS・・一卜実施主体：xxxxxxxxxxx×xxx：伊東俊彦

　　　　　　　　　xxxxxxxxxxxxxxx：堀内正博
　　　　　　　E－Mail：　tok⑪一iteP‖k5．dion．ne．1
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図表A2－7アンケートの且P（4ページ目）

電子メールに園するアンtr　・一　十

アンケート壱瞭勘自1こ受領いたしました。ご協力いた党きどうも晦り掴とうご富いました。

X電子メールアドレスをご入力いただけました方には、アンケートの1汝集計結果を後日、電子メ
　ールにてお送りいたします。

Xなお、お知り合いの企業に勤務する方にも、別送電子メールの転※により、ぜひこのアンtr　一一ト

　をお薦め下さるようお願い申し上げます。

この函面を闇じるにはr閣じる』ボタンを1回だけクリックじてください

　　　　　　　　　　　　　遡

アンケートについて⑳お簡い合わせは、下記へお願い致します。

アンケb・ト実施主体：xxxxxx欺xxxxxxx：f顎東俊彦

　　　　　　　　　xxxxxxxxxxxxxxx　：堀内正博
　　　　　　　E－Ma｜1：　tok⑪一itegk5．dion．ne冨’
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A3．資料3：アンケートの集計結果

A3．1アンケート結果の概要

　・実施時期：平成14年5月20日～6月11日ただし、最初の一週間（5月

　　　　　　26日）までに全体の85％の回答を得た。電子メールとwebに

　　　　　　よるアンケートの速さは予想以上であった。

　・アンケート方法：電子メールで回答をご依頼し、該当のweb・pageへご回

　　　　　　答いただく方式

　・設問数：25問（うち1問は自由記入）

　・電子メール送付件数1約2，000件（企業、学会、大学関連のみなさま）

　・有効回答数：428件（回答率：約20％）

　・回答回収方法：CSV形式（Excel）で回収

　・自由回答（質問番号25）：回答数103件（全回答の24．1％）

A3．2回答結果のグラフ

　A3。2．1回答者のプロフィー一一ル質問（質問1～6）

　　（1）質問1－3：回答者のプロフィール（1）

㌶’

質問2：導礁数

　　　ト2　　　／r25覧，2－4年

驚ご

会社鰻営

　質問3：職槻

　　　　げホ　ぽ
惚～　fke，tr

瓢書

企田人

生産・製造

賑亮賑亮

　実田

トピス泉

　務

図表A3・1質問1－3のグラフ

　回答者の企業の従業員数（質問1）は1，000人未満が46％、1，000人

以上が54％と中堅以上の企業の方が多い。

　回答者の企業への電子メール導入後年数（質問2）は、4年以上がほ

とんど（84．3％）であり、電子メールの利用には比較的慣れている方が
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多いと思われる。

　回答者の職種（質問3）で、社内情報システムの開発・管理は9％で

あるので、回答者のほとんど（91％）は電子メールの利用者の立場と考

えられる。もっとも多い職種は、企画・人事・経理・総務・教育が約3

割であり、っいで会社経営が14．5％、っぎに研究・開発・設計が13％

である。

（2）質問4－6

　　質問4職位

　　そのth
経営層　2’ls

2e．fi

　　　　　　　－ほttA
　　　　　　I3els

獄

質問5年齢 質問6外資系企莱

1

図表A3・2質問4－6のグラフ

　回答者の職位（質問4）は、一般社員が36％で、管理職以上が62％

であった。たまたま当アンケートを受信した方に管理者以上が多かった

のか、一般社員は忙しくて回答ができなかったのかは特定できていない。

　回答者の年齢（質問5）は、35歳以上が66％であり、管理職以上が

多い（質問4）のと同じ状況と思われる。

　外資系企業（質問6）は約2割で、それ以外（邦資企業）は約8割で

あった。

A3．2．2質問7－24：メール・システムに関する質問

　質問7－24までは7段階評価の回答をしていただいた。評価の4は「ど

ちらでもない」である。
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（1）質問7－9

　回答者の企業の中途採用者の割合（質問7）は、「多い」の6から「大

変少ない」の1まで、分散しており、「大変多い」の7のみ他と比較し

て多くなっている。他の質問との関連でみると、外資系企業（質問6）

の回答者の中途採用者の割合は他の企業より多く、特に7の突出に影響

を与えている。回答7は外資系企業の方が件数が多いことが影響を与え

ている。

｛200

「150

100

質問7中途採用

礁　灘・
1，

1　　2　　3　　4　　5　　6　　7
大変少ない←　　　　　→大変多い

L200

150

100

50

0

r…　　　　　　…　　rmmu一…「
　　　質問8職務内容　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　i
　　　　　　　　　　　i：：

　　　　lll繊
1　　2　　3　　4　　5　　6　　フ

ほとんど決ま。て・な・…一・　一・…C変よく決ま・て・るi

　　　　　　　　＿＿⊥

　質問9：込み入った内容

　　　　　　　　　…

⑫

　　　　　　　　図表A3・3質問7－9のグラフ

　職務内容（質問8）は、「決まっている」という回答者の方が多かっ

た。

　込み入った内容のコミュニケーションに電子メールをよく使うか（質

問9）は、「大変よく使う（7）」という回答がもっとも多かった。込み入

った内容から簡単な内容まで、幅広く電子メールを利用しているものと

考えられる。

（2）質問10－12

　コミュニケーションに電子メールをどの程度使うか（質問10）は、

圧倒的に電子メールが一番使われていることがわかる。

　電子メールのやりとりで誤解がおこることがあるか（質問11）は、

「ほとんどない（1）」から「ある（6）」まで分散している。ただし、「よく

ある（5）」がもっとも多く、「大変よくある（7）」は少ない。
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1醐・、コin・ケーシ・ンにs－JVをどの雛使うか

「200

い5°

巴

〕＿＿一一一　一一一×〕ひ一一炉∨～　一〔一而｝P

紗占

灘’ξ　1

鑛

麟 羅

潤

200

150

100

50

0

質問11：誤解が起きるか

1　　2　　3　　4　　5　　6　　7
ほとんどない←　　　→大変よくある

200「一一一・

質問12：解説を求められるか …－

　l

：：：　　…⊃

撒撫灘
　1　　2　　3　　　4　　5　　　6　　7
　　ほとんどない←　　　→大変よくある

図表A3・4質問10－12のグラフ

　電子メールのやりとりでわからないとか解説を求められるか（質問

12）は、「よくある（5）」にピー一…一クがあるが、「ほとんどない（1）」まで分

散している。「大変よくある（7）」は少ない。

（3）質問13－15

　1234567　　 1234567　　 1234567

鑛　彩

　党

ξ∀％

一1一

一
一懇

一R

影

弦忽
香@

　　　　　　掲　骸
後後　　　　　裟

w一 A＞……v…

鵜鏑

灘

鱗

。。騨 鋤雛

図表A3・5質問13－15のグラフ

　電子メー・一・一・ルを出した相手からの回答に時間がかかるか（質問13）は、

「よくある（5）」にピークがある正規分布に近い構造になっている。

　業務で、電子メールは他のコミュニケーション手段より時間がかかる

か（質問14）は、「よくある（5）」にピークがあるが、全体に回答が分散

しているなだらかな構造になっている。

　知っている人／知らない人で電子メールの使い方が変わるか（質問

15）は、「よくある」という傾向が出ている。送る相手により使い分け

をしていると考えられる。
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（4）質問16－　18

1　　　　　質問16：メールがビジネス有効活用
1、。。

i　・50

1，・

50

0

ミ　　　1　　2　　　3　　4　　　5　　　6　　　フ

1　ほとんどそう思わない←→鮫そう思う．

＾“｝埠熱一×一一〉一一円　〔’　　ば

灘難灘

撚　　、　㌘

鞘

200

1：：

・・ P
0

馴7・メー・利刷・制約が㌫｝…… u…rmrm質問1三ぽ6・㌫…　…－i

5　　6　　7
→大変そう思う

図表A3－6質問16－18のグラフ

　電子メールがビジネスに有効活用されているか（質問16）は、「大変

そう思う（7）」がもっとも多く、電子メールがビジネスに有効た活用さ

れていると思われる。　　　　　　　　　　　　　　　　　．

　電子メール利用の制約があるか（質問17）は、「そう思わない」と「そ

う思う」の両方にピークがあり回答が分散している。

　電子メール利用に会社側の監視があるか（質問18）は、「そう思わな

い」と「そう思う」の両方にピークがあり、回答が分散している。

（5）質問19－21
’

i

L200

い5°

｛i・b

i，。

！o

L

質問19二剰用上の問題でとがめ

　…

鑑霧

駆該彰灘

彩

紗　　　　　鑛　　　’
@　険翼　　　　　「紘　ノ

1　　2　　3　　4　　5　　6　　7
ほとんどそう思わない←　→大変そう思う

質問20・メールのフォーマ外が決まっている 質閤21：仕事以外でメールを使う

一L’”’mrm－n－’一一一“一’一”一一”M

　　　l
　　　1

200

　　　　　　　　　　　　200

1：：　　ニコ1：：

　　　　　　　　　　　　5o5°

蛛f難灘麟翻　。
o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3　　4　　5　　　　　フ

ほ・L・決三∴k・ム・L　う思わ　　思う

　　　　　　　　　図表A3－7質問19－2ユのグラフ

　電子メール利用上の問題でとがめられるか（質問19）は、「ほとんど

そう思わない（1）」と「そう思う（5）」の2つにピークがある。

　電子メールの報告のフォーマヅトが決まっているか（質問20）は、

「ほとんど決まっていない（1）」と「どちらでもない（4）」の2つにピー
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クがある。

　個人的な内容で電子メールを使うか（質問21）は、「ほとんどそう思

わない（1）」と「そう思う（5）」の2つにピークがある。

（6）質問22－24

1　質問22・社外への・嚇約

㌧。。，＿－

i，5・

1，。

150

1°1234
　ほとんどそう思わない←
L＿

1
魏纐鱗灘

舗欝。、懸・　灘　綴

5　　6　　7
→大変そう思う

200

150

100

50

0

質問・3：：…「－s

綴繕⑳難 雛
灘

轍

緊

1　　2　　3　　4　　5　　6　　7
ほとんどそう思わない←　→大変そう思う

200

150

100

50

0

　　　へ　　　　　　　り質問24：利鮒づン @　1
’wA析
@　　　　｝

邊解

／◇．

c診

@〃
@％＾
A人ノ

�ﾐ
　　　　　　　　　　　　　　　　鰯㌘耀鐡

1　　2　　3　　4　　5　　6　　7
ほとんどそう思わない←　→大変そう思う

＿＿＿＿＿＿＿．」

図表A3－8質問22－24のグラフ

　社外への電子メー・・…ルに制約があるか（質問22）は、「ほとんどそう思

わない（1）」がもっとも多く、「そう思う」は少なかった。細かくみると

「そう思う（5）」にピ∵クがある。

　電子メールの十分な教育が提供されているか（質問23）は、「どちら

でもない（4）」をピークにどちらかというと「そう思わない」の方が高

かった。教育は十分とまではいえない状況と考えられる。

　電子メールの利用がオープンであるか（質問24）は、「大変そう思う

（7）」が多くなっている。回答者の企業では電子メールの利用に関して

オープンであると考えられる。

質問25（自由回答）の回答結果は次のA3．3に示す。
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A3．3アンケートの自由記入の質問（質問番号25）結果

自由記入の回答数は103件で回収全体の24．1％であった。以下に属性別に示す。

図表A3・9質問25の回答（邦資企業・1）

ID
邦資

職位 職種 質問25：自由記入

1 邦資 社員 研究・ 社内での情報リテラシー格差が広がりっつあり、電子メール他グループウエアを
企業 開発 使わざるをえない環境を、企業がいかに作り込むかがポイントではないか。

2 「電子メールの利用に関してオープン」の意味がわからない業務を遂行する上の
ツールとして機能しているか、作業者間の迅速な作業を行う際に障害が少ないと
言う意味？もしくは社内の情報がオープンであること（自由に使えて、自由に情
報を発信できる？）、セキュリティに関わる意味をさすか？

3 質問によっては非常に答えづらいものがありました。

4 ネット関連の仕事をしている中小企業です。監視しているのは宛先のアドレスや
rejectの状況など。また、大量のメール送付に関しては制限がかかっています。
電子メールを使ってプロジェクトの進行管理をすることもありますが社内での連
絡は口頭も一緒に行います。この場合は電子メールは記録のために使うことが多
いです。同様に、電子メールが100％届いているという信頼はおいていませんの
で、緊急の要件や重要な要件はかならず電話なり別の手段で連絡をとります。

5 メールの利用範囲、用途等について明示的な規定はないが、なぜか強い自主規制
が働いており、あまり活発な利用はなされていない。会社規模が非常に小さいせ
いかもしれないが。

6 販売・ 弊社の電子メールシステムは「リモートアクセスができない」にもかかわらずシ
支援 ステム上の不安定性が増すために「メール転送を原則禁止」しているという不便

さがあります。とはいえ多くの社員は出張時、外出時や休日でのメールチェック
が必要なために転送を行いそのためにしばしばサーバーが落ちるという現象が起
きています。

7 中小企業の利用者です。電子メールの使い方以前に、文章に表現すべき内容が、
構造化されて表現できる能力を持った人がほとんど居ません。ピラミッド・プリ
ンスプルに沿った表現でなくとも、ビジネス文書として簡潔にポイントを表現で
きえいません。以前、敬語を含めた過去の職位階層構造を意識した電子メールの
使い方、文章表現が多様されています。コミュニケーションの道具が変わっただ
けで、本質的な企業カルチャーが、トップではまったく変わってません。／しか
し、口頭伝達（一種の伝言ゲーム）から文字にかわり、正確性と伝達の時間的制

約に関しメリットを引き出せました。
8 回答を7段階にしている意図がよくわからない。2と3はどの程度違うのか、どう

判断するのかわからなかった。

9 セミナー等楽しみにしています。がんばってください。

10 スタッ このようなアンケートを活用したいのですが。データの集計も　めてどのような

フ システムを使用したらようのでしょうか。

11 去年から、社外の人には、管理職をCCせずに添付ファイルを送れなくなった。内
容やメールの数についても監視されている。方法の詳細は公開されていない。

12 今や社内はもとより、業界全体でメールがないと仕事ができない仕組みになって
いる。良いとか悪いとか、モラルとか考えてる場合ではなく、ビジネス社会では
gえるものは何でも使わないと生き残れない。メールは仕事の多くの部分を大き
く変えてしまった。上司と部下や他社との関わり方など全てがメールによって大
転換した。この10年では最も大きな変革ツールであったと思う。

13 メールは、情報提供と情報共有という面では非常に有効と思われます。しかし、
議論を行うには言葉の誤解が多く、また、これまでの経過にこだわるかどうかの
ﾓ識の違いや知識・情報・立場の違いによる冗長性が大きく、何度かメールでや
闔謔閧ｵたものの結局直接の話し合いが必要な場合が多々あります。また、会っ
ｽことのない相手とのメールのやり取りは必要以上に事務的または態憩になる、
または「ぞんざい」になる場合があります。従来の紙べ一スの書式をメールにし
たり、簡単なメモで良いにもかかわらずワードファイルを添付するなど、無理な

形式化も見られます。
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図表A3・10質問25の回答（邦資企業一2）

ID
邦資
^　x

職位 職瞳 質問25：自由記入

14 邦資 社員 スタッ 特にありません。
企業 フ

15 電子メールは、始めての訪問、始めての依頼には利用不可。メールで依頼しても
必ず電話でフォローする。通常の業務では大至急は電話。それ以外はメール。
メールで返事がこないものは電話でフォ・ロー。

16 電子メールはコミュニケーションの手段として有効。使用頻度が高いので、相手
によって表現の仕方や、自分のキャラクターが自然に出るようなスキルが身につ
いているような気がします。ジャンクメールやCCメールが多いのは（仕事上で

口で　が
17 IS 特に有りません。

18 電子メールに関して、ほとんど何も決まっていない状態です。企業として使う
際に　どのくらいの規制を入れるべきなのか／判断しきれない状態です。また
そういったことを行える人材もおらず、現状は　ほとんど規制がない状態です。

19 会社で利用する電子メールは当然社用であり、私用には緊急時／以外利用しない
のが常識と考えます。／電子メールは便利ですが、毎日業務メールが数十通ある
と／重要な情報が埋もれることがあり、危ないときは電話などと／併用せざる得ま
せん。

20 他 問題の表現が曖昧で（例：「コミュニケーション」とか「オープン」など）何を
問われているのか分りにくい質問がいくつかありました。

21 うちの会社は、ウェブサイトのデザインという業務内容から、ネット関連の利用
に関してはかなりオープンだと思う。

22 相手に文意を理解してもらうには、相当に気をつかって文章を作成しないと伝わ
らないのがメールです。結局、詳細な部分は電話がかかってきて説明しなければ
ならないと言うことが多々あります。

23 電子メールは相手とのリアルなアクションが必要ない分、気楽です。また書く事
はインプットであり熟慮した文章を伝えられます。／マレーシアと福島と東京、
東京でもバラバラな会社に関係していますが、お客さまとのメールも含み全部M
Lで情報を共有していますからどんな些細なことも問題点も皆知っています。時
としてMLでの議論も1メールで700行に及ぶ事もあります。電話や対面でなく
てはならないケース以外コミュニケーションは／電子メールが代替しています。
少なくともFAXの世代寿命は終ったのかもしれません。電子メールという媒体
は、情報のデジタル化を押し進めています。検索抽出置換整理体系化や編集可能
で再利用性が極めて高いです。最近は、OCRスキャナーで読ませ簡単なソフト
でデジタル化で／きます。どんどん文書をPCに取り込んで皆で情報共有をして
いま

24 弊社では外部からのダイヤルアップ接続すらまだ整備されていませんので、外出
時は不便さを感じています。

25 電子メールは大変便利で今後も益々活用すると思います。ただ、日本語の文章能
力が必要になるように思います。伝えたい微妙なニュアンスが上手く伝えられず
誤解を招いたことはただただあります。本当に事務連絡のみでつかうべきなの
か。あと、日本人ははっきりと言えないことが多いので、そう言うときにはメー
ルで言いにくいことを伝えることができます。メールはコミュニケーションの良
い面とますます直接対話が無くなるという悪い面があると思います。　今私が抱
えている問題はネットワーク作りですが、大勢の人といろいろな打ち合わせをす
るのに情報共有と言う点でなんでも全員に送っています。たくさん関係ないもの
も来るので大変でそのあたりどのように使っていくべきか悩んでいる状態です。
今コミュニケーションの大切さが私の仕事のメインになっており、少し勉強した
いと　えていま　　また　可かあ　ばおしらせ　ださいませ

26 管理 研究・ 業での電子メール利用は、私どものような大企　では不可欠になっています。

職 開発 様々な部署の人間が一同に会するのは大変困難な状況ですし、キーマンはたいて
いの場合席におらずっかまりません。電子メールがとまったら、ほとんど仕事に
ならない状況です。

27 電子メールの使用についてはガイドラインが設定されています。／パソコンの私
用は厳禁です。今までに実際に処分された人もいます。
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図表A3・11質問25の回答（邦資企業・3）

ID
邦資
^外

職位 職種 質問25：自由記入

28 邦資 管理 研究・ 1年ほど前からWebグループウェアを使い出しているので，純粋な電子メールの
企業 職 開発 使用頻度は減っています。グループウェアの電子会議室の利用を電子メールの利

用として回答して良いのか迷いました。

29 Q24の「オープン」の意味がわかりません。個人の自由な使用を認めていること
なのか、イントラネットでないことなのかなど、いろいろあると思います。（回
答しないと送信できないので、無理に回答しておきました）

30 電子メールでのコミュニケーション文化が企業やそこで働く個人に定着するのに
は、数年かかると思う。個人的には、電子メールの利用は簡単なアポイントや、
重要度の低い情報を他部署のスタッフに送るという用途からスタートして、現状
では、隣にいるスタッフに重要な業務上のコミュニケーションをとるのに利用し
ている。こういう使い方にいたるまでに、5年以上かかった。どっちにしても
メール利用形態には何か発展過程があると思う。最初は時間場所を越えた非同期
通信ツールとして、電話とは用途が済み分けられていたが、今は利用の境界（電
子メールvs電話）が不明確になっている。同期型コミュニケーションにおいて
も、電子メールは、雑談よりフォーマルで、紙べ一スの報告書よりインフォーマ
ルなコミュニケーションツールというイメージがあり、仕事上の込み入った議論
をインフォーマルにやりとりするのには非常に便利だとおもう。とりとめないコ
メントで　が　ご参　まで

31 電子メールのネチケットを理解していない人が多い。職位があがるほど理解が乏
しい。

32 生産・ 出張先が社内の場合、社内電子メールシステムが全国で使用できるので／便利な
製造 コミュニケーション手段としてますます重要になってきている。

33 販売・ 電子メールの利用の拡大は目を見張るものがありますが、cc：での送信が増え
支援 て、情報の整理・集約の面では如何なものかと思うことが多々あります。

34 個人メールに気を使う。すぐ抹消するが、会社（弊社に限ったことではないです
が）が、技術者を使いログをみているのか気になり、できる限り自宅から発信し
ているものの、使わざるを得ないとき心配になる。

35 日本語の場合文章にすると表現がきつく感じられる部分があり、トラブル対応な
どでメールオンリーでの対応はかえって状況を悪化させる傾向がある。

36 電子メールはもはや企業のOAツールとして定着しており、モバイル／PC等ど
こでも使える状況である。

37 サービ 7段階評価は判断に迷う場合が多いと思います。5段階でよいのではないでしょ
ス うか。

38 所属している会社は、Windowsが浸透する目1」からUNIXべ一スでメール使ってお
り、社内の風土もオープンなので他の企業に比べて特殊だと思います。Windows
やインターネットでメールをはじめたところは、メールに関しては閉鎖的なとこ
うだと思います。　（汎用機を基幹システムで使っている会社やお客様を扱ってい
る銀行などは閉鎖的なので調べてみられると良いのではと思います）」たぶん
UNIX時代から行っている会社は、同様だと思いますので

39 スタッ 特になし
フ

40 当社では社外の人に電子メールを出すことに関しては、企業の秘密情報流出に皆
さん気にしています。私用のメールが禁止されれば、たぶん企業の電話を使って
飲み会の設定をすることになるので制限するのは必ずしも得策ではないと思って
います。

41 以下の方より転送され、回答しました。株式会社ケイコン経営創研株式会社
http：／／㎜．　keieisoken．　co．　jp　浅江季光　様

42 どちらでもないという回答が多いことは、セキュリティという事に関して殆ど
意識がないと同様に、各メディアの持つ特徴や効果を意識せず、安易にメールが
はびこっている事を意味している。　電子メールは情報伝達には非常に有効な手
段であるが、ネゴやコーディネーションを行う場合はメール＋面談が必要であ
る。言い換えれば、メールだけで事足りる業務は殆どない。

43 メールは外部とのコミュニケーションにもよく使っていますが、正直会社側はど
うなっているのか、とても不安です。しかし、迅速に処理できてしまうので、よ

・

く使ってしまっています。
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図表A3・12質問25の回答（邦資企業・4）

ID
邦資　z

職位 職種 質問25：自由記入

44 邦資 管理 スタッ やや段階が多いような気がしました。5段階ですとあらわしやすいのですが、2
企業 職 フ か3かまた5か6かで結構悩みました。

45 弊社はほとんどチェックしていません。が、極端名な一スは個別に注意していま
す（記録は採っている）。他社の例ですが、訪問先で待っているとき見渡すと、
多数の人がインターネットで遊んでいました。PC功罪の罪が、これから見えざ
る大問題になるのでは？（事務の人ほど多く無駄をする）

46 ちょっといまさらの調査の感じがしますが，息子が貴大学出身なので協力させて
頂きました。

47 職種によると思いますが、IT関連の仕事では電子ファイルの交換等が可能なこと
が前提となってきており、電子メールが使えないと仕事がストップしてしまいま
す。特に外国企業とのコミュニケーションは時差の問題もあり電子メールが必須
です。かといって、電話を使わないかと言えばそうではなく、電話もかなり使い
ます。電子メールは「公的な」大枠を決めるときに使い（証拠として残りますの
で）、一方、微妙なニュアンスの話や記録に残したくない話は電話で行う、とい
う使い分けが多いです。FAXはほとんど使いませんが、大企業では未だにFAXをメ
インに使う営業の方が多いと感じます。ベンチャー企業や、大企業でもIBMのよ
うなところは見積書もPDFにして電子メールで送ってくれるケースが多いですの
で、こちらとしては保管が楽になり助かります。（FAXだと管理が大変です）ベン
チャー企業や外国とのやりとりが多い企業の多くは、すでに電子メールと電話は
同じレベルのコミュニケーション手段であり、制約を云々するレベルのものでは
なくなってきていると思います。逆に、機密文書等が流出しやすい状況を作り出
してもいると思いますが、文書を流出される手段は電子メールだけではなく、む
しろ電子メールでは非効率であったりしますので、電子メールだけ監視してもほ
とんど意味はないだろうと思います（単なる安心感や緊張感の問題）。

48 電子メールでコミュニケーションのスピードが上がっています。また、人脈開拓
にも十分機能しています。新しい人脈の半分以上は、電子メールによるもので
す。もはや、電話やFAX連絡しかできない会社とは、コミュニケーションに時
間がかかり、相談相手にできません。

49 7段階というのは回答に迷います。解釈がマチマチになっても統計処理上は問題
ないということなのでしょうか。

50 電子メールは国際間コミュニケーションとして、かなり便利であるが、英語用と
日本語用のパソコンのシステムの違いが、たまにトラブルの問題となる。／また：
メールが相手に確実に届きかつ相手が見ているかの確認が、忙しい中でかつメー・

ルを毎日100件以上処理しなければならない状況下で、いちいち行っていられ
ないのが、難点である。暇な人は宜しいが・・。／更に、メールの場合、送信者が良

く考えずに気軽に発信するという状況が発生しており、情報の洪水の助長が益々
強くなっている。特に、ホームページを気軽に作る状況は、やや問題である。／
メールは、コミュニケーション手段として大変便利である一方、情報が溢れ過ぎ
る社会的問題（個人の処理能力の限界を超えた情報量の中で、重要な情報を見過
こしてしまう問題や情報がなければ生きていけないようなメール中毒の人間が増
えるなどの問題）が、今後大きくクローズアップされてくると思われる。

51 電子メールは制約をつけると利用をしづらくなると思います。
52 IS 現在、自社での電子メール利用で問題と感じるのは、・表現力が不足ex．図示し

づらい・量が多くなりすぎ、情報がうずもれる・古い情報を掘り出すのが困難と
いう、情報量過多をどう解決するかとことに／あると感じています

53 会社経 管理部門と営業部門の使用率、普及限技能格差について調べると面白いと思い
営 ます。

54 他 当社では、メールを監視していることが公表されています。／実際には、問題発
生時に例外的にチェックを行うということも公表されています。／すぺての添付
ファイル付きoutgoingのメールは、ウイルスチェックをして、事前に伺いを立
てることになっていますが、実際にそんなことをしている人はいません。
outgoingの最大容量は1鵬と決められていますが、もっと大きな添付ファイル
も普通に出ていってしまいます。完全な二枚舌運用で、実際にはかなり自由で

す　　　　　　　　　　　　　　’
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図表A3・13質問25の回答（邦資企業・5）

ID
邦資　、

職位 職種 質問25：自由記入

55 邦資 管理 他 電子メールはビジネス上で必須のツールになっています。
企業 職

56 ・例えば、電子メール後に電話等で確認するなどを怠らなければ、携帯電話同
様、道具建てとしてはこれほど便利なものはなく、仕事の効率は非常にアップし
た。逆にメールをこなしていない人がいるので、その点は二重手間になることが
ある。／・ウィルスの観点からの質問がないのはなぜですか？

57 経営 研究・ 企業をリタイヤして，現在は大学教官です。そのため，前職の立場で回答しまし
層 開発 た。／企業人か否かのチェックをしてからアンケートを出す配慮が望まれます。

58 生産・ 私は1人で仕事を行っていますので、参考になれたかどうか。
u’

59 サービ 最近のコミュニケーションにおいては／TEL　FAX郵送胞IL肥B会議夜の
ス コミュニティの中で、胞ILが高い割合を示しています。

60 非常にIT系のベンチャーらしい使い方をしていると思います。
61 スタツ 現在ではメールなしの仕事は考えられません。但し、相手によってメールをする

フ 場合としない場合がまだ有るのは事実です。

62 IS 7段階の評価の場合、真中のあたり（3，4，5）のレーティングは2種類あります。

ある分は1，2に近く、別の部分は6，7に近いので平均して4というように2っのピー
クがある分布と、本当に真中にピークがくる分布の場合です。これらは内容的に
は大分異なってくると思うのですが、私の場合は、感覚的に全分野の平均として
クリックしました。

63 会社経 メール利用については時間と場所を問わないコミュニケーションが取れる点は良
営 いが、時間差や不特定多数に一方的に流れる場合、大きな混乱を生むことが問

題。ガイドラインを定めても、結局、最後は個人の情報リテラシーに依存してし
まうようだ。学校教育の段階から利用方法について徹底できれば良いのだが。

64 このアンケートの主旨とずれるかもしれないが、電子メールを活用している企業
と、教育が全く行き届いていない企業との差が大変大きいと感じています。

65 現在、使用している人間が特定されているので、質問の趣意にもともと添わない
傾向があります。　（当社は個人企業に近い）／こちらの立場の問題よりも、先方
（メール宛先）の方が問題です。相手を気にしながらメールすることがよくあり

ます。

66 伊東様ご無沙汰しております。松長＠アンビションです。当社はソフト開発企業
であり、かつ顧客がパッケージソフトメーカーや電子機器メーカーなので特殊事
例かもしれませんが、私自身はセールスエンジニアに近い顧客の窓qを担当して
おり、一番の意思伝達手段は電話だと常日頃感じております。ただ電話だと接触
履歴が残らない、言った言わないの問題を摘み取れないなど欠点もあるため、時
間がかかっても電子メールを多用しております。Q22に関しては、それほど支障
のない社外メールは会社アドレスを使用しますが、それ以外に5アドレスほど併
用しており、状況で使い分けます。（一理由には競合製品のリサーチなどで必要
なためでもあります）今後とも宜しくお願い致します。

67 大企業から独立したばかりなのですが、電子メールはNiftyServe時代から10数年
利用しています。前職の会社でインターネット接続環境と電子メールが導入され
たのは1996年。その導入のプロジェクトの責任者をやっていました。ルー一ルは設
けたくなかったのですが、全社員宛に会社批判のメールを打ったものがおり、電
子メール利用規約を作成しました。しかも、その会社批判のメールを削除するよ
うにと経営者が指示を出し（Notesなので）、私は頑として拒否したことがあり
ました。もし経営者のいうとおりに消していれば、自分のメールにも同じことが
起こるのではないかと思い、社員の電子メール利用が促進されないと思ったから
です。始末書で済みました。

68 弊社はものづくりネット板橋の会員です／このアンケートー部あてはまらない部
分があると思いますが（会員皆町工場なもので）

69 電子メール・リテラシ、すなわち、メールの書き方や利用法の細目基準が必要だ
と、この頃思います。（これまでは個人に任せていたので）

70 23の教育に関しては、ツールの使い方に関しては行なわれても、ネチケット的な
部分、会社の業務と連動しての効率的な使い方に関する部分では今後もっとまじ
めに取り組んでいかなければならないと感じています。
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図表A3・14質問25の回答（邦資企業・6）

ID
邦資
^ 職位 職種 質問25：自由記入

71 邦資 経営 会社経 終わりの方の質問は、経営者自らが答えるにはちょっと？？？な内容の質問です
企業 層 営 ね。C＿＾；）／従業員達は全く違うように感じていたりして．．．

72 電子メールはビジネスの遂行上必須のツールです。メールでの返信が遅い場合等
もありますが、それはメールという手段のせいではなく、相手先のコミュニケー
ションのやり方の問題で、電話や手紙等でも同様だと思われます。

73 この調査方法だと、個人の主観により結果が大きく変わると思います。もう少
し、調査の趣旨及び目的を明確にし、各質問の意図とランクの定義付けが必要で
はないでしょうか？（まさに、データマイニングする前処理の問題ですね1）

74 経営者とは名ばかりで、ほとんどすべてを自分でやらなければならないちいちゃ
な町工場です。私のデータが役に立っのかな？

75 独立して1人でコンサル会社をやっています。あまり参考にならないかも知れま
せんが、悪しからず。

76 郵便より早く、電話ほど煩わされない、しかし記録に残り迅速性もあるという両
者の長所を併せ持つメールは大変に重宝している。ボイスメールが思ったほど定
着しなかったが、記録性の面で電子メールが勝っていたからではないか。今の若
者のチャット文化を見ると、今後ますますメールが進化（変化？）していくよう
に思う。

77 他 最近はインタネット会議室などの活用で、従来電子メールで行っていた／情報授
受が軽くなってきている。不在時の連絡など電子メールがないと仕事にならな
い。出張中での／コミュニケートや意志決定に不可欠。

78 他 スタッ 7段階の評価において、具体的な例を示してもらわないとどこにマークして良い

フ か曖昧になる。2と3、5と6の関係が特に暖昧になる。
79 他 1）丸秘で出したにもかかわらず無断で転送されてしまう事／2）その人だけに

そっと教えた積りでも回覧されてしまう事／3）転送して欲しくない人にも転送
されてしまう事／等、思わぬ落とし穴があって嫌になってしまう事が良くあるの
が玉に傷だとおもいます。

80 〈意見〉電子メールのメリットは／1．忙しい人でも都合の良いタイミンタでコ
~ュニケーションできる／2．コミュニケーションの効率化（同時一斉配信）が図
れる点にあり、デメリットは／1．文字のみによるコミュニケーションであるた
め誤解が生じやすい／2．アクセス頻度によりレスポンスタイムが異なる点にあ
驍烽ﾌと思われます。〈質問〉このアンケートの最終的アウトプットはいつ、ど
こで発表されるのでしょうか？お差し支えなければ最終的アウトプットも共有さ

せて　　こ　　’い　し上げ
81 海外送信の場合はトラフィックエラーが多いため、従来のファックスを用いてい

82 日本の企業も従業員も私的と公的の区別が出来ていない。
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図表A3－15質問25の回答（外資企業・1）

工D

邦資　x

職位 職種 質問25：自由記入

83 外資 社員 研究・ こんにちは。大下と申します。戸並氏からの依頼によりアンケートに参加させて
企業 開発 いただきました。

84 販売・ 6年前位に情報化推進を担当していたことがあり、電子メールのリテラシー向上
支援 などにつとめていました。／調査項目を読んで懐かしく感じました。

85 スタッ まずはお互いに顔をあわせて概要の相談をした上で、細部の詰めに電子メールを
フ 使用します。

86 企業の電子メール管理のシステムについては、一般社員にはあまりよくよく知ら
れていない現状があると思うので、実際にはどのようなことになっているのかは
よくわからない。

87 他 外資系コンピューターソフトウエア企業に所属しているので、電子メール利用は
かなり早い時期からです。逆に何でも電子メールで済まそうとする傾向が強く、
ミスコミュニケーションが発生したりする時もあります。

88 電子メールの「確認・証拠文書」としての機能について、分析されているようで
したら、結果に興味があります。　（特に改正商法に関係して）

89 伊東さん、ご協力させていただきました。論文を楽しみにしております。電子
メールリテラシーの低い人たちにはいつも悩まされる毎日です。

90 弊社では10数年前から電子メールを導入していますが、電子メールの利便性の
一つに、Time　Zoneの異なる国々のCounter　Partsとのやりとりに大変有効である
と言えます。またやりとりが書面に残せるのでEvidenceとしても多々活用してい
ます。基本的には個人個人のDisciplineやモラルが必要ですが、オリジナルメー
ルを勝手に転送され問題になる危険性もあると思います。

91 管理 研究・ 電子メールの使用は、会社／個人の考え方などが大きく反映されると思います。
職 開発 なぜか、使用者は個人であり、会社組織の監視がないから、と考えるのが一般的

でしょう。しかし、会社は監視する体制を整える事は可能ですし、電子メールの
使用を制限することも可能です。会社としての仕事の考え方、それを読み取る結
果がこのアンケート結果から浮かび上がると思います。

92 電子メール（文字）は、f2fコミュニケーションが基礎に成り立っていると便利
だが、f2fが無いと誤解が生じる場合がある。即ち、コミュニケーションの目的
であるメッセージ（言外言）が伝わらないことが多い。言葉のニュアンス、言葉
により移転するイメージ等です。コミュニケーション（共感作用）は人間活動そ
の物と認識しておりますが、伝達、共感効果をもたらす要因構造（寄与率）から
電子メール（文字）にSmothing　Xが加わるとビジネスインフラから生活イン
フラになると思っています。電子メールは用途別機能、用途とは政治、買い物、
介護、学習、エンターテイメントなど、また個人、恋人、友人、家族、などに特
化した用途／開発に進むと思っています。／孫と年寄、寝たきり被介護者と社会な
どもその用途の一］です　（元日本DEC＆コンパック社勤務）

93 販売・ 隣人同士でも電子メールを使うほうが効率がいい。／／カナダ国内にいるので、み

支援 なそれぞれ英語・フランス語にアクセントがあるので、会話がやや困難である。
このような環境では、メールが一番効果を発揮する。

94 サービ 電子メールは、あくまでもツールである。それ以上でも、以下でもない。使う人
ス への訓練と同じに、倫理観の教育・ディスカッションも大切と考えています。

（以上）

95 スタツ 戸並さんのご紹介です。沖縄県なので研究内容に関連あるかどうか分りません。

フ 当方は、外資系本土企業の子会社です。子会社化されてから、／メール使用につ
いての管理統制が強くなっています。　（正しい方へ）旧来のメールと両建てです

が、親会社側に統合される予定です。
96 外資系目本法人に勤務しています。No．1の質問における会社規模（5000人以上と

回答）に関し一応申し添えますと、日本法人の規模は700人程度です。メールは
むしろ海外との通信において重要と思ってるので、グループ全体の規模で返答い
たしました。

97 研究者というのは、面白いことを聞くものだ。／と、思う。考えすぎな質問が多

い。
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図表A3・16質問25の回答（外資企業一2）

ID
邦資　、

職位 職種 質問25：自由記入

98 外資

驪ﾆ
管理

E
他 ・設問の制約ということばがあいまいだと思います。ビジネスマナーレベルのこ

ﾆなのか、規定のようなルールなのか、システム上の”制約”なのか、人により
�ﾟが異なると思います。

99 メールだけでなく、メールを用いた業務自動処理につなげないと単なる連絡手段
ﾉなってしまいます。

100 海外との情報交換には非常に便利です。emai1とWebなくして私達の仕事は成り立
ｿません。

101 他社の電子Mailの使われ方がどの程度か知りたいですね。
102 経営

w
スタッ

@フ
電子メールで記述するとスピードと正確性の両方が向上するので商談などの面談
謔閧焜rジネスをより深く進められると思う．

103 他 他 どんな目的でこのアンケートが行われているのかが良く分かりま／せんが、メー
汲ﾍ最早企業活動にとって不可欠なものになってし／まっています。生意気なこ
ﾆを言わせて頂くと、問題として考え／られるのは、セキュリティ、保存（圧
k）、キーワード検索、／ISOとの接続による業務作業の効率化などが考えられま
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A4．資料4：MNIの詳細資料
MNIの第1期から第3期までのテーマ内容について図表A4・1に示す。

　　　　　　　　　　　　　図表A4－1MNIのテーマと具体的内容

期 テーマ 具体的内容
MNIの規約および運営基準の作成
専門家による調査・分析・助言→強み・弱みの確認

グループ基盤の強化
経営力強化セミナーおよび勉強会の開催
先進企業の視察研修および交流会の実施
毎月1回以上の会合による情報交換会および交流会の開催第1期 会員企業間の信頼関係

ﾌ醸成 会員相互の工場見学会の実施
パソコン教室の開催

IT化の促進 メーリングリストの開設
ホームページの開設
全国規模の展示会への出展

情報の発信
各種企業情報交換会および交流会への参加
経営力強化セミナーおよび勉強会の開催

グループ基盤の強化
先進企業の視察研修および交流会の実施
毎月1回以上の会合による情報交i換会および交流会の開催会員企業間の信頼関係

ﾌ醸成 会員相互の工場見学会の実施
パソコン教室の開催
メーリングリストのさらなる活用

IT化の促進
ホームページのトップページで会員会社紹介（会員相互に取材・作成・’　　　生の

第2期

グループウェアの開設

FAXtoWEBの開設
WEB上でのバーチャル展示会の開催
全国規模の展示会への出展

情報の発信 各種企業情報交換会および交流会への参加
各種マスメディア・公的機関によるMNIの視　・ヒヤリングの取材協力
ﾆパブリシテ　’

働開発・協働制作の

i
会員のシーズ・ニーズの開発による新‘品開発の研究チーム誕生（3

`ーム
毎月1回以上の会合による情報交換会および交流会の開催
会員相互の工場見学会の実施
経営力強化セミナーおよび勉強会の開催
先進企業の視察研修および交流会の実施

パソコン教室の開催
メーリングリストのさらなる活用
ホームページのトップページで会員会社紹フ（会員相互に取材・作成・

@　　生の
グループウェアの利用
FAXtoWEBのさらなる活用と運営マニュアルの作成第3期

産学公連携の推進
新製品開発の研究チームの活動推進
特許取得に向けての活動（アルミ半田付け）

協働開発・

ｦ働制作の推進・
ｦ働販売の推進

開発製品の販売チームの誕生　　　　，

マーケティング勉強会開催
新たな製品開発研究グループの誕生
WEB上でのバーチャル展示会の開催
全国規模の展示会への出展

情報の発信 各種企業情報交換会および交流会への参加
各種マスメディア・公的機関iこよる洲1の　　・ヒヤリングの取材　力

ﾆパブリシテ　’

上記図表A4－1は八木（2003，　P．105）を基に加筆したものである。
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はじめに

本論文は企業における組織コミュニケーションにおいて特に電子メールが企業活動

にどのような影響を与えるのか、その構造を明らかにすること、および電子メール・

システムのマネジメントの方針について研究するものである。

研究方法としては、まずいくつかの企業にインタビューすることにより、企業にお

ける電子メールの現状を調査する。その結果に基づきより多くの企業に対しアンケー

トを実施しその分析結果より、企業組織における電子メール・システムの有効性のモ

デルを作成し、かつマネジメントの方針を導き出す。最後にメール・システムの有効

性のモデルとマネジメント方針の検証のために、協働受注を当初の目的とした企業グ

ループ組織における事例研究を行うものである。

　本論文の重要なテ・・…マであるコンテクスト依存度は、組織コミュニケーションにお

けるコンテクスト依存の影響を問題としている。

　ところで組織コミュニケーションの研究に関連して、Galbraith（1973）は、組織

を情報処理モデルとして捉え、職務における不確実性と組織の情報がどのように組織

構造と関係しているかに着目している。彼によれば、組織は不確実性の量が増すにつ

れて情報処理能力を増加させるようにその構造を設計しなければならないとしている。

彼の視点は組織の個々のコミュニケーションにあるのではなく、情報処理に合うよう

な組織の構造を設計することにあり、それによりコミュニケーションも有用になると

いう点にある。

　それに対し、Daft＆Lengel（1986）は、組織の情報処理は不確実性への対処だけ

でなく、多義性への対処という2つの視点から捉えることが重要であると唱えた。彼

らは組i織が必要とする情報が欠乏している状況を不確実性（uncertainty）が高い状態

とし、それを解消するには不足している情報の量を増やすことが必要であるとしてい

る。また多義性（equivocality）とは、曖昧でかつ、組織の状況に関して複数の対立す

る解釈が存在する状態を表す程度のこととしている。多義性に対処するには、単に処

理する情報を増やせばよいのではなく、彼らが提唱するリッチネスが高い情報処理を

しなければならないとしている。またリッチネスとは多義性の高い状況に対する理解

度をある時間内に変えられる情報処理の能力であるとしている。

　Daft＆Lenge1（1986）は、組織の情報処理を2つの視点で捉えることにより、

Galbraith（1973）が情報処理を不確実性のみで捉える問題と、組織構造を設計する

だけで対応する問題を指摘し、個々のコミュニケS・・・…Fションにおいてそれにふさわしい

コミュニケーションのしくみを考慮することの重要性を訴えた。そしてコミュニケー

ションのしくみを実現する手段としてのコミュニケーション・メディアの特性に着目

し、メディア・リッチネス理論（Daft＆Lenge1，1984，1986）を提唱したのである・

　本論文の研究テーマは、このメディア・リッチネス理論に基づくが、これまで同理

論に基づく研究では明確に採り上げられなかったコンテクスト依存度との関係や電子

メール1システムのマネジメント面まで含んでいることに研究としての意義があると
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考える。

　実証研究には3つの研究アプローチを採用した。まず始めに、電子メールを提供す

る側を中心として、メディア・リッチネスとコンテクスト依存度の関係をインタビュ

ーによる実証研究により明らかにした。それに基づき、電子メールを利用する側を対

象に、メディア・リッチネス、コンテクスト依存度および電子メールのマネジメント

の関連をアンケートによる実証研究で明らかにしメール・システムの有効性のモデル

とマネジメント・システムのモデルを明確にした。最後に、複数企業が協働活動のた

めに作ったものづくりネット組織（「ものづくりネット板橋」：MNIと略す）を対象に、

電子メールの有効性のモデルとマネジメント・モデルの事例検証をアクション・リサ

ーチ（研究者が組織の中に自分を組み込むことによる社会的行為を導き出す研究方法）に

より明らかにした。これらの研究から結論として最後に、メール・システム活用のた

めの提案をメールの導入段階・運用段階およびメールのマネジメントにわけて行うも

のである。以下には研究の概要について述べる

1．研究の概要

1．研究1の目的と結論

　（1）研究1の目的

　　研究1の目的は、以下の2つである。

　　　　①電子メールの企業活動への影響について、「メディア・リッチネス」および

　　　　　　「コンテクスト依存度」との関係を明らかにすること

　　　　②電子メールのアンケートの項目を導き出すこと。

　（2）研究1の結論

　インタビューを分析した結果、以下のような結論が得られた。

　　①電子メールはメディア・リッチネスが比較的高い

　　②電子メールは、コンテクスト依存度が高い企業でも、低い企業でも有効に使わ

　　　　れている

f－・

百

6低
ス

低　　コンテクスト依存度　　高

図表1電子メールの有効活用領域（仮説の検証結果）
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　この結論から電子メールが有効に活用される領域は図表1のように幅広いことが

確認された。またわが国において、コンテクスト依存度の差は電子メールの有効性

に大きな影響がないことを確認した。図表1の①の部分は従来から電子メールが有

効に活用されているといわれてきた領域であり、本研究の分析からも電子メール導

入当初はこの範囲が有効活用領域とされる。②は仮説2の否定から説明される活用

領域であり、メールに精通した状況で拡大された領域と考えられる。③は仮説1の

否定から有効活用領域とされる。④は仮説1および2の否定により有効活用領域と

される。

2研究2の目的と結論
　（1）研究2の目的

　　研究2の目的は、メールの有効性のモデルを明確にすることである。

　（2）研究2の結論

　　分析の結果、メール・システムの構造が図表2のように求められた。

　　メールの有効性に最も影響が強いのは「メール利用度（メディア・リッチネス

　から導かれた）」であり、メールの利用が高まるほどメールの有効性が高くなるこ

　とがわかった（偏回帰係数：0．672、1％有意）。

メールの環境 有効性の蛮数

メディアリッチネス メール利用度

タスク タスク定形度

①②3④

（十）

i＋）メールの

i＿）有効性

i一）コンテクスト依存度 伝達困難度

管理システム 管理の強さ

　　　　　注：①～④は有効性への影響度の強さの顕番
　　　　　　（＋）はプラスの影響、（一）はマイナスの影響

図表2メール・システムの構造

　2番目に有効性に影響が強いのは「タスク定型度（タスクから導かれた）」であ

り、タスク（メールを利用する業務）の定型度が増すほど、有効性が高くなるこ

とがわかった（影響はメール利用度の3割弱で、偏回帰係数：O．193、1％有意）。

3番目に有効性に影響するのは「伝達困難度（コンテクスト依存度から導かれた）」

である。これは有効性への影響は小さく、マイナスに影響することがわかった（影

響は絶対値でメール利用度の2割弱で、偏回帰係数：－0．116、1％有意）。すなわち、

伝達困難度が増すほど有効性が低くなることがわかった。管理の強さは、有効性

への影響はもっとも小さく、マイナスに影響することがわかった（影響は絶対値

でメール利用度の1割強で、偏回帰係数：－0．083、6％有意）。
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’（3）研究2のインプリケーション

　以上の結果からメールの有効性には、なによりもメール利用度を増すこと、つ

ぎにタスク定型度を増すことであるとされた。メールの利用度を上げるためとタ

スク定型度を考慮し、メールの有効性で得られた結論をもとに、メール・システ

ムのマネジメントのモデル（図表3）を提言した。

籍

↑

累

ジ
う

ト

↓

義

定型的利用領域

非有効領域 （例：事務部門）

定型的利用を高める
2 1

革新的利用領域3
4

（例：研究・開発部門）
非有効領域

イノベーションを生む

利用を高める

低い司一一一一一タスク定型度一一一一レ　高い

図表3メール・システムのマネジメント・モデル

　図表3のセル1では、電子メールの定型的な利用を大いに高めるように、でき

るだけテンプレートを使い、フォーマット化するなどを推進する。またそのよう

な利用が行われているかどうかをモニターすることが必要である。反対にセル3

は、電子メールの革新的利用領域であり、ここでは対面会議を補完的に使うこと

でイノベーションを生むような活動に電子メールを積極的に利用することを主眼

とする。メール・システムのマネジメントの柔軟さも求められ、オートノミーを

確保しつつ相互依存性を高める柔軟なマネジメントが望まれる。セル2と4は非

有効領域である。

3研究3の目的と結論
　（1）研究3の目的

　　研究3の目的は、つぎの2つである。

　　　①メール・システムの構造（有効性の構造）についてネット・グループでの

　　　　メールの影響という事例から検証すること

　　　②メール・システムのマネジメント・モデルについて、ネット・グループの

　　　　事例から検証すること

　（2）研究3の結論

　　MNIの事例検証により、メール・システムの構造（図表2）の正当性が検証で

　きた。またメールシステムのマネジメント・モデル（図表3）に関しても、MNI

　ではそのようなマネジメントが行われていて、活動に好影響を与えていることが

　確認できた。

　　3つの研究から得た結論を基にメール・システムの活用のための提案を以下に

　述べる。
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II．メール・システムの活用のための提案

メール・システムの活用に関して導入段階と運用段階およびメール・システムのマネジメ

ントの柔軟性と重要性の認識について以下の提案をする

1メールの導入段階

メールの導入段階の留意点は以下の4点である。

　　①電子メールをはじめとする電子コミュニケーション・メディアの利用性に留意

　　　する

　　②電子メールをはじめとする電子コミュニケーション・メディアの効果がすぐに

　　　現れるようなものを導入する

　　③電子メールをはじめとする電子コミュニケーション・メディアの複雑な機能は、

　　　そのようなメディアの利用を阻害することに留意する

　　④メーリングリストの導入こそ、もっとも効果的である

2メールの運用段階

　メールの運用段階の留意点は以下の3点である。

　　①電子メールをはじめとする電子コミュニケーション・メディアのリテラシー教

　　　育を行うこと

　　②メールを利用する業務内容に合わせたマネジメントをとること

　　③メールの使用規制はかけないこと

3メールのマネジメント

メールのマネジメントに関する留意点は以下の5点である。

　　①自己管理が大切である

　　②自律を促す企業文化の醸成

　　③人間系システムとしての認識

　　④技術面のみの管理では手落ち

　　⑤メールの管理はコミュニケーション部門で

以上
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